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平成２３年第１回摂津市議会定例会会議録

平成２３年２月２２日（火曜日）
午前 １０時　　　　開 会

摂   津   市   議   会   議   場

１ 出席議員 （２２名）

　　１ 番　　村　上　英　明 　　２ 番　　本　保　加津枝

　　３ 番　　大　澤　千恵子 　　４ 番　　野　原　　　修

　　５ 番　　川　端　福　江 　　６ 番　　藤　浦　雅　彦

　　７ 番　　南　野　直　司 　　８ 番　　渡　辺　慎　吾

　　９ 番　　三　宅　秀　明 　１０ 番　　上　村　高　義

　１１ 番　　森　内　一　蔵 　１２ 番　　山　本　靖　一

　１３ 番　　弘　　　　　豊 　１４ 番　　山　崎　雅　数

　１５ 番　　木　村　勝　彦 　１６ 番　　森　西　　　正

　１７ 番　　嶋　野　浩一朗 　１８ 番　　柴　田　繁　勝

　１９ 番　　三　好　義　治 　２０ 番　　原　田　　　平

　２１ 番　　安　藤　　　薫 　２２ 番　　野　口　　　博

１ 欠席議員 （０名）

市 長 森 山 一 正 副 市 長 小 野 吉 孝

教 育 長 和 島 剛 市 長 公 室 長 羽 原 修

総 務 部 長 有 山 泉 生 活 環 境 部 長 水 田 和 男

保 健 福 祉 部 長 佐 藤 芳 雄 保健福祉部理事 福 永 冨美子

都 市 整 備 部 長 小 山 和 重 土木下水道部長 宮 川 茂 行

会 計 管 理 者 寺 西 義 隆
教 育 委 員 会
教 育 総 務 部 長

馬 場 博

教 育 委 員 会
教育総務部理事

市 橋 正 己
教 育 委 員 会
生 涯 学 習 部 長

宮 部 善 隆

監査委員・選挙管理
委 員 会 ・ 公 平 委 員
会・固定資産評価審
査 委 員 会 事 務 局 長

寺 本 敏 彦 水 道 部 長 中 岡 健 二

消 防 長 北 居 一 消 防 本 部 理 事 浜 崎 健 児

事 務 局 長 野 杁 雄 三 事 務 局 次 長 藤 井 智 哉

事 務 局 参 事
兼 次 長 代 理

池 上 彰

１ 地方自治法第１２１条による出席者

１ 出席した議会事務局職員
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１ 議　事　日　程

1， 会期決定の件

2， 平成２３年度市政運営の基本方針

3， 議 案 第　１４号 固定資産評価審査委員会委員の選任について同意を求める件

4， 議 案 第　　１号 平成２３年度摂津市一般会計予算

議 案 第　　２号 平成２３年度摂津市水道事業会計予算

議 案 第　　３号 平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議 案 第　　４号 平成２３年度摂津市財産区財産特別会計予算

議 案 第　　５号 平成２３年度摂津市公共下水道事業特別会計予算

議 案 第　　６号 平成２３年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議 案 第　　７号 平成２３年度摂津市介護保険特別会計予算

議 案 第　　８号 平成２３年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議 案 第　　９号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

議 案 第　１０号 平成２２年度摂津市水道事業会計補正予算（第３号）

議 案 第　１１号 平成２２年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）

議 案 第　１２号 平成２２年度摂津市老人保健医療特別会計補正予算（第２号）

議 案 第　１３号 平成２２年度摂津市公共下水道事業特別会計補正予算（第４号）

議 案 第　１７号 摂津市環境基金条例制定の件

議 案 第　１８号 摂津市民図書館等協議会条例制定の件

議 案 第　１９号 摂津市教育センター条例制定の件

議 案 第　２０号 摂津市企業立地等促進条例制定の件

議 案 第　２１号 摂津市職員定数条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２２号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の
一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２３号 摂津市職員の管理職手当に関する条例及び一般職の職員の特殊勤
務手当に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２４号 摂津市特別会計条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２５号 摂津市青少年運動広場条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２６号 摂津市立市民ルーム条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２７号 摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

１ 本日の会議に付した事件

　　日程１から日程４まで
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（午前１０時 開会） 

○藤浦雅彦議長 ただいまから平成２３年第

１回摂津市議会定例会を開会します。 

 会議を開く前に、市長のあいさつを受け

ます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 おはようございます。 

 本日、平成２３年第１回摂津市議会定例

会を招集させていただきましたところ、議

員の皆様には何かとお忙しいところ、ご参

集賜り、厚くお礼申し上げます。 

 さて、今回ご審議をいただきます案件は、

予算案件といたしまして、平成２３年度摂

津市一般会計予算ほか１２件、条例案件と

いたしまして、摂津市教育センター条例制

定の件ほか１０件、人事案件といたしまし

て、固定資産評価審査委員会委員の選任に

ついて同意を求める件、合計２５件のご審

議をお願いいたすものでございます。 

 何とぞよろしくご審議の上、ご承認、ご

可決賜りますようお願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、開会に当たりま

してのごあいさつといたします。 

○藤浦雅彦議長 あいさつが終わり、本日の

会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員は、川端議員、南

野議員を指名します。 

 日程１、会期決定の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 この定例会の会期は、本日から３月３０

日までの３７日間とすることに異議ありま

せんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 日程２、平成２３年度市政運営の基本方

針に関する説明を求めます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 本日、ここに平成２３年度の一

般会計予算をはじめとする諸議案のご審議

をお願いするに当たりまして、市政運営に

関する私の所信と施策の大要を申し上げま

す。 

 本年は、新総合計画に基づく新たなまち

づくりのスタートの年であります。市長に

就任して６年有余、まさしく光陰矢のごと

し、この間、私は全力で市政のかじを取り、

スピード感を持ってまちづくりに取り組ん

でまいりました。その結果、南千里丘地区

の開発をはじめ、長年の夢が一つ一つ目に

見える形となって具体化するとともに、難

しい課題についても、将来に向け一定の方

向へと道筋をつけることができました。こ

のことは、議会の皆様はじめ、市民の皆様、

また、各関係者のご理解とご協力があって

のことでございます。まずもって深く感謝

申し上げます。 

 今回は、私にとって７回目の予算編成で

ありましたが、長引く景気低迷やさまざま

な制約の中、これまでにも増して大変厳し

い選択をしなければなりませんでした。し

かし、厳しい状況にあっても、我がまち摂

津の将来のため、今、何をなすべきかとい

うことを一心に見据え、編成に当たってき

たところであります。 

 平成２３年度は、「まちづくりは、人づ

くりから」との原点に立ち、目指す将来都

市像である「つながりのまち摂津」の実現

に向け、全力を注いでまいる所存でありま

す。 

 さて、我が国の経済についてであります

が、去る１月２４日に閣議決定されました

平成２３年度の経済見通しと経済財政運営

の基本的態度におきましては、デフレ脱却

と景気の自律的回復に向けた道筋を確かな

ものとしていくため、成長と雇用に重点を
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置き、予算、税制、規制・制度面から最大

限の努力を行うことを経済財政運営の方針

と位置づける旨、記されております。しか

し、現状を見ますと、一部で回復の兆しが

見込まれるとはいうものの、大学生の就職

内定率が過去最低を記録するなど、まだま

だ先行きは極めて不透明でございます。 

 次に、本市の財政状況と今後の見通しに

ついてでありますが、平成２１年度決算で

は、基幹的な収入である市税が、平成２０

年度に比べ、約１３億５，８００万円の減

尐となりました。その大部分が法人市民税

の減尐であり、まさしくリーマンショック

以後の世界同時不況の影響を如実に反映し

た結果であります。また、バブル崩壊以降、

長引く景気低迷の結果、安定的な財源とさ

れる固定資産税も低迷を続け、一時的に企

業業績が回復した時期があったものの、そ

の効果が個人所得の復調にまで波及せず、

依然として厳しい状況にあります。 

 一方、平成２１年度の経常収支比率は９

２．８％となり、４年連続で改善するとと

もに、平成２２年度においても普通交付税

の不交付団体となっております。このこと

は、創意工夫により財源の確保を図り、適

切な行政経営に努めた結果でもありますが、

一面では、臨時財政対策債をはじめとする

赤字地方債の発行など、臨時的な収入に依

存したものでもあるということを忘れては

なりません。 

 今後を見通しますと、高齢化の進行など

により、扶助費の歳出圧力が増大し、本市

財政は急激に硬直化することが心配される

ところであります。このような中、国にお

いては、追い討ちをかけるかのように、平

成２５年度から普通交付税の不交付団体に

は臨時財政対策債の発行を認めない、さら

に、本市も交付対象となっている特別交付

税の財源の３割以上を普通交付税の配分枠

に移す旨、決定されました。本市にとりま

しては大変厳しい決定であります。 

 ただ、「ピンチをチャンスに」という言

葉がありますが、私はこの事態を本市が真

に自立した経営基盤を確立するための第一

歩を踏み出す大きなチャンスであると前向

きに捉えたいと思います。赤字地方債を発

行しなくても自立できる経営体質へと変革

させるため、困難があっても、みんなで知

恵を絞り、工夫を凝らし、汗をかき、最善

を尽くす、そんな覚悟を全職員に求めてい

きたいと思います。どんな困難なときでも、

なせば成るの精神で、何事にも勇気と志を

持って臨むことが私たち行政を担う者のあ

るべき姿であり、今年もこのことを心に刻

み、眼前の諸課題に挑んでまいります。 

 それでは、具体的な施策についてご説明

申し上げます。 

 予算編成並びに諸議案の作成に当たりま

しては、これまで着実に進めてまいりまし

た基盤整備の成果をソフトなまちづくりに

つなげ、生かしていくということを強く念

頭に置きました。その結果、「市民活動」、

「環境」、「健康」の三つを重点施策として

位置づけるとともに、長期的な視点で、摂

津のよりよい将来への道筋となる施策をた

ゆみなく推進してまいります。 

 以下、平成２３年度に取り組みます新規

事業を中心とした主な施策につきまして、

第４次摂津市総合計画に示しております七

つのまちづくりの目標に沿ってご説明申し

上げます。 

 第１に「市民が元気に活動するまちづく

り」についてであります。 

 これからのまちづくりにおきましては、

地域課題や社会問題の解決に向け、市民・

事業者・行政など、摂津市に関わるさまざ
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まな人や団体が主体性を持って、お互いの

特性を尊重しつつ、共通の目標を達成する

ため、おのおのができることから始め、協

力していくことがますます重要となってま

いります。平成２３年度は、まちづくりの

重要なテーマである「協働」について意識

の共有化を図るため、市民の参画を得て、

一定のルールづくりを行うとともに、今後

の協働事業の展開などについて検討してま

いります。 

 次に、重点施策の「市民活動」の支援に

ついてであります。 

 さまざまな分野における市民活動につい

ての情報と学習機会の提供を積極的に進め、

一人でも多くの方が市民活動に関わり、さ

らに、その活動を通してまちづくりに参画

する契機となるよう支援してまいります。

そして、市民活動のガイドラインを策定す

るとともに、各市民活動団体同士のネット

ワーク化やそのコーディネートをはじめ、

行政の中間支援機能の充実・強化に努めて

まいります。 

 また、安威川以南地域のコミュニティ施

設につきましては、市民の皆様のご意見や

コミュニティプラザの運営などを検証の上、

施設の機能について検討を進めてまいりま

す。 

 第２に「みんなが安全で快適に暮らせる

まちづくり」についてであります。 

 初めに、土地利用についてでありますが、

都市計画に関する基本的な方針である都市

計画マスタープランの見直しに着手いたし

ます。また、本年４月から市街化調整区域

を除き、全市域に準防火地域の指定を広げ、

火災に強く、安心して暮らせるまちづくり

を進めてまいります。 

 ＪＲ千里丘駅西口のまちづくりにつきま

しては、地権者の合意形成など、大変難し

い面がありますが、引き続き努力をしてま

いります。 

 吹田操車場跡地のまちづくりにつきまし

ては、吹田操車場跡地まちづくり基本計画

に基づき、緑豊かで秩序ある都市型居住空

間の形成を図ってまいります。なお、隣接

する吹田市正雀下水処理場の機能停止とク

リーンセンター問題は、このまちづくりに

大きく影響する重要な課題であります。こ

の課題に対し、早期に方向性をお示しでき

るよう、関係諸機関と実現可能な方策につ

いて協議を重ねてまいります。 

 次に、道路整備についてであります。 

 ご承知のとおり、一昨年秋にＪＲ千里丘

ガードの拡幅工事が完了し、交通の円滑な

流れが促進されたことは、本市にとって大

きな前進でありました。しかし、数十年先

を見据え、鉄道による地域の分断に起因す

る交通渋滞を抜本的に解消し、道路交通の

安全性を確保するためには、阪急京都線の

連続立体交差事業の推進と道路交通ネット

ワークの再構築が今後の基盤整備の中でも

最重要課題であります。平成２３年度につ

きましては、周辺住民の方々のご意見や、

これまでの検討結果を集約し、国の社会資

本総合整備計画に位置づけられるよう、大

阪府との強い連携のもと、全力で取り組ん

でまいります。 

 千里丘三島線につきましては、引き続き

移転交渉などを行い、早期の事業化を目指

してまいります。また、阪急正雀駅前につ

きましては、道路予定区域に一定の規制を

かけましたが、今後とも周辺におけるさま

ざまな環境変化を見据え、あらゆる方策を

講じてまいります。さらに、新在家鳥飼上

線につきましては、歩道未整備の危険箇所

を拡幅整備するため、測量及び実施設計に

取り組んでまいります。 



 

 

１－６ 

 次に、公共交通の利便性の向上を図る取

り組みについてでありますが、長年の懸案

であるＪＲ千里丘駅西口構外でのエレベー

ターの早期設置に向け、実施設計を行い、

バリアフリー化を推進してまいります。ま

た、本市の実情に即したバス路線網等の再

編を含めた市内公共交通のあり方について、

引き続き検討を進めてまいります。 

 上水道事業につきましては、施設の計画

的な維持管理と水質検査体制の強化に努め、

清浄にして豊富低廉な水の安定供給に努め

てまいります。 

 公共下水道事業につきましては、市街化

調整区域における将来的な整備に向け、都

市計画決定の変更及び事業認可の取得に向

けた取り組みを始めます。また、最適なサ

ービスの提供とさらなる経営の効率化を図

るため、公共下水道事業の地方公営企業法

の適用に向けた準備を進めてまいります。 

 消防・救急救助施策の推進につきまして

は、消防救急無線の共同運用に向け、北摂

各市町との協議を進めてまいります。さら

に、消防団の車両をはじめ、施設や資機材

の整備等に対する支援を大幅に拡大し、地

域消防力の強化を図ってまいります。 

 第３に「みどりうるおう環境を大切にす

るまちづくり」についてであります。 

 第４次摂津市総合計画では、「みどりと

環境」を、今後、力を入れて取り組むべき

新たなまちづくりの目標として位置づけて

おります。 

 初めに、重点施策の「環境」についてで

ありますが、新たに環境基金を創設すると

ともに、昨年度から取り組んでおります地

球温暖化防止地域計画を策定し、温室効果

ガスの排出量を削減し、環境負荷を低減さ

せる取り組みと支援策を取りまとめてまい

ります。そして、その取り組みを全市的に

広げるため、市民や環境団体との協働によ

り、家庭や地域社会における環境意識の高

揚を図り、省エネルギー対策の普及に努め

てまいります。 

 また、市が管理する防犯灯の一部や新設

の道路照明灯を環境負荷の尐ないＬＥＤ灯

に切りかえ、その効果を検証の上、段階的

に拡大してまいります。 

 さらに、現在、建設中の（仮称）摂津市

営三島住宅の屋根に太陽光発電パネルを設

置するとともに、公共交通機関や自転車な

どによる市職員のエコ通勤を推進するなど、

市が率先垂範して環境負荷の低減に積極的

に取り組んでまいります。 

 廃棄物処理施策につきましては、一般廃

棄物処理基本計画に基づき、リサイクルの

推進を目的とした中間処理施設などの整備

に向け、リサイクルプラザ施設基本構想を

策定してまいります。 

 循環型社会に向けた取り組みといたしま

しては、リサイクルの推進と廃棄物の適正

処理に向け、事業者等への指導・啓発を強

化するとともに、収集システムの確立や収

集業務の効率化を目指した取り組みを進め

てまいります。 

 次に、魅力ある憩いの空間づくりについ

てであります。 

 本市には、市民が憩い、自然に親しむこ

とのできる水辺空間が多く存在しておりま

す。今後とも、貴重な空間として育ててい

くとともに、市の魅力として発信できるも

のとしていかなければなりません。そうす

ることにより、市民の皆様に摂津市への愛

着と親しみが醸成されていくものと思いま

す。その一環として、市民の皆様との協働

により、本市の名所である新幹線公園への

アクセスの向上を図ってまいります。加え

て、新幹線公園から水辺沿いに鳥飼八町に
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至る区間を、「水に親しみ、みどりうるお

う、桜の空間」とするため、３年計画で

「さくらづつみ」を整備してまいります。 

 第４に「暮らしにやさしく笑顔があふれ

るまちづくり」についてであります。 

 初めに、平和と人権についてであります

が、本市は、憲法を守り人間を尊重する平

和都市を宣言し、一昨年には平和市長会議

にも加盟いたしました。また、平和公園に

「原爆に焼かれた石」と石碑を設置して、

はや２５年がたちましたが、今日、もう一

度当時の思いをはせ、改めてさまざまな機

会をとらえ、平和の尊さを訴えてまいりま

す。また、人権意識を高め、人権尊重への

理解を深めるため、映画会や講演会を開催

するなど啓発に努めてまいります。 

 男女共同参画社会の実現に向けた取り組

みといたしましては、市民活動団体との協

働により、さまざまな啓発事業を実施する

とともに、男女共同参画センターに多くの

人々が集い、そして活動へとつなぐことが

できるよう、場所づくりと機会の提供に力

を入れてまいります。 

 次に、福祉施策についてであります。 

 近年、地域住民同士のつながりの希薄化

がさまざまな社会問題を生み出している中、

改めてつながりを強めていく取り組みが必

要であります。このような観点から、府営

住宅で計画されております「ふれあいリビ

ング」の整備を支援してまいります。 

 高齢者施策につきましては、認知症の支

援ボランティアを養成するとともに、これ

らの方の協力を得て、サロンの開催、徘回

時の見守り等の活動を実施し、認知症高齢

者とその家族を支援する地域の見守りネッ

トワークづくりに取り組んでまいります。

また、ひとり暮らしの高齢者に医療情報キ

ットを配布し、緊急時などに迅速な対忚が

できるよう努めてまいります。さらに、平

成２４年度から２６年度までを計画期間と

する第５期高齢者かがやきプランの策定に

取り組んでまいります。 

 続いて、障害者施策につきましては、市

立みきの路におけるショートステイの対象

者を、１８歳未満の児童も入所できるよう

拡大してまいります。また、本年１０月か

ら、身体障害者手帳の交付に関する事務を

本市で実施し、より迅速な手帳交付を行い、

サービスの向上を図ってまいります。 

 子育て支援施策につきましては、民間保

育所の建てかえに対して補助を行い、保育

環境の充実を図るとともに、保育所定員や

弾力運用の拡大により、年度途中における

待機児童の解消を目指してまいります。ま

た、市内に１か所ある簡易保育所の運営基

盤の強化と保育環境の充実を図るため、支

援を拡大いたします。さらに、妊娠中の方

が気軽に保育所を訪れることのできる環境

を整備し、保育士による相談やふれあいを

通して、育児不安の解消を図ってまいりま

す。そして、学童保育につきましては、摂

津小学校に新たな保育室を整備し、子ども

たちが安全に伸び伸びと過ごせる保育環境

を確保してまいります。 

 次に、重点施策の「健康」についてであ

ります。 

 まず、我が国の死因の第１位であり、国

民病と言っても過言ではない、がん対策に

つきましては、これを大幅に拡充いたしま

す。これまで実施してきました乳がん、子

宮頸がんの節目年齢の方の検診費用の全額

助成について、胃、大腸、肺がん、さらに

前立腺がんを含めた６大がんにまで拡げ、

がんに負けることのない社会の実現を目指

してまいります。また、節目年齢以外の方

が前立腺がんの検診を受ける場合にも、そ
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の費用の一部を助成いたします。これらの

ことにより検診率の向上を図り、早期発

見・早期治療へとつなげてまいります。 

 また、妊婦健診につきましては、ヒト白

血病ウイルス－１型抗体検査などを追加し、

その内容を充実させてまいります。 

 感染症予防対策につきましては、子宮頸

がん予防ワクチン、ヒブワクチン及び小児

用肺炎球菌ワクチンの接種費用のうち、一

部の自己負担金を除いた残り全額について

助成をいたします。そして、日本脳炎ワク

チンの接種勧奨を控えていた間の対象者に、

全額公費で新ワクチンの接種を実施いたし

ます。 

 さらに、歯科健診につきましても、節目

年齢の方と妊婦について、その費用を全額

助成いたします。 

 特定健診につきましては、受診券とがん

検診クーポン券などを一体化し、年度当初

に一括発送することにより、健診期間の拡

大と受診率の向上を図り、市民の健康増進

に努めてまいります。 

 なお、国民健康保険料につきましては、

負担の公平を図るため、賦課限度額を法定

額に改定いたします。 

 第５に「誰もが学び、成長できるまちづ

くり」についてであります。 

 本年４月から、教育委員会事務局に新た

に次世代育成部を創設し、保育や子育てを

はじめ、就学前から義務教育期間までの子

どもに関する窓口を集約することにより、

教育・子育て支援などを一層充実・強化し

てまいります。 

 また、教育研究所の組織を発展的に改編

し、教育センターとして開設いたします。

教育課程や授業改善など、学校教育全般に

ついて研究し、学校での教育を支援すると

ともに、家庭児童相談室の機能を組み入れ、

教育相談、適忚指導についても充実させる

ことにより、本市教育のさらなる伸展と子

どもたちの健やかな育成を図ってまいりま

す。 

 初めに、就学前教育についてであります

が、就学前の子どもたちのしつけや教育の

参考となる就学前教育実践の手引きを策定

いたします。また、幼児教育と保育サービ

スを一体的に提供できるこども園を平成２

４年４月に開設するため、べふ幼稚園の大

規模改修工事を実施いたします。さらに、

せっつ幼稚園において実施しております預

かり保育については、回数を増やすととも

に、とりかい幼稚園においても試行的に実

施し、サービス向上に努めてまいります。 

 次に、「生きる力」をはぐくむ教育につ

いてであります。 

 子どもたちの明るい将来のため、学校・

家庭・地域が連携し、それぞれの役割を果

たすことにより、子どもたちに確かな学力、

豊かな心、健康・体力を基盤とする生きる

力をはぐくんでいかなければなりません。

とりわけ、学校教育は生きる力を総合的に

はぐくむための根幹をなすものであります。 

 本市では、これまで小学１年生等学級補

助員の全小学校への配置、学校読書活動推

進サポーターの全小中学校への配置、スク

ールソーシャルワーカーの全中学校区への

配置など、生きる力をはぐくむためのさま

ざまな環境整備を行ってきた結果、その成

果があらわれてまいりました。今後ともこ

れまでの成果をしっかりと検証しつつ、地

域教育力の向上や家庭教育の支援とともに、

学校教育に力を入れて推進してまいります。 

 平成２３年度には、新たに教育経験の豊

富な人材を学校教育相談員として配置し、

学校におけるさまざまな課題に対忚すると

ともに、若手教職員の早期育成を図り、児
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童・生徒にわかりやすく質の高い授業がで

きるよう努めてまいります。 

 支援教育の充実策につきましては、障害

のある児童・生徒一人ひとりのニーズに忚

じて、きめ細かく学校生活をサポートする

ため、支援員を増員してまいります。 

 学校施設の改善につきましては、全小学

校の普通教室にエアコンを設置し、快適な

教育環境を整備するとともに、摂津小学校

の給食調理場を整備してまいります。また、

安全で安心できる学校施設を目指し、千里

丘小学校体育館の耐震補強工事を実施する

とともに、第二中学校体育館の耐震補強実

施設計にも取り組んでまいります。 

 次に、生涯学習の場としての図書館につ

いてであります。平成２３年度から、開館

日と開館時間を府内トップレベルに拡大す

るとともに、子ども読書活動を推進し、図

書館サービスの充実を図り、より利用しや

すく市民に親しまれる図書館としてまいり

ます。 

 文化活動の振興につきましては、小中学

生で結成する摂津市ちびっこ劇団の１０周

年記念公演を支援してまいります。さらに、

各地域において、市民の皆様によりさまざ

まなイベントが開催され、チューリップア

ートや大正川のこいのぼりなど、摂津の風

物詩となっているものもあります。まさし

く市民の皆様による手づくり文化であり、

このような摂津の魅力を高め、発信する取

組みを支援してまいります。 

 郷土文化の保存・継承につきましては、

埋蔵文化財や農具・民具を集めて、旧教育

研究所で保管するとともに、市民ボランテ

ィアの協力を得て、企画展を開催してまい

ります。また、市立第６集会所につきまし

ては、文化財保護条例に基づき、建物の現

況を記録保存するとともに、その活用に向

け、調査を実施してまいります。 

 第６に「活力ある産業のまちづくり」に

ついてであります。 

 本市には、約３，７００もの事業所があ

り、まさしく産業のまちとしての顔を持っ

ておりますが、その約９５％が従業員数５

０人未満の小規模な事業所であります。長

らく低迷する経済状況にあって、平成の初

期に比べ１，０００以上の事業所が減尐す

るとともに、多くの事業所の経営は大変厳

しく、経営基盤の強化が喫緊の課題となっ

ております。今後とも、事業資金融資など、

経営力向上のための支援、事業者間の情報

共有や取引に結びつくような機会の提供・

交流の促進を図ることはもとより、新事業

分野への展開も視野に入れ、産学交流を進

めるよう支援してまいります。 

 好評を博しているプレミアムつきセッピ

ィ商品券につきましては、第３弾を発行し、

消費の底上げを図るとともに、商業者が独

自の取り組みを積極的に行える体制づくり

を支援してまいります。 

 また、産業の振興と経済の活性化を図る

ため、事業所の新設や拡張、設備投資を行

う事業者を支援する企業立地等促進条例を

制定し、市の内外に広くＰＲしてまいりま

す。 

 次に、就労支援策としましては、現在、

雇用情勢が大変厳しい状況であり、その回

復の兆しが見えないため、専門の就労相談

員を配置し、適切な指導・アドバイスを行

ってまいります。 

 第７に「計画を実現する行政経営」につ

いてであります。 

 本格的な地方分権時代を迎え、大阪府か

ら、平成２３年度から２年間で約５０項目

の権限移譲を受けることになっております。

また、地方分権改革推進委員会の勧告や地
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域主権戦略大綱を踏まえ、地方自治体への

権限移譲などの所要の一括法案が平成２３

年通常国会に提出される予定であります。

さらに、地方行財政検討会議において地方

自治法の抜本的な見直しについて検討され

るなど、自治体を取り巻く環境は大きく変

化しようとしております。 

 このような中、市民の皆様と行政とが、

お互いの責任と自主性でもって、真に必要

なサービスとは何かという視点で、さらな

る選択と集中を図り、長期的な目漂をしっ

かり見据えた戦略的かつさまざまな環境変

化にも対忚できる行政経営へと転換しなけ

ればなりません。 

 そのため、第４次行財政改革を着実に実

行するとともに、その大きな柱であります

人材育成をはじめとする人事制度改革に力

を注いでまいります。とりわけ、摂津市人

材育成実施計画に基づき、常に市民目線で

行動し、前例にとらわれず、みずから考え、

勇気を持って行動する職員を育成してまい

ります。また、事務事業のあり方や仕事の

進め方、費用対効果などを常に検証し、そ

の結果を次に生かし、より効率的かつ効果

的なサービスへとつなげてまいります。 

 次に、電子自治体の推進についてであり

ますが、市民ルーム、市民文化ホールの会

議室などや市立スポーツ施設の空き状況を

インターネット上で確認できるよう、公共

施設予約システムの対象施設を拡大いたし

ます。また、昨年の軽自動車税に続いて、

個人市民税、固定資産税についても、コン

ビニエンスストアで納付いただけるように

するとともに、幼稚園保育料について口座

振替をご利用いただけるようにするなど、

市民の皆様の利便性の向上を図ってまいり

ます。 

 最後になりましたが、「人づくり」につ

いて、一言申し上げたいと思います。 

 私は冒頭で、「まちづくりは、人づくり

から」と申し上げました。これは、人づく

りは百年の計にも値する真に重要なことで

あるとの思いからでございます。 

 中国のいにしえの書「管子」の一節には

次のような項がございます。「一年の計は

穀を樹うるに如くは莫し、十年の計は木を

樹うるに如くは莫し、終身の計は人を樹う

るに如くは莫し」とあります。終身の計、

すなわち将来をしっかり見据えた百年の計

を立てる心算であるならば、人を育てるこ

とが肝要であり、これに及ぶものはないと

いうことでございます。 

 摂津市では、まちづくりの柱の一つに人

間基礎教育を掲げております。言うまでも

ありませんが、これは社会のルールを守れ

る人づくりのことでございます。時あたか

も、今年は第４次の総合計画がスタートい

たしますが、それだけに将来のあるべきま

ちの姿をしっかり見据え、本年も思いやり、

奉仕、感謝、あいさつ、節約・環境の五つ

の心を大切にする、明るく、つながりのあ

る社会の実現を目指していきたいと思いま

す。 

 以上、市政運営に当たっての基本的な考

え方、並びに本議会にご提案いたしており

ます施策の大要につきまして、ご説明申し

上げました。 

 平成２３年度も解決しなければならない

課題が山積しております。大切なことは、

その課題を解決するため、失敗を恐れず、

まず行動することであります。何もしなけ

れば解決できる可能性はゼロであり、それ

こそが一番の失敗であります。難しい問題

に対しても前向きに捉え、志を持って一生

懸命取り組めば、必ずや道は開けると確信

をいたしております。 
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 私をはじめ全職員の力を結集し、「やる

気」・「元気」・「本気」、そして「勇気」を

もって、我がまち摂津の将来のため、全身

全霊、平成２３年度の諸課題に対処し、解

決してまいる決意であります。どうか皆様

方のご理解、ご協力を賜りますようお願い

申し上げ、私の市政運営の基本方針とさせ

ていただきます。ありがとうございました。 

○藤浦雅彦議長 説明が終わりました。 

 日程３、議案第１４号を議題といたしま

す。 

 提案理由の説明を求めます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 議案第１４号、固定資産評価審

査委員会委員の選任について同意を求める

件につきまして、提案理由のご説明を申し

上げます。 

 本件につきましては、平成２３年４月２

１日付の玉井敬尚氏の任期満了に伴いまし

て、玉井敬浩氏を摂津市固定資産評価審査

委員会委員に選任いたしたく、地方税法第

４２３条第３項の規定により、議会の同意

を求めるものでございます。 

 なお、履歴書を議案参考資料の１ページ

に添付いたしておりますので、ご参照いた

だきますようお願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、提案理由の説明

とさせていただきます。 

○藤浦雅彦議長 説明が終わり、質疑に入り

ます。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 質疑なしと認め、質疑を終

わります。 

 お諮りします。 

 本件については、委員会付託を省略する

ことに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 討論に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 討論なしと認め、以上で討

論を終わります。 

 議案第１４号を採決します。 

 本件について、同意することに異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、本件は同

意されました。 

 日程４、議案第１号など２４件を議題と

します。 

 提案理由の説明を求めます。総務部長。 

  （有山総務部長 登壇） 

○有山総務部長 まず初めに、議案第１号、

平成２３年度摂津市一般会計予算につきま

して、提案内容をご説明申し上げます。 

 平成２３年度当初予算の総額は３２４億

９，０９１万６，０００円で、対前年度当

初予算比５億２，５２３万４，０００円、

１．６％の増額となっております。 

 平成２３年度は、前年度に比べ人件費が

９億６，９２４万２，０００円の減額とな

ったものの、扶助費が５億５，５８７万５，

０００円の増額、普通建設事業費が８億１，

０５７万５，０００円の増額となったこと

などにより、前年度に比べ増額となったも

のでございます。 

 歳入の財源構成を見てまいりますと、市

税等の一般財源は２１５億４９２万５，０

００円で、歳入全体の６６．２％を占めて

おります。前年度に比べ、金額では１億６，

０７７万６，０００円の減額、構成比率で

は１．６ポイント減尐しております。これ

は、市税が増加したものの、一般財源であ

る臨時財政対策債が大幅に減尐したことな

どによるものでございます。また、自主財
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源と依存財源の割合は６６．９対３３．１

となり、自主財源の割合は前年度に比べ０．

１ポイント減尐しております。これは、市

税の増加などにより、自主財源が増額とな

ったものの、国庫支出金の増加などにより、

依存財源についても増額となったことによ

るものでございます。 

 次に、歳出の性質別内訳について、主な

ものについてご説明申し上げます。 

 予算概要２０８ページ、２０９ページを

ご参照ください。 

 まず、人件費は５９億３，０３９万５，

０００円で、構成比１８．３％、前年度に

比べ１４％の減尐となっております。これ

は、職員数の減尐や退職手当の減額などに

より、一般職の給与費が１０億５８６万９，

０００円の減額となったことなどによるも

のでございます。 

 公債費は３６億１，６４７万３，０００

円で、構成比１１．１％、前年度に比べ０．

０４％の増額となっております。 

 扶助費は８１億９，７３３万４，０００

で、構成比２５．２％、前年度に比べ７．

３％の増額となっております。これは、子

ども手当や生活保護が増額となったことな

どによるものでございます。 

 物件費は５８億９，８１９万７，０００

円で、構成比１８．２％、前年度に比べ０．

９％の増額となっております。これは、子

宮頸がん予防ワクチンなどの接種を新たに

実施することなどによるものでございます。 

 繰出金は３７億８，９４６万２，０００

円で、構成比１１．７％、前年度に比べ３．

６％の増となっております。これは、国民

健康保険特別会計への繰出金が増額となっ

たことなどによるものでございます。 

 また、普通建設事業費は２５億７，５８

６万円で、構成比７．９％、前年度に比べ

４５．９％の増額となっております。これ

は、市営住宅建て替えやこども園設置に係

る工事請負費が増額となったことなどによ

るものでございます。 

 それでは、予算書の３ページをご覧くだ

さい。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額を３２４

億９，０９１万６，０００円と定めており、

その款項の区分及び当該区分ごとの金額は、

４ページからの第１表歳入歳出予算に記載

のとおりでございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、市税

は１７２億１，２４０万円で、前年度に比

べ３億６，２４０万円、２．２％の増額と

なっております。 

 項１、市民税は５８億７，３６０万円で、

前年度に比べ１億９，５６０万円、３．

４％の増額となっております。これは、市

内企業の収益増加が見込まれることによる

法人市民税の増額によるものでございます。 

 項２、固定資産税は８８億５，０００万

円で、前年度に比べ５，０００万円、０．

６％の増額となっております。これは、新

増築による家屋分の増加によるものでござ

います。 

 項３、軽自動車税は８，１８０万円で、

前年度に比べ３８０万円、４．９％の増加

となっております。 

 項４、市たばこ税は７億８，０００万円

で、前年度に比べ１億１，０００万円、１

６．４％の増額となっております。 

 項５、都市計画税は１６億２，７００万

円で、前年度に比べ３００万円、０．２％

の増額となっております。これは、固定資

産税と同様、新増築による家屋分の増加に

よるものでございます。 

 款２、地方譲与税は１億６，１００万円

で、前年度に比べ１，３００万円、７．
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５％の減額となっております。 

 項１、地方揮発油譲与税は４，６００万

円で、前年度と同額を計上いたしておりま

す。 

 項２、自動車重量譲与税は１億１，５０

０万円で、前年度に比べ１，３００万円、

１０．２％の減額となっております。 

 款３、利子割交付金は５，５００万円で、

前年度に比べ２，１００万円、２７．６％

の減額となっております。 

 款４、配当割交付金は３，５００万円で、

前年度に比べ８００万円、２９．６％の増

額となっております。 

 款５、株式等譲渡所得割交付金は１，１

００万円で、前年度に比べ３００万円、３

７．５％の増額となっております。 

 款６、地方消費税交付金は１０億１，０

００万円で、前年度に比べ１，０００万円、

１％の増額となっております。 

 款７、ゴルフ場利用税交付金は２５０万

円で、前年度に比べ２０万円、７．４％の

減額となっております。 

 款８、自動車取得税交付金は７，０００

万１，０００円で、前年度に比べ３，００

０万円、３０％の減額となっております。 

 款９、地方特例交付金は２億３００万円

で、前年度に比べ１，６００万円、８．

６％の増額となっております。 

 款１０、地方交付税は１億８，６００万

円で、前年度に比べ４，０００万円、１７．

７％の減額となっております。 

 款１１、交通安全対策特別交付金は１，

７００万円で、前年度に比べ１００万円、

５．６％の減額となっております。 

 款１２、分担金及び負担金は１０億３３

０万８，０００円で、前年度に比べ１，０

７０万１，０００円、１．１％の減額とな

っております。 

 款１３、使用料及び手数料は６億１，０

５９万３，０００円で、前年度に比べ１，

５０１万７，０００円、２．４％の減額と

なっております。 

 項１、使用料は４億８，８４２万６，０

００円で、前年度に比べ１，３００万８，

０００円、２．６％の減額となっておりま

す。 

 次に、５ページをご覧ください。 

 項２、手数料は１億２，２１６万７，０

００円で、前年度に比べ２００万９，００

０円、１．６％の減額となっております。 

 款１４、国庫支出金は５３億９，８０４

万円で、前年度に比べ７億２７１万４，０

００円、１５％の増額となっております。 

 項１、国庫負担金は４６億２，１１５万

９，０００円で、前年度に比べ３億９，５

４７万円、９．４％の増額となっておりま

す。これは、子ども手当負担金及び生活保

護費等負担金の増額などによるものでござ

います。 

 項２、国庫補助金は７億４，６７１万５，

０００円で、前年度に比べ３億９，９４５

万１，０００円、１１５％の増額となって

おります。これは、市営住宅建替え事業に

係る交付金の増額などによるものでござい

ます。 

 項３、委託金は３，０１６万６，０００

円で、前年度に比べ９，２２０万７，００

０円、７５．３％の減額となっております。

これは、基幹統計調査委託金の減額などに

よるものでございます。 

 款１５、府支出金は２０億１，４５１万

５，０００円で、前年度に比べ２億４，０

７１万９，０００円、１３．６％の増額と

なっております。 

 項１、府負担金は１１億２６万１，００

０円で、前年度に比べ３，６７５万６，０
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００円、３．５％の増額となっております。 

 項２、府補助金は７億２，８３７万１，

０００円で、前年度に比べ１億８，７１５

万７，０００円、３４．６％の増額となっ

ております。これは、大阪府安心こども基

金特別対策事業費補助金の増額などによる

ものでございます。 

 項３、委託金は１億８，５８８万３，０

００円で、前年度に比べ１，６８０万６，

０００円、９．９％の増額となっておりま

す。これは、府知事選挙費委託金の増額な

どによるものでございます。 

 款１６、財産収入は６億６，３４８万５，

０００円で、前年度に比べ２億１，０４２

万円、４６．４％の増額となっております。 

 項１、財産運用収入は４，１１０万５，

０００円で、前年度に比べ２６５万９，０

００円、６．１％の減額となっております。 

 項２、財産売払収入は６億２，２３８万

円で、前年度に比べ２億１，３０７万９，

０００円、５２．１％の増額となっており

ます。これは、土地売払収入を計上いたし

ております。 

 款１７、寄附金は１，０００円で、前年

度と同額を計上いたしております。 

 款１８、繰入金は１６億４，５７１万９，

０００円で、前年度に比べ１億４２３万４，

０００円、６．８％の増額となっておりま

す。 

 項１、特別会計繰入金は１，２４４万２，

０００円で、前年度と同額を計上いたして

おります。 

 項２、基金繰入金は１６億３，３２７万

７，０００円で、前年度に比べ１億４２３

万４，０００円、６．８％の増額となって

おります。 

 款１９、諸収入は６億２５万４，０００

円で、前年度に比べ１，７１３万５，００

０円、２．８％の減額となっております。 

 項１、延滞金、加算金及び過料は１，９

００万円で、前年度に比べ１００万円、５．

６％の増額となっております。 

 項２、市預金利子は７０万円で、前年度

に比べ２４０万円、７７．４％の減額とな

っております。 

 項３、貸付金元利収入は１億６２４万８，

０００円で、前年度に比べ２０７万３，０

００円、２％の増額となっております。 

 項４、雑入は４億７，４３０万６，００

０円で、前年度に比べ１，７８０万８，０

００円、３．６％の減額となっております。 

 款２０、市債は１５億９，２１０万円で、

前年度に比べ６億８，４２０万円、３０．

１％の減額となっております。 

 なお、建設事業債につきましては、１０

億６，２２０万円となっております。 

 次に、６ページからの歳出でございます。 

 款１、議会費は４億２３１万９，０００

円で、前年度に比べ８，６９４万３，００

０円、２７．６％の増額となっております。 

 款２、総務費は３２億４，６３９万５，

０００円で、前年度に比べ８億２７３万円、

１９．８％の減額となっております。 

 項１、総務管理費は２５億３，４６２万

４，０００円で、前年度に比べ６億９，４

１５万１，０００円、２１．５％の減額と

なっております。これは、一般職の退職手

当の減額などによるものでございます。 

 項２、徴税費は４億２，９８６万６，０

００円で、前年度に比べ５，３１８万５，

０００円、１１％の減額となっております。

これは、前納報奨金の減額などによるもの

でございます。 

 項３、戸籍住民基本台帳費は１億４，９

３２万５，０００円で、前年度に比べ１，

２９５万６，０００円、８％の減額となっ
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ております。 

 項４、選挙費は７，６００万５，０００

円で、前年度に比べ２３５万４，０００円、

３．２％の増額となっております。本年度

は、府議会議員選挙、府知事選挙及び農業

委員会選挙事業を計上いたしております。 

 項５、統計調査費は２，９４１万５，０

００円で、前年に比べ４，８５２万９，０

００円、６２．３％の減額となっておりま

す。これは、平成２２年度に国勢調査が実

施されたことなどによるものでございます。 

 項６、監査委員費は２，７１６万円で、

前年度に比べ３７３万７，０００円、１

６％の増額となっております。 

 款３、民生費は１３２億９，８５６万３，

０００円で、前年度に比べ７億８，８９７

万５，０００円、６．３％の増額となって

おります。 

 項１、社会福祉費は５１億１，７４７万

円で、前年度に比べ３億１，８１７万７，

０００円、６．６％の増額となっておりま

す。これは、地域福祉活動支援センター設

置に係る費用の増額などによるものでござ

います。 

 項２、児童福祉費は５２億９，５４３万

２，０００円で、前年度に比べ４億８，６

１５万６，０００円、１０．１％の増額と

なっております。これは、子ども手当の増

額などによるものでございます。 

 項３、生活保護費は２６億８，７８８万

７，０００円で、前年度に比べ１億３，４

００万４，０００円、５．２％の増額とな

っております。 

 項４、生活文化費は１億９，２７５万６，

０００円で、前年度に比べ１億４，９３６

万２，０００円、４３．７％の減額となっ

ております。これは、平成２２年度に旧保

健センターの改修工事を実施したことなど

によるものでございます。 

 項５、災害救助費は５０１万８，０００

円で、前年度と同額を計上いたしておりま

す。 

 款４、衛生費は２３億８，１００万４，

０００円で、前年度に比べ２，３４４万円、

１％の減額となっております。 

 項１、保健衛生費は８億９，２９２万６，

０００円で、前年度に比べ８，５５６万７，

０００円、１０．６％の増額となっており

ます。これは、子宮頸がん予防ワクチンな

どの接種を新たに実施することなどによる

ものでございます。 

 項２、清掃費は１４億８，８０７万８，

０００円で、前年度に比べ１億９００万７，

０００円、６．８％の減額となっておりま

す。これは、ごみ処理施設の修繕料の減額

などによるものでございます。 

 款５、農林水産業費は９，１７３万８，

０００円で、前年度に比べ２，１１８万１，

０００円、１８．８％の減額となっており

ます。これは、農業水路等の整備に係る負

担金の減額などによるものでございます。 

 款６、商工費は２億１，４１７万円で、

前年度に比べ７６８万５，０００円、３．

５％の減額となっております。 

 款７、土木費は５１億３，３７０万６，

０００円で、前年度に比べ３億５，４９９

万９，０００円、７．４％の増額となって

おります。 

 項１、土木管理費は２７億１，６１２万

６，０００円で、前年度に比べ１，１６５

万３，０００円、０．４％の増額となって

おります。 

 項２、道路橋りょう費は４億３１万１，

０００円で、前年度に比べ２億７，６５６

万９，０００円、４０．９％の減額となっ

ております。これは、正雀南千里丘線外２
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路線道路改良事業の減額などによるもので

ございます。 

 項３、水路費は９，１１４万７，０００

円で、前年度に比べ３９２万５，０００円、

４．５％の増額となっております。 

 項４、都市計画費は６億１，８４２万４，

０００円で、前年度に比べ２億７，７７９

万９，０００円、３１％の減額となってお

ります。これは、南千里丘まちづくり事業

の減額などによるものでございます。 

 項５、住宅費は１３億７６９万８，００

０円で、前年度に比べ８億９，３７８万９，

０００円、２１５．９％の増額となってお

ります。これは、市営住宅建替え事業の増

額によるものでございます。 

 款８、消防費は８億５，８２７万９，０

００円で、前年度に比べ５，２３１万８，

０００円、５．７％の減額となっておりま

す。 

 款９、教育費は３２億１，４７６万９，

０００円で、前年度に比べ２億１８万６，

０００円、６．６％の増額となっておりま

す。 

 ７ページに移りまして、項１、教育総務

費は５億４，７８６万１，０００円で、前

年度に比べ７１５万４，０００円、１．

３％の減額となっております。 

 項２、小学校費は９億４，８９４万円で、

前年度に比べ６，３８４万９，０００円、

６．３％の減額となっております。 

 項３、中学校費は２億６，９０６万５，

０００円で、前年度に比べ３６４万７，０

００円、１．３％の減額となっております。 

 項４、幼稚園費は６億１，２４１万１，

０００円で、前年度に比べ２億９，５４６

万８，０００円、９３．２％の増額となっ

ております。これは、こども園設置事業の

増額によるものでございます。 

 項５、社会教育費は４億６，０８８万７，

０００円で、前年度に比べ１，７６５万４，

０００円、４％の増額となっております。 

 項６、図書館費は１億３，９６０万７，

０００円で、前年度に比べ３，４５６万４，

０００円、１９．８％の減額となっており

ます。これは、指定管理者制度移行に伴う

減額によるものでございます。 

 項７、保健体育費は２億３，５９９万８，

０００円で、前年度に比べ３７２万２，０

００円、１．６％の減額となっております。 

 款１０、公債費は３６億１，６４７万３，

０００円で、前年度に比べ１４８万５，０

００円、０．０４％の増額となっておりま

す。 

 款１１、諸支出金は３５０万円で、前年

度と同額を計上いたしております。 

 款１２、予備費は３，０００万円で、前

年度と同額を計上いたしております。 

 次に、第２条、債務負担行為につきまし

て、債務を負担することができる事項、期

間及び限度額につきまして、８ページ、第

２表債務負担行為に定めております。その

内容につきましては、道路用地買収事業な

ど３件となっております。 

 第３条、地方債につきましては、起債の

目的、限度額等につきまして、９ページ、

第３表地方債に定めております。その内容

につきましては、臨時財政対策債など９件

となっております。 

 第４条、一時借入金につきましては、本

年度の借り入れの最高額を５０億円と定め

ております。 

 第５条は、歳出予算の流用について定め

ております。 

 以上、平成２３年度摂津市一般会計予算

の内容説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第４号、平成２３年度
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摂津市財産区財産特別会計予算につきまし

て、提案内容のご説明を申し上げます。 

 それでは、予算書の１ページをご覧いた

だきたいと存じます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額を１５億

５，２１３万３，０００円と定め、その款

項の区分及び当該区分ごとの金額は、３ペ

ージ、第１表歳入歳出予算に記載のとおり

でございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、財産

収入、項１、財産運用収入６，２２０万８，

０００円で、前年度と同額となっておりま

す。これは、味舌上財産区財産の一部を民

間事業所へ貸付けしております駐車場地代

収入でございます。 

 款２、繰越金、項１、繰越金１４億８，

７２６万円は、前年度に比べ１．４％、２，

０２３万４，０００円の増額となっており

ます。 

 次に、款３、諸収入、項１、預金利子等

２６６万５，０００円は、前年度に比べ３

７％、１５６万２，０００円の減額となっ

ております。これは、前年度繰越金の大部

分を摂津市の一時借入金などとして、市中

金利に基づいて運用している利子でありま

す。市中金利の低下によるもので、減額を

いたしております。 

 次に、歳出でございますが、款１、繰出

金、項１、繰出金１，２４４万２，０００

円は、前年度と同額となっております。こ

れは、財産収入の２０％相当額を一般会計

に繰り出すものでございます。 

 款２、諸支出金、項１、地方振興事業費

１５億３，９６９万１，０００円は、前年

度に比べ１．２％、１，８６７万２，００

０円の増額となっております。その内容に

つきましては、１２ページ以降に記載して

おります各財産区に対する事業交付金であ

ります。 

 以上、平成２３年度摂津市財産区財産特

別会計予算の内容説明とさせていただきま

す。 

 次に、議案第９号、平成２２年度摂津市

一般会計補正予算（第５号）につきまして、

提案内容をご説明申し上げます。 

 今回、補正をお願いいたします予算の内

容としましては、歳入につきましては、市

民税の増収見込みによる増額補正、国庫支

出金並びに府支出金の年度末見込みによる

補正、市債の補正などとなっております。 

 歳出につきましては、国の緊急総合経済

対策に呼忚した事業の追加や、中学校就学

援助事業に係る増額など、一部緊急を要す

る事業についての追加補正となっておりま

す。 

 まず、補正予算の第１条といたしまして、

既定による歳入歳出予算の総額に歳入歳出

それぞれ２億７，８１５万円を追加し、そ

の総額を３３７億５３２万１，０００円と

いたすものでございます。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金

額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

２ページからの第１表歳入歳出予算補正に

記載のとおりでございます。 

 歳入につきましては、款１、市税は１億

２，０００万円の増額をいたしております。 

 項１、市民税は６，０００万円の減額で、

個人市民税が減収の見込みとなったことな

どによる減額でございます。 

 項４、市たばこ税は１億８，０００万円

の増額を計上いたしております。 

 款９、地方特例交付金は２，６６５万１，

０００円の減額で、交付額の確定により減

額いたすものでございます。 

 款１２、分担金及び負担金は１，３３５

万４，０００円の増額で、介護給付費利用
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者負担金などの増額を計上いたしておりま

す。 

 款１３、使用料及び手数料は１，１２０

万９，０００円の減額で、自動車駐車場使

用料などの増額のほか、自転車駐車場使用

料などの減額を計上いたしております。 

 款１４、国庫支出金は３，６０９万９，

０００円の増額となっております。 

 項１、国庫負担金は６，０３８万１，０

００円の減額で、更生医療費負担金などの

増額のほか、子ども手当負担金などの減額

を計上いたしております。 

 項２、国庫補助金は１億２，１２２万１，

０００円の増額で、安全・安心な学校づく

り交付金などの増額のほか、社会資本整備

総合交付金（都市計画課）分などの減額を

計上いたしております。 

 項３、委託金は２，４７４万１，０００

円の減額で、基幹統計調査委託金などの減

額を計上いたしております。 

 款１５、府支出金２，９７４万８，００

０円の減額となっております。 

 項１、府負担金は１，４８９万２，００

０円の減額で、子ども手当負担金などの減

額を計上いたしております。 

 項２、府補助金は１，２１５万２，００

０円の減額で、障害者自立支援対策臨時特

例交付金などの増額のほか、緊急雇用創出

基金事業補助金などの減額を計上いたして

おります。 

 項３、委託金は２７０万４，０００円の

減額で、連続立体交差事業調査委託金など

の減額を計上いたしております。 

 款１６、財産収入は１，２１２万円の増

額となっております。 

 項１、財産運用収入は１０１万２，００

０円の減額で、土地貸付収入及び財政調整

基金ほか７基金の利子の増額及び減額を計

上いたしております。 

 項２、財産売払収入は１，３１３万２，

０００円の増額で、土地売払収入の増額を

計上いたしております。 

 款１７、寄附金は８８９万５，０００円

の増額で、一般寄附金の増額のほか、競艇

寄付金及び緑化事業寄付金を新たに計上い

たしております。 

 款１８、繰入金は４億１，４５２万７，

０００円の減額となっております。 

 項１、特別会計繰入金は２，３４７万９，

０００円の増額で、老人保健医療特別会計

の廃止に伴う繰入金を新たに計上いたして

おります。 

 項２、基金繰入金は４億３，８００万６，

０００円の減額で、充当事業の減額に伴う

公共施設整備基金繰入金の減額及び今回の

補正財源を調整するため、財政調整基金繰

入金の減額を計上いたしております。 

 款１９、諸収入は１億５，０８２万９，

０００円の増額となっております。 

 項１、延滞金、加算金及び過料は１，４

００万円の増額で、市税延滞金の増額を計

上いたしております。 

 項４、雑入は１億３，６８２万９，００

０円の増額で、互助会補給金返還金などを

計上いたしております。 

 款２０、市債は５億６，６００万円の増

額で、小学校給食調理場改修事業債などを

新たに計上いたすほか、市道千里丘２３号

線改良事業債などの減額を計上いたしてお

ります。 

 款２１、繰越金は１億４，７０１万２，

０００円の減額で、前年度繰越金の減額を

計上いたしております。 

 続きまして、４ページの歳出でございま

すが、款１、議会費は２２６万９，０００

円の減額で、決算見込みにより不用額を減
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額いたすものでございます。 

 款２、総務費は１億５，４４５万６，０

００円の増額となっております。 

 項１、総務管理費は１億９，４５５万７，

０００円の増額で、退職手当や財政調整基

金積立金の増額などを計上いたすほか、決

算見込みにより不用額を減額いたすもので

ございます。 

 項２、徴税費から項６、監査委員費まで

の減額につきましては、いずれも決算見込

みにより不用額を減額いたすものでござい

ます。 

 款３、民生費では１億３，３０６万４，

０００円の減額となっております。 

 項１、社会福祉費は２，８４７万１，０

００円の減額で、過年度分府費返還金の増

額を計上いたすほか、決算見込みにより不

用額を減額いたすものでございます。 

 項２、児童福祉費は、決算見込みにより

不用額を減額いたすものでございます。 

 項３、生活保護費は１３５万２，０００

円の増額で、過年度分国庫府費返還金の増

額を計上いたすものでございます。 

 項４、生活文化費は、決算見込みにより

不用額を減額いたすものでございます。 

 款４、衛生費は３，０３７万円の減額で、

決算見込みにより不用額を減額いたすもの

でございます。 

 款５、農林水産業費は２８７万円の減額

で、決算見込みにより不用額を減額いたす

ものでございます。 

 款７、土木費は３億１，８５０万１，０

００円の減額となっております。 

 項１、土木管理費、項３、水路費及び項

５、住宅費の各項につきましては、いずれ

も決算見込みにより不用額を減額いたすも

のでございます。 

 項２、道路橋りょう費は１億７，３６９

万７，０００円の減額で、鳥飼西３８号線

に係る工事費を計上いたすほか、決算見込

みにより不用額を減額いたすものでござい

ます。 

 項４、都市計画費は１億２，０３５万２，

０００円の減額で、緑化基金積立金を計上

いたすほか、決算見込みにより不用額を減

額いたすものでございます。 

 款８、消防費は７８４万９，０００円の

減額で、決算見込みにより不用額を減額い

たすものでございます。 

 款９、教育費では６億６９９万円の増額

となっております。 

 項１、教育総務費、項４、幼稚園費及び

項７、保健体育費の各項につきましては、

いずれも決算見込みにより不用額を減額い

たすものでございます。 

 項２、小学校費は６億５，９３７万１，

０００円の増額で、空調機器設置工事及び

給食調理室改修工事などを計上いたすほか、

決算見込みにより不用額を減額いたすもの

でございます。 

 項３、中学校費は６１７万１，０００円

の増額で、就学援助に係る扶助費の増額を

計上いたすほか、決算見込みにより不用額

を減額いたすものでございます。 

 項５、社会教育費は２，３２８万４，０

００円の減額で、公民館の修繕に係る経費

の増額を計上いたすほか、決算見込みによ

り不用額を減額いたすものでございます。 

 項６、図書館費は８７０万円の増額で、

図書館の修繕に係る経費及び図書購入費の

増額を計上いたすほか、決算見込みにより

不用額を減額いたすものでございます。 

 款１０、公債費は１，１６２万７，００

０円の増額となっております。これは、借

り入れ条件の変更による元金償還金の増額

を計上いたすほか、決算見込みにより利子
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償還金を減額いたすものでございます。 

 次に、第２条、継続費の補正につきまし

ては、７ページ、第２表継続費の補正に記

載のとおり、南千里丘まちづくり事業につ

きまして、その期間を延長し、平成１９年

から平成２３年までに変更いたすものでご

ざいます。 

 次に、第３条、繰越明許費につきまして

は、８ページ、第３表繰越明許費に記載の

とおり、鳥飼西３８号線に係る道路改修事

業ほか７事業につきまして、繰越明許をお

願いいたすものでございます。これらは、

国の補正予算に伴う事業のため繰越しが見

込まれるもの及び事業の進捗状況から繰越

しが見込まれるものでございます。 

 次に、第４条、地方債の補正につきまし

ては、９ページからの第４表地方債の補正

に記載いたしております。 

 追加分につきましては、市道鳥飼西３８

号線補修事業、小学校耐震補強等事業、小

学校給食調理場改修事業及び小学校学習環

境改善事業に係る新たな起債同意が見込ま

れるものでございます。 

 変更分につきましては、１０ページ記載

のとおり、市道千里丘２３号線改良事業、

消防施設整備事業及び小学校排水設備改修

事業について、事業費の確定に伴い、起債

の限度額を減額いたすものでございます。 

 以上、平成２２年度摂津市一般会計補正

予算（第５号）の内容説明とさせていただ

きます。 

○藤浦雅彦議長 次に、水道部長。 

  （中岡水道部長 登壇） 

○中岡水道部長 それでは、まず初めに、議

案第２号、平成２３年度摂津市水道事業会

計予算につきまして、提案内容をご説明申

し上げます。 

 まず、予算書１ページをご覧いただきた

いと存じます。 

 第１条は、本予算の総則を定めたもので、

第２条では、業務の予定量といたしまして、

給水戸数を３万７，０００戸、給水人口を

８万４，０００人、年間総給水量を１，０

８６万２，０００立方メートル、１日当た

りの平均給水量を２万９，６７８立方メー

トルと定めたものでございます。 

 第３条は、収益的収入及び支出の予定額

を定めたもので、収入につきましては、款

１、水道事業収益で２２億１，６８１万５，

０００円、前年度に比べ１１．１％、２億

７，７３０万円の減額となっております。

これは、項１、営業収益で２１億１，５７

５万３，０００円、前年度に比べ７．３％、

１億６，７６８万７，０００円の減額とな

っており、この主な理由といたしましては、

大口需要家の敷地内漏水が判明したことや、

平成２２年１０月に実施した水道料金の値

下げの影響、水需要の減尐により給水収益

が減尐することによるものでございます。 

 項２、営業外収益では１億１０６万２，

０００円、前年度に比べ５２％、１億９６

１万３，０００円の減額となっており、こ

の主な理由といたしましては、南千里丘に

おける大規模集合住宅の開発に伴う納付金

が減尐することなどによるものでございま

す。 

 次に、支出につきましては、款１、水道

事業費用で１９億３，９１６万２，０００

円、前年度に比べ８．３％、１億７，５２

９万５，０００円の減額となっております。

これは、項１、営業費用で１７億８，５５

８万６，０００円、前年度に比べ８．１％、

１億５，７４６万７，０００円の減額とな

っており、この主な理由といたしましては、

人件費や受水費、減価償却費などが減尐す

ることによるものでございます。 
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 項２、営業外費用では１億４，３５７万

６，０００円、前年度に比べ１１％、１，

７８２万８，０００円の減額となっており、

この主な理由といたしましては、企業債の

支払利息の減尐などによるものでございま

す。 

 項３、予備費は前年度と同額の１，００

０万円を計上いたしております。 

 １ページから２ページにかけての第４条

は、資本的収入及び支出の予定額を定めた

もので、収入につきましては、款１、資本

的収入で３，０９０万円、前年度に比べ９

４．２％、５億円の減額となっております。

これは、項１、企業債は前年度と同額の３，

０００万円、項２、工事負担金も前年度と

同額の９０万円を計上いたしておりますが、

前年度に計上いたしておりました摂津市土

地開発公社への貸付金が終了したことに伴

い、５億円が皆減したことによるものでご

ざいます。 

 次に、支出につきましては、款１、資本

的支出で６億５，７７８万８，０００円、

前年度に比べ４７．３％、５億９，１１６

万４，０００円の減額となっております。

これは、項１、建設改良費で３億７，７２

９万６，０００円、前年度に比べ１７．

２％、７，８５２万９，０００円の減額と

なっており、この主な理由といたしまして

は、配水管整備事業費は増加するものの、

施設改修費が減尐することによるものでご

ざいます。 

 項２、企業債償還金では２億７，５４９

万２，０００円、前年度に比べ４．４％、

１，２６３万５，０００円の減額となって

おります。この理由といたしましては、企

業債の未償還残高が減尐したことによるも

のでございます。また、前年度に計上いた

しておりました貸付金は、摂津市土地開発

公社への貸付金が終了したことに伴い、５

億円が皆減したことによるものでございま

す。 

 項３、予備費は５００万円で、前年度と

同額を計上いたしております。 

 ２ページ、第５条は、企業債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

方法を定めたもので、本年度につきまして

は、配水管整備事業で３，０００万円の起

債を予定いたしております。 

 ３ページ、第６条は、議会の議決を経な

ければ流用することのできない経費を定め

たもので、職員給与費３億３，４３３万円、

交際費５万円、退職給与金７，０００万円

といたしております。 

 第７条は、たな卸資産の購入限度額を定

めたもので、その限度額を２，５８１万７，

０００円といたしております。 

 なお、４ページ以降に、予算実施計画、

資金計画、平成２２年度予定貸借対照表及

び予定損益計算書、平成２３年度予定貸借

対照表、給与費明細書、債務負担行為に関

する調書、予算総括表並びに予算実施計画

説明書など、予算に関する説明書を添付い

たしておりますので、ご参照賜りますよう

お願い申し上げます。 

 以上、平成２３年度摂津市水道事業会計

予算の提案説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第１０号、平成２２年

度摂津市水道事業会計補正予算（第３号）

につきまして、提案内容をご説明申し上げ

ます。 

 今回の補正予算の内容は、年度末までの

収入見込みと支出における執行差金などを

精査したものでございます。 

 まず、補正予算書１ページをご覧いただ

きたいと存じます。 

 第１条は、総則を定めたものでございま
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す。 

 第２条は、収益的収入及び支出における

予定額の補正を定めたもので、収入につき

ましては、款１、水道事業収益で、既決額

２４億９，４１１万５，０００円から１億

３，２８８万１，０００円を減額し、補正

後の額を２３億６，１２３万４，０００円

といたすものでございます。これは、項１、

営業収益で、給水収益の減尐や公共下水道

工事に伴う給配水管移設工事の減尐などに

よる受託工事収益の減尐により１億３，８

３２万２，０００円を減額いたすものでご

ざいます。 

 項２、営業外収益では、雑収益で互助会

補給金返還金の発生等に伴い５４４万１，

０００円を増額いたすものでございます。 

 次に、支出につきましては、款１、水道

事業費用で、既決額２０億９，５００万５，

０００円から８，８９６万３，０００円を

減額し、補正後の額を２０億６０４万２，

０００円といたすものでございます。これ

は、項１、営業費用で、動力費や受水費、

公共下水道工事に伴う給配水管移設工事な

どの工事請負費、業務委託料の減尐などに

より１億４３万３，０００円を減額いたす

ものでございます。 

 項２、営業外費用では、税務署に支払う

消費税の増加等に伴い２３６万６，０００

円を増額いたすものでございます。 

 項３、特別損失につきましては、転出先

不明及び会社倒産等による水道料金等の徴

収不能分を欠損処分するため、９１０万４，

０００円を新たに計上いたすものでござい

ます。 

 第３条は、資本的支出における予定額の

補正を定めたもので、款１、資本的支出で、

既決額１２億４，８７９万２，０００円か

ら５億８，９７８万８，０００円を減額し、

補正後の額を６億５，９００万４，０００

円といたすものでございます。これは、項

１、建設改良費で、太中浄水場の施設改修

工事などの執行差金の発生により８，９７

８万８，０００円を減額いたすことなどに

よるものでございます。 

 項３、貸付金では、摂津市土地開発公社

への貸付けが９月末日で終了したことに伴

い、５億円を減額いたすものでございます。

これに伴い、資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額につきましては、既決額

７億１，７８９万２，０００円を１億２，

８１０万４，０００円に改めるとともに、

補てん財源につきましては、過年度分損益

勘定留保資金３億４，７０６万８，０００

円、減債積立金２億円、建設改良積立金１

億５，０００万円、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額２，０８２万４，

０００円を、建設改良積立金１億１，１５

５万５，０００円、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額１，６５４万９，

０００円に改めるものでございます。 

 第４条は、たな卸資産購入限度額を定め

たもので、既決額２，８４５万１，０００

円を２，５５８万３，０００円に改めるも

のでございます。 

 なお、２ページ以降には、補正予算実施

計画、補正予算資金計画、予定貸借対照表

及び補正予算実施計画説明書を添付いたし

ておりますので、ご参照賜りますようお願

い申し上げます。 

 以上、平成２２年度摂津市水道事業会計

補正予算（第３号）の提案説明とさせてい

ただきます。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部長。 

  （佐藤保健福祉部長 登壇） 

○佐藤保健福祉部長 それでは、議案第３号、

議案第７号、議案第８号、議案第１１号、
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議案第１２号、議案第２４号、議案第２７

号について、提案内容をご説明申し上げま

す。 

 まず、議案第３号、平成２３年度摂津市

国民健康保険特別会計予算につきまして、

ご説明を申し上げます。 

 それでは、予算書の１ページをごらんい

ただきたいと存じます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１００億６，６４８万７，００

０円と定め、その款項の区分及び当該区分

ごとの金額は、３ページからの第１表歳入

歳出予算に記載のとおりでございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、国民

健康保険料２２億５，９７２万９，０００

円は、前年度に比べ９．１％、２億２，５

４０万８，０００円の減額でございます。

これは、賦課限度額改正による増は見込め

るものの、国保世帯所得の減尐や収納率の

見直しなどにより減額となったものでござ

います。 

 款２、使用料及び手数料、項１、手数料

２４万円は、前年度に比べ２５％、８万円

の減額でございます。 

 款３、国庫支出金２２億１，９５３万６，

０００円は、前年度に比べ７．２％、１億

４，９３６万１，０００円の増額でござい

ます。 

 項１、国庫負担金１８億１，４７３万４，

０００円は、前年度に比べ１．６％、２，

９３６万８，０００円の増額でございます。

これは、医療費の増加に伴い、療養給付費

等負担金などが増加したものでございます。 

 項２、国庫補助金４億４８０万２，００

０円は、前年度に比べ４２．１％、１億１，

９９９万３，０００円の増額となっており

ます。これは、財政調整交付金の増による

ものでございます。 

 款４、療養給付費交付金５億２，７５０

万６，０００円は、前年度に比べ２８．

９％、１億１，８２１万１，０００円の増

額でございます。これは、前期高齢者交付

金、後期高齢者支援金の増加に伴う増でご

ざいます。 

 款５、前期高齢者交付金２４億６，２２

４万２，０００円は、前年度に比べ７．

３％、１億６，６５８万７，０００円の増

額となっております。これは、概算交付額

の増加に加え、平成２２年度に引き続き平

成２３年度も過年度精算分が交付される見

込みとなったことによるものでございます。 

 款６、府支出金４億３，４７４万８，０

００円は、前年度に比べ１１．５％、４，

４９９万５，０００円の増額でございます。 

 項１、府負担金６，７５７万６，０００

円は、前年度に比べ１０．３％、６２９万

円の増額で、高額医療費共同事業拠出金の

増に伴うものでございます。 

 項２、府補助金３億６，７１７万２，０

００円は、前年度に比べ１１．８％、３，

８７０万５，０００円の増額でございます。

これは、財政調整交付金の増によるもので

ございます。 

 款７、共同事業交付金１１億９，９９６

万円は、前年度に比べ１１．２％、１億５，

１８７万２，０００円の減額で、拠出額の

減額及び平成２２年度実績を参考に交付割

合の低下を見込んだことによるものでござ

います。 

 款８、繰入金、項１、一般会計繰入金９

億５，１８１万円は、前年度に比べ１１．

４％、９，７６８万４，０００円の増額で

ございます。これは、国保財政安定化支援

事業や保険基盤安定繰入金の増によるもの

でございます。 

 款９、諸収入、項１、雑入は、１，０７
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１万６，０００円を見込んでおります。 

 次に、歳出でございますが、４ページ、

款１、総務費１億２，８９４万５，０００

円は、前年度に比べ４．３％、５７３万８，

０００円の減額でございます。 

 項１、総務管理費９，９７０万円は、前

年度に比べ８．８％、９６３万９，０００

円の減額で、本年度は被保険者証の一斉更

新を行わない年度であるため、通常より郵

送料が減尐することなどによるものでござ

います。 

 項２、徴収費２，８８５万７，０００円

は、前年度に比べ１５．６％、３９０万１，

０００円の増額でございます。これは、マ

ルチペイメントネットワークを利用した口

座振替納付受付サービスの導入費等を計上

したことによるものでございます。 

 項３、運営協議会費３８万８，０００円

は、前年度と同額でございます。 

 款２、保険給付費７０億９，１２７万７，

０００円は、前年度に比べ３．３％、２億

２，３２８万４，０００円の増額でござい

ます。 

 項１、療養諸費６２億５，６２７万６，

０００円は、前年度に比べ２．６％、１億

５，７６８万１，０００円の増額でござい

ます。 

 項２、高額療養費７億３，０４３万４，

０００円は、前年度に比べ８．５％、５，

７２４万７，０００円の増額でございます。 

 項３、移送費１０万円は、前年度と同額

でございます。 

 項４、出産育児諸費８，４０４万２，０

００円は、前年度に比べ１１．１％、８４

０万４，０００円の増額でございます。 

 項５、葬祭諸費９２５万円は、前年度と

同額でございます。 

 項６、精神・結核医療給付費１，１１７

万５，０００円は、前年度に比べ０．４％、

４万８，０００円の減額となっております。 

 款３、後期高齢者支援金等１１億６，７

１７万５，０００円は、前年度に比べ６．

３％、６，９５４万円の増額で、一人当た

りの後期高齢者支援金等の増が主なもので

ございます。 

 款４、前期高齢者納付金等３３８万８，

０００円は、前年度に比べ７３．１％、１

４３万１，０００円の増額でございます。

これは、一人当たりの負担調整対象見込額

の増加によるものでございます。 

 款５、老人保健拠出金３４万５，０００

円は、前年度に比べ１，７３０万６，００

０円の減額でございます。なお、老人保健

医療制度は廃止となっておりますが、予算

は前々年度拠出金の確定に伴う追加拠出分

でございます。 

 款６、介護納付金４億６，１３９万３，

０００円は、前年度に比べ５．５％、２，

３８８万５，０００円の増額で、一人当た

りの介護納付金の増及び前々年度精算額の

減尐によるものでございます。 

 款７、共同事業拠出金１１億１，２３４

万８，０００円は、前年度に比べ７．５％、

９，０４３万１，０００円の減額でござい

ます。 

 款８、保健施設費９，２８６万５，００

０円は、前年度に比べ５．５％、５４３万

７，０００円の減額でございます。これは、

前年度の特定健康診査受診勧奨委託料がな

くなったことなどによるものでございます。 

 款９、諸支出金、項１、償還金及び還付

加算金７７５万１，０００円は、前年度と

同額でございます。 

 款１１、予備費１００万円は、前年度と

同額でございます。 

 次に、１ページに戻りますが、第２条は
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歳出予算の流用につきまして定めておりま

す。 

 また、給与費明細書を３６ページ以降に

記載しておりますので、併せてご参照をお

願いいたします。 

 以上、平成２３年度摂津市国民健康保険

特別会計予算につきましての提案説明とさ

せていただきます。 

○藤浦雅彦議長 暫時休憩します。 

（午前１１時５０分 休憩） 

                 

（午後 １時    再開） 

○藤浦雅彦議長 休憩前に引き続き再開しま

す。 

 引き続き提案理由の説明を求めます。保

健福祉部長。 

  （佐藤保健福祉部長 登壇） 

○佐藤保健福祉部長 それでは、議案第７号、

平成２３年度摂津市介護保険特別会計予算

につきまして、提案内容をご説明申し上げ

ます。 

 それでは、予算書の１ページをご覧いた

だきたいと存じます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ３９億１，０１３万３，０００

円と定め、その款項の区分及び当該区分ご

との金額は、３ページからの第１表歳入歳

出予算に記載のとおりでございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、保険

料、項１、介護保険料８億７，２４０万８，

０００円は、第１号被保険者の保険料で、

前年度に比べ３．７％、３，０９８万８，

０００円の増額でございます。これは、主

に被保険者数の増加などによる増額でござ

います。 

 款２、使用料及び手数料、項１、手数料

９万円は、保険料の督促手数料で、前年度

と同額でございます。 

 款３、国庫支出金７億１，９８８万３，

０００円は、前年度に比べ３．６％、２，

４８９万９，０００円の増額でございます。 

 項１、国庫負担金６億６，５６５万６，

０００円は、介護給付費負担金で、前年度

に比べ４．２％、２，６５４万３，０００

円の増額でございます。これは、保険給付

費の増加による増額でございます。 

 項２、国庫補助金５，４２２万７，００

０円は、調整交付金及び地域支援事業交付

金で、前年度に比べ２．９％、１６４万４，

０００円の減額でございます。これは、主

に介護予防事業に係る対象者の把握方法の

変更に伴う地域支援事業交付金の減額によ

るものでございます。 

 款４、支払基金交付金、項１、支払基金

交付金１１億１，４０４万９，０００円は、

第２号被保険者の介護納付金を財源に社会

保険診療報酬支払基金から交付されるもの

で、前年度に比べ３．５％、３，８１６万

５，０００円の増額でございます。これは、

地域支援事業費支援交付金が介護予防事業

の方法変更により減額となったものの、介

護給付費交付金が保険給付費の増加により

増額となったものでございます。 

 款５、府支出金５億５，４４２万７，０

００円は、前年度に比べ２．９％、１，５

４７万６，０００円の増額でございます。 

 項１、府負担金５億３，８６１万５，０

００円は、介護給付費負担金で、前年度に

比べ４％、２，０５１万４，０００円の増

額でございます。これは、保険給付費の増

加によるものでございます。 

 項２、府補助金１，５８１万２，０００

円は、地域支援事業交付金で、前年度に比

べ２４．２％、５０３万８，０００円の減

額でございます。これは、主に前年度当初

予算にありました地域介護・福祉空間整備
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交付金を今年度は見込んでいないことによ

るものでございます。 

 款６、繰入金６億４，９１３万４，００

０円は、前年度に比べ４．５％、２，７７

４万２，０００円の増額でございます。 

 項１、一般会計繰入金５億９，５２５万

４，０００円は、介護給付費及び地域支援

事業費の法定負担分のほか、職員人件費及

び事務費の財源の繰入金で、前年度に比べ

４．７％、２，６７５万４，０００円の増

額でございます。これは、職員人件費及び

介護予防事業に係る地域支援事業費の繰入

れが減額となったものの、介護給付費の増

加及び要介護認定に係る事務費の増加によ

り増額となったものでございます。 

 項２、基金繰入金５，３８８万円は、介

護保険料の上昇を抑えるために、介護保険

事業計画に基づいて、介護保険給付費準備

基金から財源を繰り入れるもので、前年度

に比べ１．９％、９８万８，０００円の増

額でございます。 

 款７、諸収入、項１、雑入４万５，００

０円は、前年度に比べ９．８％、４，００

０円の増額でございます。 

 款８、財産収入、項１、財産運用収入９

万７，０００円は、介護保険給付費準備基

金及び介護従事者処遇改善臨時特例基金の

預金利子で、前年度に比べ７８．７％、３

５万８，０００円の減額でございます。こ

れは、基金残高の減尐によるものでござい

ます。 

 次に、歳出でございますが、４ページを

ご覧いただきたいと存じます。 

 款１、総務費１億１，７２１万８，００

０円は、前年度に比べ５．１％、５７４万

１，０００円の増額でございます。 

 項１、総務管理費７，５３９万４，００

０円は、介護保険制度運営に係る人件費な

どの一般管理費及び連合会負担金で、前年

度に比べ４．２％、３３２万９，０００円

の減額でございます。これは、臨時職員の

賃金などが増額となったものの、職員人件

費の減額及び前年度当初予算にありました

地域介護・福祉空間整備交付金を今年度は

見込んでいないことなどにより減額となっ

たものでございます。 

 項２、徴収費３２３万７，０００円は、

介護保険料の賦課徴収に係る事務費で、前

年度に比べ２．１％、６万７，０００円の

増額でございます。これは、主に被保険者

数の増加によるものでございます。 

 項３、介護認定審査会費３，８５８万７，

０００円は、要介護認定に係る調査及び審

査の費用で、前年度に比べ３０．４％、９

００万３，０００円の増額でございます。

これは、主に要介護認定申請件数の増加に

よるものでございます。 

 款２、保険給付費３７億５４５万２，０

００円は、前年度に比べ４．１％、１億４，

４７９万７，０００円の増額でございます。 

 項１、介護サービス等諸費３２億７，０

４２万４，０００円は、要介護者への保険

給付に係る費用で、前年度に比べ５．４％、

１億６，６３０万円の増額でございます。

これは、要介護の利用者の増加による増額

でございます。 

 項２、介護予防サービス等諸費２億４９

１万円は、要支援者への保険給付に係る費

用で、前年度に比べ２０．１％、５，１４

２万１，０００円の減額でございます。こ

れは、要支援の利用者の減尐による減額で

ございます。 

 項３、その他諸費３５５万７，０００円

は、国保連合会への審査支払手数料で、前

年度に比べ５．２％、１９万５，０００円

の減額でございます。これは、主に単価の
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減額改定による減額でございます。 

 項４、高額介護サービス等費６，８４３

万２，０００円は、自己負担の月額上限額

を超えた方への給付費で、前年度に比べ１

８．７％、１，０７５万８，０００円の増

額でございます。これは、主に低所得世帯

の利用者の増加による増額でございます。 

 項５、高額医療合算介護サービス等費８

１０万円は、高額介護サービス費及び高額

療養費支給後の自己負担の年額上限額を超

えた方への給付費で、前年度に比べ６３６．

４％、７００万円の増額でございます。こ

れは、前年度は制度開始直後のため概算で

見込んでいたものを、今年度は実績により

見込んだことによる増額でございます。 

 項６、特定入所者介護サービス等費１億

５，００２万９，０００円は、食費及び居

住費の利用者負担額軽減に係る介護保険施

設への補足給付で、前年度に比べ９％、１，

２３５万５，０００円の増額でございます。

これは、主に低所得世帯の利用者の増加に

よる増額でございます。 

 款３、地域支援事業費８，２０７万８，

０００円は、前年度に比べ１３．６％、１，

２９１万５，０００円の減額でございます。 

 項１、介護予防事業費８０４万８，００

０円は、前年度まで特定高齢者と呼んでお

りました二次予防事業対象者及び一般高齢

者と呼んでおりました一次予防事業対象者

への介護予防事業に係る費用で、前年度に

比べ６８．６％、１，７５８万３，０００

円の減額でございます。これは、主に二次

予防事業対象者の把握方法の変更による減

額でございます。 

 項２、包括的支援事業・任意事業費７，

４０３万円は、地域包括支援センターの運

営経費及び介護用品の給付などの任意事業

に係る費用で、前年度に比べ６．７％、４

６６万８，０００円の増額でございます。

これは、主に地域包括支援センターの非常

勤職員賃金の増加による増額でございます。 

 款４、基金積立金９万７，０００円は、

介護保険給付費準備基金及び介護従事者処

遇改善臨時特例基金の預金利子を基金に積

み戻しするもので、前年度に比べ７８．

７％、３５万８，０００円の減額でござい

ます。これは、基金残高の減尐による減額

でございます。 

 款５、諸支出金、項１、償還金及び還付

加算金５２８万８，０００円は、過年度分

保険料払戻金で、前年度に比べ６．２％、

３４万９，０００円の減額でございます。 

 次に、１ページに戻りますが、第２条債

務負担行為につきましては、債務を負担す

ることができる事項、期間及び限度額につ

きまして、５ページ、第２表債務負担行為

に定めております。その内容につきまして

は、地域包括支援センターに係ります事務

機器借上事業となっております。 

 第３条は、歳出予算の流用につきまして

定めております。 

 また、給与費明細書を３４ページ以降に、

債務負担行為に関する調書を４４ページ以

降に記載しておりますので、併せてご参照

をお願いいたします。 

 以上で、平成２３年度摂津市介護保険特

別会計予算につきましての提案説明とさせ

ていただきます。 

 続きまして、議案第８号、平成２３年度

摂津市後期高齢者医療特別会計予算につき

まして、ご説明を申し上げます。 

 それでは、予算書の１ページをご覧いた

だきたいと存じます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額を、歳入

歳出それぞれ６億６，００８万円と定め、

その款項の区分及び当該区分ごとの金額は、
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３ページからの第１表歳入歳出予算に記載

のとおりでございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、後期

高齢者医療保険料５億５，２５３万９，０

００円は、前年度に比べ１．７％、９４２

万２，０００円の増額で、本市が後期高齢

者被保険者から収納いたします保険料でご

ざいます。 

 款２、使用料及び手数料４万９，０００

円は、督促手数料でございます。 

 款３、繰入金、項１、一般会計繰入金１

億７４９万２，０００円は、事務費繰入金

及び保険基盤安定繰入金で、前年度に比べ

５．７％、５８２万５，０００円の増額で

ございます。 

 次に、歳出でございますが、４ページ、

款１、総務費、項１、総務管理費４７６万

２，０００円は、前年度に比べ４％、２０

１万円の減額でございます。 

 項２、徴収費１８８万５，０００円は、

前年度に比べ４％、７２万円の増額で、保

険料徴収に関する経費でございます。 

 款２、後期高齢者医療広域連合納付金６

億５，１１５万３，０００円は、前年度に

比べ２．４％、１，５１１万３，０００円

の増額で、本市が徴収した保険料及び保険

基盤安定繰入金を大阪府後期高齢者医療広

域連合へ納付いたすものでございます。 

 款３、諸支出金、項１、償還金利子及び

還付金１２８万円は、過年度分保険料の還

付金でございます。 

 款４、予備費は１００万円を計上いたし

ております。 

 なお、保険料徴収費に係ります集金人の

給与費明細書を１６及び１７ページに記載

いたしておりますので、併せてご参照をお

願いいたします。 

 以上、予算内容の説明とさせていただき

ます。 

 続きまして、議案第１１号、平成２２年

度摂津市国民健康保険特別会計補正予算

（第５号）につきまして、ご説明を申し上

げます。 

 今回、補正をお願いいたします予算の内

容といたしましては、平成２１年度療養給

付費負担金の精算額が確定したことに伴う

歳入歳出の補正及び国保連合会負担金の補

正でございます。 

 それでは、予算書の１ページをご覧いた

だきたいと存じます。 

 第１条で、既定による歳入歳出予算の総

額に歳入歳出それぞれ８，７４１万８，０

００円を追加し、歳入歳出予算の総額を１

０５億４９３万１，０００円といたすもの

でございます。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金

額並びに補正後の歳入歳出予算は、２ペー

ジの第１表歳入歳出予算補正に記載のとお

りでございます。 

 まず、歳入でございますが、款３、国庫

支出金、項２、国庫補助金７９万８，００

０円の増額は、国保連合会のシステム最適

化に伴う特別調整交付金の追加交付分でご

ざいます。 

 款９、諸収入、項１、雑入は、８，６６

２万円の増額でございます。これは、平成

２１年度療養給付費負担金の精算額が確定

したことに伴い、返還金の財源として計上

するものでございます。 

 続きまして、歳出でございますが、款１、

総務費、項１、総務管理費７９万８，００

０円の増額は、国保連合会のシステム最適

化に伴う特別調整交付金の追加交付が市町

村にあったことから、その増額分を国保連

合会負担金として支出するものでございま

す。 
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 款９、諸支出金、項１、償還金及び還付

加算金８，６６２万円の増額は、平成２１

年度療養給付費負担金の精算額が確定した

ことに伴う国庫負担金の返還金を計上する

ものでございます。 

 以上、平成２２年度摂津市国民健康保険

特別会計補正予算（第５号）につきまして

の提案説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第１２号、平成２２年

度摂津市老人保健医療特別会計補正予算

（第２号）につきまして、その内容をご説

明申し上げます。 

 今回、補正をお願いいたします予算の内

容は、老人保健制度終了後、医療費精算の

ため設置しておりました特別会計の３年間

の設置義務の終了に伴い、特別会計を閉鎖

し、その剰余金を一般会計へ繰り出すもの

でございます。 

 それでは、予算書の１ページをご覧いた

だきたいと存じます。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に

歳入歳出それぞれ２，２９４万５，０００

円を追加し、歳入歳出予算の総額を３，０

８７万円といたすものでございます。 

 なお、補正の款項の区分及び当該区分ご

との金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、２ページの第１表、歳入歳出予算補

正に記載のとおりでございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、支払

基金交付金３，０００円、款２、国庫支出

金２，０００円、款３、府支出金２，００

０円の減額につきましては、歳入が見込ま

れませんので、すべて減額とするものでご

ざいます。 

 款４、繰入金５０万６，０００円の減額

は、一般会計からの繰入れを執行しなかっ

たことによるものでございます。 

 款５、諸収入、項１、延滞金及び加算金

１，０００円につきましても、すべて減額

とするものでございます。 

 項２、雑入５万６，０００円の増額は、

不当利得による返納金などでございます。 

 款６、繰越金２，３４０万３，０００円

の増額は、前年度繰越金でございます。 

 次に、歳出でございますが、款１、総務

費４，０００円、款２、医療諸費５３万円

の減額につきましては、不用額の精査によ

るものでございます。 

 款３、諸支出金２，３４７万９，０００

円は、老人保健特別会計の剰余金で、会計

の閉鎖により、一般会計へ繰り出すもので

ございます。 

 以上、補正予算（第２号）の内容説明と

させていただきます。 

 続きまして、議案第２４号、摂津市特別

会計条例の一部を改正する条例制定の件に

つきまして、その内容をご説明申し上げま

す。 

 本件は、老人保健医療制度が平成１９年

度末をもって廃止され、今年度末で３年間

の整理期間が経過することから、摂津市老

人保健医療特別会計を廃止するため、本条

例の一部を改正するものでございます。 

 なお、議案参考資料（条例関係）の１１

ページの新旧対照表も併せてご参照賜りま

すようお願い申し上げます。 

 それでは、改正条文につきまして、ご説

明申し上げます。 

 まず、特別会計条例第１条は、本市が設

置する特別会計について規定したもので、

老人保健医療特別会計を廃止するため、第

２項中第３号を削り、第４号を第３号とし、

第５号を第４号に改めるものでございます。 

 次に、第３条は、弾力条項の適用につい

て規定したもので、老人保健医療特別会計

の廃止に伴い、文言の整理を行うものでご
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ざいます。 

 次に、今回の条例改正の附則といたしま

して、この条例は平成２３年４月１日から

施行するものでございます。 

 また、改正前の摂津市特別会計条例第１

条第２項第３号に規定する老人保健医療特

別会計の出納整理期間については、なお従

前の例によるものでございます。 

 以上、提案内容の説明とさせていただき

ます。 

 続きまして、議案第２７号、摂津市国民

健康保険条例の一部を改正する条例制定の

件につきまして、その内容をご説明申し上

げます。 

 本件は、平成２２年政令第６６号、国民

健康保険法施行令及び国民健康保険の国庫

負担等の算定に関する政令の一部を改正す

る政令が平成２２年３月３１日に交付され、

同年４月１日から施行されたことなどに伴

い、本条例の一部を改正するものでござい

ます。 

 なお、議案参考資料（条例関係）の１４

ページから１６ページの新旧対照表も併せ

てご参照賜りますようお願い申し上げます。 

 それでは、改正条文につきまして、ご説

明を申し上げます。 

 まず、国民健康保険条例第７条は、出産

育児一時金の支給額について規定したもの

で、第１項中「３８０，０００円」を「４

２０，０００円」に改めるものでございま

す。現行では、出産育児一時金の支給額に

ついては、附則第６条において、平成２３

年３月までの特例措置で４２万円とする規

定をしており、この措置を恒久化するため

本則に規定し直すものでございます。 

 次に、第１５条の５は、基礎賦課限度額

について、第１５条の５の１０は、後期高

齢者支援金等賦課限度額について、また、

第１５条の１０は、介護納付金賦課限度額

について規定したもので、厳しい経済情勢

が続く中、中間所得者層の負担に配慮しな

がら低所得者層の国民健康保険料の軽減を

図るために「４７０，０００円」を「５０

０，０００円」に、「１２０，０００円」

を「１３０，０００円」に、「９０，００

０円」を「１００，０００円」に、それぞ

れ改めるものでございます。 

 次に、第２０条は、保険料の減額につい

て規定したもので、賦課限度額の改正に伴

い、それぞれ改正を行うものでございます。 

 また、附則第６条は、平成２１年１０月

から平成２３年３月までの間の出産に係る

出産育児一時金に関する特例措置について

規定したもので、出産育児一時金の引き上

げを恒久化するため本則に規定し直すこと

に伴い、附則第６条を削除し、附則第７条

を附則第６条に改めるものでございます。 

 次に、今回の条例改正の附則といたしま

して、この条例は平成２３年４月１日から

施行するものとし、改正後の摂津市国民健

康保険条例第１５条の５、第１５条の５の

１０、第１５条の１０及び第２０条の規定

は、平成２３年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、平成２２年度分までの保険

料については、なお従前の例によるもので

ございます。 

 以上、提案内容の説明とさせていただき

ます。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

  （宮川土木下水道部長 登壇） 

○宮川土木下水道部長 議案第５号、平成２

３年度摂津市公共下水道事業特別会計予算

につきまして、提案内容をご説明申し上げ

ます。 

 予算書の１ページをご覧いただきたいと

存じます。 
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 第１条で、歳入歳出予算の総額を５８億

６，５１４万７，０００円と定め、その款

項の区分及び当該区分ごとの金額は、３ペ

ージから４ページの第１表歳入歳出予算に

記載いたしております。 

 まず、３ページの歳入でございますが、

款１、分担金及び負担金、項１、負担金１

億１，９４３万円は、前年度に比べ１５．

１％、２，１２５万円の減額となっており

ます。これは、主に下水道受益者負担金の

減尐によるものでございます。 

 款２、使用料及び手数料１８億３，５４

２万６，０００円は、前年度に比べ０．

８％、１，５５７万６，０００円の減額と

なっております。 

 項１、使用料１８億３，５０２万円は、

前年度に比べ０．８％、１，５４９万６，

０００円の減額となっております。これは、

事業所等の下水排除量の減尐によるもので

ございます。 

 項２、手数料４０万６，０００円は、前

年度に比べ１６．５％、８万円の減額とな

っております。これは、主に排水設備に係

る責任技術者登録件数などの減尐によるも

のでございます。 

 款３、国庫支出金、項１、国庫補助金９，

６００万円は、前年度に比べ２０％、１，

６００万円の増額となっております。これ

は、補助対象事業費の増加によるものでご

ざいます。 

 款４、繰入金、項１、一般会計繰入金２

１億３，４００万３，０００円は、前年度

に比べ０．１％、１１７万円の増額となっ

ております。 

 款５、諸収入６８万８，０００円は、前

年度に比べ４４．５％、５５万２，０００

円の減額となっております。 

 項１、資金貸付金返還収入６７万８，０

００円は、前年度に比べ４４．９％、５５

万２，０００円の減額となっております。

これは、主に貸付件数の減尐に伴うもので

ございます。 

 項２、雑入１万円は、前年度と同額とな

っております。 

 款６、市債、項１、市債１６億７，９６

０万円は、前年度に比べ１２．１％、１億

８，１６０万円の増額となっております。

これは、主に資本費平準化債及び流域下水

道事業債の増加によるものでございます。 

 次に、４ページの歳出でございます。 

 款１、下水道費１４億８，１６６万４，

０００円は、前年度に比べ１２．２％、１

億６，１１９万円の増額となっております。 

 項１、下水道総務費１億６，０４７万９，

０００円は、前年度に比べ４．９％、７４

９万４，０００円の増額となっております。

これは、主に委託料の増加によるものでご

ざいます。 

 項２、下水道事業費１３億２，１１８万

５，０００円は、前年度に比べ１３．２％、

１億５，３６９万６，０００円の増額とな

っております。これは、主に流域下水道建

設負担金の増加によるものでございます。 

 款２、公債費４３億７，７４８万３，０

００円は、前年度に比べ０．１％、２０万

２，０００円の増額となっております。こ

れは、元金償還金の増加によるものでござ

います。 

 款３、予備費６００万円は、前年度と同

額となっております。 

 次に、第２条、債務負担行為につきまし

ては、事項、期間及び限度額を５ページの

第２表債務負担行為に記載いたしておりま

す。 

 第３条、地方債につきましては、地方債

の起債の目的、限度額などを６ページの第
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３表地方債に記載いたしております。 

 第４条は、歳出予算の流用について定め

たものでございます。 

 以上、予算内容の説明とさせていただき

ます。 

 続きまして、議案第１３号、平成２２年

度摂津市公共下水道事業特別会計補正予算

（第４号）につきまして、提案内容をご説

明申し上げます。 

 今回、補正をお願いいたします予算の内

容といたしましては、事業費等の確定及び

年度末見込みによる歳入歳出予算額の補正

でございます。 

 補正予算書の１ページをご覧いただきた

いと存じます。 

 まず、第１条で、既定による歳入歳出予

算の総額から歳入歳出それぞれ６，３１９

万５，０００円を減額し、その総額を５７

億５，２７７万９，０００円といたすもの

でございます。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金

額並びに補正後の歳入歳出予算の金額につ

きましては、３ページの第１表歳入歳出予

算補正に記載いたしております。 

 まず、歳入でございますが、款１、分担

金及び負担金、項１、負担金は１，６３７

万円の増額で、これは、主に受益者負担金

の一括納付額が増加したものでございます。 

 款２、使用料及び手数料、項１、使用料

は１，５５０万円の減額で、これは、事業

所などの水需要の減尐により水道使用料が

減額となるものでございます。 

 款４、繰入金、項１、一般会計繰入金は

１，０９２万３，０００円の減額で、これ

は、主に公課費及び下水道施設に係る委託

料などの減額に伴うものでございます。 

 款５、諸収入、項２、雑入は１，０９４

万２，０００円の減額で、これは、下水道

事業費の減額等に伴うものでございます。 

 款６、市債、項１、市債は４，２２０万

円の減額で、これは、下水道整備費の減額

に伴うものでございます。 

 次に、歳出でございますが、款１、下水

道費は６，３７２万７，０００円の減額で

ございます。 

 項１、下水道総務費では７３５万６，０

００円の減額で、これは、主に公課費の執

行差金によるものでございます。 

 項２、下水道事業費は５，６３７万１，

０００円の減額で、これは、主に下水道施

設に係る管理委託料ほか下水道工事に係る

委託料、工事請負費及び補償費の執行差金

によるものでございます。 

 款２、公債費、項１、公債費は５６万９，

０００円の増額で、これは、利子償還金の

確定に伴うものでございます。 

 款４、繰上充用金、項１、繰上充用金は

３万７，０００円の減額で、これは、前年

度決算額の確定に伴うものでございます。 

 第２条、地方債の補正につきましては、

事業費の年度末見込みから限度額を変更す

るもので、４ページ、第２表地方債の補正

に記載のとおりでございます。 

 以上、補正予算の説明とさせていただき

ます。 

○藤浦雅彦議長 生活環境部長。 

  （水田生活環境部長 登壇） 

○水田生活環境部長 それでは、議案第６号、

議案第１７号、議案第２０号、議案第２６

号につきまして、提案内容をご説明申し上

げます。 

 まず、議案第６号、平成２３年度摂津市

パートタイマー等退職金共済特別会計予算

につきまして、予算書の１ページをご覧い

ただきたいと存じます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額を２，６
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７２万８，０００円と定め、その款項の区

分及び当該区分ごとの金額は、３ページ、

４ページの第１表歳入歳出予算に記載のと

おりでございます。 

 まず、歳入でございますが、款１、共済

掛金、項１、共済掛金は５８８万円の計上

で、前年度に比べ２％、１２万円の増額と

なっております。これは、加入者見込み数

の増加に伴うものでございます。 

 款２、繰入金、項１、共済繰入金は１，

９９０万円で、前年度に比べ４．８％、１

００万円の減額となっております。これは、

退職者への退職給付金として共済積立金か

ら繰り入れるものでございます。 

 項２、一般会計繰入金は９０万３，００

０円の計上で、前年度に比べ１７．５％、

１７万９，０００円の減額となっておりま

す。これは、パート共済事務経費と退職金

に加算する１％の利息を確保するために一

般会計から繰り入れるものでございます。 

 款３、諸収入、項１、預金利子は４万５，

０００円の計上で、前年度に比べ５０％、

４万５，０００円の減額となっております。 

 次に、歳出でございますが、款１、共済

総務費、項１、共済総務管理費は１８万６，

０００円で、前年度に比べ２０．５％、４

万８，０００円の減額となっております。

これは、共済事務執行に係る経費でござい

ます。 

 款２、共済金、項１、共済金は２，６５

３万４，０００円で、前年度に比べ３．

８％、１０５万６，０００円の減額となっ

ております。これは、退職者に支払う退職

給付金及び積立金でございます。 

 款３、予備費、項１、予備費の８，００

０円は、前年度と同額を計上いたしており

ます。 

 以上、予算内容の説明とさせていただき

ます。 

 続きまして、議案第１７号、摂津市環境

基金条例制定の件につきまして、提案内容

をご説明申し上げます。 

 ご承知のとおり、近年、地球規模で温暖

化が進み、異常気象の激化などにより、世

界各地でさまざまな問題が発生しておりま

す。我が国でも記録的な猛暑や集中豪雨な

どにより甚大な被害が発生しております。 

 このような中、本市では地球温暖化対策

の推進に関する法律に基づく摂津市地球温

暖化防止地域計画の策定に取り組んでおり、

市民、事業者及び行政のそれぞれが取り組

むべき環境施策を体系的にお示しし、尐し

でも地球温暖化対策を進めたいと考えてお

ります。 

 また、従来から取り組んでおります騒音、

振動や悪臭、大気汚染対策などの生活環境

の保全につきましても、尐しずつ改善が見

られるものがありますが、これからも継続

して取り組んでいかなければならないと考

えております。このようなことから、環境

に関する施策の推進に資するため、摂津市

環境基金の設置につきまして、条例制定の

提案をさせていただくものでございます。 

 それでは、各条文につきまして、ご説明

申し上げます。 

 まず、第１条は、環境基金の設置と目的

について規定しております。 

 第２条は、基金への積立額は予算で定め

ることを規定しております。 

 第３条は、基金の管理の原則について規

定しております。 

 第４条は、基金の運用から生ずる収益の

処理について規定しております。 

 第５条は、基金に属する現金の繰替運用

について規定しております。 

 第６条は、基金の全部、また一部を処分
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できる場合について規定しております。 

 第７条は、市長への委任規定でございま

す。 

 次に、附則の第１項でございますが、こ

の条例は公布の日から施行いたします。 

 第２項は、摂津市再生資源対策基金条例

の廃止について規定しております。 

 第３項は、摂津市再生資源対策基金の財

産は、施行日に環境基金に繰り入れられる

ものとみなすことを規定しております。 

 以上、簡単でございますが、提案内容の

説明とさせていただきます。 

 次に、議案第２０号、摂津市企業立地等

促進条例制定の件につきまして、提案内容

をご説明申し上げます。 

 ２年前の金融危機は、瞬く間に世界を飲

み込み、日本では経済不況が起きる中、ヨ

ーロッパ諸国の信用不安、円高、アジア諸

国との価格競争など、日本企業を取り巻く

環境は悪化しております。また、本市に目

を移しますと、従業員が１９人以下の事業

所が８６．５％を占め、中小企業のまちと

しての特徴を持ち、多くは下請けという立

場から、経費が価格に転化できない経営の

厳しい状況にあり、本市では負担の尐ない

事業資金融資を積極的に実施しております。 

 一方で、近隣市の複数の大型事業所の移

転を目の当たりにしますと、企業の移転、

事業の縮小、廃業などによる地域の空洞化

は、単に活気がなくなるだけでなく、市税

確保、近隣商業の影響、働き口の確保など

の観点からも重要な課題と考えております。

その対策としまして、市内への誘致及び市

内での立地を促進するため、平成１８年に

制定しました摂津市企業誘致条例を改正す

る提案をさせていただくものでございます。 

 それでは、各条文につきまして、ご説明

申し上げます。 

 まず、第１条は、企業立地等を促進する

目的について規定しております。 

 第２条は、各号ごとに用語の定義を規定

しております。 

 第３条は、奨励措置対象事業者の指定に

ついて規定しております。 

 第４条は、奨励金の交付に係る奨励措置

の内容を規定しております。 

 第５条は、交付の申請について規定して

おります。 

 第６条は、交付の決定について規定して

おります。 

 第７条は、奨励金の交付について規定し

ております。 

 第８条は、指定事業者の届け出義務の規

定をしております。 

 第９条は、指定事業者に対する指定や交

付決定の取り消しについて規定しておりま

す。 

 第１０条は、交付した奨励金の返還につ

いて規定しております。 

 第１１条は、事業継続における指定の継

承について規定しております。 

 第１２条は、指定事業者に対する調査及

び報告を求めることができることについて

規定しております。 

 第１３条は、市長への委任規定でござい

ます。 

 次に、附則の第１項でございますが、こ

の条例は平成２３年４月１日から施行いた

します。 

 第２項は、条例の廃止について規定して

おります。 

 第３項は、条例廃止における指定事業者

の取り扱いについて規定しております。 

 以上、提案内容のご説明とさせていただ

きます。 

 続きまして、議案第２６号、摂津市立市
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民ルーム条例の一部を改正する条例制定の

件につきまして、その提案理由をご説明申

し上げます。 

 なお、議案参考資料の１３ページも併せ

てご参照賜りますようお願い申し上げます。 

 本条例の改正の内容としましては、正雀

市民ルームの使用料についてであります。

正雀市民ルームの使用料につきましては、

平成７年３月の開設時に近隣市や市内ほか

施設を参考に設定し、その後、平成１３年

１月に施設の維持管理費等を総合的に勘案

した使用料に改正するため、他施設と同様

３０％の値上げを一斉に行い、現在に至っ

ております。しかしながら、昨年７月に開

設いたしましたコミュニティプラザに比べ

割高な使用料設定となっていることなどか

ら、正雀市民ルームについては稼働率が低

調となっております。今回、市民にとって

より利用しやすい施設とするために、使用

料の値下げの改正を行い、稼働率の上昇を

目指すものであります。 

 なお、本条例の施行日につきましては、

平成２３年４月１日からといたすものでご

ざいます。 

 以上、提案内容の説明とさせていただき

ます。 

○藤浦雅彦議長 生涯学習部長。 

  （宮部生涯学習部長 登壇） 

○宮部生涯学習部長 議案第１８号、議案第

２２号及び議案第２５号の条例制定の件に

ついて、提案内容をご説明申し上げます。 

 最初に、議案第１８号、摂津市民図書館

等協議会条例制定の件につきまして、提案

内容をご説明申し上げます。 

 摂津市民図書館及び摂津市立鳥飼図書セ

ンターにつきましては、平成２３年４月１

日より指定管理者制度を導入し、指定管理

者が管理運営いたします。現行の摂津市民

図書館協議会は、図書館法に基づき、摂津

市民図書館長の諮問を受け、摂津市民図書

館の事業について館長に意見を述べる機関

と位置付けられております。公立図書館の

運営に住民の意思を反映する制度として図

書館協議会は今後も必要でございますが、

指定管理における館長は行政の任命する館

長でないこと、また、これまでの図書館法

に基づく図書館協議会の機能に加えて、指

定管理者の図書館運営について評価、モニ

タリングする第三者機関としての役割を担

っていただくため、新たに教育委員会の諮

問機関として摂津市民図書館等協議会を設

置し、摂津市民図書館及び摂津市立鳥飼図

書センターの適正な管理運営を図るために

本条例を制定するものでございます。 

 また、これに併せて摂津市民図書館協議

会条例を廃止するものでございます。 

 なお、参考資料として、議案参考資料

（条例関係）１ページの摂津市民図書館等

協議会運営規則（案）及び２ページの新旧

対照表も併せてご最初賜りますようお願い

申し上げます。 

 それでは、摂津市民図書館等協議会条例

を条文に沿ってご説明申し上げます。 

 第１条は、当協議会の設置規定でござい

ます。 

 第２条は、当協議会の所掌事務について

規定しております。 

 第３条は、当協議会の定数等、組織につ

いて規定しております。 

 第４条は、当協議会の委員の任期につい

て規定しております。 

 第５条は、当協議会の会長及び副会長に

ついて規定しております。 

 第６条は、教育委員会への委任規定でご

ざいます。 

 附則といたしまして、第１項では、本条



 

 

１－３６ 

例は平成２３年４月１日から施行するもの

でございます。 

 第２項は、摂津市民図書館協議会条例の

廃止について規定しております。 

 第３項では、今回廃止いたします摂津市

民図書館協議会に係る委員の任期は、平成

２４年６月９日まででございますが、条例

廃止に伴い、平成２３年３月３１日に任期

が満了することを規定したものでございま

す。 

 第４項は、今般の条例の廃止及び制定に

伴い、特別職の職員で非常勤の者の報酬及

び費用弁償に関する条例、別表中「市民図

書館協議会委員」とあるのを「市民図書館

等協議会委員」に改め、一部を改正するも

のでございます。 

 以上、議案第１８号の内容説明とさせて

いただきます。 

 次に、議案第２２号、特別職の職員で非

常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制定の件につきまし

て、提案内容をご説明申し上げます。 

 なお、議案参考資料（条例関係）の４ペ

ージ及び５ページの新旧対照表も併せてご

参照賜りますようお願い申し上げます。 

 本条例は、平成２２年度に着手いたしま

した新修摂津市史編さん事業について、平

成２３年度より市史編さん委員会を発足さ

せ、本格実施するに当たり、市史編さん事

業に従事する市史編さん嘱託員並びに市史

編さん委員長及び市史編さん委員の報酬の

額を定めるために制定するものでございま

す。 

 本条例の内容でございますが、第１条は、

別表、住宅管理人の項の次に、区分として

市史編さん嘱託員を、その報酬額として月

額２６万５，０００円を加えるものでござ

います。 

 第２条は、別表、住宅管理人の項の次に、

区分として市史編さん委員長及び市史編さ

ん委員を、その報酬額として月額３万２，

０００円及び月額２万７，０００円をそれ

ぞれ加えるものでございます。 

 なお、附則といたしまして、本条例中第

１条の規定は平成２３年４月１日から、第

２条の規定は平成２３年７月１日から施行

するものでございます。 

 以上、議案第２２号の内容説明とさせて

いただきます。 

 次に、議案第２５号、摂津市青尐年運動

広場条例の一部を改正する条例制定の件に

つきまして、提案内容をご説明申し上げま

す。 

 なお、議案参考資料（条例関係）の１２

ページの新旧対照表も併せてご参照賜りま

すようお願い申し上げます。 

 本条例は、青尐年運動広場の開場時間に

つきましては、４月１日から１０月３１日

までの期間は午前８時から午後９時まで、

１１月１日から３月３１日までの期間は午

前８時から午後５時までと定められており

ますが、施設の有効活用を図り、利用者の

利便性の向上に資するため、１１月１日か

ら３月３１日までの期間につきましても午

前８時から午後９時までに開場時間を延長

するために制定するものでございます。 

 改正の内容でございますが、第５条中

「次に掲げるとおり」とあるのを「午前８

時から午後９時まで」に改め、第１号及び

第２号を削るものでございます。 

 なお、附則といたしまして、本条例は平

成２３年１１月１日から施行するものでご

ざいます。 

 以上、議案第２５号の内容説明とさせて

いただきます。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 



 

 

１－３７ 

  （市橋教育総務部理事 登壇） 

○市橋教育総務部理事 議案第１９号、摂津

市教育センター条例制定の件につきまして、

提案内容をご説明申し上げます。 

 本条例は、教育委員会の機構改革に伴い、

教育研究所の名称及び事業内容を変更し、

新たに摂津市教育センターとして組織を再

構築し、その機能を強化することで本市の

教育の伸展を図るために制定するものでご

ざいます。 

 それでは、各条文につきまして、ご説明

を申し上げます。 

 第１条では、教育センターを設置するに

当たって、その目的、名称及び位置を定め

ております。 

 第２条は、教育センターの事業として、

教育に関する調査・研究、教育・保育関係

職員の研修、教育と子育てに関する支援及

びその目的達成のために必要なことの４項

目を定めております。 

 第３条は、職員についての規定でござい

ます。 

 第４条は、条例施行に必要な事項は、教

育委員会規則で定めることとしております。 

 附則といたしまして、本条例は平成２３

年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、条例制定の内容説明とさせていた

だきます。 

○藤浦雅彦議長 市長公室長。 

  （羽原市長公室長 登壇） 

○羽原市長公室長 それでは、議案第２１号

及び議案第２３号の提案内容のご説明を申

し上げます。 

 まず、議案第２１号、摂津市職員定数条

例の一部を改正する条例制定の件でござい

ますが、議案参考資料（条例関係）３ペー

ジに新旧対照表を掲載しておりますので、

併せてご参照いただきますようにお願いを

申し上げます。 

 職員定数条例は、平成５年４月に改正を

行い、職員定数全体を８９９人から９２９

人に改めております。前回の改正から１８

年近くが経過しておりますが、この間の行

財政改革の取り組みの中で、事務事業の再

編整理等の見直しや民間委託の推進などに

より職員数の削減を進めてまいり、職員数

はピーク時の９０４人から、平成２２年４

月１日現在で６９１人となっております。

今回の改正は、これらの経過を踏まえると

ともに、平成２３年４月から保健福祉部の

事務分掌のうち、児童福祉に関する業務が

教育委員会に移管されることに伴い、市長

の事務部局の職員を教育委員会の事務部局

へ移すこととなるため実施をするものでご

ざいます。 

 条例上の職員定数につきましては、今後、

権限移譲に伴う人的整理や、平成２５年度

以降予定されている定年延長等、定員管理

上の不確定要因があること、また、定員管

理における大阪府内での類似団体比較にお

いて、職員定数に対する実際の職員数の割

合がおおむね７５％から７８％であること

等を参考にし、今回の定数枠を設定いたし

ました。 

 具体的な改正の内容ですが、まず、市長

の事務部局の職員について、第２条第２号

中５７０人を４５０人に改めるとともに、

教育委員会の事務部局の職員について、同

条第６号中１７０人を２００人に改正する

ものであり、職員全体の定数は今回の改正

で９２９人から８３９人となります。 

 なお、附則といたしまして、この条例は

平成２３年４月１日から施行するものでご

ざいます。 

 以上、摂津市職員定数条例の一部を改正

する条例制定の件の提案説明といたします。 



 

 

１－３８ 

 次に、議案第２３号、摂津市職員の管理

職手当に関する条例及び一般職の職員の特

殊勤務手当に関する条例の一部を改正する

条例制定の件について、提案内容のご説明

を申し上げます。 

 なお、議案参考資料（条例関係）６ペー

ジから９ページに新旧対照表を掲載してお

りますので、併せてご参照いただきますよ

うお願いを申し上げます。 

 今回の条例改正は、本市の特殊勤務手当

のうち、課長代理級及び係長級に支給する

役付職員手当を廃止し、課長代理に対して

管理職手当として月額４万円を支給すると

ともに、平成２３年４月からの機構改革に

伴い、選挙管理委員会事務局及び監査委員

事務局並びに公平委員会事務局の事務局長

を課長級職員とするための所要の改正を行

うものであります。 

 それでは、条文を追って改正内容のご説

明を申し上げます。 

 まず、第１条は、摂津市職員の管理職手

当に関する条例の一部を改正するため、別

表を全面的に改めるもので、市長の事務部

局、教育委員会事務局及び消防本部並びに

消防署に課長代理を、議会事務局に局次長

代理を、教育委員会事務局以外の行政委員

会事務局に局長代理を置き、管理職手当の

月額を４万円とするとともに、選挙管理委

員会事務局及び監査委員事務局並びに公平

委員会事務局の局次長を削除し、事務局長

の管理職手当の月額を５万５，０００円と

するものでございます。 

 なお、備考１の改正は、部や課に相当す

る組織についての取り扱いを現行の別表各

項目中から備考に記載するための改正でご

ざいます。 

 備考２の改正は、備考１を設けたことに

より、条文を繰り下げたものでございます。 

 次に、第２条は、一般職の職員の特殊勤

務手当に関する条例の一部を改正するもの

で、その内容といたしましては、別表中８、

役付職員手当の項目を削除するものです。 

 附則といたしまして、この条例は平成２

３年４月１日から施行いたします。 

 なお、今回の影響額は、役付職員手当及

び時間外勤務手当で１，００３万円の減額、

課長代理に対する管理職手当及び地域手当

で１，２２１万２，０００円の増額と見込

んでおります。 

 以上、摂津市職員の管理職手当に関する

条例及び一般職の職員の特殊勤務手当に関

する条例の一部を改正する条例制定の件の

提案説明とさせていただきます。 

○藤浦雅彦議長 説明が終わりました。質疑

は後日受けます。 

 以上で、本日の日程は終了しました。 

 お諮りします。 

 ２月２３日から３月４日まで休会するこ

とに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 本日はこれで散会します。 

（午後２時２分 散会） 



 

 

１－３９ 

地方自治法第１２３条第２項の規定により署

名する。 
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１ 議　事　日　程

1， 議 案 第　　１号 平成２３年度摂津市一般会計予算

議 案 第　　２号 平成２３年度摂津市水道事業会計予算

議 案 第　　３号 平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議 案 第　　４号 平成２３年度摂津市財産区財産特別会計予算

議 案 第　　５号 平成２３年度摂津市公共下水道事業特別会計予算

議 案 第　　６号 平成２３年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議 案 第　　７号 平成２３年度摂津市介護保険特別会計予算

議 案 第　　８号 平成２３年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議 案 第　　９号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

議 案 第　１０号 平成２２年度摂津市水道事業会計補正予算（第３号）

議 案 第　１１号 平成２２年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）

議 案 第　１２号 平成２２年度摂津市老人保健医療特別会計補正予算（第２号）

議 案 第　１３号 平成２２年度摂津市公共下水道事業特別会計補正予算（第４号）

議 案 第　１７号 摂津市環境基金条例制定の件

議 案 第　１８号 摂津市民図書館等協議会条例制定の件

議 案 第　１９号 摂津市教育センター条例制定の件

議 案 第　２０号 摂津市企業立地等促進条例制定の件

議 案 第　２１号 摂津市職員定数条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２２号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の
一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２３号 摂津市職員の管理職手当に関する条例及び一般職の職員の特殊勤
務手当に関する条例の一部を改正する条例制定の件

報 告 第　２４号 摂津市特別会計条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２５号 摂津市青少年運動広場条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２６号 摂津市立市民ルーム条例の一部を改正する条例制定の件

議 案 第　２７号 摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

2， 代表質問

　自民党　野原　修　議員

　公明党　南野　直司　議員

　新生クラブ　森内　一蔵　議員

　高志会　渡辺　慎吾　議員

１ 本日の会議に付した事件

　　日程１から日程２まで

2−2



 

 

２－３ 

（午前１０時 開議） 

○藤浦雅彦議長 ただいまから本日の会議を

開きます。 

 本日の会議録署名議員は、渡辺議員及び

三宅議員を指名します。 

 日程１、議案第１号など２４件を議題と

します。 

 本２４件について、質疑に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 質疑なしと認め、質疑を終

わります。 

 お諮りします。 

 本２４件のうち、議案第１号及び議案第

９号の駅前等再開発特別委員会の所管分に

ついては、同委員会に付託することに異議

ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 ただいま決定した以外については、議案

付託表のとおり、常任委員会及び議会運営

委員会に付託します。 

 日程２、代表質問を行います。 

 順次質問を許可します。 

 野原議員。 

  （野原修議員 登壇） 

○野原修議員 おはようございます。摂津自

由民主党議員団を代表して質問します。 

 先ごろ発生したニュージーランド地震で、

日本人を含む多くの被災された方々にお見

舞い申し上げ、お亡くなりになられた方々

の心よりご冥福を申し上げます。また、今

なお不明の方が一刻も早く救出されること

を願っております。 

 平成２３年度の政府予算案は、ばらまき

４Ｋと言われる子ども手当、戸別所得補償、

高校無償化、高速道路無料化など、政策効

果に比べ巨大な財源を必要とします。将来

の子どもたちに大きなツケを回す予算案と

言わざるを得ません。特に子ども手当支給

は、全額国庫負担とすべきところを、地方

負担を残したままとなっており、地方軽視

の予算となっております。財源がない中で

子育て支援を充实させるには、すべての子

どもを対象とした、お金をばらまくだけの

子ども手当ではなく、児童手当を充实させ、

子育て支援できる環境の整備やワークライ

フバランスの形成のための施策に充てるべ

きであります。 

 我がまち摂津では、第４次総合計画が策

定され、いよいよスタートします。市民の

皆さんに信頼され、期待に応えるため、市

民目線で取り組み、スピード感を持って政

策实現のため行動していきます。 

 それでは、通告に従い質問します。 

 市民が元気に活動するまちづくりについ

て。 

 人間基礎教育の实践でつながりのある社

会の实現について。市長は、就任されてか

ら本市のまちづくりのテーマとして人間基

礎教育を掲げ、さまざまな場面で訴えてこ

られました。次第にその精神が理解され、

多くの市民の賛同も得ていると感じていま

す。来年度は、新たな第４次総合計画の初

年度でありますが、その重要なキーワード

である「協働」を人間基礎教育の实践の中

でどのようにつくり上げられるおつもりか、

お聞かせください。 

 （２）摂津らしさ「摂津ブランド」につ

いて。市がよりよいまちになる一つの指標

として、市のイメージアップ戦略があげら

れます。そのためには、摂津らしさ「摂津

市ブランド」の創造が求められます。昨年

は、南千里丘まちづくり開発、我が国初の

カーボン・ニュートラル・ステーションで

ある摂津市駅の開業、サッカーワールドカ
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ップでの本田圭佑選手の活躍などで摂津市

としてのイメージアップをしました。また、

摂津市は、まちづくりの柱の一つに、森山

市長が提唱されておられる人間基礎教育の

取り組みがあります。私は、この人間基礎

教育こそが摂津ブランドの一つであると考

えます。なぜなら、摂津市のこの取り組み

が、大阪府の「こころの再生」府民運動に

広がり、鳥取県智頭町においても賛同の報

道をされておられる状況があるからです。

ここでは、摂津らしさ「摂津ブランド」の

必要性について、森山市長のお考えをお聞

かせください。 

 （３）質の高い行政経営をするための人

材育成について。市長は、人間基礎教育を

軸にした人材育成を提唱されておられます

が、そのお考えをお聞かせください。 

 みんなが安全で快適に暮らせるまちづく

りについて。 

 ＪＲ千里丘駅西口整備について。千里丘

ガードが整備され、吹田市域では毎日放送

跡地の再開発も進んでおります。吹田操車

場跡地では、平成２７年度に千里丘駅前ま

で都市計画道路が整備されます。周辺状況

が変わる中で、西口駅前の整備をどのよう

に考えておられるのか、お聞かせください。 

 正雀駅前整備について。正雀駅前整備の

現状と今後の取り組みについてお聞かせく

ださい。 

 千里丘駅西口構外エレベーターの早期設

置とバリアフリーについて。千里丘駅西口

構外エレベーターの設置検討の進捗状況と

今後のスケジュールについてお聞かせくだ

さい。 

 市内公共交通の利便性向上の取り組みに

ついて。市政運営の基本方針で、「本市の

实情に即したバス路線網等の再編を含めた

市内公共交通のあり方について、引き続き

検討を進めてまいります。」と述べられて

おりますが、市内の公共交通の課題を検討

するため、懇談会の設置など、どのように

取り組まれていくのか、お聞かせください。 

 消防・救急救助体制の充实について。地

域消防力の強化について。産・学連携につ

いて。先ほど冒頭でも申し上げましたニュ

ージーランド地震のような大災害に見舞わ

れたとき、行政からの救助や救援が到着す

るまでの間、災害発生当初に地域防災力が

いかにしっかりと連携し、機能するかが被

害の拡大を食いとめる大きなファクターで

あると考えます。摂津市では、昨年、地域

消防力強化の方策として機能別消防団が発

足いたしましたが、さらなる地域消防力の

強化対策を、産・学を含めた中でどのよう

に考えておられるのか、お聞かせください。 

 みどりうるおう環境を大切にするまちづ

くりについて。 

 市政運営の基本方針で、第４次総合計画

で、緑と環境を今後力を入れて取り組むべ

き新たなまちづくりの目標として位置付け

ているとされておりますが、そのうち、魅

力ある憩いの空間づくりについて質問しま

す。淀川河川公園の活用についてでありま

すが、摂津市内には緑が尐ないと感じます。

地域に隣接する淀川河川公園の広大な自然

は、今の余裕のない社会情勢の生活からひ

とときの解放感を味わえる唯一の財産であ

ると感じます。隣接市より狭い市域とはい

え、市民が淀川に足を運ぶことは尐ないよ

うに感じます。今後、市民が、自然が満喫

でき、淀川河川公園を十分活用できる仕組

みづくりはないのでしょうか。お聞きいた

します。 

 また、大正川、安威川、ガランド水路な

ど、水辺空間の有効活用についてでありま

すが、先ほどの淀川河川公園まで行くこと
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はできなくても、市域内には大小の河川が

あり、身近なところに緑と自然を楽しむ場

所があります。これからの高齢化社会も視

野に入れ、憩いの空間づくりはできないで

しょうか。お聞きいたします。 

 暮らしにやさしく笑顔があふれるまちづ

くりについて。 

 「ふれあいリビング」の取り組みと市民

との「つながり」を強めていく取り組みに

ついて。ふれあいリビングの取り組みを踏

まえて、府営住宅にとどまらず、市として

の空き店舗の活用などにより、地域住民が

集い憩える場の確保に努め、地域住民の自

主的な活動を支援し、地域福祉活動の推進

や地域活性化を図るべきではないかと考え

ますが、取り組みをお聞かせください。 

 市民への平和教育、人権尊重への取り組

みについて。世界では独裁政権に対抗する

民主化運動が起こり、戦争や内紛も至ると

ころで起こっております。人命が奪われる

ことは言うまでもなく、最たる人権侵害で

あります。今、日本は平和でありますが、

平和がいかに大切かを知ることが必要です。

そこで、平和や人権尊重に対する市長のお

考えをお聞かせください。 

 ５、誰もが学び、成長できるまちづくり

について。 

 就学前教育における学校、家庭、地域の

連携について。就学前における子どものし

つけは大変重要であります。学校だけです

るものではないと考えますが、しつけのた

め、学校、家庭、地域の連携について、教

育委員会はどのように考えられているのか、

お聞かせください。 

 生きる力を育む学校教育の取り組みにつ

いて。生きる力のはぐくみのうち、学校で

は特に基礎学力の定着や心の教育が重要と

考えますが、不登校児童・生徒へのケアに

ついての考え方をお聞かせください。 

 生きがいを見つける生涯学習の取り組み

について。本格的な高齢化社会を迎える今

日、だれもが健康で生きがいのある生活を

送るため、みずから学習し社会参加する傾

向が強くなってきています。市民が生涯学

習活動を通して地域などで活躍することが、

市が掲げる協働のまちづくりにつながるも

のと考えますが、本市の生涯学習施策の考

え方をお聞かせください。 

 活力ある産業のまちづくりについて。 

 「企業立地等促進条例」を活用した、明

るく元気な活力あるまちにする取り組みに

ついて。私は、２年前に第１回定例会一般

質問で、市内事業所の減尐はまちの活気を

なくしていく大きな要因と考え、市内への

企業誘致や既存事業所への支援制度の創設

が早急に必要であると要望しました。今回

の定例会で企業立地等促進条例として企業

の支援策が提案されたことは、明るく元気

な活力あるまちになる要因の一つになると

感じています。条例提案に至った背景をお

聞かせください。 

 以上、１回目、終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 自由民主党を代表されましての

質問にお答えをいたします。 

 まず最初に、協働と人間基礎教育の質問

に対してでございますが、戦後、この日本、

この方、国も地方も行政に任せておけば何

とかなった、また行政も何とかしてきたと

思います。そんな時代が長く続きましたけ

れども、極端な尐子・高齢化、また急激な

社会の構造変化等々で、今日までそういっ

たまちづくりの指標といいますか、方程式

はもう成り立たなくなりつつあります。こ



 

 

２－６ 

れからは行政だけに任すのではなく、そこ

に住む市民の皆さん、事業所の皆さん、み

んなが心一つになってといいますか、一緒

になって考えて、一緒になって汗をかいて、

そして一緒になってつくっていく、そうい

うまちづくりが求められてくると思います。

これが第４次総合計画で言っております協

働の理念でございますけれども、この協働

といいますのは、何かすぐ一つの形になっ

てあらわれてくるものではないと思うんで

すね。協働とは、まちをつくっていく手法

といいますか、精神、心と言ってもいいと

思います。残念なことに、日本社会はこの

協働という言葉、そしてありよう、これに

慣れておりません。そういう意味では、こ

れから総合計画の中で１０年間かけてでも

一つ一つ丁寧に取り組んで、協働、この理

念を定着させていかなくてはならないと思

っています。 

 私は、今、協働について、すぐ一つの形

になってあらわれないと言いましたけれど

も、摂津市が掲げますまちづくりの柱の一

つの人間基礎教育、これもすぐに形にあら

われるものではございません。釈迦に説法

の話になると思いますけれども、まず明る

く元気に触れ合う、要するにあいさつ、こ

れなくして協働なんかあり得ないと思いま

すね。それから、お互いが人の立場に立た

ないと、要するに思いやり、協働なんかあ

り得ないと思います。節約、環境、当然で

す。それから、自分から進んで、だれにも

言われんでも汗をかくという奉仕、こんな

のは典型的な協働の理念でございますが、

等々、摂津市の人間基礎教育、この亓つの

心をしっかりとみんなで自分自身のことと

してとらえていけば、ごくごく自然に私は

協働の理念が芽生えてくるのではないか、

そんな思いでございます。そういう意味で、

どういうふうに生かすのかというような質

問だったと思いますが、これからも粘り強

くこういった問題にしっかり取り組んでい

きたいなと思います。 

 それから、摂津らしさ「摂津ブランド」

についての質問でございますけれども、ご

指摘のように、市のイメージアップの戦略

として摂津ブランドの創造、これは私も必

要であると思っています。ただいま野原議

員から人間基礎教育が摂津ブランドの一つ

であるというお話をいただきましたが、非

常にありがたく心強い限りでございます。

つい先日、ダイキン工業が日本中にある技

術機能をすべて摂津市に集約するという話

がありました。それから、もう一つ、吹田

市にあります三星ダイヤモンドが本社機能

を摂津市に移すという話があったと思いま

すけれども、いずれも世界のダイキン、世

界の三星ダイヤモンドだと思いますが、こ

のことは、私は南千里丘をはじめとする摂

津市のまちづくりにかける決意といいます

か意気込み、やっぱりこういうことも何か

感じていただいたのではないか、応えてい

ただいたのではないか、そんな思いを持っ

ております。もう一方で、さっきも言いま

したけれども、恐らく全国でただ一つだと

思いますけれども、道徳理念に取り組んで

いる摂津市のこの取り組み、これにも共鳴

していただいたんだと私は思ってもいいと

思います。そういうことで、私もこのまち

づくりをしていく上で、ブランド、これは

大切な取り組みだと思っていますので、こ

れからも人間基礎教育はもとより、いろん

な形でオール摂津で摂津市のイメージアッ

プに取り組んでいきたいと思います。 

 それから、行政経営に対して、人間基礎

教育をもとにした人材育成についての質問

だったと思いますけれども、私は、これま
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で社会のルールを守れる人づくりを目指し

て、思いやり、奉仕、感謝、あいさつ、節

約の亓つの心を育てる人間基礎教育をまち

づくりのテーマとしてまいりましたが、こ

の人間基礎教育は職員の人材育成にもつな

がるものでございます。この話も今まで何

度も言っておりますけれども、この人間基

礎教育の持っている亓つの心、これを職員

一人ひとりが職員の立場でしっかりととら

えることによって、それがまたごくごく自

然に市民サービスにつながっていくという

ふうに思っています。 

 何度も同じような話ですけれども、最初

の質問でありますので。 

 まず、この不況時といいますか、大学生

の就職がない。そして、失業率が５．１％

ですか。中小企業の皆さんも、仕事があっ

てももうからない。今、はちゃめちゃの世

の中でありますが、そんな中で安定した仕

事、安定した収入を得られ、朝９時から５

時。公務員はありがたいです。一人ひとり

の職員が、ありがたいな、こうして働かせ

ていただいてという気持ちをなくして市民

サービスなんかあり得ないと思います。い

つも言いますが、紙１枚、鉛筆１本、すべ

て市民の税金であります。そういう意味で

は、節約、環境、こんなことにもしっかり

職員が思いをはせないと市民サービスはあ

り得ないわけでございます。もちろんの話

ですけれども、市民の皆さんの立場でいろ

いろ考え、思う、こんなことは当たり前で

ございます。さっきも言いましたけれども、

にこやかに大きな元気な声でありがとうご

ざいますと市民の皆さんに言えずして、市

民サービスはないわけでございます。そん

なことで、職員一人ひとりが摂津市の掲げ

るこの亓つの心をしっかりと自覚をしてい

かなくてはならないと思っていますが、し

かし、私がこう言いましても、問題は一人

ひとりの職員の質であります。質が問われ

るわけでございます。そういうことで、こ

れからも人材育成の实施計画の中において、

「やる気」・「元気」・「本気」・「勇気」、こ

れを持って業務に取り組むとともに能力開

発に努めるよう促していきたいと思ってい

ます。 

 それから、ＪＲの千里丘駅西口駅前のこ

とについてだと思いますけれども、ＪＲの

千里丘駅、そして阪急の正雀駅、これは摂

津市を代表する二つの顔と言ってもいいと

思います。それだけにこの駅の整備、これ

は大切な大事な課題であると私も認識をい

たしております。私が市長に就任いたしま

したとき、土地の収用、強権を発動してで

もこれを何とかせないかんということで、

いろんな取り組みを始めましたが、やっぱ

りいろんな法の壁に衝突してしまいまして、

いまだに結論が得られない。私自身もいら

立ちを感じているような次第でございます。 

 ちょうど５年か６年前、この議会でこん

な質問があったと思います。南千里丘のま

ちづくりをスタートされるときに、議員の

皆さんから「千里丘は一体どうなっている

のや」、「正雀もどうやねん」、非常に素朴

でわかりやすい質問だったと思います。私

はそのとき、こういうふうに答えたと思い

ますね。「言葉はよくないけれども、千里

丘の西口も正雀駅前も旪を外してしまった

のではないでしょうか」と。今、目の前に

ある南千里丘、これをこのまま置くとどれ

もこれもだめになってしまう。だから、目

の前にある南千里丘を何とかしっかりやり

遂げたいと。そのエネルギーで千里丘、正

雀にしっかりと取り組まなければいけない

というような話をここでしたと思うんです

けれども、あれから５年たちました。特に
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千里丘の西口の場合は、吹田操車場のまち

づくりによりまして、平成２７年度には都

市計画道路の岸部千里丘線、これが千里丘

駅に接続される、そのことを考えますと、

南千里丘のまちづくりが一定の方向が見出

せた今、何とか新たなる方向性を見出さな

いかんな、その必要性を感じておるところ

でございます。今後とも今日までの経過、

これをしっかりと踏まえまして、引き続き

準備組合の皆さんとももう一度ひざを交え

てしっかりと協議する中、粘り強くその解

決を探っていきたいと思います。 

 それから、正雀駅前整備についての質問

でございますが、これも先ほどのお話だと

同じような経緯をたどっておりますけれど

も、正雀駅前のまちづくりにつきましては、

今までに正雀駅前地区まちづくり懇談会な

どによる検討や勉強会など、さまざまな取

り組みを行ってきたところでございますが、

現状では市街地再開発事業などによるまち

づくりの具体化は困難な状況になっており

ます。現在、このような状況の中で、ソフ

ト面からの取り組みといたしましては、平

成１８年度より正雀駅前地区まちづくりワ

ークショップを開催いたしまして、地域で

の話し合いの場をつくり、市民を主体とし

たまちづくり活動を支援いたしているとこ

ろでございます。また、ハード面につきま

しては、摂津市交通バリアフリー基本構想

並びに地域からの要望もある安全で安心で

きるまちづくりを進めるために、平成１９

年度より府営摂津正雀住宅から阪急正雀駅

までの道路拡張事業に着手をいたしておる

ところでございます。 

 次に、ＪＲの千里丘の駅の西口構外エレ

ベーターの早期設置とバリアフリーについ

てのご質問にお答えをいたします。ＪＲの

千里丘の駅西口構外エレベーターの設置検

討の進捗状況についてでございますが、平

成１６年度に策定いたしました摂津市交通

バリアフリー基本構想に基づき、ＪＲ千里

丘駅西口のバリアフリー化を図るために、

平成２１年度に交通量調査を实施し、本年

度、駅西口周辺において、エレベーター設

置箇所の選定や基本設計について検討を進

めてきたところでございます。設置箇所に

つきましては、ＪＲ西日本と協議を行い、

経済性、工期縮減、さらに利便性などを考

慮した上で、最終的に設置箇所を決定して

まいりたいと考えております。今後のスケ

ジュールにつきましては、平成２３年度に

实施計画を行い、平成２４年度にはエレベ

ーター設置工事が行えるよう関係者との協

議を進めていきたいと思います。 

 市内の公共交通の利便性向上の取り組み

についてでございますけれども、市民の足

確保、これは難しくも大切な課題でござい

ます。平成２１年の９月、ＪＲ千里丘のガ

ードの拡幅が完成いたしました。平成２２

年の３月には阪急の摂津市駅が開業いたし

ました。また、この７月にコミュニティプ

ラザオープンに伴う周辺道路状況の変化な

どによる人や車の導線の状況を見きわめ、

市内で運行いたしております民間の路線バ

ス、市内循環バス、公共施設巡回バスのバ

ス路線体系を再編する必要がありますこと

から、市域全体のバス路線のあり方や現状

における問題点などの整理や市内公共交通

の課題を検討するため、関係機関と懇談会

を開催し、現状報告や意見交換などを行っ

てまいりました。ただ、懇談会といたしま

しては２回と非常に尐のうございますが、

この間、関係者間でるる調整を重ねてきた

ところでございます。ただ、いまだ結論を

見出せておりません。改めてこの問題の難

しさを痛感しておるところでございます。 
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 ご存じのように、国の規制緩和によりま

して、民間の路線バスの採算性、こういっ

たことが重視されるようになりました。す

なわち、今までと違って、民間の路線バス

自身でその路線の撤退、縮小、これが判断

できる、そういうことになったと思うんで

す。そういうことで、我々独自で市が走ら

せておりますバスも路線バスを補完するバ

スでありまして、これからもこれ以上のも

のというのはなかなか難しいということは

確認をしなくてはならないと思うんですね。

ただ、施設巡回バス導入以来、市民の皆さ

んからもっと便を増やしてほしいとか、朝

夕通勤通学ラッシュに何とかならんやろう

かとか、もっと早く、もっと遅くまでとか、

いろんな要望を受けておりますけれども、

この非常に限られた狭い市域の中で、路線

バスと競合せずにどういう方法で目的を達

していくのか、非常に難しいんですけれど

も、これからも関係者間で鋭意調整を進め

て精力的に早く結論を見出していきたいと

思います。 

 次に、地域消防力の強化並びに産・学連

携についての質問でございますけれども、

地域消防力の強化についてでありますが、

まず、来年度予算では、消防団の車両や屯

所などの施設整備、また維持補修にかかわ

る補助金を大幅に増額して、地域消防力の

強化に努めてまいります。また、地域のお

住まいの住民の方々との協働はもとより、

企業の皆さんとは機能別消防団等の体制を

さらに強化し、高校や大学につきましては

学生インターンシップなどを活発に实施い

たしまして、その地域をよく知り、なおか

つ昼間帯に活動いただける方々と協働し、

市、地域、事業所、学校等が一丸となって

地域消防力を高めていける体制を整えてま

いりたいと思います。 

 次に、淀川の河川敷公園の話でございま

すけれども、摂津市は、ご存じのように、

市域の６割以上が準工地帯でございますが、

山も谷もない平坦な地形でございますが、

それだけに市域に沿って流れております母

なる川といいますか、淀川、この存在は言

い尽くせないものがあると思います。特に

その河川敷は、我々市民に潤いを与えてく

れる貴重な空間ではないかと思っています。

毎年、この河川を管轄いたします淀川河川

事務所、国の河川事務所と沿川各市との連

絡調整等々を含めた懇談会がございます。

私も毎回出席いたしますけれども、そのと

きに必ずと言っていいほど、この河川事務

所の役人の皆さんにいろんなことを提言い

たしますが、桜をずっと植えたらどうやね

んとか、それから、市域の部分は優先使用

といいますか、任せてくれへんやろかとか、

いろんな大胆な提言をしていまして、また

関係者の皆さんにもいろいろと陳情してい

ただいたりしておるところでございますが、

この河川のあり方等々、ダムも一緒なんで

すけれども、自然環境派というのがあるん

ですね。片一方に、スポーツ等々、地域に

開放してほしいという、そういう二つの流

れがあるんですね。实は平成の２０年から

この自然環境グループという考え方、これ

がまた一つの方向が打ち出されております。

河川事務所も考え方が二転三転するんです

ね。どっちかと言ったらいけませんけど、

もうちょっとしっかりした方針を持ってく

れたらいいんですけれども、そんなことで、

それぞれの言い分がございますけれども、

摂津市といたしましては、自然環境、これ

を守る中で、やっぱり地域の有効利用等々

につなげる方法はないのか、これからもし

っかりとお願いをしてまいりたいと思いま

す。 
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 それから、大正川、安威川、ガランド水

路などの水辺空間の有効活用についてであ

りますが、水辺空間の有効活用につきまし

ては、先ほどの淀川河川敷と同様に、市内

を縦横断する河川敷も自然の緑が残る貴重

な空間でございます。また、ガランド水路

と大正川河川敷でのこどもフェスティバル

をはじめ、チューリップアート、こいのぼ

り、大正琴などの催しに活用されておりま

す。本市にとっては市民の憩いの場として

貴重なスペースでございます。本市にとり

まして、河川敷は残された自然の場であり、

市民に憩いの場を提供できる場と認識をい

たしております。今後も有効活用ができる

よう創意工夫をしていきたいと思います。 

 「ふれあいリビング」の取り組みと市民

との「つながり」を強めていく取り組みに

ついての質問でございますが、ふれあいリ

ビングは大阪府の事業で、府営住宅の既存

集会所の改修等を行い、府営住宅居住者や

その近辺の地域住民が触れ合う場を整備す

ることにより、お互いが助け合い、生きが

いのある自立した生活の实現を目指すもの

でございます。来年度に市内の府営住宅に

おいてふれあいリビングの整備が予定され

ていることから、市といたしましても、事

業の立ち上げを支援すべく、事業の運営に

必要となる備品等にかかわる経費を補助す

るものでございます。ご指摘のように、地

域住民同士のつながりを強めていく取り組

みは重要と考えておりまして、そのために

は、ふれあいリビング事業の目的である相

互扶助を通じた自立生活の实現に向けて、

地域住民の自主的な活動がさまざまな地域

で取り組まれることが必要と認識をいたし

ております。このような観点から、地域住

民が触れ合う場や自主的な活動の状況につ

いて改めて検証し、今後、場の確保や市民

の活動に対する市の支援はどのようにある

べきかを検討していきたいと思います。 

 次に、市民への平和教育、人権尊重への

取り組みについての質問でございますが、

私は、今までこの話もよくしてきたんです

けれども、人権の目方は地球より重たいと

よく言われてきたと思いますね。さように

人権という問題は大切で、そして永遠の課

題ではないかと思います。戦後の日本、こ

の人権の重さ、大切さについて、これでも

か、これでもかといって説いてきたと思う

んですが、これはこれでよかったと思いま

すけれども、一方で大切なものを尐しおざ

なりにしてきた、今、そういった反省が言

われております。自分だけがいい、人のこ

とはどうでもいいと、そんな風潮が蔓延し

てしまって、いじめとか虐待とかわけのわ

からない事件、事故、こんなことにつなが

っていると思います。やっぱり人の立場と

いいますか、思いやるこの気持ちなくして

人権なんかないと思います。そういう意味

で、摂津市が説いております人間基礎教育

も、そのことをも説いておるわけでござい

ます。 

 そこで、本市は、これまで昭和５８年に

憲法を守り人間を尊重する平和都市宠言を

制定いたしまして、平成９年には摂津市人

間尊重のまちづくり条例、これを制定して、

平和ですべての市民の人権が尊重されるま

ちづくりを目指してまいりました。また、

平成２１年には非核平和の实現に向けた平

和市長会議へも参加させていただきました。

戦後６５年が過ぎ、日本では戦争を体験さ

れた人々が高齢になり、戦争の悲惨な記憶

が風化しつつございます。本市では、平和

の取り組みは人権尊重のまちづくりの中心

であり、決して風化させることがないよう

取り組んでまいらなければならないと考え
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ております。平成２３年度におきましても、

７月、８月の平和月間、１２月の人権週間

を中心に、平和の大切さ、人権を尊重する

大切さについての事業を实施し、より多く

の市民の皆さんに賛同、参加していただけ

るよう取り組んでまいります。 

 企業立地等促進条例の提案背景について

でございますけれども、まず、本市が企業

立地等促進条例の提案を行いました背景と

いたしましては、近年は事業所の海外シフ

ト、日本の人口の減尐時代を迎え、国内工

場などの集約、企業統合や廃業、倒産によ

り企業の数が減尐する時代になりました。

企業の市外への移転は、税収や雇用の確保

の点等、地域の活力に大きく影響を与える

ことになります。こうしたことは本市にお

いても起きる可能性がございます。対応策

として、従来の事業資金の融資、経営支援、

販路開拓などの支援策のほかに企業の新規

設備投資への支援策を加えまして、より長

期の安定した事業活動が行えるよう条例を

提案させていただいた次第でございます。 

 以上、私からの答弁にかえさせていただ

きます。教育委員会関係は教育長にご答弁

をさせます。 

○藤浦雅彦議長 教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわる３点の

ご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、就学前教育における学校、家庭、

地域の連携についてでございます。就学前

の子どもの教育は、生涯にわたる人格形成

の基礎を培う重要なものであります。子ど

もたちが心身ともに健やかに成長していく

ためには、基本的な生活習慣を身につけな

ければなりません。幼尐のころより日々の

生活の中で子どもをしっかりしつけること

は極めて大切なことであると考えておりま

す。幼稚園や保育所など、就学前の子ども

にかかわる教育機関は、基本的な生活のル

ールや生活態度といった社会性や主体性を

はぐくむための重要な場でありますが、就

学前の子どもの生活は、家庭を基盤として

地域社会を通じて徐々に広がりを持つもの

であります。したがいまして、就学前の子

どもにかかわる教育機関は、家庭や地域社

会との連続性を保ちつつ教育活動を展開す

る必要があります。子どもの生活が連続的

なものであることから、家庭や地域の役割

は学校と同様に重要なものであり、特に家

庭や地域社会での生活時間が長い就学前の

子どもたちにとって、なおさら家庭の役割

は大きなものと考えております。学校、家

庭、地域が連携して役割を果たすことが、

しつけを含め、義務教育の生活や学習の基

盤を育成することにつながり、連携のため

の丁寧な情報発信について、教育委員会で

はさらに努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、生きる力を育む学校教育の取り組

みについてでございます。平成２３年度か

ら小学校、平成２４年度からは中学校で完

全实施されます新学習指導要領においては、

これまで同様、確かな学力、豊かな心、た

くましく生きるための健康、体力を基盤と

する生きる力を児童・生徒にはぐくむこと

を基本理念といたしております。ご質問の

不登校児童・生徒へのケアについての考え

方でございますが、不登校の原因は多様で

あることから、個別的な支援が可能となる

よう体制づくりに努めているところであり

ます。全小・中学校にはスクールカウンセ

ラーを、また、全中学校区にはスクールソ

ーシャルワーカーと家庭教育相談員を配置

し、子どもの安心のための相談体制の充实

を図っているところであります。また、ケ
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ースによっては、教育研究所よりさわやか

フレンドを家庭に直接派遣するなどにより、

不登校児童・生徒が主体的に社会参加でき

る力をはぐくむためにも、基礎的・基本的

知識や技能を習得させることや、自己の生

き方を考えられるよう、個々の状況に合わ

せて心のケアを行っているところでござい

ます。また、個別の学習支援のために学習

サポーターを必要に応じて学校に派遣し、

授業中の支援や相談审等での個別支援、放

課後学習审の開設を行っております。もち

ろん、不登校児童・生徒が安心して学校に

通えるようになるためには、担任との信頼

関係は重要であることから、教育委員会で

は学校に対して定期的な家庭訪問を行うよ

う指示しているところでもございます。 

 次に、生きがいを見つける生涯学習の取

り組みについてでございます。今日、科学

技術の進歩や高度情報化社会の進展などに

より、私たちは物質的な豊かさや高い利便

性を得ることができました。しかし、一方

で、無縁社会と言われますように、人間関

係の希薄化など、新たな課題も生じてきて

おります。人それぞれの思いがありますが、

生きがいを感じるのは、家庭や地域とつな

がり、社会に役立っていると感じるときで

はないかと考えます。本市では、ともに学

び、ともに考え、ともにつくる第２次生涯

学習推進計画を策定して、いつでも、どこ

でも、だれでも自由に学ぶことができる生

涯学習社会の实現に向けて取り組んでおり

ます。とりわけ、自己完結型から学んだ成

果を地域に還元する循環型の生涯学習活動

に移行する仕組みづくりを進めているとこ

ろでもございます。現在、せっつ生涯学習

大学やふるさと摂津講座、出前講座市民編

などで多くの市民の方々が講師やボランテ

ィアとしてご活躍いただいておりますが、

これら生涯学習活動が地域に活力を与え、

ひいてはその広がりが摂津のまちづくりに

つながるよう、制度の充实と一層の活動支

援に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 野原議員。 

○野原修議員 それでは、２回目、質問させ

ていただきます。 

 摂津らしさ「摂津ブランド」について。

森山市長から、摂津らしさ「摂津ブラン

ド」に関して、市のイメージアップ戦略と

して、その創造は必要であるとご答弁いた

だきました。摂津ブランド戦略の創造にご

理解いただけた答弁に感謝します。そのこ

とを受けまして、ここで摂津ブランド戦略

に向けてどのような事柄が考えられるのか。

例えば一例ではありますが、ご当地プレー

トにしたりするなど、短期的、中長期的な

事柄を具体的にお聞かせください。 

 質の高い行政経営をするための人材育成

についてであります。人間基礎教育を根底

に人材育成を進めていくことについては、

私も同調できるところでございます。摂津

市役所の職員には優秀な職員がたくさんお

られます。今後、地方分権が進み、基礎自

治体としての役割が大きく変化して、自己

責任、自己決定が求められる中で、職員の

求められる能力もおのずと変わってきます。

例えば、総合計画にあります協働のまちづ

くりを進めていくためには、まずは自分の

フィールドである摂津市のことをよく知り、

市民のことを理解し、市民の立場に立って

行動できる職員の育成が大切であると考え

ます。そこで、今後、そのような職員の育

成にどのような取り組みを考えられている

のか、お聞かせください。 

 ＪＲ千里丘西口駅前整備について。都市

計画道路の岸部千里丘線が整備される平成
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２７年度には、西口の駅前広場が整備され

ている必要があるのではないでしょうか。

このままでは何も変わらないと思いますが、

お考えをお聞かせください。 

 次に、正雀駅前整備についてであります

が、現状では市街地再開発事業等が困難な

状況の中で、平成１８年度より正雀まちづ

くりワークショップを開催され、市民を主

体としたまちづくりに取り組まれていると

のことですが、この活動が正雀駅前地域の

まちづくりにつながっていくことはなかな

か難しいと思います。現在、自動車、歩行

者の導線を確保するため、駅前において道

路の拡幅が進められておりますが、駅前の

車の寄りつきなどの整備について、今後ど

のように考えているのか、お聞かせくださ

い。また、現在進められている道路の拡幅

整備の進捗状況についてもお聞かせくださ

い。 

 千里丘駅西口構外エレベーターについて

でありますが、設置箇所の具体的な検討内

容についてお聞かせください。また、今後

のスケジュールについてもお聞かせくださ

い。 

 市内公共交通の利便性向上の取り組みに

ついて、懇談会では地域の声を聞く必要も

あると考えますが、公共交通懇談会の経過

と現状、今後の取り組みについてお聞かせ

ください。 

 消防・救急救助体制の充实について。消

防団の補助金を増額し、地域消防力を強

化・維持されていくとのことはわかりまし

た。では、その具体的な内容について詳し

く説明ください。また、近年、消防団員の

サラリーマン化率が増加し、昼間帯の消防

力維持について早急な対策が求められると

ころであります。機能別消防団制度におか

れましては、昼間帯の消防力維持に一定の

成果と方向性を示されたと思いますが、こ

れを足がかりとして、さらに一歩踏み込ん

だ企業や学校等と連携した地域消防力強化

の方策が必要と考えます。私が以前からお

願いしております学生インターンシップの

状況も含め、具体的な方策についてお聞か

せください。 

 次に、みどりうるおう環境を大切にする

まちづくりについてであります。 

 淀川河川公園の活用についてであります

が、現在、グラウンドゴルフも可能な多目

的広場の整備に向け、国土交通省が地域協

議会を開催していると聞いております。今

後の河川公園の整備スケジュールをお聞か

せください。また、公園施設ができるのは

よいのですが、地元地域では、公園が近く

にあるので交通の便利さはあるけれど、日

ごろの公園利用者のマナーの低下による被

害も多く受けていると聞いております。せ

めて地元市として整備後の多目的広場の優

先的な活用をすることができないか、お聞

かせください。 

 また、水辺空間の有効活用についてであ

りますが、平成２３年度以降の具体的な取

り組み内容をお聞かせください。また、市

内緑化で市民とともに植樹を行う樹木オー

ナー制度のような取り組みはできないか、

お聞かせください。 

 ふれあいリビングについて。地域住民が

集い憩える場の確保や、地域住民の自主的

な活動への支援において、何が課題となっ

ているのか、また、その課題の解決に向け

てどのように取り組むのか、お聞かせくだ

さい。 

 市民への平和教育、人権尊重への取り組

みについて。摂津市における平和や人権に

関する具体的な取り組みについてお聞かせ

ください。また、学校における平和教育、
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人権教育の取り組みはどのように進められ

ているのか、平和教育に関するポスター作

成等、学校間の取り組みの温度差が生じる

のは問題ではないかと考えますが、取り組

みについてお聞かせください。 

 誰もが学び、成長できるまちづくりの就

学前教育における学校、家庭、地域の連携

について。子どもをきちんとしつけるため

に、学校、家庭、地域に対して具体的にど

のような働きかけをされているのか、お聞

かせください。 

 生きる力を育む学校教育の取り組みにつ

いて。学習内容がわからないことから不登

校に陥る場合、放課後学習审の開設は大変

有効であると考えますが、今後の展開につ

いてどのように考えられているのか、お聞

かせください。 

 生きがいを見つける生涯学習の取り組み

について。学んだ成果や自分の持つ技術や

技能を地域やこれから学ぼうとしている方

に還元する仕組み、せっつ生涯学習大学の

現在の取り組みと募集を含めた周知の状況、

また、今後の方向性についてお聞かせくだ

さい。 

 活力ある産業のまちづくり。商業系では、

商業の活性化に関する条例を制定した後の

取り組みと、制定しようとする企業立地等

促進条例を作成するに当たって、どのよう

な事前情報収集を行ったのか、また、奨励

金を交付する条件についてお聞かせくださ

い。 

 以上、２回目、終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。副市長。 

○小野副市長 摂津ブランドの短期的、中期

的な考え方のお問いでございますが、まず、

バイクのご当地プレートにつきましては、

職員提案制度の中で若手職員から提案があ

った内容でございます。この審査は、ご承

知のように、いわゆる政策推進会議を次長

級で構成しておりまして、そこで採決とい

うことで、このご当地プレートにつきまし

ては採用の運びになっておりますので、具

体化をしてまいりたいというふうに考えて

おります。 

 それで、今後の中長期的な考え方なんで

すが、当然、ブランドというのは、その市

を即イメージできるといいますか、その市

の売りをどうつくり出していくかと。この

視点については、各市間で行政施策を進め

る上で、常に念頭といいますか中心に置い

ておくべきものだというふうになると思い

ます。このことを怠ると、相当各市間の行

政施策の優务がつきかねないものだという

ふうに考えております。この２月に副市長

会がございました。そこで私も感じてきた

のは、近隣市は中核市、特例市でございま

す。それで、そのブランドをどうつくって

いくか、高めていくかということを何か念

頭にきちっと置いているような気がいたし

ます。むしろ人口増よりも「定住」という

キーワードが非常に大きいのではないかと

いうような気がしておりまして、このこと

は非常に意識をしていかなければならない

というふうに思います。 

 ご承知のように、この三島筋４市１町で

１１０万人の人口を有しております。今、

例えばＪＲ山崎から吹田まで各停でも三、

四十分あればそこを通過できるというとこ

ろに１１０万人の市民、町民がお住まいで

あるということを考えますと、各市の今後

の取り組み方の中で、本市も今後も互角に

存在していくためには、本市の資源をブラ

ンド化するなり育てていくということが大

きなキーワードというふうに理解をいたし

ます。当然、以南には淀川、また広大な河
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川敷がございますし、銘木団地なり新幹線

基地とさくらづつみ問題、また鳥飼なす、

第６集会所もございますし、先ほど、以北

にはガランド、大正川でのさまざまなチュ

ーリップアートであるとか、ろうそくファ

ンタジーであるとか、こいのぼりであると

か、いろいろございます。そして、カーボ

ン・ニュートラル・ステーションの摂津市

駅、南千里丘、それから、今後大きな課題

になります吹操跡地のまちづくり、横たわ

っている正雀処理場は吹田市のものであり

ますが、摂津市の市域でありますから、当

然、この中でどういうふうにこのブランド

力のイメージアップを高めていくかという

大きな視点が必要というふうに感じます。 

 したがいまして、今後、職員一人ひとり

が人間基礎教育の实践をベースにして、や

はりやるのは職員ですから、部課長ですか

ら、まずみずからの業務の中で、常にどう

やれば定住なりブランド力を高めていく施

策を打てるのかと、このことを督励してい

かなきゃなりませんし、部課長にはそのこ

とを常に訴えていかなきゃならないという

ふうにも感じます。それがまさしく第４次

総計での具体的な視点というふうにも思い

ます。この４月に入りましたら、部課長間

でのこういうことも市長も督励をするとい

う形になっておりますので、７月には各部

長からのプレゼン、それから協議の場がご

ざいます。そういうところに、一度この視

点を２３年度からの４次総計の中でどう位

置付けていくかと。一朝一夕にはできませ

ん。しかし、この１０年間の中でこのこと

を積み重ねていくということが、各市間競

争、摂津市が互角に対応していくというこ

との非常に大きなキーワードということを

思いながら進めてまいりたいというふうに

考えております。 

○藤浦雅彦議長 市長公审長。 

○羽原市長公审長 それでは、まず人間基礎

教育をもとにした人材育成の取り組みにつ

いてのご質問にご答弁を申し上げます。 

 行政を取り巻く環境は非常に急激に変化

しておりまして、これまでの行政サービス

の水準を維持・向上させるとともに新たな

行政課題に対応していく、これを行ってい

くためにはさらなる行政運営の改革がやは

り必要になるわけでございまして、その担

い手である人材の育成が急務と考えておる

ところでございます。これまで往々にして

法令の遵守や事務執行の手続き、プロセス

を重視され、事務処理が適正に行われてい

るかどうか、ここに重点が置かれておりま

した。しかし、市民生活が多様化、複雑化

する中で、どれだけ行政サービスが市民ニ

ーズを反映し、結果として市民の方の満足

度が向上しているかということもやはり成

果として求められるということと考えてお

ります。 

 これからの職員に求められる能力といた

しましては、法律制度の理解、事務を適正

に執行できる能力とともに、市民の方の置

かれている状況を把握し、その立場を理解

した上で対応できる能力、これもやはり必

要になるというふうに考えております。 

 今後の取り組みといたしましては、やは

り市内のことをよく知る、市民との交流の

場を経験しているということが大事になっ

てまいります。例えば、新規採用職員に市

内のフィールドワーク、これを研修の一環

として行うことや、今後、協働の取り組み

ということを進めてまいりますので、市民

との交流を深めていく、こういうことをし

ながら市民のことをよく理解し、市内のこ

とをよく知っている、そういう職員を育成

してまいりたいと考えております。そうい
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うことを積み上げることによって、摂津市

に対する愛着、親しみをつくり出し、常に

市民の立場を理解した職員というものを育

成してまいりたいと考えておるところでご

ざいます。 

 次に、市民への平和教育、人権尊重の具

体的な取り組みということでございます。

本市では７月、８月を平和月間と定めまし

て、市役所をはじめ市内公共施設１０か所

における折り鶴コーナー、また、８月６日

には広島、９日には長崎と、それぞれの記

念式典に、隔年ではありますが、市民の代

表にも参加をいただいておりますし、市役

所での平和黙禱につきましては、本年度か

ら市長メッセージをＣＤ化し、公共施設６

０か所へ配布をする、また、同じような取

り組みにつきまして、市内６００事業所に

文書で協力も依頼をしておるところでござ

います。そのほか、市民文化ホール、公民

館等の施設における平和映画の上映やパネ

ル展を实施いたしております。平和パネル

展では、原爆被害者福祉協議会にお願いを

いたしまして、原爆の語り部コーナーを設

置するなど、広く市民の方への平和の大切

さを訴えております。 

 次に、人権尊重の取り組みでございます

が、１２月１０日の世界人権デーを中心に

１２月４日から１０日までを人権週間と定

めまして、市内７か所における街頭啓発や

市民文化ホールなどにおけるヒューマン名

画劇場、人権を考える市民の集い、また、

市民、小・中・幼の児童・生徒から人権を

テーマとした絵画等を募集し、啓発作品展

として開催をいたしております。 

 そのほか、通年の取り組みといたしまし

ては、人権啓発指導嘱託員による人権なん

でも相談や市民、事業所への出前講座など

の研修の实施、広報紙を利用した市民啓発

の取り組みなどを实施いたしております。 

 今後、市長が提唱しております人間基礎

教育を踏まえた新たな取り組みについて、

人権協会等の関係団体とも協議をしながら

取り組みを進めてまいりたいと考えておる

ところでございます。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 ＪＲ千里丘西口駅前の

まちづくりにつきましては、地権者との合

意形成が最大の課題となっており、事業化

に至っていないのが現状であります。本市

といたしましても、千里丘西地区市街地再

開発準備組合に対しまして、現在、都市計

画決定をしております駅前広場などの見直

しも含めた再開発区域の縮小案なども提案

してきたところでありますが、土地形状の

問題などさまざまな課題があり、本市の提

案が解決策になっていない状況であります。

一方、千里丘西地区では、地権者間の土地

問題の解決や個人開発の検討も進められて

いると聞いており、周辺状況も変化してき

ているところであります。今後は、周辺地

権者の動向についても注視しながら、引き

続き西準備組合とともにまちづくりに取り

組んでまいりたいと考えております。 

  次に、正雀駅前地区におけます今後のま

ちづくりの考え方について、ご質問にお答

えいたします。正雀地区では、現在、大阪

府において、正雀川をアンダーで越える十

三高槻線の本線工事が平成２４年春の完成

を目指し進められているところであります。

この事業の進捗を見る中で、ガード部分の

上部利用の検討や、再開発事業の種地とし

て確保していただいております府営住宅用

地の活用なども含め、検討してまいりたい

と考えております。また、十三高槻線が吹

田市域とつながりますことから、正雀地域
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での車の流れが大きく変わるものと考えて

おり、これらの状況も踏まえ、側道を活用

した車の寄りつきや交通結節機能も含めた

正雀地区のまちづくりについて検討してま

いる必要があると考えております。 

 次に、ＪＲ千里丘西口構外エレベーター

設置にかかわるご質問につきましては、現

在、基本設計を委託する中で、エレベータ

ー設置箇所について検討を進めているとこ

ろであります。その検討の内容といたしま

しては、エレベーターを設置できる敷地を

選びながら、利用される人の導線を考慮し、

また、既存の跨線橋への影響も配慮し、５

案を選定し、概略設計を行い、建設コスト、

建設期間、そして周辺への影響などを勘案

し、現時点では２案に絞り込んでいるとこ

ろであります。その１案目といたしまして

は、跨線橋の北側の茨木側に設置する場合、

また、２案目は、エスカレーター乗り口付

近のスロープ前の歩道に設置する場合と２

案に絞り込んでおります。１案目は、周辺

への影響が尐ない利点がありますが、電気

機械审に当たりますことから、費用面が増

加する点や、工事期間が２か年必要となる

結果が出ております。２案目の箇所につき

ましては、スロープ前の歩道に設置する案

を選定しておりますが、既存のスロープに

影響を与え、さらに既存の歩道上に設置す

るため、歩道の改良を伴うことも検討の課

題となっております。しかし、工事期間が

約１年間と短縮でき、利用者の利便性の高

さが期待できる利点も選定の要素といたし

ております。このような課題を整理しなが

ら、ＪＲ西日本と協議を行い、最終の設置

箇所を絞り込み、平成２３年度に实施設計

に取りかかってまいりたいと考えておりま

す。その後、工事着手を予定しております。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 それでは、２回目の

ご質問にお答えいたします。 

 正雀駅周辺の道路整備についての計画で

ございますが、計画しております道路拡幅

整備の計画区域につきましては、道路法第

１８条の規定に基づきまして、本年２月１

日付で道路区域の変更を行っております。

この変更の内容でございますが、阪急正雀

駅沿いの正雀南千里丘線は、現況の道路幅

員を約６メートルから１０．５メートルに、

府営住宅方面に向かいます正雀本町７号線

及び正雀本町１４号線は、現況幅員が今現

在のところ約５メートルございます。それ

を１２メートルに拡大し、道路拡幅整備の

区域を明確にさせていただいたものでござ

います。 

 また、道路予定区域の決定を行ったこと

によりまして、開発などを行うに当たりま

しては道路管理者の許可が必要となります。

区域内での建築物の新築などには、都市計

画道路の決定と同様に制限がかかることに

なります。また、一方、現在も用地取得に

向けて交渉を続けておりますが、民民間の

用地確定作業のおくれと支障物件の移転補

償の交渉や土地の価格交渉に難航している

ところがございます。また、今年に入りま

して、正雀駅前の駐車場が売却され、事業

者が事業計画を立案されているとの情報を

得たことによりまして、新しい所有者と道

路用地の取得に向け、改めて交渉を進めて

いるのが最新の状況でございます。 

 今後におきましても、周辺の環境変化を

見据えながら、用地取得に向け、あらゆる

方策を講じてまいりたいと考えております。 

 続きまして、質問番号２の（４）市内公

共交通の利便性向上の取り組みについて、

ご質問にお答えいたします。 

 本市の公共交通バス路線につきましては、
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これまでにも議会や市民の方々から多くの

意見を伺っております。平成２２年度の市

政運営の基本方針にもありますように、関

係機関で構成する懇談会につきましては、

市民としましては、市内のさまざまな地域

からの声を聞くために、自治連合会代表の

方々との懇談会を開催させていただき、本

市のバス交通の現状説明として、市委託バ

ス及び補助運行バスの利用状況、費用負担

額並びに本市におけます現在のバス路線状

況の説明を行わせていただいております。

今まで寄せられました要望も併せて報告さ

せていただきました。 

 懇談会における意見交換会での要望内容

と併せまして、阪急バス株式会社及び近鉄

バス株式会社に出向きまして、それぞれに

要望内容をお伝えし、バスルートの検討を

依頼してまいりました。近鉄バス株式会社

からは、市内循環バスにおきまして、９月

に各バス停での乗降実数の实態調査を实施

されております。現行ルートでは役所を起

点として運行しておりますが、利用者のニ

ーズは市役所へ行くよりも阪急摂津市駅ま

たはＪＲ千里丘駅へのニーズのほうが強い

と分析をなされております。現在の市役所

を起点といたしておりました運行経路から

ＪＲ千里丘駅を起点とした運行経路への提

案をいただいております。 

 また、高齢社会を迎えた社会環境もござ

いますので、摂津市老人クラブ連合会代表

の方々との懇談会、意見交換会を開催させ

ていただきました。本市のバス交通の現状

説明として、市委託バス及び補助運行バス

の利用状況、費用負担額並びに本市におけ

る現在のバス路線状況の説明を行い、今ま

で寄せられた要望も併せて報告させていた

だいております。今後、懇談会等の要望事

項を踏まえ、バス事業者との協議を重ね、

民間のノウハウも取り入れさせていただき

ながら検討試案を提示しつつ、市民との懇

談会を实施し、市民の思い、要望、バス事

業者の運営、財政なども勘案し、本市の实

情に即したバス路線網が築けるよう努めて

まいりたいと考えております。 

 続きまして、質問番号３の（１）淀川河

川公園の活用で、淀川河川公園整備のスケ

ジュールと多目的広場などの優先使用につ

いてのご質問にお答えいたします。 

 現在、国土交通省管理の淀川河川公園に

おきましては、仁和寺大橋下流部でグラウ

ンドゴルフも可能な多目的広場の整備など

に向けまして、地元住民及び公園利用者な

どの意見を反映する目的で、淀川河川公園

中流右岸域地域協議会及び地区会議を開催

していただいているところであります。そ

の後、意見集約を行い、实施設計に反映さ

れ、公園整備に向けて取り組んでいただい

ているところでございます。また、本河川

公園は、大阪市域から京都府域までの広範

囲な国営公園であり、地元市が優先的に使

用を行うには非常に厳しい位置付けとなっ

ております。しかし、地元地域では、日ご

ろからの公園内管理に十分目を向けていた

だいている实態もございます。また、国土

交通省では、地元地域の広場利用者などと

ともに維持・管理を行うことが今後の公園

管理の将来像でもあるとの認識もされてお

られます。したがいまして、優先活用につ

きましては、国土交通省に対し、今後の維

持・管理のあり方なども含めまして、地元

地域住民とともに協議・要望を行ってまい

ります。 

 続きまして、質問番号３の（２）につい

てのご質問にお答えいたします。 

 平成２３年度以降の水辺空間の具体的な

取り組みについてでございますが、現在、
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水辺空間として活用しておりますのが、境

川の彩の道、安威川、大正川のふれあいづ

つみ及びジョギングロードがございます。

境川、彩の道は、桜を植樹し、四季折々の

景色の提供に努めております。また、安威

川、大正川のふれあいづつみでも、八重桜

を植樹し、河川の眺望と桜並木の景色の提

供に努めております。ジョギングロードで

は、毎日のように朝夕のジョギングやウォ

ーキングなどを楽しんでいただいておりま

す。今後は、利用者である市民の皆様の声

を聞かせていただき、より快適な空間とな

るように検討してまいります。 

 また、新幹線公園では、ホームページへ

のアクセス数が月平均１，０００件と知名

度が上がっている中、本市の新たな名所づ

くりと地球温暖化防止の一助を担うことを

目的といたしまして、平成２３年度から３

年計画で新幹線公園の桜並木を水路沿いに

１．５キロメートル延長する計画をしてい

るところでございます。 

 また、樹木オーナー制度につきましては、

市民に樹木への愛情を培っていただく制度

として、よい取り組みであると認識してお

ります。今後、植樹場所も含めまして、仕

組みづくりなどを検討してまいりたいと、

このように考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 消防長。 

○北居消防長 それでは、地域消防力の強化

並びに産・学連携についてのご質問にお答

えをいたします。 

 まず、消防施設整備等補助金交付要綱の

改正内容について、詳しくご説明申し上げ

ますと、消防車両購入等の整備事業につき

ましては、現在は、かかる費用の５０％以

内で上限額５０万円でありましたが、平成

２３年度からは、かかる費用の５０％以内

で上限額を１００万円とし、普通車ベース

の消防車両を購入する場合は１５０万円ま

で上限額を引き上げます。補修事業につき

ましても、現在は、かかる費用の５０％以

内、上限が３０万円であるものを、かかる

費用の５０％以内、上限を５０万円に引き

上げます。 

 続いて、企業や学校などと連携した地域

消防力強化の具体的方策についてでありま

すが、現在の機能別消防団は、自衛消防隊

車両と人員をセットで機能別消防団員とし

てご協力をいただいております。今後にお

きましては、第４次摂津市総合計画の内容

に沿った形での摂津市消防団活性化総合計

画の見直しを図りつつ、議員のご質問にご

ざいましたように、自衛消防隊車両をお持

ちでない企業なども消防団協力事業所とし

て人員や資機材等をご協力いただけるよう

な形づくりを考えております。 

 また、以前にも議員からご提案いただい

ておりました学生インターンシップについ

てでありますが、平成２２年１１月に星翔

高校の学生２名をインターンシップ生とし

て４日間受け入れ、当直研修や消防学校へ

の１日入校なども経験してもらいました。

これを契機に、さらに多くの学生に経験し

てもらえるような働きかけが必要と考えて

おり、地元学生も含めた地域消防力の強化

はもとより、防災知識を備えた若い世代の

人材育成にもつなげてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部理事。 

○福永保健福祉部理事 では、地域住民が集

い憩う場の確保や自主的な活動に対する支

援における課題についてのご質問にお答え

いたします。 

 まず、地域住民が集い、憩う場につきま
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しては、リハサロンをはじめとした校区福

祉委員会や老人クラブ、そして健康づくり

グループなどが、地域福祉活動拠点、公民

館などのさまざまな施設を利用して活動さ

れております。しかし、施設には施設の目

的、場所、広さ、バリアフリーの状況、他

団体の利用状況などがあり、地域住民が気

軽に立ち寄れる場という観点から考えます

と、さまざまな課題を抱えております。商

店街の空き店舗や市立集会所をはじめとし

た既存の公共施設につきましては、それぞ

れ担当所管が異なっていることから、今後、

庁内での協議を進め、地域住民が集い、憩

う場の確保について検討してまいります。 

 次に、地域住民の自主的な活動に対する

支援につきましては、校区福祉委員会の小

地域ネットワーク活動などに対する補助な

どを实施しておりますが、ふれあいリビン

グ活動の基本的条件となっております、週

２回以上施設を開放し、交流の場などを設

けるといったような活動を継続的に取り組

むことができるようなグループが、残念な

がら本市ではまだまだ尐ない状況でござい

ます。このような活動を担えるグループを

育成することが大きな課題と認識しており、

今後、地域福祉関係者等のご協力も得なが

らグループの育成に努めてまいります。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 

○市橋教育総務部理事 平和、人権教育の学

校での取り組みについて、ご質問にお答え

いたします。 

 学校におきましては、学習指導要領に基

づき、我が国と郷土を愛し、他国を尊重し、

国際社会の平和に貢献できる主体性をはぐ

くむことを目標として平和教育にかかわる

教育活動を行っております。児童・生徒の

発達段階に応じて、命の尊さや戦争の惨禍、

平和の大切さなどについて理解させ、国際

社会の一員として、外国の多様な文化を認

め、平和な社会の实現のために貢献できる

資質や態度の基礎をはぐくむことは、人権

尊重の意識をさらに身につけることにつな

がると考えております。 

 社会科や道徳を中心とした平和について

学ぶ活動は、学校の教育活動全体を通じて

行っており、基本的な事項を学ぶことから

体験活動を通して生き方を考えることや主

体的な实践力をはぐくむことなど、幅広い

ものとなっております。具体的には、平和

ポスターの作成や平和学習教材を活用した

学習、戦争体験者との交流などの体験的学

習、平和集会、児童会、生徒会活動でのユ

ニセフ募金などを各学校で児童・生徒の实

態に応じて行っております。 

 このような取り組みについて、各学校で

は学校だよりやホームページを通じてそれ

ぞれに情報発信に努めているところでござ

いますが、家庭や地域の皆様への周知の状

況は必ずしも十分とは申せません。今後、

学校での取り組みが家庭や地域にさらに広

がるよう、また、家庭や地域から取り組み

へのより一層のご支援をいただけるよう、

教育委員会では丁寧な情報発信について各

学校への指導を行ってまいります。 

 続きまして、子どもをきちんとしつける

ための学校、家庭、地域への具体的な働き

かけについてのご質問にお答えいたします。 

 全国学力・学習状況調査及び全国体力・

運動能力、運動習慣等調査の結果分析から、

学力や体力のはぐくみのためには基本的な

生活習慣の確立が大変重要であることが明

らかとなってきたところでございます。特

に、早寝早起きや朝食の摂取、学習などを

行う時間を決めておくことなど、規則正し

く過ごすことは就学前から取り組むべきこ

とであり、しつけの一環とも考えるところ
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でございます。これらの調査結果の概要や

課題についてはホームページに掲載し、学

校だけではなく保護者や地域の方々へ向け、

課題解決のため情報発信を行ってまいりま

した。また、生活習慣を考える集いや教育

フォーラムの開催により、保護者や地域の

方々への啓発も行ってまいりました。これ

らの発信や啓発は、就学前の保護者も対象

としてまいりましたが、義務教育段階の方

を中心とした内容になっておりました。今

後は、就学前の保護者との連携について、

取り組みを積極的に行ってまいります。特

に、自ら学ぶ摂津の子どもをめざすための

１１の目標について、就学前の子どもを持

っておられる保護者や生活の基盤となる地

域の方々への啓発をきめ細やかに实施して

まいります。 

 続きまして、学習内容定着のための放課

後学習审の今後の展開についてのご質問に

お答えいたします。 

 児童・生徒の基礎学力や学習習慣の定着

のため、放課後学習审を全小・中学校で開

設しております。大阪府のまなび舎事業に

よる補助が今年度で終了いたしますが、放

課後学習审の開設は来年度も行ってまいり

ます。学習は、わかることは次の学びへの

自信と意欲を生み出すことにつながります。

不登校になることを未然に防止するために

も放課後の学習审を開設し、学級担任をは

じめとする教員がサポーターと十分に連携

した体制づくりに努めてまいります。教育

委員会といたしましては、学習サポーター

の人員確保とともに、土曜の学習审の開設

など、児童・生徒の基礎学力や学習習慣定

着のために今後も検討を重ねてまいります。 

○藤浦雅彦議長 生涯学習部長。 

○宮部生涯学習部長 せっつ生涯学習大学の

現在の取り組み等についてのご質問にお答

えいたします。 

 せっつ生涯学習大学は、学んだ成果を自

己完結するのではなく、学んだ成果をまち

づくりに生かしていただく体制づくりや人

材の育成を図ることを目的に開設いたして

おります。平成２２年度は、生涯学習まち

づくり学部、スポーツ健康学部の２学部に

おいて、「まちづくりは人づくり」や「企

業スポーツチームとの地域のかかわり」な

どをテーマに学習していただいております。

大学修了後は、大学院で専門知識を高めて

いただき、当大学を修了された方が中心と

なって活動されているまちづくり研究审や

総合型地域スポーツクラブ設立準備会への

参加や生涯学習大学の講師を務めていただ

くなど、持続的発展が可能な循環型学習を

進めてまいりたいと考えております。 

 当大学のＰＲの周知につきましては、本

市広報への掲載、本市ホームページへアッ

プするほか、市内生涯学習施設の窓口やタ

イアップ講座を共催いたしました人間科学

大学に募集要項を配布いたしました。平成

２３年度以降も、大学では出会い、学びを、

大学院では企画立案、研究审では实践を目

的に、より多くの方が受講してみたい、学

んだ成果を還元したいと思えるせっつ生涯

学習大学となるよう、講座内容や時間帯、

会場について検討するとともに、積極的な

授業のＰＲ活動を展開してまいりたいと考

えております。 

○藤浦雅彦議長 生活環境部長。 

○水田生活環境部長 商業の活性化に関する

条例を制定した後の取り組み、それから、

企業立地等促進条例を作成するに当たって

の事前情報収集、奨励金を交付する条件に

ついてお答えいたします。 

 まず、商業の活性化に関する条例制定後

の取り組みでございますけれども、セッピ
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ィ商品券による市内商業者での購入額の拡

大、それから地域との一体化を目指した商

店会のこども１１０番への登録などを行っ

てまいりました。 

 次に、企業立地等促進条例を制定するに

際しての事前情報収集でございますけれど

も、茨木市、豊中市、高槻市を訪問いたし

まして、条例制定の動機、基準の考え方、

实施状況、事務手続きの方法などについて

聞き取りをさせていただいております。そ

れから、条例を制定いたしました全国の自

治体の条例なども調査して参考にさせてい

ただいております。 

 奨励金の交付基準でございますけれども、

土地、家屋、設備導入などの基準を設けて

おります。土地につきましては３００平米

以上の取得、家屋につきましては１５０平

米以上の建築、設備導入につきましては、

貸し工場に入居している企業には３，００

０万円以上の設備導入などに対する該当固

定資産税相当額の２分の１を５年間交付す

ることといたしております。 

 この条例の基準につきましては、中小零

細企業の割合が多い本市の特徴から、他市

の制度に比べて、より小規模な企業も利用

可能となるよう配慮いたしておるところで

ございます。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 野原議員。 

○野原修議員 それでは、３回目、質問させ

ていただきます。 

 摂津らしさ「摂津ブランド」について。

行政のリーダーである副市長から摂津ブラ

ンド戦略について、前向きな取り組みをし

ていただく答弁をしていただき、ありがと

うございます。本市には全国に誇れるカー

ボン・ニュートラル・ステーション、摂津

市駅があり、環境都市摂津を積極的にＰＲ

することが大切であると考えます。絶えず

環境に対して先進的な取り組み、最高のモ

デルを活用、ＰＲすることが摂津らしさを

創造することにつながると考えます。また、

バイクのご当地プレートの提案が職員の方

からあったことはうれしい限りです。役所

の従来の縦割り的な仕事の仕方ではなく、

水平連携で取り組み、協議していただき、

ぜひ实現していただくことをお願いします。 

 人材育成について。まず、摂津市に対す

る愛着と市民の方が求めていることをキャ

ッチして行動できるよう、市民の役に立つ

ところ、市役所づくりに今以上に頑張って

ください。 

 ＪＲ千里丘駅西口駅前整備には、地権者

の方々の協力がなければできませんが、２

７年度に駅広ができなければ、その後、整

備は難しいと考えますので、より一層の努

力をしていただくことをお願いします。正

雀駅前整備も、十三高槻線の進捗状況を見

て積極的な取り組みをお願いいたします。 

 ＪＲ千里丘駅西口構外エレベーターであ

りますが、交通弱者の方のためにも一日も

早い供用を開始できるよう、よろしくお願

いいたします。 

 市内公共交通の利便性の向上について。

千里丘地域のバス路線について、以前より

要望してまいりました千里丘駅ガードの開

通により、ＪＲ千里丘駅周辺への吹田市の

すいすいバスの乗り入れやバス停設置につ

いての見通しを聞かせてください。 

 消防・救急救助体制の充实について。質

問についての答弁は大変よくわかりました。

今年の消防出初め式で、摂津市立第三中学

校のマーチングバンドが参加され、消防本

部と中学校が協働してイベントを盛り上げ、

すばらしいできばえであったことを感心し

ております。こういった機会を通じて、企
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業や学校とのつながりを深め、相互に信頼

感のある連携から生まれた協働こそが、災

害に強いまちづくりの基盤となる地域消防

力の向上につながると思います。また、今

後は機能別消防団制度を地域消防団のＯＢ

や多くの企業にも広げつつ、学生インター

ンシップにつきましても活発に行っていた

だき、さらに発展性のある地域消防力の強

化、方策を立てていただくようお願いいた

します。 

 みどりうるおう環境を大切にするまちづ

くりについて。淀川河川公園の活用には、

国、河川事務所など協議が必要なのは十分

理解できますが、河川公園の入り口がわか

りにくいとの声を聞きますので、入り口を

表示した看板の設置、入り口の道路の拡幅、

バリアフリー化など、地域の声を反映し、

尐しでも使いやすくするための意見をスピ

ード感を持って要望していただきたいと思

います。 

 樹木オーナー制度は、ふるさとに愛着を

持ち、環境に対する意識も高くなり、優し

さや思いやりなど人間基礎教育にも通じま

すので、積極的な取り組みを要望いたしま

す。 

 市民への平和教育、人権尊重への取り組

みについて。先ほど申し上げましたように、

世界ではまだまださまざまな紛争が続いて

おり、平和を守るということは重要な課題

であります。このようなときにこそ我々は

日本人であることのアイデンティティーを

しっかり踏まえて、さまざまな国と交流す

ることが大切です。そのためには、日本の

象徴である国旗をきちんと掲げ、日本人と

しての自覚を持つことが大切なことと考え

ますので、公共施設などで掲げることを検

討していただくよう強く要望いたします。 

 就学前教育における学校、家庭、地域の

連携について。家庭を学びの場に、みずか

ら学ぶ摂津の子どもを目指して、未来を担

う摂津の子どもたち、確かな学力、豊かな

心、健やかな体をはぐくむためには、学校、

家庭、地域の連携が重要です。１１の目標

を子どもたちの未来を考えるヒントに、す

べての大人が一致して取り組みを進めまし

ょうとあるこの１１の目標は、市長の提唱

する人間基礎教育の一環とも考えられます。

特に就学前の保護者に対して強調する目標

及び周知する機会についての考え方をお聞

かせください。 

 生きる力を育む学校教育の取り組みにつ

いて。今後、より積極的に事業展開するた

めに、塾との連携や退職教員の積極的配置

などについて、どのように考えられている

のか、お聞かせください。 

 生きがいを見つける生涯学習の取り組み。

市内には女性大学や老人大学なども開校さ

れていますが、それらとの連携や統合につ

いて、現在の考え方は、また、高齢者への

ＰＲは口づてなどアナログ的なものが最も

効果があると考えます。ぜひとも自治会配

布を検討していただきたいと思いますが、

取り組みを聞かせてください。 

 活力ある産業のまちづくり。企業立地等

促進条例を普及・实践して活用する今後の

取り組み方法についてお聞かせください。 

 最後に、摂津市を明るく元気でほっとす

るあったかいまち、住み続けたいと思える

まちにするために、思いを語り、行動し、

力を合わせ地域の皆様のために頑張ってこ

られました本年度で退職される職員の方々

に感謝申し上げます。その目標に向かって

一緒に汗をかき、皆様と時を同じくして働

くことができたことを喜びに感じます。お

疲れさま。ありがとうございました。 

 以上、質問を終わります。 
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○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 質問番号２番の

（４）市内公共交通の利便性向上の取り組

みについて、３回目のご質問にお答えいた

します。 

 千里丘地域の路線バスにつきましては、

千里丘ガードの慢性的な渋滞と利用者の減

尐が重なり、平成９年８月２２日に休止路

線とされたものでございますが、平成２１

年９月の千里丘ガードの拡幅開通により、

府道大阪高槻京都線や正雀停車場線の渋滞

が緩和されたことに伴い、阪急バス株式会

社に休止となっておりますバス路線の再開

について打診を行っております。休止路線

とされてから吹田市ですいすいバスを運行

されるなど、バスの事情も変わってきてお

りまして、同一路線に再開することは、利

用者が見込めるのか、採算がとれるのかな

どの問題もありますことから難しい状況に

あると伺っております。そこで、吹田市の

すいすいバスの千里丘駅周辺への乗り入れ

を要請してまいりましたところ、乗り入れ

につきましては、乗実からの要望も多いこ

とから、今回、路線見直しに際し、千里丘

１丁目９番地先の千里丘西側の千里丘ガー

ド東行き側道一方通行道路にＪＲ千里丘駅

前バス停の設置を検討されているところで

ございます。吹田市からは、現在、バス停

設置に向けた沿道調査や府道占用協議、事

前の警察協議による意見書により、近畿運

輸局の路線認可の取得手続き中と伺ってお

ります。４月１日運行開始を目指している

とも伺っております。今後、ルート、ダイ

ヤが正式に決定されましたときには、改め

てご報告させていただきたいと考えており

ます。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 

○市橋教育総務部理事 就学前において、１

１の目標のうち強調する項目と周知の機会

についてのご質問にお答えいたします。 

 １１の目標はどれも大切なものでござい

ますが、就学前におきましては、リズムの

ある生活、子どもの頑張りを見逃さないこ

と、時間を決めて何でも行うことの３点が

特に重要であると考えております。また、

子どもは大人の背中を見ており、大人がル

ールやマナーを守る姿勢を示すことも忘れ

てはならないこととして強調してまいりま

す。小・中学校におきましては、入学式に

新入生の保護者に配布いたしましたが、集

団生活がスタートする幼稚園や保育所の入

園式、入所式においても周知を図ってまい

りたいと考えております。 

 続きまして、放課後学習审の積極的な展

開のために、塾との連携や退職教員の配置

についてのご質問にお答えいたします。児

童・生徒の学力保障、とりわけ基礎的な学

力が定着しにくい場合には、連携がこれま

で以上に重要であるととらえております。

放課後学習审開設につきましても、家庭や

地域との連携をこれまで以上に進めるため、

きめ細やかな周知をさらに図ってまいりま

す。地域との連携という視点では、塾との

連携も検討は可能であると考えております。

既に塾と連携を实施している市の取り組み

について研究を進めてまいります。また、

退職教員につきましては、小学校１年生等

学級補助員や学校読書活動推進サポーター

にも多くの方に応募していただき、多数配

置している状況がございます。そのため、

現状では退職教員から新たな人材を見つけ

ることは困難でございます。連携なくして

事業の発展はございません。本市の児童・

生徒の現状と課題について、丁寧に発信し、
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学校、家庭、地域で課題を共有する中で放

課後学習审の充实を図ってまいります。 

○藤浦雅彦議長 生涯学習部長。 

○宮部生涯学習部長 せっつ生涯学習大学と

老人大学、女性大学との連携等についての

ご質問にお答えいたします。生涯学習大学

は、「学んだ成果を地域でリーダーやコー

ディネーターとして摂津のまちづくりにご

活躍いただく人材育成を」という目的で開

講いたしております。老人大学は、いきい

きカレッジという名称で、高齢者の方が新

たな知識とか技能、教養を身につけ、地域

社会活動などで地域に貢献していただくと

いったことを目的とされ、女性大学は主体

的に行動できる女性の人材育成に努め、市

行政全般に女性の参画を促すことを目的と

されております。両大学とも大きくは成人

に対して行われる組織的な教育活動であり、

生涯学習大学が目指す人づくりという点で

共通する部分が多くございます。このよう

なことから、今後どのような連携ができる

のか、あるいは統合できる部分があるのか、

市民にとってどのような仕組みがよいのか、

関係課と協議してまいりたいと考えており

ます。 

 また、自治会配布によるＰＲでございま

すが、年度当初前に事前調査があり、それ

に沿って配布いただいております。来年度

分につきましては、セッピィ・イベントガ

イドの配布依頼を予定いたしております。

自治会に配布いただくチラシ等について、

事業の内容、また対象等を勘案の上、検討

してまいりたいと考えております。 

○藤浦雅彦議長 生活環境部長。 

○水田生活環境部長 企業立地等促進条例普

及への今後の取り組み方法についてお答え

いたします。 

 本条例制定のご承認をいただきましたら、

広報紙の商工特集号への掲載、市ホームペ

ージへの掲載、それから大阪府への連絡、

窓口用のチラシの作成など、積極的に啓発

をしてまいりたいと考えております。また、

新たな取り組みといたしましては、市内事

業所への周知、訪問による方法を取り入れ

まして、経営者とのコミュニケーションを

図りながら進めてまいりたいと考えており

ます。そして、市内事業者の約半数を会員

に持つ商工会との連絡を密にしながら、事

業所の情報収集にも努めてまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 野原議員の質問が終わりま

した。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時４９分 休憩） 

                 

（午後 １時    再開） 

○藤浦雅彦議長 休憩前に引き続き再開しま

す。 

 次に、南野議員。 

  （南野直司議員 登壇） 

○南野直司議員 それでは、公明党を代表い

たしまして質問をさせていただきます。 

 初めに、去る２月２２日、ニュージーラ

ンド南東クライストチャーチ市で発生しま

した大地震において被害を受けられました

皆様、また、ご家族の皆様に心よりお見舞

いを申し上げます。 

 さて、摂津市を取り巻く社会情勢は、市

長の市政運営の基本方針に示されていると

おり、大変厳しい状況でありますが、いよ

いよ实施されます第４次摂津市総合計画に

基づく協働によるまちづくりを進めながら、

市民が勇気と希望を感じられる施策を实施

していかなければなりません。私たちは、

どこまでも市民の暮らしを守る立場に立っ
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て、市長の「ピンチをチャンスに」との心

意気に異体同心の決意を持ちつつ、市政運

営の基本方針に沿って質問をさせていただ

きます。 

 先ほどの野原議員の質問と重複する部分

もありますが、尐し角度を変えて質問をさ

せていただきます。 

 １、「摂津のより良い将来への道筋とな

る、新たなまちづくりのスタートの年」に

ついてでございます。 

 １の（１）「市民活動」、「環境」、「健

康」の三つを重点施策として位置付け、長

期的な視野で摂津のより良い将来への道筋

となる施策を推進することについてでござ

います。市長は、市政運営の基本方針で、

我がまち摂津の将来のため、今、何をなす

べきかということを一心に見据え、平成２

３年度は、「まちづくりは人づくりから」

との原点に立ち、目指す将来都市像である

「つながりのまち摂津」の实現に向け、こ

れまで着实に進めてきた基盤整備の成果を

ソフトなまちづくりにつなげ、生かしてい

くということを強く念頭に置き、「市民活

動」、「環境」、「健康」の三つを重点施策と

して位置付けられました。改めて第４次総

合計画のスタートの年にかける市長の思い

をお聞かせください。 

 １の（２）財政状況と今後の見通しにつ

いてでございます。市長は、「厳しい状況

の中、ピンチをチャンスに変え、この事態

を本市が真に自立した経営基盤を確立する

第一歩を踏み出す大きなチャンスであると

前向きにとらえたい」と述べられておられ

ます。その心意気には賛同いたしますが、

まずそのために重要視される取り組みと、

また、市長として我々に希望を与える胸の

うちに秘めた何か策がおありになるのか、

ご答弁をお願いしたいと思います。 

 ２、「市民が元気に活動するまちづく

り」について。 

 ２の（１）第４次摂津市総合計画の实施

についてでございます。摂津市が目指す協

働の姿とは、市長にとってどのようなもの

なのでしょうか。ご答弁をお願いします。 

 ２の（２）重点施策の「市民活動の支

援」についてでございます。市長が新年度

の予算に市民活動の支援を重点施策に置か

れた理念をご答弁いただきたいと思います。 

 ３、「みんなが安全で快適に暮らせるま

ちづくり」について。 

 ３の（１）「吹田操車場跡地まちづく

り」と「正雀処理場の機能停止とクリーン

センター問題」についてでございます。市

長は、「吹田操車場跡地まちづくり基本計

画に基づき、緑豊かで秩序ある都市型居住

空間の形成を図ってまいります」と述べら

れておられますが、今後、どのように進め

ていかれるか、その中での問題となる要因

は何なのか。例えば、現在のような住宅供

給過剰な状態かつ近隣での大型開発も進め

られている中で、住宅予定地として売却が

可能なのか、国立循環器病研究センターの

影響など、どのように考えておられるか、

また、正雀処理場の機能停止とクリーンセ

ンター問題について、現在の議論の到達点

と今後の方向性について、それぞれご答弁

をよろしくお願いします。 

 ３の（２）阪急京都線連続立体交差事業

についてでございます。いよいよ準備採択

に向け、次の段階に入ります。今後の取り

組み及び大阪府との連携、国の社会資本総

合計画の位置付けに対する問題点について、

ご答弁をお願いします。また、阪急京都線

連続立体交差に合わせて整備する側道や関

連街路について、交通ネットワークを再構

築し、地域の利便性や安全・安心の向上な
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どを図ると言っておられますが、どのよう

な方法で進められるのか、ご答弁をお願い

いたします。 

 ３の（３）本市の实情に即したバス路線

網等の再編を含めた市内公共交通のあり方

についてでございます。市民の方に公共交

通機関を積極的に活用していただくことが

大事であると改めて認識いたしますが、市

長の考えをお聞かせください。 

 ３の（４）消防救急無線の共同運用、北

摂各市町との協議についてでございます。

消防救急無線につきましては、現在、アナ

ログが主流となっておりますが、秘匿性の

向上によりプライバシー保護や消防救急無

線高度化の観点及び電波利用ニーズの増大

に対応するため、電波法や電波法関連審査

基準などの改正により、平成２８年５月末

までにデジタル化へ移行することとされて

おります。そこで、消防救急無線の共同運

用について３点お尋ねいたします。１点目

は、概要について、２点目は、本市の考え

方と北摂各市町の動向について、３点目は、

消防救急業務の広域連携との関連について、

それぞれご答弁をお願いいたします。 

 ４、「みどりうるおう環境を大切にする

まちづくり」について。 

 ４の（１）重点施策の「環境」及び、循

環型社会の構築についてでございます。新

たな環境基金を設置された目的、また、現

在、地球温暖化防止地域計画を策定されて

おられますが、内容について、さらにその

取り組みを全市的に広げることについて、

それと、環境を重点施策と位置付けられて

おられますが、本市の目指す環境に関する

将来像についてお聞かせください。もう１

点は、廃棄物処理施策について、平成７年

３月に策定された一般廃棄物処理基本計画

に基づき、リサイクルの推進を目的とした

中間処理施設などの整備に向け、リサイク

ルプラザ施設基本構想を策定するとありま

す。基本構想に関する市長の思いと、本市

における循環型社会の構築と廃棄物処理施

策の位置付けについてお聞かせください。 

 ５、「暮らしにやさしく笑顔あふれるま

ちづくり」について。 

 ５の（１）高齢者施策についてでござい

ます。ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみ

の世帯、認知症高齢者の増加も含め、高齢

化率の高まりなどが今まで以上に進行して

いくと考えられる中で、健康寿命を延ばす

ことや、行政、事業者、市民の連携と支え

合いの仕組みが望まれております。高齢者

が住み慣れた地域で生き生きと安心して生

活できる社会が必要と思いますが、今後の

高齢者施策についての考えをお聞かせくだ

さい。 

 ５の（２）子育て支援についてでござい

ます。第４次摂津市総合計画に、子育てに

喜びを感じ、子どもとともに育つまち、す

べての子どもが地域の中で伸び伸びと健や

かに成長できるよう、地域の中でつながっ

て、楽しく安心して子育てができる環境づ

くりを推進するとありますが、将来像も含

めた今後の取り組みをお聞かせください。 

 ５の（３）重点施策の「健康」について

でございます。２３年度重点施策の一つで

ある健康については、新たに前立腺がんを

加えた６大がんへの節目年齢対象者の方に

検診費用全額助成を拡大され、積極的にが

ん予防対策の大幅な拡充に取り組むとされ

ました。また、妊婦健診の検査の充实、感

染症予防においては、子宮頸がん、ヒブ、

小児用肺炎球菌のワクチン接種の实施を示

されたことは高く評価をするところでござ

います。市長が今年度の重点施策として健

康を掲げられ、市民の健康増進に取り組ま
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れる思いをお聞かせください。 

 ６、「誰もが学び、成長できるまちづく

り」について。 

 ６の（１）摂津市教育改革についてでご

ざいます。摂津市では、平成２２年度より

教育改革、スクールプランを实現し、子ど

もたちの生きる力をはぐくむために、これ

までの小・中連携教育を発展させた小・中

一貫教育を開始されておられますが、取り

組み内容及び２３年度に向けてはどのよう

に展開していかれるのでしょうか。また、

第４次摂津市総合計画にもありますが、就

学前教育の充实との関連についてはどのよ

うに考えておられるのか、ご答弁をお願い

します。 

 ６の（２）学校施設の改善についてでご

ざいます。学校施設は児童・生徒の大切な

学び舎であるとともに、地域の文化、スポ

ーツ振興や震災等の不測の事態の際、住民

の避難所に指定されるなど、地域の貴重な

拠点となっております。未来を担う子ども

たちや地域のためにも、安全で快適な学校

を目指し、幼・小・中の学校施設改善を行

っていく必要があると思いますが、考えを

お聞かせください。 

 ７、「活力ある産業のまちづくり」につ

いて。 

 ７の（１）地域経済活性化と雇用創出及

び、中小企業支援施策についてでございま

す。事業者の経営基盤の強化を喫緊の課題

とされ、新事業分野への展開も視野に入れ

た産・学交流を進めるよう支援し、消費底

上げへの取り組みと、さらに産業の振興と

経済の活性化を図るため、事業者を支援す

る企業立地等促進条例を制定するなど、積

極的に取り組んでおられますが、市長が目

標とされる本市の地域経済活性化の将来像

について、見解をお聞かせください。 

 ８、「計画を实現する行政経営」につい

て。 

 ８の（１）人事制度改革と摂津市人材育

成实施計画の考え方についてでございます。

第４次行財政改革の理念として掲げる５本

の柱の一つとして、職員６６０名体制への

目標とされ、平成１８年３月に策定されま

した摂津市人材育成基本方針で定められた

亓つの目指す職員像の具体的な計画として、

摂津市人材育成实施計画を策定され、いよ

いよ具体的な实行をされると認識いたしま

す。５年以内で約５分の１、１０年以内で

約３分の１の職員の方が退職されることが

予測される中で、技術力やノウハウ、経験

の継承や市民サービス維持・向上が懸念さ

れます。将来を見据えた人事制度と人材育

成を関連して考えていく必要があると思い

ますが、考えをお聞かせください。 

 ８の（２）電子自治体の推進における利

便性の向上についてでございます。近年、

インターネットの急激な普及により、ＩＣ

Ｔを活用した市民サービスの向上、また、

行政事務の電子化を推進し、行政経営の簡

素化・効率化が求められております。電子

自治体を目指して、本市の課題や重点的な

取り組みについて、どのように進められる

のか、将来像も併せてお聞かせください。 

 以上で１回目を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 公明党を代表されての質問にお

答えをいたします。 

 まず最初に、「市民活動」、「環境」、「健

康」を重点施策としたことについてのご質

問にお答えをいたします。 

 第３次の総合計画では、「未来をひらく

高感都市」を目指して、安全性、快適性を
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高め、都市の活力を創出するために、都市

基盤の整備を重要な課題としてまいりまし

た。昨年には、南千里丘地域に全国初のカ

ーボン・ニュートラル・ステーションであ

る阪急摂津市駅が開業されるとともに、市

ではコミュニティプラザと新しい保健セン

ターを設置いたしました。第４次の総合計

画では、これらの成果を生かし、好機を逃

がさずソフトなまちづくりの展開につなげ

ていくことになります。 

 ２３年度は、「市民活動」、「環境」、「健

康」、この三つを新たなまちづくりのスタ

ートの年にふさわしい重点施策であると考

えました。何事も健康あっての物種でござ

います。２３年度もすばらしい青空のもと

といいますか、市民が伸び伸びと活動でき

るまちづくりを目指し、「つながりのある

まち摂津」を目指して頑張っていきたいと

思います。 

 財政状況と今後の見通しについてであり

ますが、平成２１年度の決算では、リーマ

ンショック以降の世界同時不況の影響を受

け、法人市民税が約１３億５，８００万円

減尐いたしました。市税の減収を減収補て

ん債や臨時財政対策債などの赤字地方債を

発行して实質収支の黒字を確保したところ

でございます。平成２２年度は、法人の業

績は底を打ち、一部には回復が見られます

ものの、景気回復の足取りは重く、市税全

体に波及するにはいましばらく時間がかか

るものと見込んでおります。 

 歳入の根幹であります市税の復調に時間

を要し、一方、扶助費が年々増大する中、

国は平成２３年度から普通交付税の不交付

団体には臨時財政対策債の発行を大きく制

限する方針を打ち出しました。本市の財政

にとりましては、１１億円もの一般財源が

消えてしまう非常に厳しい事態にございま

す。市政方針でも触れましたけれども、ピ

ンチをチャンスにという言葉どおり、この

機会を前向きにとらえて、市財政を赤字地

方債に過度に依存することのない体質に改

善していなくてはならないと思います。し

かしながら、ただいま何か秘策はないかな

というお話だったと思いますけれども、秘

策はございません。あえて言うなら、すべ

て職員一人ひとりのやる気にかかっており

ます。そういうことで、２３年度も私が先

頭に立ち、第４次行政改革をまじめに实行

し、そして、必ずや長期的に安定した財政

構造になるよう、しっかりと取り組んでい

きたいと思います。 

 次に、協働事業の展開についてのご質問

でございます。第４次の総合計画は、目標

達成を重視した計画でございます。したが

って、計画を推進する上で大切なことは、

まず目指す将来像とまちづくりの目標を、

市民、事業者、行政など、摂津市にかかわ

るみんなが共有することでございます。そ

のためには、同じ目標に向かって、みんな

が対等な立場でまちづくりにおける役割を

分担し、それぞれの特性を発揮しつつ、連

携・協力する協働が重要となってまいりま

す。第４次の総合計画では協働によるまち

づくりを目標の一つに掲げるとともに、あ

らゆる施策を貫く手法として不可欠なもの

ととらえております。先ほどの質問にも答

えましたけれども、協働という言葉、あり

よう、市民の皆さんはまだまだ慣れておら

れません。すぐには成果がなかなか出てこ

ないかもわかりませんが、総合計画のこの

１０年間、しっかりとこれが根づくように

一つ一つの施策をまじめに取り組んでいき

たいと思います。 

 市民活動支援についてのご質問でござい

ます。平成２３年度を初年度とする本市の
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新総合計画におきましては、協働の理念の

もと、市民一人ひとりがあらゆる場面で活

躍できるまち、さまざまな人と出会い、活

動できる元気なまちを目標に掲げておりま

す。尐子高齢社会の急速な進行、環境問題

の深刻化など、社会構造が大きく変化する

中で、今日、地域の課題をみずから解決す

るために、市民、市民活動団体が自主的に

市民活動に取り組む姿が見られます。当市

では、４月から市内に事務所を置くＮＰＯ

法人の設立認証事務の権限を取り扱うこと

になりますが、行政といたしましては、市

民活動の果たす役割の重要性を認識し、よ

り一層連携・協力しながら協働して地域づ

くりを進めることが重要と位置付けて、市

民活動支援に取り組んでまいるものでござ

います。 

 「吹田操車場跡地のまちづくり」と「正

雀処理場の機能停止とクリーンセンター問

題」についてのご質問にお答えいたします。 

 吹田操車場跡地まちづくりにつきまして

は、平成２１年９月にはまちづくり基本計

画を策定し、本市域を都市型居住ゾーンと

位置付け、防災機能を持つ都市公園や鉄道

機構による緑道の整備など、緑豊かで良好

な都市型居住空間の創生を目指しており、

地区計画等の手法を取り入れながら、秩序

のあるまちづくりを誘導してまいりたいと

考えております。宅地の売却に当たりまし

ては、国立循環器病研究センターが岸辺駅

前に移転するとの話もありますことから、

移転の動向をしっかり見きわめながら、駅

への近接性や豊かな緑などの立地条件を生

かし、市場のニーズを確認しながら、売却

の時期や方法などを検討してまいりたいと

考えております。 

 次に、クリーンセンターの問題でござい

ますが、吹田市正雀下水処理場の機能停止

後におけるし尿等の処理方法につきまして

は、吹田市など近隣自治体での処理案や大

阪府流域下水処理場への直接投入案を優先

案として交渉を重ねているところでござい

ます。両案とも地元合意の問題などから交

渉は容易なものではありませんが、正雀下

水処理場が長期にわたり周辺住民に多大な

影響を及ぼしてきたことを踏まえ、引き続

き本市案について協力を求めるとともに、

本市といたしましては、市民生活に支障を

来さないよう必要な措置を講じてまいりま

す。 

 続きまして、阪急京都線連続立体交差に

ついての質問にお答えをいたします。 

 阪急京都線連続立体交差事業調査は、平

成２０年度より３か年かけまして、本年度

で調査を終了する運びとなっております。

その調査をもとにいたしまして、現在、大

阪府で費用便益分析作業を行っております。

今後、その結果を待ち、府の事業評価委員

会に諮り、大阪府として推進に向けた判断

がなされるものと伺っております。その後、

国へ社会資本総合整備計画の要望を行う運

びとなり、早ければ平成２３年度末には国

に事業の位置付けをいただけるものと考え

ております。併せまして、地域住民に対し

ましても、連続立体交差事業にかかわる説

明及び今後のまちづくりに対しての意見交

換等の場を設けていきたいと考えておりま

す。今後、連続立体交差事業を進めるに当

たり、当面の課題といたしまして、費用負

担の問題がありますが、関係者間で十分協

議を重ねてまいりたいと考えております。 

 関連いたします街路事業につきましても、

南北方面へのネットワーク形成等により、

防災面や避難路の役割等も併せて期待する

ところでございます。なお、この事業は、

本市が主体となって進めることとなります
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が、その事業にかかわる費用負担につきま

しては、今後、大阪府を含む関係者間で協

議を進めていくことになります。 

 次に、本市の实情に即したバス路線等の

再編を含めた市内公共交通のあり方につい

てのお尋ねでございますが、先ほども申し

ましたけれども、市民の足確保、これは難

しくも大切な課題でございます。ただ、規

制緩和で路線バス会社が独自の判断で撤退、

そして縮小、こういうことが可能になった

ことも事实でございます。何としてもこれ

は避けなくてはならないと思います。そう

いうことで、本市独自のバスにつきまして

は、あくまでも路線バスを補完するもので

あり、それ以上のものにはなかなかなりに

くい点があるわけでございます。市内公共

交通につきましては、地域公共交通の現状

や交通状況の変化を把握し、的確に対応す

ることにより、市内全域の公共交通網を充

实し、公共交通機関の利便性と機能の向上

を図ることができます。また、市内の鉄軌

道駅へアクセスしやすくなり、安心して快

適に利用できることにつながるものであり

ます。非常に狭い市域において、路線バス

といかに競合を避けるか、いろいろと考え

なくてはならないと思います。より多くの

人にご利用いただくためにも、市域全体の

バス路線のあり方や現状における問題点な

どの整理や市内公共交通の課題を検討する

ため、関係機関と懇談会を開催し、報告や

意見交換などを行っておりまして、市内公

共交通のあり方につきまして、引き続き検

討を進めていきたいと思います。 

 消防救急無線の共同運用、北摂各市町と

の協議についての質問でございますが、近

年、通信分野の技術が急速に進歩し、電波

の利用環境が非常に逼迫した状況となりま

した。電波法等の改正により、現在のアナ

ログ式消防救急無線の使用期限が平成２８

年５月３１日までとなり、すべての消防救

急無線のデジタル化を進めることが必要と

なっております。北摂７市３町においても、

基地局や中継局等をデジタル化し、再整備

する共通の課題がありますことから、今回、

共同での設置を検討するものでございます。

一般的に消防救急無線をデジタル化するこ

とのメリットといたしまして、現在の音声

主体のアナログ式無線に比べ、秘匿性が高

まることや、通信のふくそうが回避できま

す。傷病者等の個人情報が保護されること

など、市民生活にとりましてもサービスが

向上するものと考えております。しかし、

デジタル化に移行することによって、基地

局や中継局、無線機器等を全面的に更新す

ることが必要であり、多額の費用を要する

ため、各市町とも苦慮しているところでご

ざいます。よって、共同でこのアンテナ

等々を整備することにより低廉化を目指す

ものでございます。 

 消防救急無線の共同運用と消防救急業務

広域連携との関連につきましては、無線設

備等を共同整備することが直接的に消防広

域化へつながるものではございませんが、

この事業が消防広域化へ向けての議論の足

がかりとして機能することも期待するとこ

ろでございます。 

 「環境」及び、環境型社会の構築につい

ての質問でございますが、環境施策、特に

地球温暖化防止は、一度だけ实施すれば、

それで事足りるというようなものではござ

いません。毎年こつこつと粘り強く实施し

なければ効果がなかなか見えてこないもの

でございます。このため、環境基金を設置

して、しっかりと財源を確保することによ

り、環境施策をよどみなく円滑に推進した

いと考えているところでございます。 
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 地球温暖化防止地域計画につきましては、

現在、地球温暖化対策の施策体系と具体的

な対策について検討していただいていると

ころでございます。施策体系につきまして

は、地球温暖化対策の推進に関する法律第

２０条の３第３項で定められた四つの区分

を柱として、さらにこれを細分化し、構築

したいと考えております。また、個々具体

の対策につきましては、策定委員や庁内組

織であります地球温暖化防止地域計画検討

部会の部会委員から提案のあった対策を精

査し、施策体系に沿って分類してまいりた

いと考えております。 

 次に、本市の環境の将来像でございます

が、第４次総合計画基本構想のまちづくり

の目標の中でお示ししておりますとおり、

環境に対する意識が高まり、地球温暖化の

防止や環境型社会の形成に取り組む一方で、

地域を流れる河川や水路を資源として活用

するとともに、公園や緑地を安全で魅力あ

る空間にするなど、良質な自然環境に身近

に親しむことができるまちを目指してまい

ります。また、本市では循環型社会の構築

として、３Ｒ、リデュース、リユース、リ

サイクルを推進してまいりました。現在策

定しております一般廃棄物処理基本計画で

は、これに、ごみになるものをすべて断つ

リフューズを加え、４Ｒの取り組みを行う

方向で考えております。本市のごみの発生、

排出削減の目標を達成するためには、市民、

事業者、行政がごみ削減に対する意識を持

ち、それぞれの役割と責任を果たし、互い

の協力と連携のもとで持続的な努力を続け

ていくことが必要であります。これまでの

改善の取り組みやサービスを維持しながら、

時代に応じた収集や処理を行ってまいりま

す。今後はごみゼロで住みよいまち摂津を

目指して取り組んでまいります。 

 今後の高齢者施策の考え方についてのお

問いでございますが、比較的若いまちと言

われてまいりました本市におきましても、

本年１月末の高齢化率は１９．８６％とな

り、いよいよ２０％の大台を超えるのが目

前となってまいりました。また、ご指摘の

ように、ひとり暮らし、高齢者のみの世帯

や認知症高齢者は、今後ますます増えてま

いります。介護を要する方が増える一方で、

介護を行う家族がいないといった世帯が増

えてくると危惧されるところでございます。 

 このような状況におきましては、介護を

社会で支える制度であります介護保険制度

の充实が必要でありまして、制度を補完す

るサービスについても充实を図る必要があ

ると考えております。高齢者が住み慣れた

地域で生き生きと安心して暮らすことがで

きるまちづくりを進めるためには、このよ

うな行政の取り組みと日常的な見守りやサ

ロン活動などの地域住民の自主的な取り組

みをうまくかみ合わせて施策を推進させる

必要があると認識をいたしております。そ

のような観点から、２３年度事業について

は、ひとり暮らし高齢者の見守り活動や認

知症高齢者、その家族を支援するための施

策、また、地域の高齢者が気軽に集い、触

れ合う場の確保などの新しい施策の实施を

予定しております。今後も施策の充实に努

めてまいります。 

 次に、子育て支援施策についてでありま

すが、総合計画の子育て支援施策は、次世

代育成支援後期行動計画、せっつすこやか

子育てプランの将来像である、子育てに喜

びを感じ、子どもとともに育つまちとして

おります。将来像の实現を目指すため、地

域全体で子育て家庭を支え合い、子育てに

喜びや楽しさを感じ、本市で子育てをした

い、してよかったと思えるまちづくりとと
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もに、次代を担う子どもも大人も各ステー

ジにおいて健やかに生き生きと成長できる

環境づくりを、市民及び関係機関とのパー

トナーシップのもとに推進してまいります。

子育ての楽しさも、本市での子育て意向も、

そのキーワードは「つながり」にあります。

子育てを通したつながりを親同士やさまざ

まな年代で持てるよう、また、子どもと子

育てを地域全体で見守り支えていけるよう

支援を進めてまいります。 

 重点施策の「健康」についてでございま

すが、市民が生涯にわたって健康な生活が

できるよう、健康せっつ２１を策定し、こ

れまでさまざまな施策を展開してきたとこ

ろでございます。改めて言うまでもござい

ませんが、健康づくりの主体は個人であり

ます。それを支える環境づくりが大事だと

考えております。昨年、保健センターが阪

急摂津市駅前へ移転し、市民の健康づくり

の拠点が一新されました。今後、この保健

センターを核として、いかに市民の健康づ

くりを展開していくかが問われています。

ハード面での整備に続き、来年度、がん対

策として検診事業の充实・強化をはじめと

した市民の健康の保持・増進への取り組み

を拡充することになりました。今後とも市

民との協働による健康づくり運動の实践や

各種の検診事業を通じて、若年から高齢者

まで健康意識を持ち続けられるような環境

整備に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 地域経済活性化と雇用創出及び、中小企

業支援施策についての質問でございますが、

まず、本市の産業特徴は、製造業の割合が

高く、ものづくりのまちとしての顔を持つ

とともに、商業では複数の大規模ショッピ

ングセンターが隣接市に営業し、市内は小

規模小売店が多く所在しております。また、

９人以下の事業者が７２．７％を占め、中

小零細企業の色濃いまちの特性となってお

ります。当市の経済の活性化と雇用創出は、

これら中小零細企業の元気なくしてあり得

ないと思います。今回の企業立地等促進条

例につきましても、そのことを意識し、小

規模小売店や小企業に配慮した支援内容に

したところでございますが、２３年度も就

労相談員の設置等、身近な施策に取り組む

とともに、これからも小規模小売店や小企

業に配慮した支援内容を備えていきたいと

思います。 

 人事制度改革と摂津市人材育成实施計画

の考え方についてのご質問でございますが、

昨年、今年と、これまで行政の中核を担っ

てきた団塊世代の大量退職や職員数の適正

化などもあり、５年先、１０年先の摂津を

担う若手中堅職員の育成が大きなテーマと

なっております。今後、尐数精鋭の職員体

制を目指すためには、職員一人ひとりの質

の向上が求められてまいります。これまで

の業務を適切に遂行する能力に加え、変化

に常に対応し、みずから考え、行動し、市

民との協働をコーディネートする能力も必

要であります。今後も人材育成实施計画を

もとに、引き続き職員には、先ほどにも申

し上げましたが、人間基礎教育の亓つの心

と「やる気」・「元気」・「本気」・「勇気」を

持って業務に取り組み、みずから積極的に

能力開発を行うよう育成してまいります。 

 電子自治体の推進における利便性の向上

についてのご質問にお答えをいたします。 

 インターネットや携帯電話が目覚ましく

普及をしておりますけれども、現在の情報

通信技術の発展は非常に目覚ましく、便利

な情報化社会へと急速に進展しております。

しかしながら、そのようなコンピューター

による利便性を享受できる人がいる反面、
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高齢者などの機械に弱い人が取り残され、

また、人と人との関係が希薄な社会になり

つつあるのではないか心配でございます。

本市では、単に利便性の向上や効率性を追

求するだけでなく、市民が主役になれる情

報化社会を目指し、また、すべての市民が

いつでもどこでも同じ行政サービスを受け

ることができる電子自治体を目標として、

インターネットによる電子申告、電子申請

やコンビニ納付などの公金の納付方法拡大

の促進など、人に優しい電子自治体の推進

に取り組んでまいります。 

 以上、私からの答弁といたします。 

○藤浦雅彦議長 次に、教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわります２

点のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、摂津市教育改革についてでござい

ます。 

 本市の教育改革の取り組みの一環として、

昨年度まで取り組んでまいりました「小・

中連携教育」を今年度より「小・中一貫教

育」と改称いたしました。義務教育終了段

階の子どもたちに生きる力を確实に保障す

るためには、子どもたちの心身の発達に応

じて、９年間を通して一貫性と連続性のあ

る義務教育を推進する必要があると考えて

おります。具体的には、これまでの小・中

学校間の日常的な交流を継続・発展させる

とともに、各中学校区ごとにはぐくみたい

子ども像について共通認識を持てるよう、

それぞれの小・中一貫教育推進会議におい

て協議を重ねております。さらに、小・中

学校で合同研修会を開催し、教科連携、授

業評価、生徒指導等についての研究を進め

ております。今後、小・中学生が互いの存

在を意識し合えるような小・中学校間の交

流や義務教育９年間を構成するそれぞれの

１年間において習得させたい事項の確認な

ど、取り組みを発展させてまいりたいと考

えております。 

 また、就学前教育の充实との関連につい

てでございますが、就学前教育は、生涯に

わたる人格形成の基礎を培う重要なもので

あります。今日的課題であります小１プロ

ブレムの解消のためにも、義務教育に進学

するまでに身につけておくべきことの習得

や、保育所や幼稚園と小学校との円滑な接

続は、小・中一貫教育同様に重要であり、

その取り組みの充实を図ってまいります。

子どもたちの育ちは連続的なものであり、

義務教育の９年間に幼稚園、保育所の期間

も加えて、連続的・一貫的な教育を進め、

保護者や地域とも連携しながら、みずから

学び、みずから考えることのできる子ども

たちをはぐくんでまいります。 

 次に、学校施設の改善についてでござい

ます。 

 ご質問のとおり、学校施設は子どもたち

にとって１日の大半を過ごす学習や生活の

場であり、施設の改善は子どもたちの安

全・安心を確保し、学校教育活動を行う上

で極めて重要なものであります。また、地

域住民にとって、文化・スポーツをはじめ、

コミュニティの拠点であるとともに、地域

の防災拠点としての役割も担っております。

しかし、本市の学校施設の現状は、その大

半が建築後３０年以上を経過しており、多

様な学習活動等への対応、耐震化、老朽化

対策、バリアフリー化、環境への配慮など、

さまざまな課題を抱えております。学校の

環境が子どもたちの心身に与える影響は非

常に大きいことから、子どもたちの健康を

保持・増進し、学習能率の向上を図るため

にも、また、安全・安心な学校を目指すた

めにも、危機管理の視点も踏まえ、その改
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善に努めなければならないと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 南野議員。 

○南野直司議員 １の（１）「市民活動」、

「環境」、「健康」の三つを重点施策として

位置付けられたことについてでございます。

新年度におきましては、この三つの重点施

策を着实に推進し、市民の皆さんとの協働

で、だれもがまちづくりに参加しやすいま

ち、住み続けたいまち、摂津市らしいまち、

安全・安心なまちの構築を目指していただ

き、第４次摂津市総合計画の目指す将来像

「みんなが育むつながりのまち摂津」の实

現に向けて取り組まれるよう、要望として

おきます。 

 １の（２）財政状況と今後の見通しにつ

いてでございます。昨年１０月に出された

中期財政見通しでは、平成２６年で基金が

マイナスに転じることになっておりますが、

平成２５年度から普通交付税の不交付団体

には臨時財政対策債の発行を認めないこと

や、特別交付税の配分割合の３割以上を縮

小し、普通交付税になること、また、必要

事業においてクリーンセンター問題や連立、

リサイクルプラザの件等、相違する点が多

くあります。その整理と、それらを見込む

中でのおおむねの財政の見通しはどのよう

になるのでしょうか。支出を抑えることに

ついては、第４次行財政改革の着实な实施

とされていますが、増収策について、例え

ば企業立地等促進条例による効果や吹操跡

地の区画売却、市営住宅跡地売却など、ど

のようなものが考えられるのか、臨時財政

対策債のかわりに不交付団体に限り起債の

自由度を上げることがあってしかりだと思

いますが、今後の国の動きはどのようにな

っているのか、それぞれご答弁をお願いし

たいと思います。 

 ２の（１）第４次摂津市総合計画の实施

についてでございます。市長の考えはよく

わかりました。さらに質問をさせていただ

きます。協働についての意識の共有化を図

るため、市民の参画を得てつくられる一定

のルールについて、概略をお示しください。

また、今後の協働事業の展開等についての

検討の中身をそれぞれご答弁お願いしたい

と思います。 

 ２の（２）重点施策の「市民活動の支

援」についてでございます。さまざまな分

野における市民活動についての情報と学習

機会の提供を積極的に進めることについて、

また、一人でも多くの方が市民活動にかか

わり、まちづくりに参画する機会の提供に

ついてと、市民活動のガイドライン、各市

民活動同士のネットワーク化やそのコーデ

ィネートについて、施策の方法など、以上

３点について概略をお示しいただきたいと

思います。 

 それから、安威川以南に建設予定のコミ

ュニティ施設に対しての市民の皆さんの意

見はどのように反映するのか、また、施設

の機能についてそれぞれご答弁をお願いし

ます。 

 ３の（１）「吹田操車場跡地まちづく

り」についてでございます。特に区画の売

却については、状況を見ながら柔軟に対応

していくことも時と場合により求められて

いくと思いますが、市としてどのように考

えておられるのか、また、平成２５年度の

機能停止後の正雀処理場跡地のまちづくり

について、市としてはどのような方針を持

ち、どのようにかかわっていかれるのか、

それぞれご答弁をお願いします。 

 ３の（２）阪急京都線連続立体交差事業

についてでございます。現在、大阪府の費
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用便益分析作業の結果待ちということであ

り、結果次第で準備採択へ方向づけられる

ようでございます。問題点としましては、

茨木市の事業参画問題や地域住民の協力が

得られるのかですが、諸事怠ることなく計

画どおり推進できますよう、今後も努力い

ただくことをお願いし、要望といたします。

また、関連をした周辺の道路整備や交通ネ

ットワークの構築においても、答弁いただ

いたとおり推し進めていただくようお願い

し、要望としておきます。 

 ３の（３）本市の实情に即したバス路線

網等の再編を含めた市内公共交通のあり方

についてでございます。例えば、市内循環

バスに関しましては、まだバスの存在を知

っておられない市民の方がいらっしゃるの

が現状であります。基本的な部分ですが、

道路交通法などの問題もありますが、市民

の目線に立って、だれが見てもわかりやす

い安全・安心なバス停の配置や表示にする

など、市民の方との協働で行う公共交通機

関の充实についてお聞かせください。 

 ３の（４）消防救急無線の共同運用、北

摂各市町との協議についてでございます。

デジタル化により、個人情報保護の強化、

新サービスへの速やかな対応、大規模災害

時等における通信ふくそうの回避、安定し

たシステムなどとなる設備設置、また、共

同運用となれば単独運用と比較して一般的

にコスト削減が可能と思いますが、費用案

分は、人口、面積、地形など、適切な対応

となるようお願いし、要望としておきます。 

 ４の（１）重点施策の「環境」及び、循

環型社会の構築についてでございます。市

政運営の基本方針に述べておられます新年

度の環境基金を利用しての事業の中身につ

いてと、エコ通勤など市が率先して環境負

荷の低減に取り組む内容についてお聞かせ

ください。また、リサイクルプラザ施設基

本構想の中身、方向性などについてと、循

環型社会に向けた取り組みとして、ごみの

減量化、資源ごみのリサイクルを推進する

に当たり、リサイクルの推進と廃棄物の適

正処理に向け、事業所への啓発指導を強化

するとともに、収集システムの確立や収集

業務の効率化を目指した取り組みを図ると

ありますが、具体的な課題と取り組み内容

をお聞かせください。また、最終処分場の

確保や広域化への取り組みについてお聞か

せください。 

 ５の（１）高齢者施策についてでござい

ます。支え合いの地域の中で生き生きと安

心して生活できることが大切であると思い

ます。そのことから、新年度施策としての

３点お尋ねいたします。１点目は、認知症

高齢者とその家族を支援する取り組みの内

容と効果の考え方、また、これまで地域で

活動されている校区福祉委員会を中心とし

たサロン活動、小地域ネットワーク活動な

どの地域福祉活動との相違や関連性につい

て。２点目は、ひとり暮らし、高齢者の把

握と医療情報キットの活用と効果の考え方。

３点目は、現在、高齢者かがやきプランに

おける目標設定や施策の検討、進捗管理な

どを行っていただく市民委員を３名募集さ

れておられますが、この人数で市民ニーズ

が反映できるのか、また、第４期高齢者か

がやきプランの現状評価と、平成２４年度

から２６年度までとされている第５期高齢

者かがやきプランの方向性についてお尋ね

をいたします。 

 ５の（２）子育て支援施策についてでご

ざいます。市政運営の基本方針にあります

民間保育所の建て替えに対して補助を行い、

保育環境の充实を図る、また、待機児童対

策の取り組みや簡易保育所の運営基盤の強
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化と保育環境の充实、そして、妊娠中の方

が気軽に保育所を訪れることのできる環境

の整備について、中身をお聞かせいただき

たいと思います。 

 ５の（３）重点施策の「健康」について

でございます。早期発見、早期治療で、が

ん制圧を目的とするがん予防検診の検診率

向上を図る上で、今後取り組むべき課題と

費用助成について。それから、今後の妊婦

健診の費用助成の増額など、拡大について

の考え方について。また、感染症予防対策

における３ワクチン接種費用負担の今後の

方向性と日本脳炎ワクチン接種の中断期間

に必要回数の接種を受けられず、未接種世

代となった対象者の救済措置についてお聞

かせいただきたいと思います。 

 次に、６の（１）摂津市教育改革につい

てでございます。教育長の答弁で、摂津市

の小・中一貫教育と就学前教育の意義と方

向性はよくわかりました。さらに質問させ

ていただきます。新年度から实施される庁

内の機構改革において、こども育成課の保

育所部門が教育委員会に移り、学校教育課

と合わせて次世代育成部になることについ

て、教育改革の観点からどのように組織づ

くりを行っていくのか、お聞かせいただき

たいと思います。 

 ６の（２）学校施設の改善についてでご

ざいます。学校施設は、児童・生徒の学習

活動や地域住民にとって身近な大切な公共

施設の一つであると思いますが、その中で、

新年度施策として３点についてお尋ねいた

します。１点目は、猛暑等の近年の状況を

考え、平成２１年度に全中学校へのエアコ

ン設置に続き、新年度は全小学校の普通教

审などへエアコンを設置していただくこと

については、公明党といたしましても以前

から強く要望しておりまして、实現に向け

て計画されたことは高く評価いたします。

今後の設置工事のスケジュールと使用開始

時期についてお聞かせください。２点目は、

摂津小学校の給食調理場の整備における内

容や、工事のスケジュールと使用開始時期

について。そして、大阪府の施設補助を踏

まえた公立中学校への給食導入における本

市の考え方について。３点目は、学校の耐

震化の現状と今後の計画についてお聞かせ

ください。 

 ７の（１）地域経済活性化と雇用創出及

び、中小企業支援施策についてでございま

す。事業資金融資など、経営力向上のため

の支援、事業所間の情報共有や取り引きに

結びつくような機会の提供、交流の促進を

図り、新事業分野への展開も視野に入れ、

産・学交流を進めるよう支援するとありま

すが、新事業分野や支援への具体的な計画

について、また、プレミアムつきセッピィ

商品券発行も３年目を迎えますが、今年度

の具体的な取り組みと考え方について、そ

れから、就労支援策として、専門の就労相

談員が適切な指導、アドバイスを行うとあ

りますが、就労相談員の専門性、配置予定

などの詳細についてお聞かせいただきたい

と思います。 

 ８の（１）人事制度改革と摂津市人材育

成实施計画の考え方についてでございます。

業務の適切な遂行能力やみずから積極的な

能力開発とありましたが、それらの向上に

ついて、５点についてお尋ねします。１点

目は、職場づくりや研修制度の取り組みの

具体的な考え方、２点目は、費用対効果の

検証、職員のモチベーションを高めること

への考え方、３点目は、モチベーションを

高めるに当たっての健康面や精神面の管理

の考え方、それから４点目は、職員６６０

名体制に向けての業務量と臨時非常勤職員、
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派遣職員、再任用職員等の活用と考え方、

５点目は、人事評価制度の導入の考え方に

ついて、それぞれお答えいただきたいと思

います。 

 ８の（２）電子自治体の推進における利

便性の向上についてでございます。市民が

主役になれる情報化社会を目指して、また、

人に優しい電子自治体を推進されるとご答

弁いただきました。ここで新年度の具体的

な取り組みをお聞かせください。 

 以上で２回目を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。総務部長。 

○有山総務部長 まず、中期財政見通しでご

ざいますが、ご指摘のとおり、昨年１０月

の時点とは相違点がございます。歳入は、

景気動向や国の制度変更などにより大きく

変動いたします。プラス要因といたしまし

ては、平成２２年度は、補正予算でお願い

をいたしておりますとおり、法人市民税が

緩やかに回復しているということでござい

ます。マイナス要因といたしましては、平

成２３年度以降の臨時財政対策債、特別交

付税の減尐がございます。歳出では、主要

事業として計上を行っていないリサイクル

プラザ等の事業については一定の事業枠を

設けておりますが、さらに財源手当をしな

ければならない状況が生じる可能性もござ

います。このように、歳入歳出の変動に対

処するためには、平成２３年度当初予算で

は、土地売払収入を６億２，２３８万円計

上いたしました。第４次行財政改革を着实

に实施し、主要基金の温存を図ってまいり

ます。 

 次に、増収策についてでありますが、ご

指摘の企業立地等促進条例は、本市が産業

都市としてさらに発展するために、企業の

積極的な設備投資を促進し、その契機とな

るよう市税増収を図ることを期待したもの

でございます。また、吹田操車場跡地や市

営住宅跡地についても、土地売却益はもと

より、まちづくりが進展し、結果として市

税が増収することを期待しております。こ

のように、歳入歳出に対しまして、経済環

境の変化や諸制度の変更、あるいは本市に

おけるさまざまな変動要因に対しまして、

各年度の決算状況を加味しながら中期財政

見通しを毎年策定しながら市財政の運営を

行っているところでございます。平成２３

年度におきましても、２２年度決算の状況

が見きわめられる時期に中期財政見通しを

策定してまいりたいと考えております。 

 最後に、不交付団体が起債の自由度を上

げることにというお問いでございますが、

国では財政力の強い団体について、現在の

協議制から事前届出制とするなどを内容と

する法改正を検討しているところでござい

ます。近い将来、不交付団体については、

事前届出制に移行するものと期待している

ところでございます。 

 次に、電子自治体を推進するための具体

的な取り組みについてお答えいたします。

本市における電子申告、電子申請につきま

しては、平成２１年１２月より、市民税と

償却資産税の申告につきまして、地方税ポ

ータルシステム、いわゆるｅＬＴＡＸによ

る税電子申告の受付を行っており、また、

市民図書館と鳥飼図書センターにおきまし

ては、平成２２年１２月１日より図書の貸

し出し予約をインターネットから行える電

子申請サービスを開始しております。また、

平成２２年９月より、摂津市立コミュニテ

ィプラザにおきまして、インターネットに

よる施設予約システムが稼働しております。

それにより、会議审や工作审、子どもルー

ム等の貸し审の空き情報の確認及び予約の
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申し込みができるようになっております。

平成２３年度は、市民ルームや市民文化ホ

ールの練習审、市立のスポーツ施設などで

も利用できるよう、施設予約システムの拡

充を図ってまいります。また、収納方法の

拡大につきましては、市民の利便性向上や

収納率向上、早期納付の観点から、コンビ

ニ納付や口座振替に対応するなど、納付方

法の拡充を図ってまいります。平成２３年

度は、個人市民税、固定資産税のコンビニ

納付と幼稚園保育料の口座振替の対応を予

定いたしております。また、その他の保険

料や使用料などの収納につきましても、平

成２４年度以降、順次納付方法の拡大を検

討し、市民の利便性向上に努めてまいりま

す。 

○藤浦雅彦議長 市長公审長。 

○羽原市長公审長 それでは、協働のルール

づくりについてご答弁を申し上げます。 

 まず、本市が考える協働について定義を

確定いたし、それを踏まえまして、市民、

事業者が主体的に取り組むこと、市が行政

の責務として取り組むこと、協働により取

り組むことを明確にしてまいりたいと考え

ております。さらに、具体的な推進方法と

いたしまして、政策形成過程における市民

参画の促進や市民活動の支援、連携、市民

への情報提供などについて定めてまいる予

定でございます。これらを定めるに当たり

ましては、総合計画と同様に策定過程を大

切にし、各分野で实際に活動されている市

民などで構成する会議と庁内検討会議を新

たに設置し、協働によるルールづくりを進

めてまいりたいと考えております。 

 また、今後の協働事業の展開につきまし

ては、行政の各分野で一斉に進めることは

非常に困難と考えております。まずは現状

把握のための調査を行い、先進自治体など

の事例を研究しながら、モデル的に实施を

し、その成果を生かして事業を拡充してま

いりたいというふうに考えてございます。 

 次に、人事制度改革と摂津市人材育成实

施計画の考え方というご答弁を申し上げま

す。 

 まず、職場づくりや研修制度の取り組み

の具体的な考え方についてでございますが、

人材育成实施計画におきまして、職場は職

員が日々の業務に能力を発揮する場である

と同時に、人材育成の根幹となる場と規定

をしており、ＯＪＴによる能力開発は当然

のこと、職員のモチベーションを高め、職

員自身が積極的に能力開発を行う組織風土

が人材育成の重要なポイントと考えており

ます。 

 次に、研修制度の取り組みについてでご

ざいますが、従来の階層別研修やカフェテ

リア研修に加えまして、自発的な能力開発

を進めるとともに、協働への意識を高める

ことを目的に、コミュニケーション能力向

上研修、ファシリテーション能力向上研修

等の实施等を計画いたしております。 

 費用対効果の検証についてでございます

が、内容成果をすぐに点数化できるものは、

知識習得型の研修に限られ、能力向上に結

びついているかどうかの検証は長期的視野

に立つ必要がございます。したがいまして、

今後は研修履歴のデータベース化等を行い、

職員の成長段階に応じた研修機会を提供す

るとともに、人事配置・昇任管理等に役立

てていきたいと考えておるところでござい

ます。 

 モチベーションを高めるに当たっての健

康面や精神面の管理の考え方でございます

が、現在、定期的なメンタルヘルス研修の

实施や、時間外労働が過剰な負担になって

いないか、労働安全衛生の観点から、長時
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間勤務該当者を対象とした健康診断や看護

師からの指導等を行い、精神面を含めた健

康管理に努めております。 

 職員６６０名体制に向けての業務量と臨

時・非常勤職員、派遣職員、再任用職員等

の活用と考え方についてでございますが、

正規職員数は、定員管理上の数値で申しま

すと、平成２２年４月１日現在で６９１名

となっており、平成７年度のピーク時の９

０４名から２１３名減尐をいたしておりま

す。一方、臨時・非常勤職員は増加をいた

しておりますが、必ずしも正規職員が臨

時・非常勤職員に置きかわったということ

ではなく、例えば、学校における１年生等

学級補助員や学校読書活動推進支援員、学

童保育指導員など、市民サービスの拡大・

創設によって非常勤職員を新たに雇用して

いることも大きな要因と考えております。

今後も権限移譲等による業務量の増加や定

年延長等、定員管理上大きな影響を与える

変化が予測されることから、定員管理の考

え方につきましては再検討してまいりたい

と考えております。 

 人事評価制度の導入の考え方でございま

すが、本市におきましては、平成５年より

人材育成の手段として導入をいたし、所属

長との面談を通じて評価結果をフィードバ

ックすることで職員の能力開発や仕事のや

りがいにつながりを活用してまいりました。

現在、国では評価結果を給料や期末勤勉手

当等に反映させる成果主義型人事評価制度

が導入されており、本市においても人事制

度改革の課題と認識をいたしております。

今後は、先進自治体、事例等を研究し、職

員のモチベーション向上につながる制度設

計を検討してまいりたいと考えておるとこ

ろでございます。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 生活環境部長。 

○水田生活環境部長 質問番号２の（２）市

民活動についての情報と学習機会の提供、

それから活動を通して参加する契機となる

ような支援内容、市民活動のガイドライン

の策定、それからネットワーク化、コーデ

ィネート化、安威川以南のコミュニティ施

設の市民の意見をどのように反映するかに

ついてお答えいたします。 

 市民活動支援につきまして、情報集約と

提供体制につきましては、市民活動をした

ことがない理由といたしまして、きっかけ

や機会がないと言われております。昨年实

施いたしましたアンケートにおきましては、

活動団体からは、活動を取り組む上での悩

みといたしまして情報不足を掲げる団体も

多数占めております。市民活動に関する情

報を総合的に集約・発信することで、いつ

でもだれでも気軽に市民活動に取り組むこ

とができるよう、活動に参加するきっかけ

づくりの場面を提供するとともに、活動団

体自身における情報発信体制も充实してま

いります。情報提供では、広報紙やインタ

ーネットなどの媒体を活用する方法に加え

まして、それぞれが口コミなどで情報提供

することも重要であります。団体、事業者、

行政それぞれが情報の提供者、発信者であ

ることを認識するところからスタートした

いと考えております。 

 次に、活動の機会、いわゆるきっかけづ

くりでございますけれども、市民活動に気

軽に取り組めるような仕組みづくりを各団

体と進めていかなければならないと考えて

おります。活動に対する体験の機会や成果

発表の機会が必要と考えております。市民

活動団体を中心とした活動の展開を進める

ためには、組織や会員の先導役となるリー

ダーや専門知識を持つアドバイザーが果た
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す役割は重要であると考えております。 

 市民活動に関するセミナー等を企画し、

受講した市民が持つ専門性を多方面に生か

しながら、さらに人材育成を図り、リーダ

ー同士の連携により、顔の見えるネットワ

ークづくりを目指して、団体、事業者、行

政とも連携できる体制を構築してまいりま

す。 

 市民活動支援のガイドラインにつきまし

ては、摂津市が、今後、市民活動を推進し

ていくに当たっての考え方や基本方針を示

すとともに、市民活動を側面的に支援して

いくための具体策を示してまいりたいと考

えております。 

 次に、安威川以南のコミュニティ施設に

つきましては、市内公共施設のバランスを

考えまして、現在の整備用地での一定の制

限の中で求められる機能とともに市民の要

望を的確に把握し、調整していかなきゃな

らないと考えております。今後、コミュニ

ティプラザの利用状況等を十分検証して取

り組んでまいります。 

 次に、質問番号４の（１）環境基金を使

ってどのような事業を展開されるのか、職

員のエコ通勤の推進、市が率先垂範して環

境負荷の低減に取り組むとある具体的な内

容、それからリサイクルプラザ施設基本構

想と循環型社会に向けた具体的な課題と取

り組み内容、それと最終処分場確保や広域

化の取り組みについてご答弁申し上げます。 

 ２３年度の環境基金の対象となります事

業は７事業ございます。一つは、市営住宅

建て替えの事業の中で太陽光発電施設を導

入。二つ目は、市が管理しております防犯

灯の一部をＬＥＤ灯に切りかえ。三つ目は、

道路照明灯も一部ＬＥＤ灯を導入いたしま

す。四つ目は、行政文書のリサイクルを図

るため溶解処理委託を行います。亓つ目は、

水辺ウォッチングや野鳥観察会など環境教

育学習事業を实施いたします。六つ目は、

摂津エコアクション、環境家計簿やグリー

ンカーテンの普及、打ち水大作戦、エコポ

イント制度、雤水タンク設置補助などの温

暖化対策事業を实施いたします。七つ目は、

エコアクション認証取得助成を行います。

これら７事業で合計３，０２０万円を環境

基金から繰り入れる予定でございます。 

 次に、職員のエコ通勤と市が率先垂範し

て行う環境負荷の低減の取り組みでござい

ますけれども、マイカー通勤から公共交通

機関や自転車あるいは徒歩によるエコ通勤

をできるだけ促進したいと考えております。

また、エコカーの導入などにつきましても、

市の率先垂範事業として今後も取り組んで

まいりたいと考えております。 

 次に、リサイクルプラザ施設基本構想に

つきましては、平成７年に（仮称）摂津市

リサイクルプラザ施設構想が計画されてお

りましたが、その後、財政危機により計画

は凍結となっております。このたび、燃や

せないごみの処理問題が浮上いたしました

ことから、一般廃棄物の処理は市が責任を

持って行うという原点に返りまして、（仮

称）摂津市リサイクルプラザ計画を再開す

るものでございます。現在、リサイクルプ

ラザにおきましては、缶、ペットボトル等

の資源の選別の処理を行っております。今

後のリサイクルプラザ計画といたしまして

は、本市中間処理施設として、不燃ごみの

破砕・選別、資源ごみの選別・圧縮等を行

う必要があると考えております。また、循

環型社会に向けた具体的な課題と取り組み

内容といたしましては、一般廃棄物処理基

本計画の策定の中で、家庭ごみの適正分別

の推進、プラスチック容器包装ごみの取り

扱い、環境学習の推進、事業系ごみの減量、
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リサイクルの推進、また、摂津市環境セン

ター焼却炉の延命化、最終処分量の削減、

使用可能な大型ごみの取り扱い、また、高

齢者対策などを検討しているところでござ

います。 

 効率的で安定した収集処理施設の構築で

ございますけれども、環境センターの１炉

運転の实施、プラスチック製容器包装ごみ

の分別収集と高齢化社会に適した収集シス

テムづくり、近隣自治体との広域連携、災

害時の廃棄物処理施設などについても考え

ております。 

 最終処分場の確保につきましては、現在

の大阪湾広域廃棄物処分場、神戸埋立処分

場が、残余年数、平成３３年までとなって

おります。その後の計画につきましては未

定の状況でございまして、処分場利用経費

の高騰も心配され、処分量の減量をするこ

とが必要と考えております。 

 次に、質問番号７の（１）の新事業分野

や支援の具体的計画、それからセッピィ商

品券の具体的な取り組み、それから就労支

援策としての相談員の配置についてお答え

いたします。 

 まず、新事業分野とは、地域資源となり

得る銘木団地への取り組みをあらわしてお

ります。市民ニーズと銘木商品の目線のず

れがミスマッチを起こしておりまして、日

ごろから一般市民が材木市場に出向く機会

はなく、身近な存在ではありませんでした。

こうした中、鳥飼銘木町を地域振興の一つ

の資源として見直し、継続した取り組み、

高校の支援で銘木事業者のホームページを

立ち上げるなど、新たな目線から発信して

いくことでございます。 

 次に、３年目となるセッピィ商品券の計

画案についてお答えいたします。事故やト

ラブルもなく完売いたしましたセッピィ商

品券でございますけれども、第３弾につき

ましては、本市の財政が大変厳しい折では

ございますが、環境に優しい商品券として

零細小売店の活性化を図り、消費の底上げ

を図る観点から、プレミアム率を１０％と

して１万セットの販売を計画いたしており

ます。また、販売時期や新たな工夫は、商

業者との打ち合わせの中で検討してまいり

ます。 

 最後に、２３年度に配置します就労相談

員の具体的な条件といたしましては、企業

における採用部門などの経験者として、企

業が求める人材を相談者に助言し、相談者

の特性を生かしてスキルアップができるよ

う、技量を備えた人材の配置を考えており

ます。開催は週１回で、産業振興課内の相

談审を確保いたしまして、１名の相談員を

配置いたします。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 吹田操車場跡地まちづ

くりについて、ご答弁申し上げます。 

 平成２１年９月に策定いたしましたまち

づくり基本計画を实現するため、地区計画

などにより、民間事業者による良好なまち

づくりを誘導してまいりたいと考えており

ます。宅地の売却に当たっては、国立循環

器病研究センター移転の動向や周辺の宅地

開発の状況、経済情勢など、吹田操車場跡

地まちづくりを取り巻く状況を見きわめ、

適切に住宅の売却時期、条件を定めながら

柔軟に対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、機能停止後の正雀下水処理場跡地

まちづくりにつきましては、まちづくり基

本計画において、隣接する都市型居住ゾー

ンと互いに連携・補完するまちづくりと位

置付けており、今後、まちづくりの進捗状
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況や正雀下水処理場の機能停止などの動向

を見きわめながら、用途地域の見直しや地

区計画など、都市計画を定め、良好なまち

づくりを实現してまいりたいと考えており

ます。 

 なお、平成１９年１１月に締結いたしま

した吹田操車場跡地地区の整備に関する基

本協定において、正雀下水処理場跡地につ

いては、本市と吹田市が相互協力のもと、

吹田操車場跡地まちづくりと一体的な土地

活用を図るよう努めるものとされておりま

すことから、本市が目指すまちづくりに対

して、主体性を持って吹田市に協力を求め

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 質問番号２の（３）

本市の实情に即したバス路線網等の再編を

含めた市内公共交通のあり方について、２

回目のご質問にお答えいたします。 

 わかりやすい停留所につきましては、平

成２１年１１月から公共施設巡回バス車体

に「セッピィ号」の愛称を表記するととも

に、公共施設内バス停の大型化を行い、バ

ス停位置をわかりやすくさせていただきま

した。位置案内の向上を図っているところ

でございます。市内循環バスにつきまして

も、バス事業者であります近鉄バス株式会

社とも改善について協議をしてまいりたい

と考えております。 

 市民との協働につきましては、既存バス

利用促進のための周知、案内について、広

報せっつやホームページの掲載、公民館な

どの公共施設へのチラシの配置を行い、市

内循環バスにつきましては、平成１８年１

１月に運行ルートを変更する際に、広報に

掲載するとともに、各自治会にあて、運行

ルート図と時刻表の回覧及び全戸配布をお

願いするなど、周知に努めてまいりました。

今後は、さらに認知度を上げるため、改め

て各地域に案内させていただき、公共交通

機関を積極的に活用していただくことによ

り、ともに守り育てられるよう、市民の皆

様と協働により公共交通の充实を図ってま

いりたいと考えております。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部理事。 

○福永保健福祉部理事 認知症高齢者、ひと

り暮らし高齢者及びかがやきプラン関連に

ついてのご質問にお答えいたします。 

 まず、認知症高齢者とその家族を支援す

る施策につきましては、市民の皆様に認知

症を正しく理解していただけるような啓発、

支援者の養成、地域での見守りネットワー

クづくりの取り組みを総合的に進めてまい

ります。特に認知症支援ボランティア講座

を各地域で開催し、講座修了生を認知症支

援に特化してグループ化を図ってまいりた

いと考えております。その上で、これまで

の校区福祉委員会や民生児童委員の活動と

連携が図られるように検討してまいります。 

 ひとり暮らし高齢者の見守りにつきまし

ては、本年度の实態把握事業の取り組みを

踏まえ、新たに登録に同意された方を含め

て、ひとり暮らし高齢者を対象に医療情報

キットを配布し、緊急時の連絡先や医療に

係る情報を記載した用紙をキットに入れて

冷蔵庫に保管することにより、緊急時の適

切な対応に努めるとともに、民生児童委員、

ライフサポーターなどによる安否確認、そ

して、災害時の要援護者台帳の整備などの

取り組みを強化してまいります。 

 かがやきプラン推進会議の公募市民委員

につきましては、学識経験者、福祉医療関

係者、市民団体等の代表者などの構成から

考えて、現行の３人と考えておりますが、

今後検討してまいります。また、市民の皆
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様の意見を反映するための手法についても

工夫してまいります。プランの第４期計画

の重点施策は、介護予防の推進と地域ケア

体制づくりの二つでございますが、介護予

防の推進につきましては、地域における介

護予防教审の開催から健康づくりの自主グ

ループなどの立ち上げという取り組みが定

着したこと、また、昨年度からのグループ

交流会の開催などにより、健康づくりの取

り組みの機運が高まったことなど、大きな

前進があったと考えております。地域ケア

体制づくりにつきましても、地域福祉計画

策定の取り組みと連動して、地域で高齢者

をめぐるさまざまな問題について議論がで

きたこと、また、関係機関と協働して認知

症支援のプロジェクトチームが立ち上がる

など、大きな一歩を踏み出せたと考えてお

ります。第５期計画につきましては、第４

期計画の取り組みを踏まえ、特にひとり暮

らし高齢者の見守りと認知症高齢者支援を

二つの柱に地域ケア体制づくりの推進に一

層努めてまいります。 

 次に、健康についてのうち、がん検診受

診率の向上を図るために取り組む課題と費

用助成についてにお答えいたします。 

 平成２３年度には、前立腺がん検診を加

えた六つのがん検診を实施いたします。平

成２１年度から取り組んでおります子宮頸

がんと乳がん検診での５歳ごと節目年齢の

方を対象とした検診費用の無料化と、受診

を勧奨する検診手帳を個別に通知したこと

で受診率の向上が見られましたことから、

同様の取り組みを胃がん、大腸がん、肺が

ん、前立腺がんのすべてのがん検診に広げ、

受診率の向上につなげていきたいと考えて

おります。 

 次に、妊婦健診の費用助成の増額など拡

充についてにお答えいたします。 

 大阪府内の医療機関における妊婦健康診

査の受診費用の实態調査によりますと、平

均の費用が９万６，７３５円とのことでご

ざいました。現在、５万７，０００円の公

費助成をしておりますので、本市の助成額

は約６割となっております。これに、来年

度からヒトＴ細胞白血病ウイルス１型抗体

検査などが標準的な検査項目に追加されま

したことにより３，０００円を増額し、公

費助成額を６万円に拡充するものでござい

ます。また、新たに妊婦の無料歯科健診を

实施し、安心して出産できる環境を整えて

まいりたいと考えております。 

 ワクチン接種費用負担や日本脳炎２期の

接種に対する経過措置についてお答えいた

します。 

 子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、

肺炎球菌ワクチンの接種費用の一部助成に

つきましては、国の感染症予防接種部会か

ら厚生労働大臣あて接種促進の意見が出さ

れ、これを受ける形で任意の予防接種への

一部助成金として予算計上させていただい

ております。しかしながら、３月２日以降

４日までに小児用肺炎球菌ワクチン及びヒ

ブワクチンを含むワクチン同時接種後の死

亡例が４例報告されたことにより、３月４

日深夜に、この二つのワクチンに関しまし

ては接種を一時的に見合わせるようにとの

連絡が厚生労働省より届いております。ワ

クチン接種と死亡との因果関係につきまし

ては、詳細な調査を实施し、評価がなされ

るとのことでございますので、現時点では

国の動向を見守ってまいりたいと考えてお

ります。 

 日本脳炎ワクチンは、平成１７年に日本

脳炎ワクチン接種後に急性散在性脳脊髄炎

を発症した事例があったことより、積極的

な接種勧奨を控えてきておりました。平成
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２２年４月から新たに開発された乾燥細胞

培養日本脳炎ワクチンが使用できるように

なったことから、日本脳炎の第１期の標準

的な接種期間に該当する接種の再開をして

おります。ワクチンの接種状況や供給量を

確認しながら、２期の見合せ期間で接種で

きていない年齢への拡大が示されてきつつ

あります。対象者には国からの通知を受け

て接種時期を案内していく予定としており

ます。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部長。 

○佐藤保健福祉部長 子育て支援施策につき

まして、ご答弁を申し上げます。 

 まず、民間保育園の建て替えに対する補

助につきましては、第二とりかい保育園に

ついて、老朽化した保育施設を建て替え、

保育環境の整備を図るとともに、地域子育

て支援を新たに行うなど、子育て支援の充

实を図っていくものでございます。また、

摂津ひかりにこにこ保育園、藤森保育園の

定員を合わせて４０名拡大するとともに、

定員の弾力運用につきましては、年度後半

の待機児童の解消を図るため、現在、定員

の１１５％を限度としておりますが、１２

０％まで拡大して保育需要に対応をしてま

いります。 

 簡易保育所の支援につきましては、現在、

待機児童の受け入れに当たり、認可保育所

の保育料と同程度になるよう補助を行い、

保護者の負担を軽減するとともに、補助基

準額を設定して保育所運営の補助を行って

おります。保育需要が増大することが予測

されることから、今回、基準額を引き上げ、

運営基盤の強化と保育環境の充实を図るも

のでございます。さらに、保育所が地域の

身近な子育て支援の場となるよう、母子健

康手帳の配布時に妊婦さん保育所ふれあい

カードを配布し、保育所で妊娠期から乳幼

児の保育に触れ、子育て中の方と交流し、

子育てのスタートのときから困ったときは

保育所で相談ができるように取り組んでま

いります。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 

○市橋教育総務部理事 摂津市教育改革にお

ける次世代育成部の役割と位置付けについ

てのご質問にお答えいたします。 

 本市の子どもたちに生きる力を確实には

ぐくむため、今後さらに就学前教育の充实

と小・中一貫教育の推進に努めてまいりま

す。これらの实現のためには、つながりが

不可欠であると考えております。義務教育

と就学前教育を円滑に接続することや、別

府地区における幼稚園と保育所、両施設の

一体運営によるこども園開設に向けての統

一的なカリキュラムの検討は、多くの人の

つながりが必要であります。保護者や地域

の連携もまたつながりを強化するものであ

ると考えております。そのつながりをコー

ディネートするため、また、連続的に企画

運営するため、機構改革により、幼稚園、

保育所などの就学前教育と、地域連携を担

当するこども教育課、義務教育を担当する

教育政策課及び教育推進課、児童にかかわ

る相談業務を主に担当する児童相談課から

構成される次世代育成部を設置いたします。

なお、教育研究所を解消して新たにスター

トする教育センターには、教育推進課と児

童相談課を配置し、学校教育や家庭教育に

かかわる支援の拠点と位置付けてまいりま

す。具体的には、学校教育を支援するため、

授業改善の推進、教職員の研修の实施、教

科書センターの運営、ＩＣＴ教育の推進な

どを教育推進課で担当し、児童相談課には

家庭児童相談审を置き、不登校対応も含め、

さまざまな機関と連携し、児童にかかわる

相談業務により家庭教育の支援に努めてま
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いります。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部長。 

○馬場教育総務部長 学校施設の改善につい

ての３点についてのご質問にお答えいたし

ます。 

 まず、全小学校の普通教审へのエアコン

の設置の工事スケジュール、使用開始の期

間についてでございますが、現在、エアコ

ン設置工事の实施設計を行っており、４月

以降に業者選定、その後、入札を経まして

業者を決定いたし、６月議会に工事請負契

約締結の件について議案の上程を予定いた

しております。その後、夏休みを利用し、

重点的に工事を行いますが、夏休み期間だ

けでは工事を終えることができませんので、

その後は土曜、日曜に主に、また、子ども

の安全を第一に配慮しながら、平日も授業

に影響のない工種について工事を進めさせ

ていただき、竣工につきましては、１１月

下旪ごろを予定いたしております。したが

いまして、今年の冬の暖房からエアコンを

稼働させ、冷房につきましては来年２４年

夏からとなります。 

 次に、摂津小学校の給食施設の整備内容

と工事のスケジュール、使用開始期間につ

いてのご質問にお答えいたします。６月に

工事請負契約の議案として上程させていた

だくまでは、エアコン設置工事と同様のス

ケジュールとなっており、その後、夏休み

に入りましてから、直ちに味舌体育館の解

体工事に着手できるよう準備を進めてまい

ります。９月中旪ごろまでに基礎までの解

体工事を完了し、その跡地に給食調理場棟

を新設する工事に着手するとともに、給食

の配膳等に使用するエレベーター棟の新設

工事も着手してまいります。全体工事の完

了は、おおむね平成２４年の３月中旪ごろ

を予定いたしており、新年度から新しい給

食調理場による調理を予定いたしておりま

す。 

 また、大阪府の施設補助を踏まえた本市

の中学校給食の考え方についてのご質問で

ございますが、平成２１年度から大阪府に

おいてスクールランチ方式という給食に近

い弁当事業を推進した経過がございます。

本市教育委員会としても、この方式につい

て検討はいたしましたが、他市における利

用率が数％から１％台の学校もあるなど、

非常に低迷しており、この利用率とともに

現在市内中学校における弁当持参率が８割

から９割である等の状況を踏まえたときに、

親と子の対話やつながりという面で重要な

役割があることなどからも、財源を投入し

てスクールランチの導入に踏み切ることは

適切でないと判断しておりました。 

 今般、大阪府において市町村が中学校給

食を導入するに当たって、施設整備にかか

る費用について助成する旨が発表されまし

た。その考え方のわかる資料については、

２月７日に大阪府の戦略本部会議で示され

たものであり、施設整備にかかるイニシャ

ルコストを補助するとはしているものの、

スクールランチ方式との関連など、大阪府

が目指す学校給食の全体像など、その制度

の詳細がいまだ明らかになっておりません。

この資料の中でも、今後、大阪府が市町村

から意見聴取をした後に補助制度の概要を

策定するなどとしており、今後、各方面に

情報収集するなどし、それらの推移を確認

しながら本市における対応を検討してまい

りたいと考えております。 

 続きまして、学校の耐震化の現状と今後

の計画についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 平成２２年度に、Ｉｓ値０．３未満の建

物でありました鳥飼小学校体育館と給食場
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棟、第一中学校体育館、第四中学校体育館、

せっつ幼稚園の管理棟と保育审の一部につ

いて耐震化工事を行いました。これにより、

Ｉｓ値０．３未満の建物は、すべて耐震工

事が完了となり、現在、耐震化率につきま

しては、幼稚園は１００％、小・中学校は

昨年度より６．１ポイント上昇し６４．

６％となっております。平成２３年度は、

千里丘小学校の体育館において耐震補強工

事を着手いたします。２３年度以降に耐震

化工事が必要なＩｓ値０．３以上、０．７

未満の学校数につきましては、千里丘小学

校体育館も含めまして、小学校６校１１棟、

中学校４校１２棟となり、教育委員会とい

たしましては、災害時の避難所となる学校

の体育館、また、危険度の高い建物を保有

する学校を優先し、大変厳しい財政状況で

はありますが、今後、国の動向等も見きわ

め、また、交付金制度をより有効に活用し

ながら、一日も早い耐震化工事の完了を目

指してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 南野議員。 

○南野直司議員 ３回目はすべて要望とさせ

ていただきます。 

 １の（２）財政状況と今後の見通しにつ

いてでございますが、市長の言われるピン

チをチャンスに変えるためにも、今後、中

期財政見通しを精査しながら、第４次行財

政改革を着实に实行するとともに、増収策

についてもさらに英知を結集して、市民生

活を守れる財政運営をお願いし、要望とい

たします。 

 ２の（１）第４次摂津市総合計画の实施

についてでございますが、協働によるまち

づくりについて、我が党も以前から推進し

ておりました。その理念については大いに

賛同するところでございます。特に策定過

程を大切にすることが重要であり、多くの

市民の方に意見を聞きながら進めていただ

きたいと思います。また、非常に困難を伴

いますが、協働の理念がすべての市民の方

に理解していただけるように、英知を結集

し、かつ粘り強く取り組み、市民の皆さん

に協働の意識が定着するようにお願いし、

要望といたします。 

 ２の（２）重点施策の「市民活動の支

援」についてでございます。細かくご答弁

いただきました。市民活動の支援に対する

それぞれの取り組みには賛同し、期待する

ところでございます。市民活動支援、担当

の組織強化を図り、十分な時間をかけて、

その实現へ向け取り組めるようお願いし、

要望といたします。また、安威川以南の地

域コミュニティ施設については、市民に大

変期待されており、その機能について、我

が党が以前から子どもをテーマにした児童

センターのような機能を併せ持つ、子ども

も大人も安心できる場所にと要望してまい

りました。市民の皆さんが自由に交流でき

る場として、安威川以南に地域コミュニテ

ィ施設の設置を切に要望いたします。 

 ３の（３）本市の实情に即したバス路線

網等の再編を含めた市内公共交通のあり方

についてでございます。前回の本会議にお

きましても、バスの利便性向上について質

問させていただきましたが、地域の实情に

即したバス路線網等の再編を図るには、や

はり自治会長さんなど多くの市民の方の協

力を得て、積極的に現場に入り、現状を話

した上で現場の声を聞き、利便性の向上に

つなげていくのが大事であると認識いたし

ます。まさに本市が目指す協働によるまち

づくりに合致する大きな課題であると認識

します。この課題を多くの市民の方とまず

は共有しながら取り組みを進められること
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をお願いし、要望といたします。 

 ４の（１）重点施策の「環境」及び、循

環型社会の構築についてでございます。今

後、環境基金を利用した事業の拡大をさら

にお願いします。また、市職員の皆さんが

率先して環境に優しい取り組みをされるこ

とは高く評価いたします。併せて公用車に

よるエコドライブの推進もお願いします。

また、市民の方やあらゆる環境団体、事業

所と連携し、協働による環境活動の推進を

つくり上げていくことが大事であると認識

します。せっつエコアクション、環境家計

簿などのさらなる推進をお願いするととも

に、家庭や地域社会における環境意識の高

揚を図り、省エネルギー対策の普及に努め

ていただき、目指す将来像「環境を大切に

するまち」の構築に向け、取り組まれるよ

う要望しておきます。 

 循環型社会の構築については、ご答弁に

もありましたように、１炉運転を支える施

設として、資源の中間処理を行うリサイク

ルプラザの充实を図り、適正分別の推進で

年間焼却量の削減を方針とした摂津市ごみ

処理基本計画に基づき、計画の進行管理を

着实に遂行していただきますよう要望しま

す。広域化においては、北大阪ブロックに

位置付けられ、将来的には市内の焼却施設

と資源化施設を整備する方針となっている

現状と最終処分場の現状については、残余

年数経過後の計画については未定であるこ

とを考えれば、今年度からの１０年間は単

なる目標計画年ではなく、本市のごみ行政

の将来を決すると言っても過言ではない、

まことに重要な年度のスタートになります。

本計画に全力で取り組み、循環型社会構築

へのさらなる前進に期待し、要望といたし

ます。 

 ５の（１）高齢者施策についてでござい

ます。市民一人ひとりが生き生きと安心し

て生活できる地域社会となるよう、さらに

健康づくりへの取り組みの機運を高めると

ともに、持続可能な高齢者施策への推進に

一層努めていただくことをお願いし、要望

としておきます。 

 ５の（２）子育て支援についてでござい

ます。市長から答弁いただきました。「つ

ながり」をキーワードとし、地域全体で子

育て、家庭を支え合い、子育てに喜びや楽

しさを感じ、摂津市で子育てしたい、して

よかったと思えるまちづくりを進めると答

弁いただきました。この「つながり」とい

うキーワードは、まさに協働であり、現在

も未来も重要な課題でもあると認識いたし

ます。子育てに喜びを感じ、子どもととも

に育つまちの構築を目指して取り組まれる

よう要望としておきます。 

 ５の（３）重点施策の「健康」について

でございます。５歳刻みの検診の無料化を

６大がんの検診にまで拡大し、受診率の向

上につなげていきたいとの本市の取り組み

と、市長のがん制圧に対する姿勢と英断を

高く評価いたします。今後もがん予防の拡

充に積極的に取り組んでいただきますよう

お願いし、要望といたします。 

 妊婦健診の新たに２施策の实施により拡

充が図られた点につきましても評価をいた

します。本市においては、府下平均受診費

用の約６２％の助成がなされておりますの

で、今後とも母子の健康維持に配慮された

取り組みと施策の充实がなされるよう、要

望といたします。 

 感染症予防施策の公費助成につきまして

は、財源が国の予算措置の影響により大き

く左右されることは認識しておりますが、

国の動向を見ながらも、３ワクチン接種の

本市独自の体制づくりも大切なのではない
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かと考えます。子宮頸がん、ヒブ、肺炎球

菌の費用助成の拡充、また、子宮頸がんワ

クチン接種につきましては、特定年齢以外

の一般女性のワクチン接種の費用助成も視

野に入れた施策の構築をお願いします。ま

た、小児用肺炎球菌及びヒブワクチン同時

接種後の死亡例の報告に対する対応につき

ましては、ご答弁にありましたように、国

の動向を注視し、安全なワクチン接種に取

り組まれるよう要望といたします。 

 ６の（１）摂津市教育改革についてでご

ざいます。摂津市の小・中一貫教育と就学

前教育の取り組みは、保護者や地域との連

携とつながりを強化するとともに、家庭で

の教育も支援する大変すばらしい取り組み

であると賛同するところではございます。

また、その实践のための次世代育成部や教

育センターの設置であり、就学前教育实践

の手引きの策定であることはよく理解でき

ました。その取り組みに大いに期待すると

ともに、現場において实践され、結果の出

せる取り組みとしていただきますことをお

願いし、要望としておきます。 

 ６の（２）学校施設の改善についてでご

ざいます。幼・小・中一貫教育を進めてい

く上で、大切な学び舎であるとともに、地

域の拠点としても安全・安心、環境などを

考慮した学校施設づくりに取り組んでいく

ことが重要なことであると思います。その

ことからも、幼稚園へのエアコン設置の検

討や遊具の安全確保、防犯対策、耐震化工

事も進めていただきたいと思います。給食

については、弁当持参のことや栄養摂取に

よる健康の保持・増進など、他市の状況を

踏まえながら検討をお願いし、要望といた

します。答弁でいただきましたけれども、

他市の現状は本当に厳しい状況にあるとは

認識いたしますが、ただ、今、保護者の方

も両方働いているご家庭が多くなっており

ます。そういった形で市民の方から、保護

者の方から、本当に中学校へも給食を導入

してほしい等々のご要望がありますので、

再度また検討していただきますように要望

としておきます。 

 ７の（１）地域経済化と雇用創出及び、

中小企業支援施策についてでございます。

中小企業を取り巻く環境は、急激な円高や

低価格競争など、厳しさを増すばかりの状

況でございます。今や自治体が積極的に協

働の姿勢を示し、地域経済の活性化に取り

組まねばならない社会情勢となりました。

今後、さらに重要性を増す分野として、一

業種にとどまることなく、新事業の可能性

を持つ市内企業に新たな視点、新たな可能

性をもたらし、地域経済活性化の新たな起

爆剤となるよう期待し、要望といたします。

財政の厳しい新年度も３度目となるプレミ

アムつきセッピィ商品券の発行を決定して

いただきましたことは、弱者救済の視点に

おいても吉報であります。２回目の発行に

ついての検証結果が待たれるところであり

ますが、過去２回の取り組みを踏まえ、今

回の発行に対して、各関係団体との新たな

角度、視点からの取り組みで地域のにぎわ

いを大いに盛り上げる効果ある運用に期待

し、要望といたします。 

 就労相談員の配置につきましては、雇用

創出に資するよう、効果の推移も注視しな

がら取り組まれるよう、要望としておきま

す。 

 ８の（１）人事制度改革と摂津市人材育

成实施計画の考え方についてでございます。

人件費を含めた行財政改革も大きな課題で

はありますが、さらなる市民の福祉増進や

サービス向上には、摂津市を支える人材の

成長こそ最も重要なことの一つであります
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し、職員みずから知恵と工夫を出すことで

摂津市をさらに成長させると思いますので、

職員の方々が仕事に対する意欲を高め、働

きがいのある職場環境を生み出していける、

そのための健康管理や人事評価制度の充实

となるような人事制度改革と摂津市人材育

成に努めていただきたいとお願いし、要望

といたします。 

 ８の（２）電子自治体の推進における利

便性の向上について。図書館、コミュニテ

ィプラザに引き続き、市内施設の予約など

をインターネットから行えるよう、また、

税のコンビニ収納や園保育料の口座振替が

できるなど、システムの構築をされたこと

は高く評価いたします。今後は市営団地の

家賃なども口座振替あるいはコンビニ収納

で納付をご検討お願いします。市長から、

市民が主役になれる情報化社会を目指して、

また、人に優しい電子自治体を推進される

とご答弁いただきましたが、さらに行政手

続きのオンライン化を推進し、２４時間３

６５日、夜間、休日であっても申請、届け

出等を可能にし、協働で地域コミュニティ

形成の手段としてＩＣＴを活用されるよう

要望いたしまして代表質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 南野議員の質問が終わりま

した。 

 次に、森内議員。 

  （森内一蔵議員 登壇） 

○森内一蔵議員 それでは、新生クラブを代

表いたしまして質問いたしたいと思います。 

 ２１世紀の最初の１０年間の年が終わり、

今年は新しい年が始まる節目の年でありま

す。今、日本経済も、それを包む世界経済

も大転換期にあると言われております。こ

れは、この四半世紀続いてきましたアメリ

カを中心とした新自由主義、金融資本主義

の経済が、リーマンショック前後の金融バ

ブルの崩壊で世界経済は大きく変化し、中

国、インド、ブラジル、ロシアなどの存在

感が増し、新興国の成長が世界経済を牽引

する状況となっております。今や世界経済

の主役は先進国ではなく新興国と言っても

過言ではないと思います。また、日本にお

いては尐子・高齢化が進み、政治は混迷し、

経済は円高、雇用情勢の悪化、個人消費の

低迷、企業設備の抑制など、景気悪化の要

因も多く、依然不透明な状況下にあります。

こういう中ではありますが、本市にとって

平成２３年度は第４次総合計画による新し

いまちづくりの一歩を踏み出す節目の年で

あります。 

 それでは、項目に沿って質問をいたしま

す。 

 まず初めに、市民が元気に活動するまち

づくりについて。 

 その一つといたしまして、第３次総合計

画の総括と成果についてであります。第３

次総合計画は、平成８年に「未来をひらく

高感都市・せっつ」を目指して、六つのま

ちづくりの方向のもとで实現を目指して策

定されました。「未来をひらく高感都市」

とは、市民生活に支えられ、人や自然を大

切にし、社会環境の変化に対し柔軟に対応

していきながら、新しい時代の流れを読み

取り、先取りする高感度な都市とありまし

たが、１５年間の計画期限を迎え、どう評

価されているのかお尋ねをいたします。 

 続いて、第４次総合計画における市民と

行政が協働できる総合計画推進会議と庁内

会議の設置についてであります。 

 「みんなが育むつながりのまち摂津」を

目指して、今後１０年間、实現に向けて第

４次総合計画がスタートするわけでありま

すが、市民、事業者、行政など、摂津市に

かかわる皆さんが、主体性を持って互いの
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特性を尊重しながら共通の目標を達成する

ために連携・協力をするのが協働の姿とさ

れております。総合計画推進会議や庁内会

議の設置も考えておられますが、協働にお

ける行政の立場をお尋ねいたします。 

 次に、地域間格差是正に向けた取り組み

についてであります。安威川以南、以北の

地域間格差是正については、以前から申し

上げておりますが、安威川以北には市民文

化ホール、コミュニティプラザをはじめ本

市の主要施設が集積し、鉄道駅にも近く、

交通の利便性が高く、一方、安威川以南に

おいては、公民館や集会所など地域密着型

の公共施設は整っておりますが、講演会や

各種イベントができるようなある程度の規

模の設備を備えた主要施設がないのが实情

であります。しかしながら、昨年には以南

におけるコミュニティセンターの建設場所

を決定され、今後どのように計画实施され

ていかれるのか、お聞かせをいただきたい

と思います。 

 また、公共交通の面を見ましても、阪急

摂津市駅の開業により、以北には鉄道駅が

３駅、モノレール駅が１駅の合計４駅とな

り、利便性がより向上し、以南においては

一昨年に大阪市営地下鉄２号線の延伸を目

指して活動してまいりました淀川右岸３市

１町地下鉄延伸連絡協議会も廃止され、今

後は鉄道駅とを結ぶバス路線の充实が望ま

れるところであります。例えば、路線バス

の増便はもちろんのこと、大阪市営バスや

高槻市営バスなどの延長も考えて安威川以

南の交通の利便性を図るべきと考えますが、

整備に向けた取り組みについてお伺いをい

たします。 

 ２番目の、みんなが安全で快適に暮らせ

るまちづくりについてであります。 

 その一つといたしまして、道路交通の安

全性確保についてであります。道路の交通

安全には、日ごろから安全パトロール等を

实施されておりますが、道路はもとより、

道路側溝、歩道などの点検や夜間における

照明や降雤時における水たまりなど、危険

箇所の把握のためパトロールが強化される

ことが必要だと思いますが、取り組みにつ

いてお尋ねをいたします。 

 次に、上水道事業と消防の広域化への取

り組みについてであります。まず、上水道

事業の広域化については、昨年１１月２日

に大阪広域水道企業団が設立され、大阪市

を除く４２町村が共同で水道事業を運営す

るというものでありますが、本年４月より

ダムの取水権、それから浄水場給水管など、

水道設備のすべてと職員４５０名を大阪府

から引き継ぎ、水道事業の企業団としては

用水供給能力で全国２番目の規模を誇ると

いうものになっております。このスケール

メリットを生かして、経営の効率化を行い、

料金の引き下げなどサービス向上を目指す

というものでありますが、本市の広域化に

向けた取り組みについてお聞かせをいただ

きたいと思います。 

 そして、広域消防への取り組みについて

でありますが、近年、消防行政を取り巻く

環境が大きく変化し、市民ニーズも多様化

する中で、消防・防災力を高める消防体制

のさらなる強化・高度化が必要であると思

います。全国的にも消防広域化に向けた協

議会や勉強会が設けられておりますが、大

阪府下でも泉州や南河内においても協議会

が設立され、広域化に向けた動きがありま

すが、平成２０年３月に大阪府消防広域化

推進計画が策定され、それ以後、本市とし

てどのように取り組まれ、今後どのような

形で広域化を推進されるのか、消防力強化

を図られるのか、お尋ねをいたします。 
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 三つ目といたしまして、環境を大切にす

るまちづくりについてであります。 

 その（１）といたしまして、廃棄物処理

施策について。環境問題は２１世紀の人類

が抱える最大の課題でありまして、近年、

人々の地球規模での環境問題に対する認識

も高まり、限りある資源の節約やエネルギ

ーの有効利用など、資源の有限性を意識し

た自然とのかかわりや生活様式を環境に配

慮したものへと転換することが求められて

おります。こういった中にあって、ごみ問

題は環境への影響の懸念やごみ処理費用の

増加など深刻化しており、これまで大量消

費、大量廃棄型の社会経済システムから循

環型社会への転換が求められております。

本市においては、一般廃棄物処理基本計画

に向けて、本年４月からごみ収集業務委託

の拡大を行われましたが、内容についてお

聞きいたします。 

 次に、リサイクルプラザ計画についてで

あります。リサイクルプラザ計画は平成７

年にスタートしたわけですけども、循環型

社会への構造変換が求められ、ごみ減量化

に向けた取り組みとして計画されました。

しかし、平成１３年にストックヤードが完

成いたしましたが、その後、凍結して現在

に至っております。計画再開に向けた検討

はどうなるのか、お尋ねをいたします。 

 次に、４番目の誰もが学び、成長できる

まちづくりについてであります。 

 生きる力を育む教育について。確かな学

力、豊かな心、たくましく生きるための健

康、体力をはぐくむことが生きる力という

ことですが、全国学力・学習状況調査や全

国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果

を踏まえ、学力や体力の向上に向けた取り

組みをどのように行っていくのか、また、

豊かな心をはぐくむ道徳教育についても充

实をどう図られるのか、お伺いをいたしま

す。 

 続いて、中学校クラブ活動の活性化に向

けた取り組みについてであります。中学校

のクラブ活動は、言うまでもなく、自主

的・自発的に参加するものでありますが、

文科系、体育系のクラブを問わず、学習意

欲の向上や責任感、連帯感の養成に資する

とともに、個性を伸ばし、体力の向上を図

るなど、学校における重要な教育活動の一

環であると考えております。しかし、学校

間にはクラブの数や種類の格差があります

が、どのようにこれを解消していかれるの

か、また、指導者の確保等のいろいろな問

題も含めてお答えをいただきたいと思いま

す。 

 次に、５番目の計画を实現する行政経営

についてであります。 

 その（１）で、地方分権と権限移譲につ

いてであります。平成２３年度から２年間

で５０項目の権限移譲を受けるということ

でありますが、大阪府においては、大阪府

版特例市並み権限移譲ということで、特例

市とは自治法上でいう特例市ではなく、限

りなく中核市に近い権限を持つということ

で、大阪府版特例市を目指すということで

ありますが、本市では第４次行財政改革实

施において職員６６０人体制を打ち出され

ておりますが、職員が減る一方で権限移譲

により事務負担が増えるということであり、

権限移譲による体制を整えなければならな

いと思いますが、その体制についてお伺い

を申し上げます。 

 次に、人材育成と人事制度改革について

であります。市政運営の基本方針で、冒頭

に、平成２３年度は「まちづくりは人づく

りから」との原点に立つと言われ、また、

常に市民の目線で行動し、前例にとらわれ
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ず、みずから考え勇気を持って行動する職

員を育成し、百年の計を立てるならば人を

育てることが肝要であると、これはもっと

もな話です。これに及ぶものはないという

ことでありますが、この人を育てる教育と

は何か、それから人事制度改革についても

基本的な考え方をお伺いいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 暫時休憩します。 

（午後３時 ５分 休憩） 

                 

（午後３時２１分 再開） 

○藤浦雅彦議長 休憩前に引き続き再開しま

す。 

 答弁を求めます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 新生クラブを代表しての質問に

お答えをいたします。 

 まず最初に、第３次総合計画の総括と成

果を踏まえた第４次総合計画の推進につい

てのご質問にお答えをいたします。 

 第３次総合計画は、「未来をひらく高感

都市」にふさわしく、本市が成長するため

に必要な都市基盤の整備を重要な課題とし

て進めてまいりました。その結果、市民生

活の基礎は一定整ったものと考えておりま

す。第４次総合計画では、これらの基盤を

生かすまちづくりが重要となってまいりま

す。そのため、行政主導で進めてきたまち

づくりから協働によるまちづくりに転換す

ることが必要であると考えております。行

政が推進すべきこと、支援することを明確

にして、市民、事業者などと効果的に役割

分担を行い、行政としての責任をしっかり

と果たしてまいりたいと思います。 

 次に、地域間格差の是正に向けた取り組

みについてでございますが、前にも申し上

げましたかもわかりませんが、安威川以南

地域と以北地域とでは、地理的条件をはじ

め、まちとしての歴史的な成り立ちも大き

く違っております。そういうことから言い

ますと、市民文化ホールやコミュニティプ

ラザなどの主要施設が以北に集まっており

ますが、これは、ある意味やむを得ない面

もあると考えております。ただ、以南地域

には、先ほども言われましたが、広大な淀

川河川敷公園をはじめとする自然の豊かさ、

以北地域では味わえないソフトな感性が多

数ございます。今後につきましては、地域

コミュニティセンターの機能や公共交通の

あり方について検討を進めていくこととし

ておりますが、それぞれの特徴を生かし、

バランスのとれたまちづくりを模索してい

きたいと思います。 

 特に、安威川以南、以北地域の交通アク

セスの是正についてでありますが、大阪市

営バス、高槻市営バスの延長とのお話がご

ざいましたが、今日まで両市とは、るるそ

の可能性を探ってきたところでございます

が、両市とも今日も縮小等々を模索してお

る中でありますので、現時点ではなかなか

不可能と言わざるを得ません。先ほどのご

質問にもお答えいたしましたように、人や

車の導線の状況を見きわめ、市内で運行い

たしております民間の路線バス、市内循環

バス、公共施設巡回バスのバス路線体系を

再編する必要があることから、市域全体の

バス路線のあり方、現状における問題点な

どの整理や市内公共交通の課題を検討する

ため、関係機関と懇談会を開催し、報告や

意見交換などを行っておりまして、市内公

共交通のあり方につきまして、引き続いて

検討を進めていきたいと思います。 

 続いて、みんなが安全で快適に暮らせる

まちづくりについてでありますが、道路交

通の安全性確保についてのご質問にお答え
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をいたします。道路交通の安全性確保につ

いてでございますが、市内道路の安全確保

のため、道路パトロールなど維持管理に努

めておるところでございます。道路パトロ

ールでは、市道の危険箇所の早期発見と安

全確保に努めております。また、夜間や降

雤時の安全性の確認も道路を安全・安心に

利用していただく上で非常に大切なことだ

と理解をしております。今後とも道路パト

ロールの充实を図るとともに、道路危険箇

所や夜間及び降雤時の道路状況の把握を怠

ることなく、安全・安心な維持管理に努め

てまいりたいと考えております。 

 消防広域化への取り組みについてであり

ますが、消防は、市民の皆様の命、身体、

財産を火災から保護し、水害、火災または

地震等の災害の防除、併せて、それらの被

害の軽減を図るという重大な責務を担って

おり、安全・安心に直結する重要な分野で

あります。近年は、災害・事故が大規模

化・多様化し、また、都市構造の変化に伴

い、消防に求められるニーズも多様化して

きております。このような状況の中で、市

町村消防、特に規模の小さい消防が、より

質の高いサービスを市民の皆様に提供する

ためには、消防の広域化によるスケールメ

リットを生かした消防力の充实・強化は避

けては通れない方法の一つであると考える

ところであります。平成２０年３月に、大

阪府が国の指針を受け、大阪府消防広域化

推進計画を策定し、本市におきましては、

北部ブロックの７市３町での組み合わせが

提案されたところでございます。この内容

を受け、これら構成市町で検討会を立ち上

げ、諸課題の抽出、整理を行い、報告書を

作成いたしましたが、現在のところ、この

組み合わせによる協議会の設立には至って

おりません。今後におきましては、一部事

務組合や広域連合等といった広域化にとら

われず、あらゆる形で隣接市町と相互に広

域的連携を強化し、市民の皆様が安全で安

心して暮らせるよう消防体制の強化を図っ

てまいりたいと考えております。 

 上水道事業の広域化についてのご質問で

ありますが、上水道事業の広域化について

は、大阪府域水道将来構想検討委員会の中

でも、将来的には府域一水道を目指して着

实に歩んでほしいと提言されております。

摂津市としても、将来的には目指す方向は

府域一水道であると考えております。しか

しながら、大阪府下各市の料金の格差、財

政状況の違いを考えると、府域一水道につ

いては、かなり先の話になるのではないか

と思っております。現状では、大阪広域水

道企業団と各市が連携しながら、将来的に

は府域一水道を目指すことになると考えて

おります。 

 ４月からごみ収集業務委託の拡大をいた

しましたが、今後の本市のごみ収集につい

てどう考えているのかの質問でございます

が、本市の今後のごみ収集についてでござ

いますが、廃棄物処理法に基づき、摂津市

における廃棄物の今後の中期的な計画、摂

津市一般廃棄物処理基本計画を現在策定中

でございます。この中で、ごみ収集も含め

た本市のごみ処理に関することが検討され

ており、ごみを減量し、有効利用を図って

いく循環型社会への推進を考えております。

この循環型社会を推進するためには、市民、

事業者、行政がそれぞれの役割を十分に認

識し、連携及び協働していくことが必要で

あると考えております。また、第４次の行

財政改革により、今回のごみ収集業務の委

託拡大を行いましたが、委託の拡大によっ

て市民サービスの低下につながらないよう、

円滑な委託業務の引き継ぎが図られるよう
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進めてまいります。 

 摂津市リサイクルプラザ計画再開につい

てのご質問でございますが、平成７年より、

大量生産、大量消費、大量廃棄社会から、

資源節約、ごみ資源化、環境保全型社会の

環境型社会構造への変化が迫られた中で、

本市では一層のごみ減量化に努めるために、

当時、摂津市リサイクルプラザが計画され

ました。市の財政がバブル崩壊等により危

機的な状況により、現在まで凍結してまい

りましたが、市内で出たごみについては市

でごみの処理をすることが原則であること

から、今回、（仮称）摂津市リサイクルプ

ラザ計画を再開させたところでございます。

（仮称）摂津市リサイクルプラザは、燃や

せないごみ、資源ごみとしての本市中間処

理施設であり、燃えないごみの中に含まれ

る資源となるごみの一層のリサイクルを図

ることにより、ごみ減量とリサイクルの推

進を図るいわゆる循環型の社会を目指す施

設として計画してまいります。 

 権限移譲を受けるに当たっての基本的な

考えについてでありますが、本市では平成

２３年度から２４年度までの２年間で５０

項目の権限移譲を受けることとしておりま

す。その基本的な考え方としましては、市

民サービスや利便性の向上につながる事務

については、積極的に移譲を受けることと

しております。また、本市の規模、人員と

各移譲候補事務の事務難易度や事務処理件

数を照らし合わせて、現状の組織機構、人

員で適正執行できると見込まれる事務につ

いては、基本的には移譲を受けることとし

ておりますが、人員増をはじめ、組織の新

設等が必要となるものにつきましては、慎

重に判断してまいりたいと考えております。 

 人材育成と人事制度改革についての基本

的な方針についてでありますが、これまで

市政の中心を担っておりました団塊世代職

員の大量退職が今年度で一定終了し、大き

く世代交代が進みますことからも、５年先、

１０年先を見据えた人材育成が重要となっ

てまいります。これまで蓄積されてきた知

識、技術、ノウハウ等の継承をスムーズに

行い、引き続き市民サービスの維持・向上

を図っていかなければなりません。先ほど

も申し上げましたが、地方分権が進む中、

これからの基礎自治体は、自分のことは自

分で決めるよう求められる時代になると思

います。これは厳しいことですが、このよ

うな時代を乗り切っていくためには、職員

に専門的な高い能力と幅広い知識、市民の

立場で考える柔軟性が必要であります。今

後も人間基礎教育の精神のもと、人材育成

基本方針と人材育成实施計画を基本に取り

組んでいきたいと思います。 

 以上、私からの答弁にいたします。 

○藤浦雅彦議長 教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわります２

点のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、生きる力を育む教育についてでご

ざいます。 

 全国学力・学習状況調査や全国体力・運

動能力、運動習慣等調査の結果から、本市

では、小学校において着实に取り組みの成

果があらわれてきております。一方、中学

校においては、正答率において低位層が増

加している状況が見られますが、この点は、

これまで蓄積した知識、技能が剥落し、学

習習慣の未定着とも併せ、授業がわからな

い生徒が増加していることが原因と考えら

れます。習得した知識、技能を活用し、さ

らに主体的に学ぶ授業への改善や家庭学習

習慣を含めた基本的な生活習慣の定着のた

めの取り組みをさらに強化していかなけれ
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ばならないと考えております。そのため、

小・中一貫教育をさらに推進し、９年間の

義務教育の１年間の重みを再認識するとと

もに、就学前教育との円滑な接続について

も進めてまいります。また、保護者、地域

への情報発信についても、一方通行ではな

く双方向的な家庭、地域とのかかわりを持

つ中で、意見交流も行いながら課題の共有

を図り、ともに子どもたちの基本的な生活

習慣定着のために取り組んでまいりたいと

考えております。 

 また、豊かな心をはぐくむ取り組みにつ

きましては、道徳教育をはじめ、あいさつ

運動、思いやりや命の大切さを学ぶなど、

日々の学校教育活動全体の中で進められて

おりますが、本市のまちづくりの大きな柱

の一つとして取り組まれております人間基

礎教育もその一つであり、学校だけではな

く家庭や地域、そして全市で取り組まれる

ことが子どもたちの豊かな心のはぐくみに

資する大切なものであると考えております。

教育委員会では４月に大幅な機構改革も实

施いたしますが、新体制が学校、家庭、地

域の連携のかなめとなるよう、具体的な方

向性を示すとともに、積極的な支援にも努

めてまいります。 

 次に、中学校クラブ活動の活性化に向け

た取り組みについてでございます。 

 生徒の個性や能力の伸張を図ることがで

き、豊かな人間関係づくりが期待できる中

学校における部活動は、所属意識や愛校心

の涵養にもつながる教育的意義が大きな活

動であると考えております。部活動の位置

付けは、教育課程外の活動ではありますが、

学校教育活動の一環であり、学校が生徒、

教員、施設の实態を考慮して、主体的に編

成するべきものと考えております。そのた

め、学校によって存在する部活動の数や種

類に違いは生じてまいりますが、顧問教諭

と生徒の信頼関係によってはぐくまれる活

動という点では、各校共通したものである

と考えております。今年度におきましては、

市全体では８６．６％の生徒がいずれかの

クラブに所属しており、部活動に対する生

徒や保護者からの期待が大きいことは十分

承知いたしており、現状の部活動の運営に

対しまして、教育委員会では各校の活動に

対して助成を行い、外部指導者派遣も行っ

ているところでございます。今後は、学校

が主体的に行う部活動の現状から見える教

育的効果や意義について、学校が積極的に

説明することや、生涯スポーツや学習の観

点から、総合型地域スポーツクラブとの連

携についても検討を進めてまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 森内議員。 

○森内一蔵議員 それでは、２回目の質問を

させていただきます。 

 まず、第３次総合計画の成果というのは、

これは非常に難しいと思います。数字であ

らわせるものではないと思うんですけれど

も、今月末で１５年間の一定の目標年度が

終わるわけですけれども、その中で、例え

ば第３次の「未来をひらく高感都市・せっ

つ」ということで、概要があるんですけど

も、この中に、今までシビックゾーンとい

うような形で核をつくっていこう、東西南

北の核をつくるというようなことがありま

した。そういうようなことはある程度でき

てきたものとは思いますけれども、この第

４次総合計画の中でどう生かしていくのか

ということで、今、協働という言葉で何か

違う方向にやっているのかなという懸念は

あるんです。というのは、市民と行政とい

うのは、あくまでも行政がイニシアチブを
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とって、行政がこういうことをやる、それ

を市民とともに一緒にやっていこうという

ことが必要だと思うんですね。ですから、

行政のできないことを市民と一緒にやって

くる、市民の要望があるけれども、いや、

皆さんが一緒にやらないからできないんだ

というような行政の逃げがあってはいけな

いと思うんですね。そういう意味で、この

協働というものの行政と、それから市民と

の具体的な取り組み方というのをひとつお

答えいただけたらなと思います。 

 それから、地域間格差ですけれども、昨

年、安威川以南にコミュニティセンターの

建設場所というのが、モノレールの南摂津

駅にということで場所が決定したんですけ

ども、今後、財政的にいろいろ問題がある

でしょうけれども、早く建設していただい

て、先ほども言われましたように、市民の

ニーズに応えて一日も早い建設をというこ

とで、これによって安威川以南の一つのハ

ード面の格差が是正されるんじゃないかな

と思います。しかしながら、この交通体系

の是正というのは、以前に摂津市の都市計

画マスタープランというのが、平成１２年

の２月でしたか、出されたんですが、その

中には、やはり安威川以南に地下鉄の延伸

もということも書かれておりましたけれど

も、そういう面では、一つ交通の利便性の

夢がなくなったということで、それのほか

に、先ほども言ったんですけれども、地下

鉄がだめになればほかの交通手段、バス体

系というのも考えていかなければならない

と思うんですね。例えば今、千里丘寝屋川

線、これが全線計画決定を打っておるんで

すけど、なかなか着工されないということ

なんですけれども、そこに循環というか環

状バスを走らすと。茨木市域も含めての話

になってくるんですけども、そういうふう

な面も考えて、バス会社も利益がある、摂

津市の市民にとっても利益があるというよ

うな、そういうところを、公共交通バスの

懇談会がありますけれども、そういう面で

ももっと幅を広げてやるべきだと思うんで

すけれども、その辺についてもひとつお答

えいただけたらなと思います。 

 次に、道路の交通安全確保なんですけれ

ども、日常的にパトロールはやっていただ

いております。しかし、夜間とか、それか

ら降雤時、雤が降って側溝に水がたまって

いる、車が通ると歩道に歩いていた方がび

しょ濡れになるとかいう話をよく聞きます。

ですから、例えば夜間のパトロールなんか

でも冬と夏とは違うわけですから、去年、

私もこの質問をやったんですけど、そのと

きに年１回しかやっていないというような

話ですから、やっぱり日ごろからパトロー

ルをやらないかんと思います。それから、

郵便局の配達の方にもお願いをしておると

いうことなんですけれども、１回しか、一

つの事例が報告されたというぐらいのこと

で、一体このパトロールってどんなものか

なという疑問もあるんですけれども、例え

ば、職員さんなんかでも通勤される途中で、

ここは危険だなというのも報告してもらっ

て改善に努めなければならないと思います。 

 それから、交通危険箇所マップ、これは

６１箇所の危険箇所があるんです。こうい

うところのパトロールも含めて、これはな

かなか財政的な問題があって解決ができな

いということなんですけども、早急にこれ

も解決しなければならないと思うんです。

そういう意味では、道路管理瑕疵がないよ

うにパトロールの強化というものが必要だ

と思いますので、その辺のところをお聞か

せいただけたらなと思います。 

 それと、水道事業と消防の広域化なんで
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す。水道というのはライフラインですから、

広域的に見て何か事故があったら、阪神淡

路大震災でもライフラインの水道がという

ことで、飲み水に困るというようなことで、

それが例えば大阪府下一水道になってくれ

ば、全部管が連結できて、ある程度の供給

ができるというような大きなメリットもあ

ります。しかしながら、先ほど市長も答弁

されましたように、なかなか難しいと思い

ますけれども、やはり広域化に向けた一つ

の取り組みというのは必要だと思います。

大阪府の企業団ができたということで、今

後進んでいくと思うんですけれども、大阪

府の府域の水道将来構想検討委員会という

のは、具体的にはどんなものか一度お聞か

せいただけたらなと思います。 

 それと、消防の広域化でございますけれ

ども、これはもう１０年以上になりますけ

れども、阪神淡路大震災のときに消防の力、

これは大きく発揮されたと思います。そう

いう面では、広域消防というのは、将来的

には例えば北摂地域の広域一本化、南のほ

うでは門真の消防組合とかがあります。そ

ういう面では、経費の削減と消防力の強化

という意味では、やはり進めていくべきだ

と思うんですけど、この辺のところについ

て、どういうふうに今進んでいるのか。危

機管理体制の充实にはぜひとも必要だと。 

 それと、もう一つ、広域で一番我々も身

近に感じるのは救急救命体制ですね。例え

ば、救急車がとまって行き先がないと。こ

れが広域になれば、ある程度の病院も確保

できるというようなメリットもありますの

で、やはり消防の広域化というものは一日

も早く進めていただきたいなと思うんです

けれども、いろいろ各市には思惑があって、

問題もあろうと思いますけれども、取り組

みについてお聞かせいただけたらなと思い

ます。 

 それから、廃棄物処理施策でありますけ

れども、今年の４月からごみ収集の委託が

行われる、拡大されるということで、これ

も大阪府下でも画期的なことだと思います

けれども、この場をお借りして、本市のご

み収集、それから減量施策というのは、日

本の中でも指折り数えて上位に入るという

か、優秀な職員さんがたくさんおられます。

そういうことで、ごみ減量施策をいろいろ

進めていただいた中で、今回委託という形

になりましたけれども、この委託によって

どれぐらいの経済効果というか、財政的に

助かったかと。人件費等はさておいて、や

はりいろいろな面で、こういうところでと

いうことは一度教えていただけたらなと思

います。 

 それから、リサイクルプラザ計画ですけ

れども、これは、プラザ計画は別にあった

んですけども、この摂津市の都市計画マス

タープランの中に「うるおいといこいの環

境都市空間の創出」ということで、リサイ

クルプラザ整備、「鳥飼八町地域において

リサイクルプラザの整備を進め、リサイク

ルの促進等、市民参加による資源化やリサ

イクルの啓発拠点としての整備を目指しま

す」ということで、これはいいんです。と

ころが、鳥飼八町地域における総合公園の

整備、「レクリエーション活動・みどりの

拠点となる総合公園の整備を検討します」

と。これは、リサイクルプラザの用地買収

のときに地元と約束された一つだと思うん

ですけれども、これについても今後プラザ

計画を進めていく上で、どういうふうに対

応されていかれるのか、ひとつお聞かせい

ただきたいと。しかし、中間処理施設とい

うのは、ご存じのとおり、一日も早い实現

を見ないといけませんので、その間、どう
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いうふうな形にするのかというのは、これ

はまた後でお聞きしますけれども、リサイ

クルプラザ計画について、計画の順番とい

うか、どういうふうな形で進めていかれる

のか、お聞かせいただきたいと思います。 

 次に、生きる力を育む教育なんですけれ

ども、この中で、学校、それから家庭、地

域の連携によってそれぞれの役割を果たす

ということですが、特に地域との連携とい

うのは非常に難しいと思います。例えば、

今、ＰＴＡ活動でも保護者の方の参加とか

子どもさんの参加が尐ない、組織率がだん

だん低下している、また、地域的にも自治

会とかそういうところがやはり一つの単位

となって地域連携だと思うんですけども、

この辺のところの取り組みをひとつお聞か

せいただけたらなと思います。 

 それから、中学校のクラブ活動の活性化

ですけれども、これは、ご存じのとおり、

サッカーで有名になって摂津の名前を上げ

ていただいた選手もおりますけど、これも

やはりサッカーをクラブでやって、それで

花が咲いたと。それから、ラグビーも、一

昨年でしたか、有名高校に行って、そこの

キャプテンをやって、それから全国優勝し

たというような話もあります。そういう意

味では、クラブというのは非常に大事だと

思いますね。それと、ブラスバンドも全国

の大会に出て優秀な成績をおさめられたと

いうことで、クラブ活動というのは中学校

の生活というか、学校に行く中でも一つの

将来に大きな夢と、それとやはり糧になる

クラブ活動というのは人生の中でプラスに

なるものでありますから、どうしても、教

育は機会均等制ですけれども、クラブに対

しては、亓つある中学校の中で、あるクラ

ブはあるけども、このクラブはないとかね。

それから、これは指導者にもよるんでしょ

うけども、顧問の先生が熱心なところはク

ラブは栄えていくと。一方、クラブの顧問

になる先生がおられないから、このクラブ

はということでないところもある。ですか

ら、亓つある学校のうちで、全部が同じよ

うにとは言わないですけども、ある程度の

ところはひとつそろえていただけたらなと

思いまして。特に野球とかね。野球がやり

たいのに、うちの子の校区は、そこしか行

かれないんですから、そこにはないとかい

うような声も聞きますので、そういうふう

なところの解消というものも必要じゃない

かなと思いますので、ひとつお答えいただ

けたらなと思います。 

 それから、地方分権と権限移譲なんです

けれども、これは平成２３年度から２４年、

この２年間で５０項目、２３年度には３７

項目ぐらいが権限移譲でこの摂津市に来る

ということなんですけど、これについて、

やっぱり権限は移譲されるけれども、財源

の移譲がなかったら、これはどうもならな

いと思います。先ほど市長も言われました

けれども、限られた人間、職員の中で、こ

れを受けてやるというのは非常に難しいと

思います。人材育成も必要なんでしょうけ

れども、しかし、やっぱり１人は１人とい

うことになってしまいますので、その辺の

ところも考えて、財源移譲、それから人、

物が要るような権限は要らないということ

で、そうもいかないかもしれませんけども、

どういうふうな手続きを踏まれていくのか、

それと国との関係もありますので、条例等

いろいろ手続きが必要だと思いますので、

その辺のところもお聞かせいただけたらな

と思います。 

 それと、次に人材育成と人事制度につい

てでありますけれども、第４次行財政改革

で職員が６６０人体制ということなんです
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けれども、先ほども言いましたけども、幾

ら優秀な人を育てても、１０人も２０人分

も仕事はできないので、その辺のところは、

やはり人事制度もきちっとやり、それから

機構改革もあるでしょうけども、適材適所

というものも必要だと思います。そういう

ところで一度きちっとした人材育成と適正

配置というものも考えていかなければなら

ないと思うんですけれども。それと、もう

一つは、市自体の組織力の強化というのも

必要だと思うんですけどね。例えば、部、

課、係というものの強化も図っていかなけ

ればならないと思いますので、その辺のと

ころもお聞かせいただけたらなと思います。 

 以上で２回目といたします。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。市長公审長。 

○羽原市長公审長 それではまず、第３次総

合計画と第４次総合計画をどういうふうに

つないでいくのかというご質問でございま

す。 

 第３次総合計画は、「未来をひらく高感

都市」を目指しまして、都市基盤の整備と

市民の満足を視野に入れ、さまざまな取り

組みを進めてまいっております。その結果、

道路、下水道、コミュニティ施設など施設

整備が進み、市民が快適で文化的な生活を

享受できる基盤が一定整ったというふうに

総括をいたしております。しかし、それ以

後の経済のデフレ化、人口減尐、尐子・高

齢化の進行、地方分権の進展、さまざまな

価値観・ニーズの多様化など、社会経済状

況は第３次総合計画策定時と非常に大きく

変化をいたしております。そこで、第４次

の総合計画では、行政経営が持続可能なも

のとするため、公共サービスは行政サービ

スであるという認識を改めまして、市民や

事業者など、多様な主体と協働して地域課

題の解決や身近なサービスの提供を担う新

しい公共空間の形成に取り組んでまいりた

いと考えておるところでございます。 

 その具体的な取り組みでございますが、

平成２３年度には各分野で实際に活動され

ている市民の方などで構成する会議、それ

と庁内での検討会議を新たに設置し、現状

把握や制度研究を行い、協働の定義やルー

ルを示す指針の策定に取り組んでまいりた

いと考えております。また、同時に職員の

意識改革を進めるための研修を实施すると

ともに、総合計画が摂津市にかかわる皆様

にご理解いただけるよう、幅広く周知に努

めてまいりたいと考えております。 

 次に、大阪府からの権限移譲、今後のス

ケジュール等についてご答弁を申し上げま

す。 

 平成２３年度には３７事務の権限移譲を

受けることになっておりますが、その移譲

事務のうち、手数料が発生するものにつき

ましては、大阪府の９月議会で事務処理特

例条例が議決をされましたら、本市では第

４回定例会、または来年第１回定例会に手

数料条例の改正をご提案する予定としてお

ります。現在、各担当部署におきまして、

移譲を受ける事務についての研修会に出席

するとともに、大阪府との最終調整を進め

ているところであり、スムーズな移行に努

めてまいりたいと考えております。 

 移譲に係る財源手当ですが、権限移譲の

準備経費に対する権限移譲推進特別交付金

が２年間で約５，０００万円程度、それと

各事務ごとの初期経費に係る交付金が交付

される見込みであります。ただ、これは移

譲を受ける年度のみの措置ということでご

ざいます。このほか、事務ごとに年間６時

間分の人件費と当該事務の処理数に応じた

交付金が交付されることとなっております。 
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 ご質問にありましたように、現在、国に

おきましては、基礎自治体に対する権限移

譲一括法案が通常国会に提出される予定で

あります。市といたしましては、移譲事務

を処理するための財源は、権限とセットで

しっかりと移譲されるべきだと考えており、

今後、市長会などを通して国に対し強く要

望してまいりたいと考えております。 

 ３点目、人材育成と人事制度改革でござ

います。 

 人材育成につきましては、平成１８年３

月に策定いたしました人材育成基本方針に

おいて目指す職員像を定め、職員研修を中

心としたさまざまな手法を用いて人材育成

に取り組んでまいりました。また、人材育

成基本方針の目標をより具体的、計画的に

实施していくための人材育成实施計画を昨

年１２月に策定し、職場、研修制度、人事

制度の三つの柱を中心に、今後、平成２７

年度までの５年間で順次計画を進めていく

予定でございます。 

 人材育成实施計画の具体的な实施項目に

ついてですが、職場で申しますと、効果的

にＯＪＴを行う職場づくりを行い、その中

心的役割を担う係長や中堅職員の指導力を

強化してまいります。 

 次に、研修制度についてですが、職員の

自発的な能力開発を支援することを目的に、

さまざまな研修や大学の講座等への派遣、

通信教育受講等の公募を实施してまいりま

す。また、協働についての理解を深めるた

め、コミュニケーション能力やファシリテ

ーション能力向上を目的とした研修を实施

し、協働に向けてのコーディネート力を高

めてまいります。 

 ３点目に、人事制度についてですが、人

材育成を効果的に行っていくためには、採

用、異動、評価、昇任などの人事諸制度が

有機的に機能することが重要であり、特に

職員採用につきましては、これまで公務員

試験に対する人気の高さもあり、応募件数

も一定確保してまいりましたが、昨年は尐

子化の影響もあり、優秀な学生の獲得をめ

ぐりまして自治体間での競争が始まる兆し

がございました。今後、一人でも多くの優

秀な学生を採用するため、学生等を対象に

いたしました就職説明会を市役所や大学等

各教育機関で实施をし、応募数の増加を目

指してまいりたいと考えております。また、

採用後は幅広い知識と経験を備えた職員を

育成するために、おおむね１０年間で複数

の職場経験が得られるような計画的な人事

異動を行ってまいりたいというふうに考え

ておるところでございます。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 ２回目のご質問にお

答えいたします。 

 質問番号１の（３）地域間格差是正に向

けた取り組みについてでございますが、安

威川以南、以北地域の交通アクセスの拡大

する格差是正につきまして、安威川以南、

鳥飼地域からＪＲ千里丘駅に向かう路線バ

スが摂津市駅前のロータリーに入るため、

千里丘駅に行く時間がかかるものでござい

ますが、通勤時間帯には摂津市駅前ロータ

リーには入りませんので、産業踏切手前の

阪急摂津市バス停で乗降していただく状況

になります。昼間での路線バスにおきまし

ては、全便ではございませんが、摂津市駅

利用者の利便性も考慮し、数便が駅前ロー

タリーまで入るという状況でございます。 

 交通体系の見直しということで、都市計

画街路、千里丘寝屋川線にバス路線を通す、

環状運行ということの提案をいただいたと

ころでございますが、現在、現況道路であ
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ります府道沢良宜東千里丘停車場線を運行

しております近鉄バスの運行状況でござい

ますが、今、かなり減便されておりまして、

土曜日に１便にまで減便されているという

状況でございます。また、都市計画街路で

あります千里丘寝屋川線の進捗状況が、今、

ご提案いただいた内容につきましては大き

くかかわってまいりますので、それらも併

せまして今後の懇談会の中でご意見をいた

だきながら、引き続き検討を進めてまいり

たいと考えておるところでございます。 

 続きまして、道路交通の安全確保につい

てのご質問についてお答え申し上げます。 

 日常の道路パトロールでの内容でありま

すが、パトロールで発見されました危険箇

所につきましては、その都度適切な対応を

しているところではございますが、舗装の

大規模な損傷などにつきましては、道路維

持工事をもって計画的な補修に努めている

ところでございます。また、日常の道路パ

トロールに加えまして夜間パトロールも实

施しております。先ほどもご指摘がござい

ましたように、夜間パトにおきまして、冬

あるいは夏では違いがあると、これは私ど

もも意識するところではございます。夜間

パトロールにおきましては、街路灯の状況

確認のため、現状のところ尐のうはござい

ますが年１回夜間パトロールを实施してい

る状況にございます。本年度におきまして

は、夜間パトロールを１回増やし、２回の

实施を行っておりまして、街路灯の状況も

確認し、それらの早期修繕に取り組んでい

るところでございます。今後も街路灯の補

修はもちろん、夜間時の危険箇所を把握し、

その安全確認に努めるとともに順次対策を

講じてまいりたいと、このように考えてお

ります。また、雤天時の道路パトロールに

つきましては、通常どおり道路パトロール

で対応し、路面状況や側溝の排水不良箇所

などを把握し、対応に努めてまいります。 

 先ほどお話がございました交通危険箇所

マップの内容でございますが、この危険箇

所の改善につきましては、現在６１か所中、

信号機設置や歩道整備など２５か所につい

て既に対応を实施しておりまして、市道部

につきましては、順次対策を講じている状

況にございます。 

 先ほどのパトロールの関係でございまし

て、郵便局との提携あるいは通勤の折の注

視と、こういうふうな形、改めてその辺も

検討してまいりたいと思いますので、よろ

しくお願い申し上げます。 

○藤浦雅彦議長 水道部長。 

○中岡水道部長 ２回目でご質問の大阪府域

水道将来構想検討委員会につきましては、

大阪府から委嘱を受けた学識経験者４名と

水道事業者１名の計５名で府域水道の将来

構想について検討してきたもので、平成２

２年６月から府域水道の将来構想について、

各市町村からアンケートもとりながら、計

５回の委員会を開催し、平成２２年１２月

に大阪府に提言書が出されたものでござい

ます。提言書の内容につきましては、国の

水道ビジョンに示された、安定して給水す

る水道、安心・安全な水道水を給水する水

道、健全な運営を維持する水道など５項目

の政策目標を实現することを将来的に目指

したものでございます。最終的には、府域

一水道を目指すもので、そのロードマップ

として、最初の１０年間はステップ１とし

て業務の協働化を目指し、次の１０年間に

ついてはステップ２として経営の一体化、

事業統合を目指し、２０年後以降で府域一

水道を目指すというものでございます。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 消防本部理事。 
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○浜崎消防本部理事 消防広域化へ向けての

現状についてのご質問にお答えいたします。 

 消防の広域化を進めるに当たっての問題

点といたしまして感じましたことは、消防

本部の規模により消防広域化の課題に対す

る温度差があるということでございます。

特に大阪府計画による本市の組み合わせ枠

である北部ブロックにおきましては、自治

体の規模に相当の差があり、必ずしも全消

防本部が人口規模で１７５万人強の広域消

防組織を理想とするものではないというこ

とでございます。また、各自治体の特性、

つまり管轄面積の広さ、交通事情、地理的

条件、地域の歴史、住民の生活圏、人口動

態等も総合的に考慮する要素であります。 

 消防広域化の最大のメリットは、市民サ

ービスの向上に尽きるものでございます。

一般的には、統一的な指揮のもとでの効率

的な部隊運用、本部機能統合等の効率化に

よる人員の有効活用、救急業務や予防業務

の高度化・専門化、財政規模の拡大に伴う

資機材等の計画的配備、管轄区域の適正化

による現場到着時間の短縮等が实現するこ

とにより、高い市民満足度が得られるもの

と解しております。 

 こういった事情を踏まえ、現在、本市で

は本ブロック内での２市間、３市間、４市

間及び３市１町間といった個別あるいは複

数の自治体間で相互の連携を強化する目的

を持って勉強会を設立し、諸課題の整理等

の作業を行っているところでございます。

今後は、まず現体制の中で近隣市等との連

携をより強化し、共通の課題を解決しなが

ら、消防広域化も見据え、摂津市民の皆様

がより一層安全で安心して暮らせるよう、

消防力の充实強化を進めてまいりたいと考

えるところでございます。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 生活環境部長。 

○水田生活環境部長 ４月１日、委託拡大に

よっての財政効果等についてお答え申し上

げます。 

 今回、委託いたしました地域でございま

すけれども、正雀地区、庄屋地区、鳥飼中

地区、鳥飼上地区、鳥飼新町地区、鳥飼銘

木、鳥飼八町地区の約５，５００世帯でご

ざいます。今までの委託地域を含めますと、

約９，０００世帯から約１万５，０００世

帯に拡大いたしております。委託金額も、

入札によりまして、可燃・不燃ごみの現行

の単価で比べますと、１世帯当たり約３

０％尐ない額になっております。また、ペ

ットボトル収集につきましても、今まで月

１回の収集から月２回収集となる計画をい

たしておりまして、今回の入札によっての

現行の計画単価に比べますと、約４７％尐

ない額となっております。今後、収集業務

委託でございますけれども、本職員、現業

職員が行っております収集業務等は、これ

までごみの減量に取り組んでおります。府

下でも優秀であると我々は認識いたしてお

ります。今後、委託拡大によりましての一

般廃棄物の処理につきましては、やはり市

町村の責任であるということから、今後も

委託業者に対してのイニシアチブをとれる

ような体制で指導してまいりたいと考えて

おります。 

 それから、リサイクルプラザ計画をする

に当たってのご質問でございますけれども、

これまでの（仮称）摂津市リサイクルプラ

ザ計画でございますけれども、当時、建設

予定地の鳥飼八町の２丁目の地域で、敷地

面積約１万５，７００平米ございました。

その施設の内容でございますけれども、大

型不燃ごみの破砕施設、それから資源選別

施設、それから廃プラスチックの選別施設
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を予定しておりました。ほかにも資源ごみ

のストックヤードでございますとか管理棟、

それから周辺環境及び景観に配慮して、施

設周辺の緑地、駐車場の確保を予定してい

た計画がございます。今回、（仮称）摂津

市リサイクルプラザ計画を再開するに当た

りまして、当初の計画より１０年以上たっ

ております。これから基本設計、实施設計

を進める中で、再度地元への説明とか、こ

れまでの地元での説明会の内容も十分調べ

ながら、現行の施設に合うかどうか、再度

また検証しながら新たなリサイクルプラザ

計画を進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 

○市橋教育総務部理事 生きる力を育むため

の具体的な方策、特に学校、家庭、地域の

連携にかかわる施策についてのご質問にお

答えいたします。 

 子どもたちに生きる力をはぐくむための

キーワードは、先日開催いたしました教育

フォーラムでも再三取り上げられました

「つながり」であると考えております。つ

ながるためには、それぞれの立場が対等に

意見交換を行い、課題を共有して取り組み

を行う必要がございます。これは、新しい

総合計画の協働とも通じるものであると考

えております。教育委員会では、まず情報

の発信に努めたいと考えており、その際、

できる限りきめ細かな情報発信になるよう、

積極的にさまざまな場所に出向き、求めら

れる情報について丁寧な説明を行うことを

考えております。また、昨年１１月から１

２月にかけて行った全国学力・学習状況調

査の結果概要説明会において、意見交換が

できてよかったという意見をいただいたこ

とを受け、できる限り意見交換の場を設け

てまいりたいと考えております。 

 さらには、先日行いました学校協議会研

修には、会場がいっぱいになるほど参加を

いただきましたが、学校を地域の宝として

さらに活性化するため、だれもが主体者と

なる意欲が感じられた研修となりました。

学校においてもさらに生きる力を子どもた

ちにはぐくむため、取り組みを推進し、情

報発信に努めるとともに、子どもたちのた

めのつながりの輪をだれもが当事者となっ

て大きくできるよう、教育委員会がコーデ

ィネートしてまいりたいと考えております。 

 部活動における生徒の選択の余地を拡大

するため、どう考えるかについてのご質問

にお答えいたします。 

 中学校における部活動の特質といたしま

して、自発的・自主的活動であること及び

異年齢集団による活動であることがあげら

れます。学校規模や教員の配置状況などに

より、当初は入部を希望する部活動がない

場合の生徒のつらい気持ちも十分に理解で

きるところでありますが、一方、現存の部

活動で楽しめるものはないか、また、入部

している先輩から、その部活動のすばらし

さを聞くことも重要でないかと考えており

ます。生徒の健全育成のために大変重要な

活動である部活動は、どれも教育的に効果

のあるものと考えております。学校を基盤

とするため一定の制約はございますが、全

国大会に出場する部活動のみならず、現存

する部活動に対しましては、同じように支

援してまいりたいと考えております。また、

増加する若い教員の大半は、これまで学生

時代に何らかの部活動を経験しており、学

級活動や授業はもちろん、部活動において

もさまざまな人間関係を豊かに築けるよう、

力量向上を図ってまいります。教育委員会

といたしましては、部活動編成につきまし

て、教員の配置の工夫や外部指導者の派遣
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など、今後も引き続き各学校を支援してま

いります。 

○藤浦雅彦議長 森内議員。 

○森内一蔵議員 ２回目の質問でお答えをい

ただきましたので、割愛できるところは省

いておきます。 

 総合計画については、メインが協働とい

うことで、先ほども言いましたけれども、

協働という名のもとに行政の責任というも

のを転嫁しないように、これはひとつお願

いしておきたいと思います。 

 それから、交通安全のところで、夜間パ

トロールを年１回を２回というんですけど

も、１回を２回にしたところで、全市域、

夜のパトロールはできないと思うんですね。

その辺のところは、やはり日常的に行うよ

うな体制をつくっていただきたいなと思い

ます。雤天も含めて全市域を回るというの

は非常に難しいと思いますので、日ごろの

パトロールの強化をお願いしておきます。 

 それから、消防力の強化ですけれども、

これは本当に広域というのは大事だと思い

ます。特に広域化がならなければ広域連合

というものを進めていただいて、それから、

先ほども言いましたけれども、救急救命体

制。とにかく救急車が来て、病人、患者さ

んを乗せて３０分もそこにとまっていると

いうようなことのないような体制をひとつ

何とか改善してあげてほしいなと、これは

お願いしておきます。 

 それから、ちょっと気になるのはリサイ

クルプラザの件ですけれども、これは副市

長でもちょっとお答えいただけたらと思う

んですけど、中間処理施設の建設というの

は早くしなければならないと思いますので、

今の中間処理施設については、本市は大き

な課題を抱えておりますので、その辺のと

ころも、もしお答えできればお願いしたい

なと思います。 

 それと、中学校のクラブ活動ですけれど

も、これはひとつ何とかお願いして、たく

さんクラブをつくっていただきたいなと思

います。 

 それから、一つだけ市長にお答えいただ

きたいのは、ワン大阪なんですけれども、

これについて、今、大阪府もいろいろ知事

が言っておられますけれども、摂津市の立

場というのは基本的にどういうふうな方向

でいくのか。ワン大阪という是非を問うん

じゃないですけれども、どういうふうな感

覚でとらえておられるのか、お聞かせいた

だいて質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 副市長。 

○小野副市長 この前の民生の中でも協議会

で申し上げたことなんですけれども、過日、

近隣市に市長みずから出向いていただきま

して、例の民間企業にやってもらったやつ

の大阪府停止ということで、おおむね３年

をめど、もう尐し長くなるかもわかりませ

んが、市長みずから出向いてもらってお願

いをしてまいりました。そのことについて

は基本的に了解いたしましたということを

もらっております。 

 それで、今後の中身としては、これから

の課題なんですが、いずれにいたしまして

も、私どもの現在の環境センター問題とい

うのは、森内議員がおっしゃっているよう

に、市民の皆さんの努力なり職員の啓発活

動によって１炉運転ができたと。ただ、こ

の延命も大体平成３５年ぐらいまでが限度

というふうに我々は聞いております。した

がって、今、手持ちの資料はございません

けども、平成２０年度から平成３５年まで

で約３８億円から４０億円の修理費を入れ

てほしいと、そのとおり今動いております。

しからば、そのときに、３５年といいます
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と、これからの議会の大きな課題の一つ、

最重要課題になると思いますが、環境アセ

ス等々で平成２０年代がアセスなら、２５

年以降等々で具体的に環境アセス等をやら

なきゃならない。それから、鶴野にあると

ころでもって現实にできるかどうか。今現

時点では極めて厳しいプラス財源問題があ

るということは明々白々でありますので、

その近隣市等々の中で、以前、大阪市とも

協議してまいりましたが、やはり今言われ

ました消防と同じように、一部事務組合が

なくても、広域行政としてリサイクルプラ

ザのありようとともに今後の炉の更新問題

を協議してまいりたい。そのときに、民生

で問題になると思いますが、今回予算をつ

けておりますので、その執行をどういうふ

うにするのかということが大きな課題、そ

して、森内議員がおっしゃっているように、

そのときに地元要望があった、そして地元

要望を満たすという条件のもとにあれを買

ったことも承知しておりますので、今、担

当のほうにも過去における経過をすべて出

してきて、そして、これからの地元に対す

る形をどうつくっていくか。あれ以上の大

きなものをつくるとなれば市民要望を満た

せないということはまた明々でございます

から、そういうところの整合性を含めて、

過去の経過を一遍調べた上で、でき得るな

ら広域的な行政で進めることを第一眼目と

して進めてまいりたいと。これは総論賛成、

各論反対となる可能性もございますが、今

日的な状況といたしましたら、そのことが

一番いいという市の判断でもって今後進ん

でまいりたいと、今後とも議会との協議も

してまいりたいというふうに考えておると

ころでございます。 

○藤浦雅彦議長 市長。 

○森山市長 森内議員から、ワン大阪につい

て、摂津市はどうあるべきかというような

お問いだったと思いますが、私はいつも言

っておりますように、大阪都構想、ワン大

阪、これは今に始まった話じゃございませ

んで、私は長い間、大阪府議会へ参画して

おりましたので、当時から大阪の今後のあ

るべき姿、これを勉強していく中で、大阪

の持っている力が本当に出し切れていない、

生かされていない、このままじゃ、いつま

でたったって一地方でどうにもならんよう

になるということで、どこに原因があるの

かというのは、幾つか原因がありますけど、

その一つがやっぱり大阪府、大阪市、巨大

都市、これが１足す１が２になるのであれ

ばまだわかりますが、今の状況では、極端

に言えば１足す１が１．５と、そんな状況

が各所にあるんですが、ここで今その議論

はできませんので、だから、何らかの形で、

この持てる大きな力を、１足す１が３、い

や、５にすべきではないかというところか

ら発想が出ております。今、取り上げられ

ているワン大阪は、何か政局に祭り上げて

おもしろおかしくやるような話ではありま

せん。これは法律改正もありますから、や

っぱり慎重にじっくりと取り組まなあかん

話ではないかと思っています。 

 それで、摂津市がどうなるかということ

ですが、ずっと前からある大阪都構想、こ

れはまず、にっちもさっちもいかん大阪市

の各区がありますが、これを、どんな形か

わからんけど、とにかく再編して、以下の

各市町村は従来のままで１足す１になった

その恩恵をどんどん生かして、東京にも１

０万人前後の市は幾つかあると思いますけ

れども、だから、摂津市がどうこうという

話ではございませんで、ただ、国の方向は、

基礎自治体は３０万人前後を目標にいろん

な施策を展開していっておりますから、そ
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のことはしっかり頭のどこかに入れておか

ないかんと思います。いつ何時大きな波に

さらされても、堂々とそれに対抗はできな

いまでも乗っていける、そういったまちを

しっかりつくっておこうというのが、私が

常々言っていることでございます。そうい

うことで、細かい話はまた機会がありまし

たらお話しますが、以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 森内議員の質問が終わりま

した。 

 本日の会議時間は、議事の都合によりあ

らかじめこれを延長します。 

 次に、渡辺議員。 

  （渡辺慎吾議員 登壇） 

○渡辺慎吾議員 それでは、高志会を代表い

たしまして質問したいと思います。重なる

面が多々あると思いますが、これも代表質

問ゆえとご容赦のほどをよろしくお願いし

たいと思います。 

 一昨年の政権交代から１年半が過ぎよう

としております。国民は、長く続いた自民

党中心の連立政権にノーを突きつけ、政権

交代の向こうに日本再生の光を見出し、民

主党に圧倒的勝利を与えたのでありました。

官僚政治からの脱却。政治を政治家の手に

取り戻し、あらゆるむだをなくして国民本

位の政権を樹立する。その意気込みはよか

ったものの、いざ政権を奪取し、現实を目

の当たりにしたとき、理想と現实のギャッ

プにうろたえている体を国民に露呈してし

まったきょうこのごろの政権与党でありま

す。普天間基地の問題、尖閣、北方領土問

題、小沢一郎氏をめぐる政治と金の問題、

さまざまな問題が惹起し、それに加え、社

民党の連立離脱、党内勢力争い等、内紛を

抱え、支持率の下降に歯どめがかからない

状況となっております。では、それにかわ

る野党の实力はと考えますと、既成政党の

支持率も横並び状態で、このすべての混乱

の元凶は前政権自民党にあると言っても過

言ではありません。（「そのとおり」と呼ぶ

者あり）そして、今では既成政党に失望し、

怒りさえを感じている国民は尐なくありま

せん。 

 今、地方から改革を唱え、大きな支持を

得ている地方政党が唯一元気なのは、その

あらわれだと思います。我が大阪府の橋下

知事をはじめ、東国原前宮崎県知事、愛知

県の大村知事、そして名古屋市の河村市長

等が圧倒的な支持を集め、当選を果たして

おります。物事を非常に単純化して争点を

絞り、小泉元総理から始まった劇場型選挙

が本当に国民のためによいとは思いません

が、しかし、今、既成政党への不信感や怒

りがそのような形にあらわれていると思い

ます。 

 目を海外に向けますと、チュニジアに端

を発して、エジプト、そして今、リビアを

含め北アフリカ中東全体に広がりつつある

民主化運動、今、その火種がアジア、そし

て中国にも広がる兆しが見えてきておりま

す。そして、昨年暮れに起きた北朝鮮によ

る韓国ヨンチョン島砲撃事件等、我が国に

直接、間接的にかかわってくる問題が起き

てきております。 

 国の内外にも大きなうねりが生じている

昨今、政治の停滞が今後国民に大きな不利

益と災いをもたらすことのないように願う

次第です。ジャパンシンドローム、成熟し

た社会、国家が陥るゆっくりとした悪循環、

それを断ち切るため、指導力としっかりと

した目で将来を見据えられる政治家と政党

の出現を祈念したいと思います。 

 それでは、具体的に質問に入りたいと思

います。 

 まず初めに、市民が元気に活動するまち
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づくりから、協働について意識の共有化を

図るために、市民の参画を得て、ルールづ

くりと今後の展開を検討するとありますが、

市民がさまざまなとらえ方をし、独自の動

きをした場合、行政が考える協働との乖離

が生じ、そこにさまざまな弊害が起こる可

能性があります。行政がしっかりとした認

識の統一を持ち、市民に説明や啓発活動を

し、同じ考えのもとで初めて協働が成り立

つと思いますが、その点についてお考えを

お聞きしたいと思います。 

 次に、みんなが安全で快適に暮らせるま

ちづくりから、１番目、本市の实情に即し

たバス路線等の再編とありますが、以前か

ら私も含め多くの議員が質問しております

安威川以南の交通問題をどのように解決さ

れるおつもりでしょうか。特に、鳥飼地区

には交通網の空白区が存在しますが、その

空白地帯には高齢者も多く、交通機関の公

平さを訴えておられます。その不公平感を

是正する交通網の整備をどのようにされる

のかお尋ねしたいと思います。 

 ２番目、消防団の車両、施設、資機材の

支援整備について質問いたします。今回の

市政運営で述べられている支援拡大とはど

のようなことをされるのか。各分団は老朽

化著しいさまざまな資機材を、財政難の中、

新しいものにかえられない状況にあります。

大規模災害が発生した状況で、十分な対応

ができるかが問題であります。市も財政難

でありますが、一刻も早い装備の充实が必

要と思いますが、お考えをお聞きしたいと

思います。 

 ３番目の質問をさせていただきます。市

民の安全・安心の確保には犯罪の防止が重

要でありますが、ひったくりや放火などの

犯罪を未然に防ぐために、街頭犯罪防止に

効果が高い防犯カメラを市内各所に設置で

きないかとお聞きしたいと思います。昨年、

大阪は、ひったくり日本一の汚名を千葉県

に譲りました。しかし、依然として犯罪の

発生率は日本でもトップクラスであります。

その中で、北摂では吹田市、大阪全体では

大阪市、東大阪市が高い水準にあります。

東大阪市では、そのことで苦慮し、街頭犯

罪防止のため、市内各所に住民の許可を得

て防犯カメラの設置を推進するとのことで

あります。摂津市の発生率は府下の平均よ

り尐し低い状況にありますが、昨年の街頭

犯罪は５９２件、一昨年よりは尐なくなっ

ているものの、日に一、二件の犯罪が起き

ております。まちの安心・安全のため、設

置されるお考えはないかお尋ねしたいと思

います。 

 次に、みどりうるおう環境を大切にする

まちづくりについてお尋ねいたします。 

 その１番目、先ほど野原議員の質問の答

弁で、ちょっと私が聞こうと思っていたこ

との答弁が返ってきましたので、例の多目

的運動広場、それに関しては結構です。そ

の状況をしっかりと今後も見据えていただ

きたいと思います。 

 それでは、視点を変えて質問します。 

 淀川河川敷は、市域に残された自然を十

分満喫できる場所であります。また、自然

に関して子どもたちが遊びを通して学べる

場所でもあります。以前、国は治水に重点

を置き、砂防工事等、自然を破壊する工事

を推し進めてまいりましたが、自然環境の

保持、法律の改定もあり、自然の状態に戻

す方向に転換いたしました。そこで、市民

が自然と触れ合うことができ、また、水辺

に親しむことができる親水施策を展開する

お考えはないか、お聞きしたいと思います。 

 ２番目、公園や街角緑化と市民との協働

についてでありますが、市域内には緑が尐
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ないと感じている市民が多くおられます。

現在、公園も街路樹もそれなりにあるので

すが、緑化という観点からは尐し物足りな

いように思われます。そこで、今後、緑化

に対する市民協働を交えた取り組みについ

てお尋ねしたいと思います。 

 次に、暮らしにやさしく笑顔あふれるま

ちづくりについてお尋ねいたします。 

 １番目、市政運営の基本方針には、「男

女共同参画社会の实現に向けた取り組み」

として、「市民活動団体との協働により、

さまざまな啓発事業を实施」云々とありま

す。ここには同じ発音の「きょうどう」が

２種類の漢字で書き分けられていますが、

この二つの単語をそれぞれどのようにとら

えておられるのでしょうか。その違いにつ

いて認識をお伺いしたいと思います。 

 ２番目、認知症支援ボランティアの養成

をどのような形でされるのか、また、認知

症支援ボランティア活動の課題をどのよう

にお考えか質問いたします。３月２日の夕

方のニュース特集で、認知症ボランティア

のことが話題になっておりました。場所は

滋賀県大津市雄琴地区、７０歳のボランテ

ィアの男性が核となり、地域の方々にボラ

ンティアサークルへの参加を募っておられ

ました。認知症の患者を抱えた家族はほぼ

２４時間体制で世話をし、さまざまなシス

テムの協力を得られない時間は、家族、特

に伴侶の方に負担が重くのしかかる状況で

あり、その精神的なフォローが認知症ボラ

ンティアの主な役割でありました。一言で

認知症と言っても、人それぞれの特性があ

りますが、そのさまざまな特性に応じて、

本市のボランティアの方々がどのように対

処するよう指導されるのでしょうか。また、

大変複雑で肉体的にも精神的にも忍耐の要

る活動であるため、地域の協力と専門家の

アドバイス等も不可欠と思われますが、そ

の点についてお尋ねしたいと思います。 

 ３番目、がん予防についてであります。 

 まず初めに、昨年、私の一般質問で前立

腺がんの検査費助成を要望したところ、非

常にそのことを受けて、節目年齢に関して

は全額助成、そして、節目以外でも一部助

成ということでしていただきまして、本当

に感謝申し上げます。６５歳以上のがんの

発症率で一番高いのは前立腺がんでござい

ます。６０歳以上はすべて助成できるよう

に今後もお願いしたいというふうに思いま

す。ありがとうございました。 

 がん予防のア、現在行われている市民健

診でのがんの早期発見という観点から、胸

部レントゲン撮影をＣＴに変更するお考え

はないか、お尋ねしたいと思います。医療

機関の関係者によりますと、肺がんの検査

において、胸部レントゲン撮影では早期に

がんを発見することは難しく、たとえ発見

できても末期状態になっている事例が多く、

より正確にがんを見つけるにはＣＴでの検

査が必要とのことであります。本市におい

ても一部では实施されるとお聞きしました

が、レントゲン撮影を今後ＣＴに変更され

るお考えはないか、お聞きしたいと思いま

す。 

 イ、子宮頸がんの予防ワクチンの危険性

についてであります。一昨年の１２月にこ

のワクチンが承認され、国、地方自治体に

おいてもワクチン接種の早期实現に向けて

動き出しているところでありますが、反面、

ネット等でこのワクチンやワクチンに関す

る事象の危険性が取りざたされております。

ワクチン自体の危険性には、副作用が多い

こと、例えば失神、それから腰痛、発熱

等々、また、このワクチンの成分、アジェ

バンドによる関節炎等さまざまな副作用の
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報告が上がっております。それから関連す

る事象は、今、未成年の女子がこのワクチ

ンを接種することにより、知識不足のため、

接種すれば絶対に感染しないと思い込むこ

と、また、効力も長く継続してあると思い

込むことで、逆に感染が広がってしまうの

ではないかと懸念されます。ワクチンを接

種するに当たり、そのメリット、デメリッ

トをしっかりと説明し、理解する必要があ

ると思います。この件についてお考えをお

聞きしたいと思います。 

 誰もが学び、成長できるまちづくりにつ

いて。 

 １番目、市内小・中学校卒業式・入学式

での国旗掲揚、国歌斉唱についてお尋ねい

たします。この件については、私は議員に

初当選のときから再三にわたり本会議や委

員会で質問してまいりました。学習指導要

領も内容がより鮮明に指導を打ち出すこと

もあり、当初に比べると大分状況が改善さ

れたように見えますが、いまだ国歌は斉唱

されていない状況です。また、国旗に関し

ても、舞台上や野外ポール上など、目立た

ない位置に掲揚されております。国を思う

心、その象徴であります国旗・国歌を大切

にする心をはぐくむことが必要であるとい

う考えに基づき、国旗の掲揚と国歌の斉唱

は学習指導要領に盛り込まれているのだと

思われます。本市において、今回の卒業

式・入学式に対してどのように指導された

のか、お聞きしたいと思います。 

 ２番目、小学校の補習授業についてお聞

きしたいと思います。児童たちが小学校の

６年間で習得していかなければならない教

育課程を習得しないまま中学校に入学し、

中学校の先生が大変苦慮されている現状が

あるということで、数年前から小・中一貫

して授業展開ができるように、情報の交換

をしたり、小・中学校の先生方が互いに行

き来できるよう取り組まれていると聞いて

おります。他市においては、教員免許を持

った市職員や退職教員のボランティアを募

り、土曜日には授業についていけない児童

に補習授業を行っていると聞きました。本

市においてもそのようなシステムの構築を

するおつもりはないのか、お尋ねしたいと

思います。 

 ３番目、（仮称）全国学力テストについ

てお尋ねいたします。大阪府の小・中学生

の学力は、全国的には最下位に位置付けら

れているとお聞きしました。また、摂津市

は残念ながらその中でも下のほうに位置す

るということであります。一昨年、東大阪

市の市長さんとお話をする機会があり、そ

の折、東大阪市も下位に位置するというこ

とで、その状況から脱却するため、教育委

員会がしっかりと具体的に目標を設定し、

子どもたちの学力向上につなげていくよう

に指示を出されたそうであります。その目

標とは、３年後には大阪府の平均以上に、

５年後には全国平均以上に持っていくとい

うことであります。現实にはなかなかその

目標達成は難しいとは思いますが、教育委

員会やそれに関する団体が一丸となって取

り組むには、より単純明快な目標設定が必

要であると思われます。本市においてもそ

のような具体的な目標を持ち、子どもたち

の学力向上につなげていこうというお考え

はないのか、お聞きしたいと思います。 

 ４番目、小学校普通教审でのエアコン設

置についてお聞きしたいと思います。子ど

もたちの学習環境の改善は重要な課題と思

います。昨今の異常気象、特に昨年の夏の

記録的猛暑は記憶に新しいところであり、

このような状況を考えると、小学校普通教

审でのエアコン設置はうなずける取り組み
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と考えます。しかし、本市の財政状況は、

新規事業の实施を安易に許すような状況に

なく、この取り組みもただの消費に終わら

せてはならず、子どもたちへの確かな投資

にする必要があると考えます。すなわち、

どのような状況でエアコンの設置が決断さ

れたのかを子どもたちにしっかりと説明す

ることで、押しつけではなく自然と感謝の

思いが子どもたちの中に芽生えてくる、そ

のような機会にすることこそが子どもへの

投資であると考えますが、この点について

のご認識をお聞きしたいと思います。 

 ５番目、総合体育館についてお聞きいた

します。本市の子どもたちは、学力ではあ

まり芳しくないものの、喜ばしいことに体

力では府下ナンバーワンと聞いております。

また、サッカーの本田選手や元中日の立浪

選手など、全国的に有名なアスリートを輩

出しております。我が市にとって大変名誉

なことでありますし、子どもたちのあこが

れの的として、彼らの存在は大変重要であ

ります。そこで、第２、第３の本田、立浪

選手を生み出すためにも、より充实した体

育施設が必要であると思われます。市に不

可欠な施設としてはさまざまなものがあり

ますが、その中でも市民総合体育館は必要

不可欠な施設であると考えます。私は、摂

津市剣道協会の理事長を拝命しております

が、昨年の１１月に北摂大会の当番市とし

て７市３町の剣士をお迎えし、北摂大会を

鳥飼体育館で行った折、観実席もなく、遠

方から車で来られる方々の駐車場の確保を

するのも大変な状況でした。また、体育協

会の協議会においてもよくその話題が上っ

ております。子どもたちのさらなる体力向

上のため、摂津市のスポーツ振興のため、

総合体育館をぜひ建設していただきたいと

願いまして、そのことについてお尋ねした

いと思います。 

 ６番目、市立第６集会所の今後の活用に

ついてお尋ねいたします。昨年、摂津市文

化財保護条例が制定され、これから我が市

のお宝探しが始まろうとしております。我

が市においては歴史的建造物が尐ないので

ありますが、その中で第６集会所は大正時

代の面影を残す、我が市にとっても、また

大阪にとっても大変貴重な建物であります。

聞き及びますところ、昭和の初めごろには、

農閑期に各地から大衆演劇の一座を呼び寄

せ、この建物でさまざまな出し物が演じら

れ、地域の多くの方々が大変楽しみにされ

ていたそうです。これからこの建物の調査

をし、今後保存、そして使い方を協議され

るとお聞きしました。私は、この歴史的価

値のある建物には、摂津市から全国に発信

できる力があると信じております。単に歴

史的建造物として保存するのではなく、有

効利用して摂津市の名物にしていく考えは

ないのか、お尋ねしたいと思います。 

 最後に、活力ある産業のまちづくり。そ

の中で、就労相談員を配置するとあります

が、具体的にどのような取り組みをされる

のかお尋ねしたいと思います。今、失業者

の方々にとって、摂津市に在籍する企業へ

の就職あっせんが一番の助け船だと思いま

すが、現实的に行政として就職あっせんは

できないと思います。では、今、大変苦し

んでおられる失業者の方々に対してどのよ

うに就労相談員を配置し、また、どのよう

な対応をして手助けするのかをお聞きした

いと思います。 

 これで１回目の質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。 

 市長。 

  （森山市長 登壇） 
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○森山市長 高志会を代表されての質問にお

答えをいたします。 

 まず、市民が元気に活動するまちづくり

についてのご質問でございます。協働のま

ちづくりを進めるに当たって、ご指摘のよ

うに、最初に取り組むべきことは協働に対

する認識を統一することでございます。第

４次総合計画では、本市が目指す協働の姿

を、目指す将来像の实現に向けて、市民、

事業者、行政など摂津市にかかわるみんな

が主体性を持って、互いの特性を尊重しな

がら共通の目標を達成するために対等な立

場で連携・協力するとしております。また、

協働を实現するための市民、事業者、行政

の役割も示しております。しかし、現在、

協働についてはさまざまなとらえ方をされ

ております。そこで、市民、事業者、行政

など、摂津市にかかわるみんなの意識の共

有化を図るため、まずルールづくりから取

り組んでまいります。このルールは、市だ

けでつくるのではなく、各分野で实際に活

動されている市民などが参画する中で、本

市が目指す協働とその具体的な進め方を定

めてまいります。そのためにも、職員の意

識改革が重要であります。ルールづくりと

並行して研修や研究を進めていきたいと思

います。 

 安威川以南の交通問題についての質問で

ございますが、午前中から何度もお答えを

いたしておりますが、摂津市内は、どちら

かといえばハードな地形といいますか、ご

婦人とかお年寄りにとっては非常に足の便

が悪うございます。足の確保、それは難し

いんですが大切な課題でございます。そう

いうことで、私は市長に就任いたしました

とき、それまでも皆さん、何度もこの問題

についていろいろと協議といいますか探っ

ておられたように聞いておりましたけれど

も、何とか一遍取り組んでみようというこ

とで、鳥飼の北部地域、摂津市の交通の空

白地域に独自のバスを走らせた経緯がござ

います。今後、これをどういうふうに拡大

していけるのか。何度も言っておりますけ

れども、この狭い地域に二つの路線バスが

走っております。これとの競合をいかに避

けて今後拡大していけるか、大変これは難

しい問題ではございます。その上で、市内

の公共交通網につきましては、地域公共交

通の現状や交通状況の変化を把握し、的確

に対応することが必要でありまして、市内

全域の公共交通網を充实し、公共交通機関

の利便性と機能の向上を図ることの機運が

高まっていることも承知をいたしておりま

す。現在、市内の交通不便地域をどのよう

にカバーするのか、地域の意見、要望等を

どのように反映するのかにつきましても、

市内で運行いたしております民間の路線バ

ス、市内循環バス、公共施設巡回バスのバ

ス路線体系を再編する必要があることから、

現状における問題点などの整理や市内公共

交通の課題を検討するため、関係機関と懇

談会を開催し、報告や意見交換などを行っ

ておるところでございます。市内公共交通

のあり方につきまして、引き続きしっかり

と検討を進めていきたいと思います。 

 消防団の支援整備の拡大並びに地域消防

力の強化についての質問でありますが、消

防団の車両、施設、資機材の支援整備の拡

大についてでありますが、消防団の車両や

施設の整備に対して、市は交付要綱に基づ

き補助金を支出しておりますが、補助金額

の改定から１７年が経過をいたしておりま

す。今回、地元の要望なども勘案し、实情

に合った補助金額に要綱を改定するもので

ございます。この改定によりまして、地域

防災の担い手である消防団の車両や資機材
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等がより整備しやすい環境となり、ひいて

は地域消防力の強化につながるものと考え

ております。 

 防犯カメラの設置についてでありますけ

れども、市内における自転車盗難や車上ね

らい、ひったくりなどの街頭犯罪は、関係

者による積極的な取り組みにより、平成２

２年には前年比で約３７％の減尐を見てお

ります。しかしながら、減尐したとはいえ、

平成２２年中に摂津署管内において５９２

件の街頭犯罪が発生しております。引き続

き犯罪抑止に取り組んでいく必要がありま

す。ご質問の防犯カメラの設置の有効性に

ついても十分認識しているところでござい

ます。既に一部の市営駐輪場やコミュニテ

ィプラザ外周に防犯カメラを設置しており

ますが、２３年度においても大阪府の防犯

カメラ設置補助金を活用し、街頭犯罪の中

でも大きい割合を占める自転車、オートバ

イ盗難への対策として、市営駐輪場等への

設置を進めてまいります。また、駅前等、

犯罪発生の可能性の高い地域においては、

公共空間への防犯カメラ設置について、摂

津警察署とも協議の上、導入について検討

していきたいと思います。 

 淀川河川敷の今後の活用についてであり

ますけれども、国土交通省の所管の淀川河

川公園は、整備当初はスポーツ施設や公園

遊具を設置する整備を行っておられました

が、先ほども申しましたが、平成２０年度

に淀川河川公園基本計画が策定されまして、

淀川の自然環境の保全と再生に取り組むこ

ととされました。現在、取り組まれている

河川整備計画でも、わんどの保全等、自然

の保全に力が注がれていますが、当市とい

たしましては、このようなわんどと自然を

大切にして、その上で広く市民が利用でき

るスポーツ公園としても整備されるよう要

望していきたいと思います。 

 公園や街角緑化と市民との協働について

のご質問にお答えをいたします。第４次総

合計画策定にご参加いただいた市民会議か

らの提言書で、愛着が持てる都市景観をは

ぐくむ内容で、住民、地域、事業者が取り

組むこと、また、住民と行政の協働で取り

組むこと、行政が取り組むことのアイデア

もいただいております。今後、市内緑化に

つきましては、行政が独自に行うこと、市

民や事業所などと協働で行うことの仕分け

を十分行い、市民が愛着を持つことができ

る仕組みづくりを検討していきたいと思い

ます。 

 男女共同参画社会の「共同」と総合計画

にある「協働」とどう違うんだという質問

だと思いますが、的確かどうかわかりませ

んが、男女共同参画の「共同」、英語で言

うと「ｗｉｔｈ」というんですか、わかり

ませんが「同列、一緒に」という意味だと

思います。もう一つの「協働」は「ｔｏｇ

ｅｔｈｅｒ」というのか、間違ったら済み

ませんが、要するに動きがあると思います。

もう尐し詳しく言いますが、男女共同参画

社会基本法に用いられております「共同」、

これにつきましては、その理念にもありま

すように、男女が職場や家庭、地域など、

あらゆる分野において対等な立場でともに

責任を担うという意味があると理解してお

ります。一方、多くの自治体がまちづくり

のテーマとしている「協働」につきまして

は、近年、地方自治と地方分権をめぐる新

しい動きを踏まえ、市民、事業者、行政な

どさまざまな主体が、同じ目標の实現に向

かって、対等な立場でそれぞれの特性を生

かしながら力を合わせ活動することである

と考えております。第４次の総合計画にお

ける本市が目指す協働の姿について、今後、
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さまざまな機会をとらえ、市民の皆様と共

通認識に立てるよう議論を深めていきたい

と思います。 

 認知症の支援ボランティアの養成につい

てでありますが、現在、認知症の方は全国

で２００万人を超え、８５歳以上の方の４

人に１人は認知症の症状があると言われて

おります。認知症の方を介護する家族の負

担は大変大きく、認知症の方とその家族を

地域で支え、認知症になっても住み慣れた

地域で暮らしていけるまちづくりを進める

ことは重要な施策課題と認識をいたしてお

ります。このような認識のもとに、市とい

たしましても、市民の皆様に認知症につい

ての正しい知識を持っていただけるように

啓発に取り組むとともに、各地域におきま

して、認知症支援ボランティア養成講座を

開催し、講座修了生のグループ化を図るこ

とによって認知症の支援ボランティアの養

成を図っていきたいと思います。 

 肺がん検診についてのご質問ですが、が

んの早期発見の観点から胸部レントゲン撮

影をＣＴに変更する考えはないかとの質問

でございますが、本市では平成１６年度に

大阪府の肺がん検診モデル事業として一部

ＣＴ検診を導入し、平成１７年度からは一

定の要件を備えた方を対象に継続して实施

しているところでございます。 

 子宮頸がん予防ワクチンについての質問

にお答えをいたします。平成２１年１２月

にこのワクチンが承認され、本市におきま

しても早期の取り組みへの要望をいただい

ていたところでございます。このたび、国

の予防接種部会で早期实施の意見書が提出

されたことなどを受け、新年度重点施策で

ある「健康」の中でも大きな取り組みの一

つであるがん予防の一環として子宮頸がん

予防ワクチンへの助成を实施するものでご

ざいます。議員ご指摘の副作用の危険性も

含めまして、市民には十分な情報提供をし

ながらワクチンに対する正しい理解と納得

のもとで接種を受けていただくよう、医師

会とも連携しながら取り組んでまいりたい

と考えています。 

 就労相談員の配置についてでございます

が、現在の雇用情勢は求人の回復の兆しが

伺えますが、雇用は依然と厳しい状況であ

ります。平成２３年１月の有効求人倍率は

０．６１と求職者２人の応募に１人しか就

職できない厳しい状況がいまだ続いており

ます。こうした中、求職者が粘り強く就職

活動に取り組んでいただけるように支援す

る就労相談員を配置するものでございます。 

 以上、私からの答弁とさせていただきま

す。 

○藤浦雅彦議長 教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわります６

点のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、市内小・中学校卒業式・入学式で

の国旗掲揚、国歌斉唱についてでございま

す。学習指導要領では、入学式や卒業式な

どにおいては、その意義を踏まえ、国旗を

掲揚するとともに国歌を斉唱するよう指導

するものと定められております。本市の

小・中学校におきましては、卒業式・入学

式において、国旗掲揚や国歌斉唱について

適切に实施し、厳粛で清新な気分を味わう

とともに、新しい生活の展開への動機づけ

となるよう努めてまいりました。しかし、

国歌斉唱時に児童・生徒の歌う声が聞こえ

にくい、あるいは聞こえないというご指摘

をこれまでにもいただいてきたところであ

り、児童・生徒に指導することとは、国歌

の大切さを理解し、歌えるようにすること

であると校長会等でも指導してきたところ
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でございます。今年度も学習指導要領に沿

った小学校の各学年での適切な指導の積み

重ねにより、小学校６年生では国歌の大切

さを理解し、正しく歌えるようにすること

や、小・中学校の卒業式や入学式の予行に

おいての指導についても、校長会を通じ、

再三指導してまいりました。今年度の卒業

式を目前に控えておりますが、これまで以

上に国旗、国歌について児童・生徒が理解

を深め、尊重する態度で卒業式に臨めるも

のと考えております。 

 次に、小学校の補習授業についてでござ

います。現在、小・中学校では、日々の学

習習慣の確立や基礎的、基本的な事項の習

得のため、放課後学習审を開設いたしてお

ります。しかし、全国学力・学習状況調査

の結果からも明らかになっておりますよう

に、児童・生徒の家庭学習習慣の定着は不

十分な状況であり、家で全く学習しない児

童・生徒の割合は全国を大きく上回ってお

ります。教育委員会では特に小学校の時期

に家庭学習習慣の確立を図りたいと考えて

おり、大阪府の補助事業でありますまなび

舎事業は本年度で終了いたしますが、来年

度も市単独事業として放課後学習审の開設

を学習サポーターの派遣により小学校中心

に行ってまいります。また、土曜、日曜の

学習習慣確立のため、新年度より教育セン

ターを会場として（仮称）土曜しゅくだい

広場の開催を現在検討いたしております。

指導主事がボランティアの協力も仰ぎなが

ら、学習の場を構築できればと考えており

ます。 

 次に、全国学力テストについてでござい

ます。今年度で４回目となります全国学

力・学習状況調査の平均正答率等の結果は、

本市では、小学校においては、知識力を問

うＡ問題において着实に取り組みの成果が

あらわれてきておりますが、中学校におい

ては正答率において低位層が増加するなど、

まだまだ厳しい状況にあります。課題解決

のためには、活用力をはぐくめる授業への

改善、基礎・基本の確实な習得、自学自習

力の育成など、取り組みを推進すべき事項

はたくさんございますが、一方で、基本的

な生活習慣をいかに定着させるかなど、学

校の取り組みだけでは解決することができ

ない問題もございます。各学校では、児

童・生徒の实態に合わせて学力向上プラン

を策定し、取り組みを進めているところで

はございますが、教育委員会でも学力向上

プランの進行管理を行いながら、指導主事

を派遣するなど、校内研修の支援に努めて

おります。 

 また、大阪府教育委員会とも連携し、学

力向上プロジェクト支援事業、学力向上重

点校支援プロジェクト事業等の取り組みを

進めておりますが、今後さらに学校への支

援、学力や学習状況の实態把握、安心して

学べる場づくりのための基盤整備、家庭、

地域との連携を柱として、摂津市の子ども

たちの学力向上のために取り組みを推進し

てまいります。 

 目標といたしましては、国や府の学力や

学習状況に関する調査において、本市の子

どもたちの学力が国や府の平均に達するこ

とを目指してまいります。そのためには、

中高位層を含め、すべての子どもたちが成

長した实感を持てる授業づくりに努め、平

均正答率３０％未満の児童・生徒の割合を

ゼロにすることが必要であると考えており

ます。 

 次に、小学校のクーラー設置についてで

ございます。昨年夏の記録的な猛暑は記憶

に新しいところであり、エアコン未設置の

小学校の普通教审の学習環境について議論
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がなされたところでもございます。今回の

小学校普通教审へのエアコン設置は、学習

環境を整備することで子どもたちの生きる

力をはぐくむことを支援するものでござい

ます。学力向上、豊かな心のはぐくみ、健

康体力づくりなど、子どもたちの健やかな

成長を願うすべての大人たちの願いを込め

られていることを発達段階に応じて伝えて

いくことは、未来の摂津を担う子どもたち

にとって重要なことであると考えておりま

す。校長会等で平成２３年度当初予算につ

いて説明いたしますが、その際に、大人た

ちの願いを子どもたちにわかりやすく伝え

るよう要望してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、総合体育館についてでございます。

現在、市内には市立体育館４館、スポーツ

センター２館がございますが、いずれも規

模が小さいことから、多くの方が来場され

る三島地区大会や大阪府の大会を開催する

ことは困難な状況にあります。以前からご

要望のある総合体育館建設につきましては、

競技スポーツ、レクリエーションスポーツ、

健康づくりの場として、また、摂津のスポ

ーツ活動の拠点としての必要性は十分認識

いたしておりますが、現状では、その財源

や用地を確保することは容易ではなく、い

まだ具体化いたしておりません。しかし、

総合体育館の建設は、大規模なスポーツ大

会の開催だけでなく、市民の健康増進や生

涯スポーツの普及・振興、さらには地域の

防災拠点にもなることから、本市のスポー

ツ振興、安全・安心のまちづくりに必要な

施設であると考えております。このような

観点から、施設の立地や規模、内容をどう

するのか、また、国の補助金等、財源はど

うなるのか、先進地の建設事例を調査・研

究してまいりたいと考えております。 

 最後に、６点目の第６集会所についてで

ございます。市立第６集会所は、大正時代

の芝居小屋のたたずまいを残す大阪府下で

も数尐ない近代和風建築であることから、

現在、摂津市文化財保護条例に基づき、教

育委員会から文化財保護審議会に対し、市

指定有形文化財候補として諮問をいたして

おります。平成２３年度には、第６集会所

の現況を記録保存するほか、今後の活用方

法の基本となる調査として、現状を保存し

た場合、公会堂として活用した場合などの

設備内容や修繕費用を調査いたします。歴

史的価値のある建築物の保存・活用の具体

的なあり方は、行政や調査機関のみの考え、

検討の中で判断するのではなく、広く市民

や専門家のご意見をお聞きすることがより

よい成果につながるものと考えております。

そのようなことからも、調査結果に加え、

文化財保護審議会をはじめ地元自治会や関

係団体等のご意見を参考に、文化財として

の価値を残しながらどのような活用方法が

あるのか検討してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 渡辺議員。 

○渡辺慎吾議員 それでは、２回目の質問を

させていただきます。中には要望もありま

すので、よろしくお願いします。 

 まず初めに、協働についての意識の共有

化ということで、これも先ほど森内議員の

質問の中でありましたが、全くそのとおり

でございまして、市がイニシアチブをとっ

て、主体性を持って、協働という一つのき

ちっとした考えを持って市民に諮るという

ことだったら、それなりに市民にも理解で

きると思うんですが、一緒になって検討し

ようというような話の中で、非常にそうい

う点ではあいまいなものになってしまうの
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ではないか、また時間が非常にかかるので

はないかというふうに思いますので、その

点はしっかりとした市の考えを今後も確立

していって、たたき台にして、それを市民

とお互いに話し合うというようなことでお

願いしたいと思います。 

 次に、バス路線の件ですけど、これも昨

年、私も質問させていただきましたけど、

どうしても毎回その地域を回っております

と、そのような意見があります。どうして

も鳥飼地区にその空白区が存在するんです

ね。同じ摂津市民でありながら交通網の利

便性を享受できないというようなことで不

満を言っておられたわけでございますが、

非常に頭が痛い点だと思います。しかし、

一つの考えとして、安威川以南、以北とい

う一つの分け方をしますと、以南に一つの

中心的な拠点を持って、例えば南摂津駅周

辺はコミュニティセンターの計画もあると

いうようなことをお聞きしましたけど、一

つの行政の機関を南にもしっかりと持って

きて、そこを中心にして交通網を発展させ

るというような考えもあるというふうに思

いますが、その点についてちょっとお聞き

したいと思います。 

 それから、次に消防団の件ですけど、あ

りがとうございます。そのように装備を拡

充していただけるということで、私も消防

団の一員として感謝申し上げます。私は以

前にも質問したと思うんですけど、消防団

と消防職員の違いが市民にはわかりにくい

と思います。制服を着ている責任といいま

すか、私らは消防職員と本当に似た制服を

着ているわけですけど、いざ災害が起きた

ときに、市民は果たしてどっちやろうとい

うような形になると思いますし、我々に対

しても消防団員に対しても非常に責任がか

かってくるような状況になるんじゃないか

と思います。現实に消防職員と消防団員の

スキルの違い、これはやっぱりプロとアマ

チュアの違いでありますし、その辺は雲泥

の差というふうに思いますが、ただ、いざ

災害が起きたときに最低限しっかりと対応

する一つのスキルが必要だというふうに思

います。当然、大災害が起きたときには、

さまざまなところで火災が起きますから、

まず消防団員は、当然消防職員では賄えな

いと思いますし、消防団員がその地域のそ

ういうものに対応していかなあかんという

のはわかりますけど、ただ、それ以外にも

災害時にはいろんな事象が発生すると思う

んです。そういう点で最低限やらなあかん

ということをしっかりと確立することが必

要だと思いますが、その点について質問し

たいと思います。 

 次に、犯罪防止の防犯カメラの件ですけ

ど、私は以前、副議長をやっているときに、

ちょうど市内各所で放火事件が起きたんで

すね。その犯人は捕まったんですけど、聞

くところによりますと、いろんな箇所に警

察等が臨時に防犯カメラを設置して、その

ことが非常に犯罪者を摘発するには一つの

効力があったということでお聞きしており

ますし、ニュースの中で、先日も熊本で３

歳の幼児が誘拐殺人されたんですけど、犯

罪者の迅速な摘発に非常に防犯カメラが役

立ったということで、さまざまな状況で犯

罪に対して防犯カメラというようなことが、

今、非常に当たり前のような状況になって

きております。そういう面で、大阪府も何

とか汚名を返上すべく、各地に補助金を出

して防犯カメラを設置しようということな

んですが、一昨年よりは犯罪は減ったとい

えども、１日平均一、二件の犯罪が起きて

いるということでございますし、例えば、

今、コンビニとか大きい会社にはそのよう
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な防犯カメラが設置されておりますが、小

さな商店とか、また既存の公共施設に新た

にそういう防犯カメラを設置する、またそ

れを補助するというようなお考えはないの

か、お聞きしたいと思います。 

 それで、次に、みどりうるおう環境を大

切にするまちづくりですけど、淀川河川敷

の今後の活用についてでありますが、非常

に今、摂津市は自然が数尐ないわけでござ

います。淀川河川敷にはさまざまな動植物

があります。普通まちなかといいますか、

そのようなところには見られないような小

鳥やら動物がいるんですね。そのような自

然環境が、今、淀川河川敷にあるわけです

けど、そういうものをフルに生かしていた

だいて、例えば、先ほどわんどの保全とい

うことがありましたが、大阪には絶滅危惧

種のイタセンパラというものがわんどで繁

殖しておるということでございますし、そ

のような形でしっかりと自然を残して、そ

して、これは子どもたちの教育にも非常に

つながっていくわけですから、そういう点

でしっかりと自然中心の淀川河川敷、自然

公園を目指していただきたい、そのように

要望しておきます。 

 次に、公園の街角緑化と市民の協働につ

いてですけど、大体ご答弁いただきまして

理解できました。その中で、例えば既存の

緑化促進協議会、それとか地域の自治会等

の緑化を進めている団体があると思います

が、そことの関連はどのようにされるのか、

ちょっとお聞きしたいと思います。 

 それから、次に、男女共同参画社会の

「きょうどう」の違い、それもよく理解で

きました。ただ、まち独自の造語というの

がありますね。例えば、「まちづくり」と

いうのは漢字で普通は書くんですけど、そ

れを片仮名にしたり、摂津市独自の、さま

ざまそのまちにはまちの自分らでつくった

造語というのがあります。既存の漢字をち

ょっと変えたり、既存の標語をちょっと変

えたり、そういうような造語がありますし、

この摂津市は非常にそういう点では造語づ

くりがうまい、行政がうまいというふうに

思います。その男女共同の「共同」を今の

全体的に使っている「協働」に変えて、と

もに男女がそういうものに参画しながら、

市民生活、また場づくりをともにやろうと

いうような形の「きょうどう」の造語をつ

くる気はないのか、ちょっとお聞きしたい

と思います。 

 次に、高齢者施設の認知症ボランティア

の件ですけど、非常に認知症というのは、

特に家族が大変な状況であるということは、

皆さん周知のとおりでございますが、対応

が難しいということもあるんです。家族と

同じようにはできないのは当然ですけど、

例えば、具体的にまちを徘回していたとき

に、そのボランティアが行ったときにそこ

で暴れたり、いろんな状況というのは想像

できるわけですけど、そういう具体的な事

象に関して、対応に対しては限界があると

思うんです。しかし、その中でも最大限生

かされるような方法をやっぱり考えていか

なあかんというふうに思いますから、その

点について、もっと具体的にご説明をお願

いしたいと思います。 

 それから、胸部レントゲンのＣＴの件で

すけど、私もテレビの医学の番組で見てお

ったんですけど、レントゲンには限界があ

るし、そのレントゲンを見る先生の技量に

よって全然その点も違うらしいんですね。

それを網羅できるのはやっぱりＣＴが必要

じゃないかと。ＣＴでより精密にがんの部

位を発見できるということで、レントゲン

によって当たり外れでがんが発見されるよ
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うな状況というのは、非常にこれは費用を

かけながらむだというふうに思いますし、

そういう点でＣＴを導入されて、より正確

に全般的に、今でもされておると思うんで

すけど、希望者にはＣＴをするような、そ

のような一つのお考えがないのか、お聞き

したいと思います。 

 続きまして、子宮頸がんのワクチンです

けど、私は实は促進派だったんですね。本

当にワクチン接種は早急に必要じゃないか

というふうに思いながら、ずっと調べてお

りますと、非常にこのワクチンに関しての

問題が取りざたされているんですね。その

副作用であったり、それから、未成年、未

成熟の女性対象であったり、そういう点で

非常にワクチンの弊害が取りざたされてお

るわけです。さっきもご答弁があったんで

すけど、促進しておった一つのヒブワクチ

ン等が、２種類のワクチンを一緒に打った

ことによって副作用で死人が出たから急に

やめなさいと、厚労省としたら、そのよう

な本当にええかげんなことを言うとるわけ

であって、私は２人の娘がおりますけど、

今の状況でこの子宮頸がんのワクチンを打

てとは私はよう言わないんですね。何でそ

んな拙速にそんなことを言うのか、それも

不思議だと思います。例えば鳥インフルエ

ンザやったら、これはたちまち生死にかか

わることですから、すぐワクチンを接種し

なさいとか、そういうことになると思うん

ですけど、がんというのは長期にわたって

なるものであって、それを今すぐしなさい

しなさいというのは非常に私も不可解に思

いますので、その点じっくりと慎重に対応

してもらいたいと思うんですけど、ちょっ

とご意見があったらお聞かせ願いたいと思

います。 

 次に、教育委員会の件に関しましては、

また委員会でじっくりとやりたいと思いま

すので、これは結構です。 

 ６番目、活力ある産業のまちづくり。こ

の相談員ですけど、例えば、吹田市で「Ｊ

ＯＢカフェすいた」とか、いろいろあるら

しいんですけど、非常にそういう点は、今、

もうのどが渇き切ったような状況で失業者

の方がおられるわけですから、だから、そ

ういう方々に関して、いかに的確に親切に

アドバイスをするか、そういうことが肝心

だと思いますが、ただ、今言ったようにメ

ンタル面だけで終わらすのか、それから何

らかの形で、そういう就職あっせんはでき

ないにしても、そっちの方向に向けるよう

な施策はあるのか、その点についてお聞か

せ願いたいと思います。 

 これで２回目の質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 ２回目のご質問にお

答えいたします。 

 質問番号の２の（１）本市の实情に即し

たバス路線網等の再編とあるが、特に安威

川以南の交通問題をどのように再編するの

かについてでございますが、公共交通機関

の利便性と機能の向上を図ることにより、

市内の鉄道軌道駅へアクセスしやすくなり、

安心して快適に利用していただけることに

つながるものであります。实現のためには、

市民の皆様が公共交通機関を積極的に活用

していただくことがＣＯ２削減につながる

ものと考えております。平成２２年度の市

政運営の基本方針にもありますように、関

係機関で構成する懇談会につきましては、

市民としては市内のさまざまな地域からの

声を聞くために自治連合会代表の方々や摂

津市老人クラブ連合会代表の方々との懇談

会、意見交換会を開催させていただき、本
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市のバス交通の現状説明として、市委託バ

ス及び補助運行バスの利用状況、費用負担

額並びに本市における現在のバス路線状況

の説明を行い、今まで寄せられました要望

も併せまして報告させていただきました。 

 懇談会における意見交換会での要望内容

といたしまして、阪急バス株式会社、近鉄

バス株式会社に出向きまして、それぞれに

要望内容をお伝えし、バスルートの検討を

依頼してまいりました。近鉄バス株式会社

からは、市内循環バスにおきまして、９月

に各バス停での乗降実数の实態調査を实施

され、現行ルートでは市役所を起点として

運行しておりますが、利用者ニーズは市役

所へ行くよりも阪急摂津市駅またはＪＲ千

里丘駅へのニーズのほうが強いとの分析を

され、現在の市役所を起点とした運行経路

からＪＲ千里丘駅を起点とした運行経路へ

の提案をいただいておりますように、安威

川以南地域へのバス路線につきましても、

現在の市役所を起点とした運行経路から新

たな拠点の検討や道路の整備など、インフ

ラ整備の進捗状況も大きくかかわってまい

りますので、それらも併せまして懇談会の

中で皆様方のご意見もいただきながら引き

続き検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

 続きまして、摂津市緑化推進連絡会や地

域緑化活動の協働を今後具体的にどのよう

に取り組むかのご質問にお答えいたします。 

 現在、摂津市緑化推進連絡会といたしま

しては、摂津市内でイベントがあれば、緑

化の啓発パンフレットや花の苗の配布を行

っておりますし、各地域の緑化活動をして

いただいている会員の皆さんの緑化活動に

対しての技術向上のための研修会も開催い

ただいております。会員の方々におかれま

しては、地域で独自に種から花の苗を育て、

花壇活動も实施していただいております。

また、市内公共施設での花壇活動には、鶴

野苗圃で種から育てた花の苗で、春と秋の

植えかえ作業も連絡会会員の皆さんとの共

同作業で行っております。植えつけのみな

らず、日ごろの灌水、除草作業にもご苦労

いただき、市内緑化に貢献いただいている

のが現状でございます。今後は、地元自治

会や隣接企業等への協力も仰ぎながら、ま

た公園、ちびっこ広場の管理も視野に入れ

ながら、街角緑化のための役割分担を探る

とともに、实施に向け検討してまいりたい

と考えております。 

○藤浦雅彦議長 消防長。 

○北居消防長 それでは、消防団員のスキル

アップ等についてのご質問にお答えをいた

します。現在、消防団員の訓練といたしま

しては、毎年行います全団員を対象としま

した総合的な消防団員訓練、そして、階級

や年数に応じた内容で实施されます三島地

区支部の主任幹部訓練などがあります。ま

た、各消防分団におかれましては、随時放

水訓練や器具の取り扱い訓練等を实施され

ております。さらに、消防本部・消防団幹

部合同研修においてＡＥＤ取り扱い訓練や

危険予知訓練、大災害を想定した図上シミ

ュレーション訓練などを实施しておりまし

て、今後も新たな訓練内容を積極的に取り

入れ、消防団員の効果的なスキルアップを

図ってまいりたいと思っております。大災

害時における消防団員の行動シミュレーシ

ョンにつきましても、その消防分団が管轄

する地域の特性をしっかりと把握した中で、

消防団幹部や各分団の幹部が適切に現場を

指揮し、団員が的確に行動できるような訓

練内容も随時取り入れてまいりたいと考え

ております。 

 以上です。 
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○藤浦雅彦議長 生活環境部長。 

○水田生活環境部長 防犯カメラの設置でご

ざいますけれども、防犯カメラにつきまし

ては、まず監視、記録、威嚇、抑止といっ

た役割を持って、これまで犯罪の対応につ

いては十分そういう防犯カメラでもって対

応して効果があらわれているというふうに

考えております。設置につきましては、基

本的にはやはり不特定多数の方が集まる場

所が最適ではないかなと。といいますと、

まずは駅前、それから今おっしゃっており

ますように公共施設、それから小さい商店

なりというふうに表現されておりましたけ

れども、今後、その設置につきましては、

補助金の活用といったものを当然考えてい

かなきゃなりませんので、大阪府の補助金

のいろんな情報の収集とか、それから設置

に向けては摂津警察との協議も当然十分必

要でございますので、今後、防犯カメラに

つきましては、摂津警察と設置については

十分検討をしていきたいと考えております。 

 それから、就労相談について若干内容を

ご説明申し上げます。就職活動が不得意な

方をまず中心として、相談审でじっくり話

を聞きながら就職の意欲を高めていただく

と。厳しい就職戦線でございますので、や

はり強い目的意識を持っていただけるよう

にサポートをすると。自主的にそういう就

職活動が取り組めるように助言も行います。

相談日でございますけど、毎週１回でござ

います。開催時間は午後１時から午後４時

の３時間の現在予定をいたしておりまして、

支援内容ですけども、やはり就職の相談、

それから面接の实技練習、履歴書の書き方

でありますとか会話の方法ですね。日常マ

ナー、身だしなみなど、そういったことも

助言してまいりたいと予定しております。 

 電話による相談者へのフォローアップも

併せて取り組み、相談者にとって敷居が低

く、相談しやすい窓口にしていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 市長公审長。 

○羽原市長公审長 男女共同という言葉につ

きましてご答弁申し上げます。男女共同参

画社会基本法が目指す社会の实現のために

は、行政、市民、事業者、それぞれが当事

者としての意識を持ち、課題を明らかにし

た上で、お互いにやるべき課題、役割を確

認しながら、ともに歩んでいくことが大事

であると考えております。 

 議員のご質問にありますように、市オリ

ジナルとして総合計画にある「協働」を用

いた「男女協働」という言葉の活用に関し

まして、まだ多くの自治体で基本法にある

「共同」という言葉を使用している状況下

において混乱が生じないか、そういうこと

も念頭に置きながら今後検討していきたい

というふうに考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部理事。 

○福永保健福祉部理事 認知症支援のボラン

ティア養成の具体的な取り組みと課題につ

いてのご質問にお答えいたします。 

 市では、認知症の方やその家族への支援

を総合的に進めていくために、地域福祉課、

介護保険課、社会福祉協議会、老人介護者

家族の会に加えまして、市内の介護保険事

業者連絡会から認知症対応のデイサービス

やグループホームを運営するせっつ桜苑、

特養ひかり、ゆうとぴ庵摂津千里丘にもご

参加いただき、プロジェクトチームを立ち

上げて、今後の取り組みについて検討を進

めております。このプロジェクトチームで

の検討を踏まえまして、本年２月１５日か

らモデル事業として、ゆうゆうホール鳥飼
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西で地元自治会などのご協力も得て、社会

福祉協議会が主催、プロジェクトチームの

構成団体が共催して認知症支援ボランティ

ア講座を開催しているところでございます。

今後、各地域におきましても、順次講座を

開催してまいりたいと考えております。講

座修了後は、修了生のグループ化を図り、

介護施設のご協力も得て、施設でのボラン

ティア経験などを積んでいただき、将来的

には在宅の認知症やその家族を支援するボ

ランティアとして、また地域での見守りネ

ットワークづくりの中心になっていただけ

るように、継続して支援を行うことにより

支援者養成に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、課題でございますが、ご指摘のよ

うに、認知症の方の症状につきましては

個々さまざまで、ボランティアでは対応で

きない場合も多々あることが想定されるこ

とも認識いたしております。今後、施設で

のボランティア活動のなどの経験を通して、

介護施設の職員やケアマネージャーなどの

専門職員のご意見もいただきながら、公的

なサービスとして整備していくものとボラ

ンティアで対応可能なサービスなどについ

て整理してまいりたいと思います。 

 次に、肺がん検診における胸部レントゲ

ンとＣＴ検査についてのご質問ですが、現

在、５０歳以上の市民で喫煙年数や喫煙本

数が多く、たばこ指数が６００以上の肺が

んのリスクが高い方を対象として、低線量

ＣＴ検査の肺がん検診を实施いたしており

ます。大阪府内で低線量ＣＴを实施してい

る市町村は現在３市２町ございますが、中

でも摂津市は早期に取り組み始めたところ

でございます。これに対し、肺がんとなる

リスクの低い方に対しては、ＣＴ検査の被

曝量の問題等から、ＣＴ検査は集団を対象

とする検診として用いることは推奨しない

とされておりますので、基本的には国の定

めるガイドラインに沿いまして胸部Ｘ線に

よる検診とさせていただいております。 

 これまでの肺がん検診状況は、平成１７

年度から２１年度までの５年間で１万６，

３６１人が受診され、そのうち精密検査判

定者３５２人、２．２％、がん発見者数は

１２人で０．０７％となっております。保

健センターには昨年の阪急摂津市駅前への

移転を契機にデジタルのレントゲン機器を

導入させていただき、直接撮影となり、被

曝量も尐なく、より鮮明な画像が得られる

ような機器を導入しております。今後とも

がんの早期発見に努め、精度の高い肺がん

検診の实施に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 子宮頸がん予防ワクチンの接種による副

反応についてでございますが、国の薬事・

食品衛生審議会の安全対策調査会の報告に

よりますと、これまでに国内における推定

接種者数約４０万人で８１例、延べの症状

で１８９件の報告がございました。主な症

状は、議員ご指摘のように、失神や発熱、

接種部位の痛みなどでございます。また、

ワクチンの添付書には、局所症状として疼

痛や発赤など、全身性の症状は疲労、筋肉

痛、頭痛、胃腸症状などが発現する場合も

あるとの記載もございます。一方では、国

のワクチン評価に関する小委員会の報告で

は、子宮頸がんの原因である発がん性ヒト

パピローマウイルスの５０ないし７０％の

感染を防止するということが確認されてお

ります。議員ご指摘のように、副反応に対

する懸念がないということではございませ

んので、接種の实施に当たりましては、予

防接種の効果、予防接種後、通常起こり得

る副反応のほか、ワクチンの予防効果が生
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涯にわたって持続するものではなく、二十

からのがん検診が必要であることなども併

せて、教育委員会とも連携しながらワクチ

ンの正しい知識の情報をしっかりと行い、

被接種者やその保護者がその内容を理解し、

接種を希望される場合にのみ实施するよう

取り組んでまいりたいと思います。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 渡辺議員。 

○渡辺慎吾議員 結構です。十分理解できま

した。 

 もう時間がないので１点だけ、これも要

望という形になると思いますけど、本当に

子宮頸がんのことに関しては慎重に対応し

ていただきたいと思うんですね。当然ワク

チンやから功罪はありますけど、その辺は

慎重によろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。（発言終了のブザー音鳴る） 

○藤浦雅彦議長 渡辺議員の質問が終わりま

した。 

 お諮りします。 

 本日はこれで延会することに異議ありま

せんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 本日はこれで延会します。 

（午後５時４０分 延会） 
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（午前１０時 開議） 

○藤浦雅彦議長 ただいまから本日の会議を

開きます。 

 本日の会議録署名議員は、上村議員及び

森内議員を指名します。 

 日程１、代表質問を行います。 

 順次質問を許可します。 

 三好議員。 

  （三好義治議員 登壇） 

○三好義治議員 おはようございます。民主

党会派を代表して質問いたします。 

 まず初めに、鹿児島県と宮崎県にまたが

る霧島連山の新燃岳が５２年ぶりの爆発的

噴火、また、今年は大寒波に見舞われた日

本列島であり、また、世界ではニュージー

ランド、クライストチャーチの地震と、自

然災害の猛威は全世界で発生しております。

また、人災では、熊本県で発生した３歳の

幼児殺害事件等を象徴するように、あって

はならない事件・事故の報道が毎日なされ

ております。まず初めに、被災に見舞われ

た方々に心からお見舞いを申し上げます。 

 経済環境は、北アフリカのリビアを舞台

とした混迷で、中東情勢の緊迫による世界

経済の先行きに影を落し始めています。折

しもインフレが世界経済の最大リスク要因

として懸念され始めた中での中東緊張であ

り、この影響は食料高騰に加え、人々の生

活に直結するエネルギー価格が一段と上昇

していく中、政情不安が中東、北アフリカ

から他の地域に飛び火し、混乱の連鎖が拡

大し、世界経済、日本経済への影響は免れ

ない予兆を見出していると言われておりま

す。 

 日本国内は、２００９年８月、民主党が

なし遂げた政権交代は、自民党の中央集権、

官僚依存の政治を断ち切り、真の民主主義

政治の確立を目指す、国民にとって大きな

期待と希望を抱かせるものであり、日本の

政治史における大きな転換期であったと言

えます。しかしながら、その後の政権運営

において、民主党は前政権が残した負の遺

産の大きさ、さらには政治と金の問題や普

天間基地移転問題、尖閣諸島問題などの政

治的課題への対応から、昨年の参議院議員

選挙での議席減という国民の厳しい批判を

受けることになりました。衆参ねじれ国会、

民主党内部の問題も多々ありますが、与野

党ともに政局よりも国民のための政治を行

うことを望むものであります。 

 今、日本経済は疲弊し、辛うじて輸出産

業によって経済が成り立っていると言って

も過言ではありませんが、政治がしっかり

しないと、これからのグローバル展開の中

で、ＧＤＰが中国に超されるなど、ＢＲＩ

Ｃｓ圏の成長戦略により市場は拡大すると

言われておりますが、国際社会の中で、や

やもすると日本企業がグローバル競争で孤

立する可能性まで言われております。我々

民主党に所属する地方議員としては、国家、

国民のための政治を望むものであります。 

 このような環境の中、摂津市はこの４月

から第４次総合計画基本計画に基づくまち

づくりをスタートします。時代とともに行

政の担う役割が変化しております。それと

ともに自治体や職員に求められる能力も変

化していると思います。これからの時代は、

市民協働施策の具現化とともに、職員の人

材育成といったことが非常に重要なキーワ

ードになると感じております。市民協働の

時代の行政、自治体、職員に求められる能

力は、例えば具体的に言いますと、市民の

中に入っていって、市民と話をして、そし

て主導して実際に施策を動かしていくとい

うような地域をプロデュースするような能

力が必要となってくると思います。その一
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方で、ある意味、業務の専門性をもっとも

っと高める必要もあると感じております。 

 それでは、第４次総合計画に示されてい

る七つのまちづくりの目標に沿って、平成

２３年度市長の市政方針について質問して

いきます。 

 市民が元気に活動するまちづくりで、協

働による市政の推進についてですが、第４

次総合計画策定に当たって、市民会議の中

で多種多様なアンケート等により、市民、

職員の参画によって策定される、まさに協

働の理念に沿って策定されたことは評価し

たいと思います。総合計画策定作業の中で、

市民会議のメンバーから、市民によるまち

育ての中で、摂津市自治基本条例の制定の

提案があったように伺っておりますが、市

長として協働のまちづくりを提唱する上で、

摂津市自治基本条例の必要性についてどの

ように考えているのかお聞かせいただきた

いと思います。 

 次に、市民活動の活発なまちのうち、地

域コミュニティ活動の推進についてですが、

市政運営の基本方針で、安威川以南地域の

コミュニティ施設は、今年度の実施設計は

断念されておりますが、安威川以南地域の

コミュニティ施設の必要性を市長はどのよ

うに考えているのか、お聞かせいただきた

いと思います。また、コミュニティ活動拠

点施設で、高齢者の必要な活動拠点は、摂

津市の特徴である市立集会所５１か所の活

用方法を考え、地域協働の拠点にすべきと

思いますが、現状の集会所は、面積、バリ

アフリー化、備品の充実等に課題のある集

会所が多くあると思います。活用しやすい

集会所へ年次計画を立てて改修していく考

えはないのか、お聞かせいただきたいと思

います。 

 次に、みんなが安全で快適に暮らせるま

ちづくりについて。 

 良好に土地を利用し、安心して暮らせる

まちのうち、不燃化のまちづくりを今年の

４月より全市域に準防火地域を拡大すると

言われておりますが、準防火地域に指定し

た場合、市民にどのような影響が出てくる

のか、お聞かせいただきたいと思います。 

 次に、「道路が安全で移動しやすいまち

にします」の中で、渋滞解消施策について

ですが、第４次総合計画では、渋滞解消は

鉄道による交通渋滞解消の施策で阪急京都

線連立立体交差化による踏切の渋滞解消し

か計画掲載がされておりませんが、摂津市

は、名神吹田、中国吹田をおり、大阪市内

等に向かう通過道路であり、鳥飼大橋から

一津屋交差点周辺において慢性的な渋滞を

起こしております。これは、近畿道と阪神

高速が接続されていないのも一つの原因で

ございますが、現在、大阪府において、近

畿道と阪神高速守口線のジャンクション化

が我々の要望として進んでおりますが、こ

の進捗状況と完成後の渋滞解消予測につい

てお聞かせいただきたいと思います。また、

鳥飼仁和寺大橋利用促進を図り、交通渋滞

を解消するためにも、鳥飼仁和寺大橋無料

化を所管官庁に要望等できないものか、お

聞かせいただきたいと思います。 

 次に、公共下水道により快適な生活がで

きるまちで、公共下水道の地方公営企業法

に向けた準備で、現在、どのような課題を

抱え、上下水道部への統合の目標年次はい

つに置いているのか、お聞かせいただきた

いと思います。 

 次に、みどりうるおう環境を大切にする

まちで、環境への負荷が尐ないまちのうち、

地球温暖化防止地域行動計画の進捗状況と

環境基金の活用方法についてお聞かせくだ

さい。 
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 次に、協働による水路管理の推進と水辺

空間の創出についてですが、摂津市内で水

利団体が１６団体あり、それぞれの地域で

水路清掃を行っていますが、多くの地域で

農業従事者の減尐と高齢化が進み、水路管

理も変えていかなければならない時代に入

ってきております。また一方では、農家の

減尐と公共下水道の普及から水路の活用形

態も変化してきております。水路管理につ

いては、このような現象から、一津屋地域

では自治会、民間企業を中心に水路を守る

会を結成し、将来ビジョンを出しておりま

す。そこで、行政としても雤水対策を講じ

ながら水路の親水事業化計画を作成してい

ただきたいと思いますが、その考えについ

てお聞かせをいただきたいと思います。 

 また、摂津市は安威川ダムの下流域に位

置しております。雤水対策として早期完成

を望む立場から、安威川ダム推進について、

市長の考えをお聞かせください。 

 もう１点は、市政運営の基本方針で言わ

れております市街化調整区域における将来

的に向けた公共下水道の整備について、な

ぜ市街化調整区域に公共下水道を入れてい

くのか、また、なぜこの時期なのか、お聞

かせいただきたいと思います。 

 次に、暮らしにやさしく笑顔あふれるま

ちについてのうち、地域福祉活動拠点につ

いてですが、第４次総合計画で、地域福祉

活動拠点を中学校区に整備し、地域福祉活

動を進めるとあります。一方では、小地域

ネットワーク活動の充実を考えた場合、小

学校区、さらには市立集会所を拠点とした

地域福祉活動の推進を図っていくと考えま

すが、考えをお聞かせください。 

 次に、誰もが学び、成長できるまちづく

りについてですが、学校・園が安全・安心

で快適なまちにすることについてですが、

ここでは大きく二つについて伺います。 

 １点目は、大阪府からの権限移譲事務で

す。教育委員会には小・中学校の学級編成

基準の決定、教職員定数の決定、府費負担

教職員の任命権、市立学校等の給与等の決

定について打診があったように伺っていま

すが、いまだ回答がなされていないが、こ

れらについての見解を伺いたいと思います。 

 もう１点は、中学校給食導入の考え方に

ついてです。第４次総合計画では、小学校

給食について触れられていますが、大阪府

が提唱している中学校給食はどのように考

えているのか、お聞かせください。 

 次に、郷土の文化を大切にするまちにつ

いてですが、文化財の適切な保存・継承に

ついて、文化財保護条例に基づき、建物の

現況を記録・保存するとともに、その活用

に向け調査を実施していくとありますが、

目標年度を決めるなど、計画性はどのよう

になっているのか、お聞かせください。 

 次に、新修摂津市史の発行は、第４次総

合計画では教育委員会が編集、発行までと

なっていますが、発行まで教育委員会が行

うべきと思いますが、いかがでしょうか。 

 次に、活力ある産業のまちについて、商

工業が発展するまちについてですが、活力

ある産業のまちは第４次総合計画七つの柱

のうちの一つに位置付けられております。

商工業の発展するまちの施策として、今年

度は企業立地等促進条例を提案されており

ますが、予算的に新規事業が見当たらない

ように思います。今回、今年の予算編成を

見ますと、商工費の予算は２億１，４１７

万円、一般会計総額の０．７％の構成比率

です。この予算の内訳は、中小企業融資事

業が１億２７２万２，０００円、プレミア

ム商品券発行事業で５，９９７万５，００

０円、商工会補助で５８５万円、職員の人
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件費及び事務所事業等のすべての合計が２

億９８９万８，０００円であります。融資

を除く中小企業への個別支援策に対する事

業費はわずか４２７万２，０００円にすぎ

ません。市長は、日ごろより法人市民税で

成り立っているまち、そして、中小企業の

ものづくりのまちと内外に発信しているに

もかかわらず、予算が伴っていないことや

産業分類に応じた支援策が行われていない

こと、また、本市の地場産業の育成として

銘木町の技術と伝統の継承をどのように考

えているのか、そして、商工業の施策を図

っていくと言っていても、課長を含め職員

４人体制では新たな支援策を行うことは非

常に難しいと考えられますが、どのように

考えているのか、お聞かせいただきたいと

思います。 

 次に、計画を実現する行政経営について、

第４次行財政改革と行政経営について質問

いたします。行政経営とは、今までの行政

運営を管理から経営に転換し、民間のすぐ

れた経営理念や経営手法を積極的に取り入

れながら、市民の満足度が向上するよう、

市民の視点に立ち、成果を重視した行政活

動を展開していくことと言われております。

今日の地方分権の進展など社会経済状況が

変化する中、ニュー・パブリック・マネジ

メント、すなわち民間企業における経営理

念、手法、成功事例などを可能な限り行政

の現場に適用することで、行政の効率化・

活性化を図ろうとする考え方です。このよ

うな考え方の中、第４次総合計画で言われ

ている協働という概念で、行政経営の考え

方についてお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 最後に、広域連携のうち、国が推進する

市町村消防の広域化の考え方についてです

が、国は市町村の消防の広域化に関する基

本指針により、市町村の消防の広域化を推

進していますが、昨日の質問もありました

が、改めて市として消防広域化の必要性を

どのように考えているのか、お聞かせくだ

さい。 

 これで１回目の質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁を求めます。

市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 民主党議員団を代表されまして

の質問にお答えをいたします。 

 まず、自治基本条例についての質問でご

ざいますが、ご承知のとおり、自治基本条

例は自治の基本原則、市民の権利、市民や

議会、首長、行政職員等の役割や責務、市

政運営の基本原則、参加や協働のための原

則などを定めた自治体の最高規範として自

治体憲法とも言われております。現在、一

連の地方分権改革が進められ、地域のこと

は自分たちで考え、自分たちの責任で決め

ていくという、いわゆる自己決定、自己責

任による行政経営が強く求められておりま

す。そのためには、市民、事業者、議会、

行政がそれぞれの役割に応じて連携、協力

していく仕組みが必要でありますが、まず

は協働によるまちづくりについての基本的

な考え方を広く共有するとともに、本市の

実情に即したまちづくりの実践を重ねてい

くことが重要であります。現在のところ、

自治基本条例制定については考えてはおり

ません。今後しっかりと段階を踏みながら、

自治基本条例の必要性について検討してま

いりたいと考えております。 

 地域コミュニティ活動の推進についての

お尋ねでございますが、安威川以南地域に

おけるコミュニティ施設でございますが、

地域における多様な市民活動の場を提供す

るとともに、その活動を総合的に支援し、
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にぎわいと活力のあるまちづくりに寄与す

るための拠点施設として、新総合計画に盛

り込んでおります。昨年７月にオープンい

たしましたコミュニティプラザでは、複合

利用、多機能化によってさまざまな利用者

が集い、まちづくりがはぐくまれておりま

す。安威川以南のコミュニティ施設は、今

後、コミュニティプラザの利用状況等を十

分検証した上で、市民の意見を踏まえ、同

時に市内の公共施設が抱えるさまざまな課

題や財政状況など、取り巻く環境も考慮し

て、よりよいものにしたいと考えておりま

す。 

 本市に市立集会所が５１か所設立されて

いることは、他市に誇れる内容かと存じま

す。市立集会所は老朽化したものが多く、

市民の皆様がご利用いただくには手狭であ

ったり段差があったりと問題も尐なくあり

ません。今後、活用できる市立の集会所の

あり方につきまして、地域のコミュニティ

構想や地域福祉計画など、総合的に統廃合

をも含め検討してまいりたいと考えており

ます。 

 不燃化のまちづくりを進めるに当たり、

準防火地域の指定を行うことについてでご

ざいますが、本市では本年４月１日から準

防火地域を市街化区域全体に指定してまい

る予定でございます。火災時にその地域全

体に延焼させないため、市民の方々にもご

理解とご協力をいただき、新築や建て替え

時に準防火対応の建物にすることにより不

燃化率を高め、安全・安心のまちづくりを

進めるものでございます。このことにより

まして、本市では府下でも市街地における

準防火地域の指定を先進的に行うまちとし

て位置付けられると思います。ただ、準防

火地域を指定いたしましても、すぐに効果

があらわれるものではございませんで、今

回、地域指定をすることにより、３０年、

４０年と着実に火災に強いまちづくりにつ

ながっていくものと確信をいたしておりま

す。今後の行政指導につきましては、準防

火地域内で建物を新築、増築、改築される

場合は、建築基準法に基づく準防火対応の

計画をしていただくことになります。条件

によってさまざまなケースが想定されます

ので、大阪府や民間確認検査機関と協議し

ていただくことになります。 

 道路が安全で移動しやすいまち、渋滞解

消施策についての質問でございますが、本

市を縦断いたしております府道大阪中央環

状線は、名神高速道路吹田出口や中国自動

車道吹田出口から阪神高速守口線に至る区

間で慢性的な交通渋滞が発生しており、特

に鳥飼大橋北詰の渋滞は、近畿自動車道が

阪神高速守口線に直結されていないため、

相互に乗り継ぎができないことが渋滞発生

の大きな原因になっております。近畿自動

車道と阪神高速守口線との連絡路でござい

ます守口ジャンクションの整備につきまし

ては、国土開発幹線自動車道建設会議で位

置付けられております。大阪府の都市計画

決定もなされております。これが完成しま

すと、守口ジャンクションを経由すること

で、一般道路を通過することなく相互に乗

り入れることが可能になるため、渋滞解消

の有効な施策の一つになると思います。 

 鳥飼仁和寺大橋の無料化につきましては、

交通渋滞の緩和対策として大阪府に対して

無料化の促進等を要望していきたいと思い

ます。 

 公共下水道事業の地方公営企業法適用に

ついてのご質問でございます。本市の下水

道は、平成２１年度末の人口普及率が９

７％を超え、府下平均を上回る整備水準と

なっておりますが、市街化区域における普
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及率の一層の向上に向け、引き続き着実な

整備とともに、新たに雤水幹線の布設工事

や市街化調整区域の汚水整備に向けた取り

組みが必要と考えております。また、高普

及率となったことにより、一日たりともス

トップすることが許されない生活基盤施設

として、適切な点検や補修など維持・管理

の重要性が一段と増しております。事業着

手から４０年が経過し、今後、施設の老朽

化に伴う更新や延命化など、新たな建設需

要にも的確に対応していかなくてはなりま

せん。景気低迷や節水意識の定着などによ

り、厳しい財政運営が続くと予想されます

が、これらの取り組みを確実に実施するた

めには、事業の計画性、効率性の向上等に

より下水道経営の健全化を図る必要がある

と考えております。その一環として、平成

２６年度の地方公営企業法の適用を予定し

ているものでございます。法適用に当たり

ましては、企業会計に精通する職員の確保

という課題があります。ただ、経理部門と

共通部門の人件費の削減、さらには水行政

の一体化による市民サービスの向上等の観

点から、水道部との組織統合を図りたいと

考えております。今後、これに伴う諸課題

の解決に向け、るる検討してまいります。 

 環境への負荷が尐ないまちについてのお

尋ねでございます。地球温暖化防止地域計

画につきましては、現在、計画の骨子や温

暖化対策の施策体系及び個々具体の対策に

ついて策定委員会などで検討しているとこ

ろでございます。計画の骨子といたしまし

ては、計画策定の趣旨、計画期間、削減に

取り組む温室効果ガスなどの計画の基本的

事項、摂津市の地域特性、本市の温室効果

ガス排出量の現状と将来動向、地球温暖化

対策の基本方針などがあります。また、施

策体系と個々具体の対策につきましては、

策定委員各位から提案いただきました具体

の対策や地球温暖化防止地域計画策定の庁

内組織であります検討部会の部会員から提

案のあった具体の対策を体系化するととも

に、その内容について検討しているところ

でございます。また、今議会で提案させて

いただいております環境基金につきまして

は、市民の皆様にもご協力をいただいてお

ります環境支援自動販売機の設置料やごみ

の分別によって得られるビン、缶、ペット

ボトルなどの売却収入、基金の運用により

得られる利息収入などを毎年基金に積み立

てる一方で、ごみの減量や再資源化、地球

温暖化の防止施策など、良好な環境を築く

ために必要な事業費などに活用したいと考

えております。 

 協働による水路管理の推進と水辺空間の

創出についてのお尋ねでございますが、地

元水利団体の皆様には、平素、農業用水路

の清掃活動等、水路の維持管理等にご奉仕

をいただいております。また、一津屋地域

では、昨年４月、地区の高齢化が進み、水

路の管理方法も変えていかなければならな

いことから、地域の９自治会と地域企業と

で結成されました水路を守る会の皆様によ

りまして、地域の水路清掃を実施していた

だきました。行政といたしましても大変あ

りがたく、改めて厚くお礼を申し上げたい

と思います。 

 ご質問の雤水整備でございますが、水路

の機能を生かしつつ、雤水整備の際には親

水機能に配慮して検討を行ってまいります。 

 安威川ダムでございますが、国よりの指

示によりまして検証ダムの対象となってお

りますが、下流の立場としまして、ダムの

進捗に関心が高く、天災が起こった際の被

害を最小限に抑えるためにも、低地部に位

置します本市といたしましては、ダム本体
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の早期着工、完成を流域関係市と連携を図

りながら強く要望してまいります。 

 市街化調整区域における公共下水道の将

来的整備に向けた取り組みにつきましては、

番田水門の設置及び内水対策検討委員会の

決定事項に基づきまして雤水整備を行って

いくことになります。なぜこの時期かとい

うことでございますが、平成２１年度末の

公共下水道の普及率は９７．１％と高く、

ほとんどの地域で公共下水道の利用が可能

な状況となったことから、本年から市街化

調整区域への整備を計画するものでござい

ます。 

 地域福祉活動拠点についてでありますが、

昨年度策定いたしました第２期地域福祉計

画におきまして、地域福祉活動を推進して

いくために、地域福祉サービスの圏域とし

て中学校区を、また、地域福祉活動の基本

的な単位として小学校区を設定いたしてお

ります。そして、地域福祉活動拠点の整備

につきましては、当面の目標として、中学

校区ごとに整備を図り、さらに小学校区に

おける整備を進めていきたいと考えており

ます。 

 その一方で、高齢化の一層の進展やひと

り暮らしの高齢者の増大などにより、家に

閉じこもりがちで、社会や地域との関係が

希薄な方が大きく増えることが見込まれる

中では、小学校区よりさらに身近な地域で

の取り組みが重要になってまいります。そ

のためには、近隣の幾つかの自治会の区域

を基本に地域住民が集い、交流できる場の

確保が必要と考えております。今後、市立

の集会所の有効活用をはじめ、地域の皆様

のご意見もいただきながら検討していきた

いと思います。 

 活力ある産業のまちづくりについての質

問にお答えをいたします。 

 まず、第４次総合計画では、事業所の発

展が税収、雇用などによるまちの活性化に

つながる柱として位置付けをしております。

産業の発展に向け、今後も積極的に取り組

んでまいりたいと考えております。従前か

ら商工業施策として事業資金の融資、また

展示会の出展費や研修費の補助等々、また

おおさか地域創造ファンドに対する助成と

その事業化に取り組んできたところでござ

います。そして、セッピィ商品券も今回３

回目を発行することになりますが、今回、

新たに議会では、市内企業の一層の発展に

向け、企業立地等促進条例を上程させてい

ただきました。いつも言っておりますけれ

ども、商工施策の場合、国や都道府県、こ

れがしっかりとした指針を示していただく、

そして末端の自治体がその肉づけをしてい

くことになるわけでありますが、そういう

ことから言いますと、この基礎自治体でや

ることというのは、ごくごく限られてまい

ります。 

 先ほど、言うている割には予算が尐ない

じゃないかというふうなご指摘の質問があ

ったと思いますが、確かに全体から見て予

算は尐のうございますが、そこで仕事がし

やすい、また働きやすい、通勤しやすいと

いいますか、インフラの整備等々、直接に

は数字にはあらわれてまいりませんけれど

も、やはりそういった意味でのまちづくり

もしっかり目を向けていることもご理解を

いただきたいと存じます。いずれにいたし

ましても、引き続き業種に応じたきめ細や

かな支援につきまして、しっかりと取り組

んでいきたいと思います。 

 そして、本市の地場産業である銘木団地

の各企業につきましては、大阪銘木協同組

合と連携しまして、２３年度の商工業活性

化対策事業補助金を増額して支援を強化し
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てまいりたいと思います。 

 職員の配置につきましては、尐ないじゃ

ないかというふうなご指摘だったと思いま

すけれども、６６０人体制を構築する中で、

全体事業を見据えながら各課の配置を行っ

ていかなくてはなりません。きのうからも

言っておりますように、一人ひとりの職員

の質を高め、その目的達成のため頑張って

いきたいと思います。 

 次に、計画を実現する行政経営について

のご質問にお答えをいたします。 

 第４次総合計画のまちづくりの目標の一

つ、計画を実現する行政経営がございます

が、ここには地方分権に対応した行政経営、

電子自治体を目指す、職員の育成と組織の

活性化、健全財政の継続の四つの施策を掲

げております。私は、就任以来、まちづく

りを大きく三つに分けて、まずしっかりと

した財政基盤の確立、お金づくり、そして、

人が育たなければまちも育たない、人づく

り、人間基礎教育、そして、夢のないとこ

ろには人は住まないということで夢づくり。

お金づくり、人づくり、夢づくり、この３

本柱を掲げてまいりましたが、まさに行政

経営の基本になると思います。これらの一

つ一つを全うしていくためには、行政改革

の推進はもとより、みずから考え勇気を持

ってまちを変えていくような分権時代に対

応できる職員を育てていくことが重要でご

ざいます。これからも総合計画の目指す将

来像の実現に向け、私が職員の先頭に立ち、

「やる気」・「元気」・「本気」・「勇気」の姿

勢でしっかりと取り組んでいきたいと思い

ます。 

 国が推進いたします市町村消防の広域化

の考え方についてお答えをいたします。消

防の広域化は、何よりもまず市民の皆様の

安全・安心のさらなる向上を最大の目的と

して、多様化・複雑化する災害や事故に的

確に対応するため、そのスケールメリット

を生かし、消防行財政運営を効率化し、基

盤を強化するものでございます。小規模の

単独消防が、より質の高いサービスを市民

の皆様に提供するためには、広域化による

消防力の充実・強化は避けて通れない方法

の一つであると考えます。市町村の消防の

広域化に関しましては、平成１８年、国は

消防組織法を改正し、さらに市町村の消防

の広域化に関する基本指針を定めました。

平成２０年３月に大阪府が国の指針を受け、

大阪府消防広域化推進計画を策定し、本市

につきましては、北摂７市３町の北摂ブロ

ックという組み合わせが提案されたところ

でございますが、現在のところ、この組み

合わせによる広域化へ向けての協議会は設

立されておりません。現在の本市の取り組

み状況といたしましては、北部ブロック内

の複数の自治体と勉強会を設置し、諸課題

の整理作業等を行っているところでありま

す。今後におきましては、あらゆる視点か

ら広域化後の円滑な組織運営と摂津市民の

皆様の安全・安心がさらに強化されること

を念頭に、隣接自治体と相互に広域的連携

を強化しながら、慎重に検討し、消防体制

のさらなる強化を図ってまいりたいと考え

ております。 

 以上、私からの答弁にかえさせていただ

きます。 

○藤浦雅彦議長 教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわります４

点のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、大阪府からの権限移譲事務につい

てでございます。大阪府からの教職員人事

権の移譲についてでございますが、市町村

立小・中学校の教職員は、市町村の職員で
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あり、教職員の服務監督権限は市町村教育

委員会にありますが、教職員の任命権のほ

か、教職員人事に密接にかかわる学校の種

類ごとの定数決定権や学級編成基準の決定

権は大阪府教育委員会にあり、給与は府が

負担いたしております。このような状況の

もと、人事権と給与負担が都道府県にある

ままでは、教職員が地域に根差す意識を持

ちにくいことから、中央教育審議会等にお

いて、より教育現場に近いところへ権限を

移すべきであるという考え方などから、教

職員人事権を都道府県から市町村へ移す方

向性が示されてまいりました。平成２２年

度に入り、大阪府知事の求めに応じ、文部

科学副大臣から事務処理特例制度の活用に

より権限移譲が可能との考え方が示された

ことを受け、大阪府教育委員会は義務教育

における権限と責任を明確にする観点から、

教職員人事権の移譲を促進する考え方を示

したところであります。 

 その際、条件として、人事権は個別の市

町村へ移譲するが、教員採用への支障や人

事異動の硬直化を招くおそれがあるため、

旧の教育事務所単位での協議機関を設置す

ることや、教員採用や管理職選考、法的教

員研修を協議機関で共同で行うこと、さら

には、人事権に関する事務は相互に密接に

関連しているため、採用、任免、給与決定、

懲戒などのすべての事務を一括で受け入れ

ることの三つを示しております。 

 現在、豊能ブロックの３市２町ではプロ

ジェクトチームを発足し、検討を進めてお

りますが、三島ブロックにおきましては、

４市１町の教育委員会が連携しながら現状

把握と課題などについての研究を進めてい

くことが、昨年５月の首長による意見交換

会で確認され、三島地区教育長協議会にお

いて現状把握と課題の共有化に努め、現在

に至っております。現在、教育委員会では、

三島地区各教育委員会とともに、新たな人

事事務の発生に伴う人員や経費の増大や採

用、異動についての新たな枠組みなどに関

して情報収集を図り、研究に努めていると

ころでございます。 

 次に、中学校給食についてでございます。

大阪府内の中学校における学校給食につき

ましては、その実施率が１２．３％と全国

平均の８１．６％を大きく下回っているこ

ともあり、平成２１年度に大阪府教育委員

会におきましては、独自にスクールランチ

方式という給食に近い弁当事業を推進して

きた経過がございます。本市教育委員会と

いたしましても、第４次総合計画を策定す

るに当たりましては、この方式についても

検討いたしましたが、他市における利用率

が数％から１％台の学校もあるなど、非常

に低迷しており、この低い利用率とともに、

現在の市内中学校における弁当持参率が８

から９割であるなどの状況を踏まえたとき、

思春期を迎える中学生にとって、弁当は家

庭とをつなぐ大切な役割を果たしていると

いう教育的観点からも捨てがたく、新たに

多額の財源を投入して、スクールランチ方

式の導入に踏み切ることは適切でないと判

断いたしておりました。今回、新たに大阪

府において提唱されました中学校給食に対

する助成措置につきましては、イニシャル

コストについては大きな補助制度であると

認識いたしておりますが、ランニングコス

トなどの問題とともに、教育の一環である

給食を中学校にどのように導入し、またど

のように運営し、さらにどのように教育と

して展開していくかということも踏まえた

中での判断が必要となります。したがいま

して、現在、大阪府が提唱している中身が

より具体的になった段階で、そのようなこ
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とも含めて検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、文化財の適切な保存・継承につい

てでございます。摂津市文化財保護条例は、

摂津市民にとって貴重な文化財について、

その保存及び活用のための必要な措置を講

じ、市民の郷土に対する認識を高めるとと

もに、文化の向上に資することを目的とい

たしております。現在、市内にある文化財

のうち、特に重要なものとして、市立第６

集会所、明和池遺跡から出土した土馬の遺

物の２点を摂津市指定有形文化財候補とし

て教育委員会から文化財保護審議会に対し

諮問いたしております。今後、文化財保護

審議会において審議していただき、指定文

化財に指定することが妥当であるという答

申をいただきますと、速やかに教育委員会

が市指定有形文化財として指定をいたしま

す。なお、市立第６集会所につきましては、

平成２３年度にその状況を記録保存すると

ともに、今後の改修計画の基本となる調査

を行い、活用方法について一定の方向性を

出してまいりたいと考えております。同施

設は、１階に舞台及び板張りの客席、２階

に桟敷席が設けられているほか、おはやし

などを奏でるための舞台そでの黒みすを有

した大阪府下でも数尐ない大正時代の芝居

小屋であります。今後も文化財価値のある

建物として、市、地域が一体となった適切

な保存活用を図り、将来的には国の指定文

化財として指定されるよう調査・研究して

まいります。 

 次に、新修摂津市史発行についてでござ

います。市史編さんにつきましては、北摂

地域、また全国各地におきましても市史発

行から３０年ないし４０年を経過し、社会

経済状況の変化や新たな資料の発見に伴い、

増補版ではなく全面改訂する手法によって

新たに市史編さんに着手、また発行されて

おります。本市におきましても、昭和５２

年３月の市史本編発行から３４年が経過し

ようといたしておりますが、この間に明和

池遺跡、また、歴史的価値のある古文書等、

新たな発見が多く、また、現行の市史本編

については、古代・中世の記述が全体的に

尐ない、近世に古文書の内容が反映されて

いない、昭和５２年以降の歴史が記載され

ていないなどのご意見をいただいていたこ

とから、平成２２年度から新修摂津市史の

編さんに着手し、準備を進めてきたところ

でございます。 

 平成２３年度から本格実施するに当たり、

市史につきましては、その記述が市域の自

然環境、人の営み、農業・商工業等の産業、

土木建築など、分野が市政全般にわたるこ

とから、平成２２年第４回定例会の議案第

１０２号の参考資料でご提示いたしました

ように、市長部局の総務部で所管すること

となったものでございます。教育委員会と

いたしましては、所管外になったといたし

ましても、今後も市史編さん業務にしっか

りとかかわってまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 三好議員。 

○三好義治議員 それでは、２回目の質問を

させていただきます。 

 協働による市政の推進のうちの自治基本

条例につきましては、しっかりと研究して

いただきたいというふうに思っております。 

 ２番目の地域コミュニティ活動の推進で、

安威川以南の地域のコミュニティ施設の整

備の考え方については、考え方については

よく理解できましたけども、しかしながら、

このコミュニティプラザの利用状況とか市

民の意見を踏まえてとか、いろいろ課題や
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財政など取り巻く環境を考慮してとか、い

ろいろ言われておりますが、昨年は安威川

以南のコミュニティ施設は、場所を明確に

指定されました。そういった中で、いつ安

威川にコミュニティ施設ができるか、この

状況では検討もつかない状況であります。

その中で意見集約及び基本設計の日程計画

がどのようになっているのか、再度お聞か

せいただきたいというふうに思っておりま

す。 

 次に、集会所の改修についてでございま

すが、保健福祉部では地区福祉の関係を質

問させていただいております。ここにおき

ましては、この集会所をどうやって今後活

用していくのか、また、活用していくのな

らば、やはり老朽化している集会所は改修

の必要もあるだろうということの中で、集

会所の改修の計画はないのかということを

質問させていただいておりますので、改め

てご答弁をいただきたいというふうに思い

ます。 

 次に、不燃化のまちづくりの質問でござ

いますが、準防火施設に指定した場合に、

建築基準法に基づく準防火対応の計画をし

ていただきたいというふうに言われており

ますが、では、建築基準法で定めている内

容で、具体的には市民はどのような改造が

必要になってくるのか、こういったことに

ついて、市民がどういうふうに影響が想定

されるのか、具体的にお聞かせいただきた

いというふうに思います。 

 みんなが安全で快適に暮らせるまちのう

ちの渋滞解消についてでございますが、し

っかりとしたご答弁をいただきました。摂

津市の鳥飼大橋北詰は、ラジオで毎日のよ

うに渋滞状況が報じられておりまして、慢

性的な渋滞地域でございます。先ほどもご

質問させていただきましたが、この渋滞解

消のためには、幹線道路の改良工事も必要

と思いますけども、やはり摂津市内に流れ

る車両を分散されるのが効果的だというこ

とは共通認識になったところでございます。

その中で、近畿自動車道と阪神高速のジャ

ンクション化は、先ほど言いました摂津市

の幹線道路の渋滞解消に大きく寄与すると

いうふうに思っておりました。この工事の

早期完成は、摂津市としてもぜひ大阪府に

改めて要望していただきたいと思います。

その現状の工事の進捗状況と完成後の渋滞

解消予測について再度お聞かせをください。

また、渋滞解消施策として、摂津市の利便

性向上施策としての鳥飼仁和寺大橋無料化

も必要不可欠と思っております。促進に当

たっての問題点は何か、詳しくお聞かせを

いただきたいと思います。 

 次に、公共下水道、地方公営企業法に向

けた課題と上・下水道についてでございま

すが、単純に特別会計から企業会計に変わ

りましただけではなしに、下水道は建設の

時代から維持管理の時代に入り、公営企業

法の適用に向け、準備をなされていきます

けども、下水道事業の公営企業会計適用の

目的は、経営の効率化・健全化であります。

主な意義といたしましては、経営状況の明

確化、職員の経営意識の向上、企業経営の

弾力化と言われております。特別会計から

公営企業に移行するに当たり、そういった

観点から下水道部としての課題、さらには

上下水道部統合に当たって、水道部として

の課題についてお聞かせをいただきたいと

いうふうに思っております。よろしくお願

いいたします。 

 環境にやさしいまち、環境基金の活用に

ついてでございますが、地球温暖化防止地

域計画が実行に移せる計画に向け、取り組

んでいただきたいというふうに思っており
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ます。そのためにも、財源の裏づけが必要

でございまして、環境基金はこれまでの目

的基金の使い方だけではなく、必要があれ

ば拠出していく基金としていただきたいと

思います。基金の運用について、もう尐し

詳しく説明をしていただきたいと思います。

また、この基金については、基金に貢献し

ていただいている環境自動販売機の協力会

社の拡充と公共施設以外の民間企業への設

置の協力を依頼していく考えはないのか、

お聞かせをいただきたいというふうに思い

ます。 

 次に、地球温暖化防止地域行動計画、冒

頭にも言いましたけども、ＣＯ２の抑制を

図ることが大事です。具体的な取り組みの

方向性について改めて聞きたいと思います

し、また、いつも言っておりますが、ＣＯ

２の削減と併せてＣＯ２の抑制も大事です。

今年度は新幹線公園に桜を３年計画で植樹

していただくことになりましたが、さらに

緑化推進の取り組みの全体像をどう考えて

いるのか、お聞かせいただきたいというふ

うに思います。 

 協働による水路管理の推進と水辺空間の

創出についてでございますが、水辺空間の

活用は、これまでの農業用水路が、公共下

水道整備がなされたことと農家の減尐、そ

して市民の環境意識を持っていただくこと

から、各地域では小学校の教育も含めて、

生態園、いわゆるビオトープの推進もなさ

れております。こういった考えを地域水路

に生かしていってはどうかということを一

つ念頭に置いておりまして、とりわけ一津

屋地域では昔から水路を活用して生活を営

んでおりました。今、地域はその自然を取

り戻す活動を行いつつあります。そういっ

た中で、一津屋の本線水路及び二線水路、

こういった水路は幅も広く、深さも深いと

ころで、市道も隣接していることから、こ

ういった親水事業としての整備をできない

ものか、お考えをお聞かせいただきたいと

思います。 

 市街化調整区域での公共下水道事業につ

いてでございますが、市街化調整区域は、

これまで都市計画税が払われていなくても

よかった地域でございます。市街化区域と

の受益者負担、不公平感があると思います

けども、受益者負担の考え方は、そこに住

まれた方々とこれまで支払ってきた方々の

整合性に配慮してやっていただく必要があ

ると思います。そういった中で、市街化調

整区域を、今、整備していく理由は聞きま

したが、具体的にどのようなことをしてい

くのか、さらにスケジュールはどのように

考えているのか、また、市街化調整区域で

の整備についての問題点はどうなのか、お

聞かせいただきたいというふうに思います。 

 次に、地域福祉活動拠点における市立集

会所の活用でございますが、一方では集会

所を統廃合するという考え、方針を出して

おりました。私は、そういった部分では集

会所の改修を先ほども言いましたけども、

もう一方では福祉の観点から尐子・高齢化

が加速している状況で小地域活動というの

がこれから問われてくると思います。総合

計画では、これから１０年先、人口８万人

の中で高齢者は２万人、いわゆる２５％が

高齢者になってまいります。地域で住まわ

れ、地域で活動していきたいというのがお

年寄りの今の願いでございますが、現在の

考え方では、中学校区域、次には小学校区

域とありますが、福祉の観点から考えたと

きに、小地域ネットワークでの地域活動で

の集会所活用というのをどう考えているの

か、福祉の観点からお聞かせいただきたい

と思います。 
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 大阪府から教育委員会の権限移譲につい

てでございますが、学校・園が安全・安心

で快適なまちの中での大阪からの権限移譲

でございます。これからの分権社会を考え

たときに、先ほどのご答弁でありましたけ

ども、すべてとは言いませんが、現状で受

け入れられる項目もあるように思いますけ

ども、すべて４項目が受け入れられないの

か、それについてお考えをお聞かせくださ

い。 

 中学校給食でございますけれども、本当

にこれにつきましては第４次計画にも全く

提示がされておりません。２月の末になっ

て、大阪府が戦略推進室が出された部分で、

中学校の給食を発表されました。そういっ

た中で、現在では中学生を取り巻く社会環

境、家庭環境を考えたときに、私はなぜ総

合計画にも反映されてなかったのかという

のが一方での疑問でございますし、こうい

った大阪府の動きの中で、大阪から指導が

あった場合、中学校給食をどう進めていく

のかということについて教育委員会の見解

をお聞かせいただきたいと思います。 

 文化財の保護・継承と新修摂津市史につ

いてでございますが、２月９日に長野県の

塩尻市の文化財保護と活用について視察に

行ってまいりました。そこにつきましては、  

奈良五伝統的建造物群保存地区と木曽平沢

伝統的建造物群の地区指定をなされており

まして、まさに重要文化財の宝庫と言って

も過言ではない地域でございました。ここ

で着目したいのは、国指定を受けるために、

その地区と建物の因果関係といいましょう

か由来を、学識経験者の方々がそれをルー

ツにしながら地区指定だけでなしに国の指

定まで持っていっております。こういった

観点から、摂津市も文化財保護条例が制定

されて、これから保存と活用に取り組まれ

ると言われておりますけども、建物の関係

を調査しながら、その地区になぜそういっ

た建物が現存したのか、こういったルーツ

を調べる必要があると思います。そういっ

たことを考える上で、市史編さんの予算が

教育委員会で審議され、そして、４月から

は総務のほうに移管される。私は、この文

化財保護についてでも、市史編さんと関連

性が非常に深いものだというふうに思って

いるんですね。その中で、２２年に築いた

委員会と市史編さんの嘱託員の関係も気に

なりますし、市史編さんの教育委員会と総

務に分割されたときに二重投資になるおそ

れもあるのではないかなということが危惧

されます。この点についてお考えをお聞か

せいただきたいというふうに思います。 

 次に、商工業の活性化についてでござい

ますが、この商工業の活性化につきまして

も、２月１０日に長野県岡谷市の工業振興

戦略について行政視察に行ってまいりまし

た。この岡谷市につきましては、明治初頭

に製糸業都市として発展して、戦後は精密

工業都市として転換をなされました。基幹

産業である製造業を中心に産業振興が今行

われておりました。岡谷市の平成２２年度

の一般会計予算１９６億円の中に、商工費

が３１億２，６６３万円の歳出を組んでお

りまして、工業のまちとして工業振興課、

産業振興戦略室を設けておりまして、工業

振興に相当力を入れているまちでございま

した。 

 本市におきましては、市政方針でも言わ

れておりますように、現在で３，８００社

の事業所がありますが、平成１８年、統計

的に見てみますと、事業所合計では産業別

分類で全産業は４，００８社ありました。

これは大阪府下１７位の事業所数でありま

して、私はこの３年間で２００社減尐して
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いるところに着目しております。そして、

摂津市での産業活性化については、改めて

この３，８００社の大分類をやっていきな

がら重点施策を組んでいく必要があると思

います。摂津市の産業大分類で見ますと、

卸・小売・飲食店で１，３９１社、そして

製造業が８１４社、建設業３８４社、運

輸・通信業で２７８社、その他サービス関

係もありますけども、こういった中を考え

ていったときに、これまでの商工業の取り

組みにつきましては、サービス業関係、

卸・小売業については力を入れておったと

思いますが、ものづくりである基幹産業で

ある工業系については、いささか力が入っ

ていなかったのではないかなと、そういっ

たところで予算が尐ないという指摘をさせ

ていただきました。そういった中では、８

２４社がどういったものをつくって、摂津

市にはどういう技術が。優秀な技術がいっ

ぱいある企業があると思います。そういっ

た企業戸籍台帳的なこともやっぱりつくる

必要があり、企業支援として中小企業の企

業案内パンフレット関係も行政として協働

でつくっていく必要があるのではないかな

と。もう一方では、金属工業連合を創設し

てやる必要もあると思います。こういった

考え方についてお聞かせをいただきたいと

思います。 

 次に、第４次行財政改革と行政運営につ

いてですが、今現在、行政経営の中では質

問を伺いましたけども、理事者として、今、

行政評価システム、職員研修の充実等を図

っていくとありますけども、私は、地方自

治体における行政経営品質向上率先活動と

いうことも取り入れてやるべきだと思って

おります。この行政経営品質向上というの

が、行政の経営としては目標を立て目標に

向かって進む、これは総合計画に値すると

思いますが、一方での行政品質という点で、

行政で言われる品質は市民サービスの質と

言われますが、こういったことを導入して

はどうかということでございまして、その

ために中期財政見通しの見直し、第４次行

財政改革の見直し等をどういうふうに考え

ているか、お聞かせいただきたいと思いま

す。 

 一方で、協働ということを、第４次行財

政改革、これから１０年の課題にしており

ますが、協働という部分のとり方というの

が非常に難しい部分があると思います。皆

さんとベクトルを一致するためにも、私は

ここで協働化率という目標を掲げてはいか

がかなと思っております。協働化率という

のは、いろんな協働という部分があります

が、試算といたしまして、直営を民営化し

た協働化率、そして審議会におきましてで

も市民と協働した協働化率、こういった協

働化率の取り組みの考えはないのか、お聞

かせいただきたいと思います。 

 それから、消防広域化の動きで、具体的

にどのような動きがあるのか、また、広域

連携という観点から摂津市が実現できるこ

とはないのか、再度お聞かせをいただきた

いというふうに思います。 

 ２回目の質問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。生活環境部長。 

○水田生活環境部長 まず、質問番号１の

（２）の安威川以南におけるコミュニティ

プラザの意見集約、基本設計など、今後の

計画のスケジュールについてご答弁申し上

げます。 

 安威川以南地域におけますコミュニティ

施設につきましては、協働を進める上で、

市民の自主的な活動について、情報と場の

提供によって支援することが必要であり、
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基本的で重要な拠点施設と認識いたしてお

ります。その検討では、モノレール南摂津

駅前の区画整理用地で、現在駐車場として

貸付けをしております用地を候補地として

昨年選定を行っております。昨年７月にオ

ープンいたしましたコミュニティプラザに

おきましては、開業当初の戸惑いも尐なく

なりまして、最近の利用登録者数は約３５

０件に達しております。市民団体が工夫を

凝らし、市民が集うさまざまな活動を３階

のホールを中心に展開されております。延

べ利用者数も２月末時点で５万人を超える

状況になっております。一定の利用が定着

しつつある中で、利活用状況の現状と課題

を把握して、市民が施設に対してどのよう

な機能や設備、そしてかかわりを望んでい

るのか、また、市民団体の活動の現状や意

向等を把握してまいります。その上でコミ

ュニティ施設を効率かつ効果的に機能させ

るためには、他の公共施設や各部署との連

携等を引き続き検討する必要があると考え

ております。新総合計画との整合性を図り

ながら、一定規模の多機能ホールを中核と

する複合施設の整備など、コンセプト、導

入機能、施設構成の検討をしてまいります。 

 次に、３の（１）環境基金の運用方法、

それから環境支援自販機の民間企業への拡

充、それからＣＯ２の削減とＣＯ２の抑制

の取り組みの方向性についてお答え申し上

げます。 

 環境基金につきましては、環境支援自動

販売機からの収入などを基金に積み立てる

一方で、環境施策の財源として大いに活用

いたしております。基金の残高が尐なくな

った場合は、基金への積立金のもとになる

収入源を充実するなど、柔軟な運用を考え

ております。環境支援自動販売機の協力企

業につきましても拡充を図ってまいりたい

と考えております。また、現在の設置箇所

の多くは公的施設でございますが、民間企

業等につきましても設置依頼を今後行って

まいりたいと考えております。 

 ＣＯ２の削減とＣＯ２の抑制の取り組み

の全体像につきましては、現在、温暖化対

策の施策体系及び個々具体の対策と併せて

策定委員会などで検討を進めているところ

でございます。まず、施策体系につきまし

ては、四つの柱がございます。地球温暖化

対策の推進に関する法律に基づく区分とい

たしましては、１、事業者、住民の活動の

促進、２、再生可能エネルギーの利用、３、

地域環境の整備及び改善、４、環境型社会

の形成の四つでございます。 

 策定委員会では、この四つの柱をさらに

１３の節に分類する体系を考えております。

その一つは、住宅・建物の環境性能向上、

長寿命化、２、省エネ・省ＣＯ２機器の導

入促進、３、市民の環境配慮行動の促進、

４、環境に配慮した事業活動の促進、５、

市の率先行動の推進、６、太陽エネルギー

の導入の促進、７、小水力発電の導入検討、

８、緑や水辺の保全整備、９、ヒートアイ

ランド現象の緩和、１０、交通物流対策の

推進、１１、地域での低炭素型まちづくり

の推進、１２、廃棄物の減量、リサイクル

の推進、１３、水資源の有効活用となって

おります。 

 その下に続く個々具体の対策といたしま

しては、エコ住宅の普及啓発や環境学習、

教育の推進、エコオフィス推進プログラム

の推進、太陽光発電設備の普及拡大、公共

空間や民有地の緑化の推進、安威川、大正

川などの水辺の保全・活用、グリーンカー

テンなどの推進、公共交通機関・自転車の

利用促進、エコカーの普及促進、それから

ごみの分別・リサイクルの推進、節水意識
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の高揚など、策定委員会などから提案のあ

りました１００余りの対策を地球温暖化防

止効果や費用対効果、取り組みやすさなど

の観点から精査し、施策体系及び個々具体

の対策の全体像をまとめてまいります。 

 続きまして、６の（１）商工業が発展す

るまちについて、ご答弁申し上げます。本

市では、事業資金融資、商工業の活性化に

資する取り組みの経済的支援、販路開拓や

研修への支援策にも積極的に取り組んでお

ります。一方で、企業を取り巻く環境は厳

しいものがありますことから、ものづくり

事業所等の転出や廃業などによるまちの空

洞化を回避することを目的として企業立地

等促進条例を制定し、対策を講じてまいり

たいと考えております。また、職員の配置

につきましては、市全体の事業を見据えな

がら各課の配置が行われておりますが、産

業振興策を着実に実施できる体制を目指し

て協議を行ってまいりたいと考えておりま

す。 

 １回目の質問でございました大阪銘木協

同組合との連携は、昨年度から大型経営者

とも交流し、とりかい銘木まつりを実施し、

この３月には２回目の開催の運びとなり、

これからも継続して銘木団地の情報発信の

支援に努めてまいります。 

 そして、議員ご提案の、ものづくり事業

のかなめとなることから何らかの形で発展

できないかという検討でございますけれど

も、これも異業種交流や技術習得の交流を

検討してまいりたいと考えております。 

 また、市の事業者支援メニューを網羅す

るパンフレットの作成につきましては、事

業者への情報の提供の観点から進めてまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 総務部長。 

○有山総務部長 市立集会所のあり方につい

てご答弁申し上げます。現在まで４０平米

から３５０平米までの敷地面積で５１か所

の市立集会所が設置されております。しか

し、利用状況を見ますと、かつて多くあり

ました葬儀の利用が激減いたしております。

利用状況は、週１０回以上ご利用いただい

ておる市立の集会所が２か所、週１回以下

の利用が８か所と、平均いたしまして週３

回程度のご利用となっております。建築年

数も経過年数３０年を超えるものが全体の

３３．３％、１７か所、１０年以下は５．

９％、３か所となっております。全体に老

化が進んでおる状態でございまして、毎年

補修予算を計上しているところでございま

す。バリアフリー化につきましては、民家

様式の建物がほとんどであり、敷地面積が

尐ない集会所が多く、２階から非常階段も

設置できないところもあります。バリアフ

リー化が困難な施設も多数ございます。ま

た、市立集会所は、地域の文化、福祉の向

上を図るとともに、市民相互のコミュニケ

ーションの場を提供するため、市民の共有

の財産とされております。５１か所の集会

所のうち３９か所の市立の集会所は老人常

設集会所を併設いたしております。今後の

利用状況など、庁内で協議を行うとともに、

地域の拠点として位置付けを考えまして、

また、老朽化に対応するため統廃合につい

ても検討してまいりたいというふうに考え

ております。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 準防火地域に指定した

場合、具体的にどのような行政指導が行わ

れるかについてご答弁申し上げます。今後、

指定した区域内で建物を新築計画された場

合は、例えば一般住宅では、外壁と軒裏の

延焼のあるおそれのある部分の屋内側を石
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こうボード張りや屋外側を鉄網モルタル塗

りなどにする制限など、また、一般住宅以

外の建物につきましてもさまざまな制限が

かかるものでありますが、今後、建築基準

法に基づき、準防火対応の計画をしていた

だくことになります。また、同一敷地内で

増築、改築を行わない別棟は既存不適格と

なりますが、遡及されないと大阪府に聞い

ております。なお、既存建築物につなげた

増築または改築及び延焼のおそれがある新

築の計画がある場合については、さまざま

なケースが想定されます。今後、具体的な

建築計画をされる場合は、本市は建築主事

を置いていない市となることから、予定建

築物ごとに大阪府か民間確認検査機関と協

議していただくことになります。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 それでは、２回目の

ご質問にお答え申し上げます。 

 質問番号２の（２）道路が安全で移動し

やすいまち、渋滞解消の施策についてでご

ざいますが、近畿自動車道と阪神高速守口

線とのジャンクション化工事の進捗状況で

ございますが、近畿自動車道につきまして

は、橋梁下部工事を平成２３年２月末から

工事着手を予定しておりまして、平成２５

年度末の供用を目指し、事業に取り組んで

おりますと大阪府から伺っておるところで

ございます。また、阪神高速守口線につき

ましては、橋梁の下部工事に既に着手を予

定しており、こちらのほうも平成２５年末

の供用予定をしておりますと伺っておると

ころでございます。大阪府では、このジャ

ンクション整備により、一度近畿自動車道

からおり、中央環状線を利用して阪神高速

守口線に乗り継いでいたものが直結される

ことにより、中央環状線など周辺道路にお

いて交通量が分散化され、交通混雑の緩和

が図れるものと期待されております。 

 ジャンクション完成後の渋滞解消予測で

ございますが、大阪府では、鳥飼大橋にお

ける通過交通量について、１日当たり約９

万台としておりますが、１０年後の平成３

２年における鳥飼大橋を利用する中央環状

線の交通量を１日当たり約８万４，１００

台と予測しております。ジャンクション完

成後には、鳥飼大橋の交通量は１日当たり

４，０００台減尐し、８万１００台となる

ものと予測されております。 

 鳥飼仁和寺大橋の無料化の促進に当たり

ましての問題点でございますが、鳥飼仁和

寺大橋の管理は大阪府道路公社が行ってお

りまして、道路を取り巻く社会情勢の変化

による交通需要の低迷から、当初の計画交

通量と現在の交通量との乖離が大きく、建

設費の償還計画について長期化することも

予測されております。早期の通行料の無料

化や料金の引き下げにつきましては、その

収入不足分を府費による補てんが必要とな

ることなど、難しい課題もあると伺ってお

ります。しかしながら、交通分散化による

道路渋滞解消におきまして、鳥飼仁和寺大

橋の無料化の促進を要望してまいりたいと

考えておるところでございます。 

 続きまして、質問番号２の（３）地方公

営企業法の適用に向けた課題について、ご

答弁申し上げます。 

 下水道施設は、市民の恒久的な財産であ

るとともに、適正な維持管理を行い、施設

の利用に供しなければならないと考えると

ころでございます。厳しい財政状況のもと、

健全な運営を確保するとともに、経営状況

を正しくとらまえる必要があると考えると

ころでございます。そのようなことから、

法適用に当たりましては大きく三つの業務
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がございます。一つは、資産の調査・評価

業務で、これは法適化業務の中核をなし、

また、膨大な資産を持つ下水道事業がなる

がゆえに最も時間を要する業務でございま

す。二つ目には、法適化移行に伴う事務手

続きで、具体的には組織体制の検討、条

例・規則の整備、打ち切り決算や新予算の

編成などでございます。三つ目としまして

は、会計システムや固定資産管理システム

の構築でございます。このうち、下水道資

産の調査・評価につきましては、業務委託

を予定しておりますが、委託に当たりまし

て、業者を指導し監理する職員の確保が課

題と考えております。また、法適化移行に

伴う事務手続きに関しましても、企業会計

に精通した人員の確保が課題と考えており

ます。さらに、会計システム等の構築につ

きましては、既存システムとの調整等の問

題がございます。これらについて、水道部

など関係部局と協議し、課題の解決に努め

ているところでございます。 

 続きまして、質問番号３の（１）環境へ

の負荷が尐ないまちについての流れの中で、

緑化の全体像というお問いでございますが、

この件につきまして、土木下水道部にかか

わります内容についてご説明申し上げます。 

 この緑化の全体像ということでございま

すが、当部としましては、地球温暖化防止

基本計画策定に伴います緑化施策というの

がございます。この内容につきましては、

本市では、本市の特徴と申しますか、山も

なく谷もないという平坦地、そのような中

で水辺に親しめるという自然の状況であり

ますが、淀川、安威川、大正川等それぞれ

の水辺空間、こういうものがございます。

そのような中で、平成１０年度策定の緑の

基本計画、この中では平成９年度の緑被率

１５％ということに目標をあげております

が、これを平成３２年度には緑被率２０％

を達成したいと、このような計画も立てて

おります。あとは、開発行為に対しまして

地域の緑化の推進ですとか、大阪府自然環

境保全条例に基づく緑化指導、このような

ことも行っておりますし、市街化に残る貴

重な緑の保全・創造ということで、都市公

園ですとかちびっこ広場、こういう施設、

あるいは民有地でありますとか企業に対す

るその中での緑の保全、このあたりの創造

も図ってまいりたいと考えております。 

 今現在取り組んでいる状況の中で申し上

げますと、誕生記念植樹祭ということで、

春、秋、この２回についてそういう植樹祭

も行っているという状況でございます。今

年度から新幹線公園のところにございます

桜並木、これを私どもとしましては新たな

名所として取り組みたいと考えておりまし

て、今年度より３年間をかけまして、鳥飼

新幹線公園から上流へ向けまして鳥飼八町

方面へ桜を植えていきたいと考えておりま

す。これが延長としまして１．５キロの延

長を計画しておりまして、植樹本数につい

ても約１９０本たるものを整備したいと考

えております。 

 続きまして、質問番号３の（２）二線水

路の親水性を持たせた機能整備のご提案に

ついてのご質問にお答え申し上げたいと思

います。 

 一津屋には本線水路、二線水路といった

大きな水路がございます。ご指摘の水路に

つきまして、特に二線水路、この部分につ

きましては可能な部分がかなり多いかなと

いうふうに考えております。その中で、こ

の水路は用排水路として機能しておりまし

たが、近年、都市化が進んだことによりま

して、農地の減尐が非常に目立っている状

況にございます。この水路は、開水路とい
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う位置付けのもと、公共下水道の雤水幹線

という位置付けにもなってございます。し

かしながら、安威川以南の公共下水道整備

につきましては汚水先行ということで整備

しておりまして、今後は雤水整備にも目を

向けていかなければならない、そういう時

期に来ているのではないかというふうに考

えておるところでございます。二線水路に

つきましても、雤水幹線ということですか

ら、それなりの整備をしていかなければな

らない。その折に、一応その親水性も含め

た形で検討すべき内容かというふうに考え

ております。 

 市街化調整区域での下水道整備というこ

とでございますが、この件につきましては、

非常に高普及率に上がってきたということ

が一つございます。そのようなことから、

都市計画変更を行って区域の拡大を図りた

い、その区域の拡大を図った上で下水道法

あるいは都市計画法の事業認可を取得して

まいりたいと考えておるところでございま

す。 

 整備の内容でございますが、番田水門設

置及び内水対策検討委員会によります番田

水門が既に完成しておりまして、平成２７

年度より本格稼働するということになって

ございます。そういうふうな形の中で、鳥

飼八町を含めました上流域の雤水を摂津ポ

ンプ場まで導くがための整備を行ってまい

りたいと考えるところでございます。それ

につきましては、やはり鳥飼地域の水路を

有効に扱いたいということで、三箇牧水路

も有効に考えているところでございます。

汚水整備につきましても、現在９７．１％

と高普及率になったことで、市街化調整区

域への整備も可能というふうな状況になっ

てきたということでございます。 

 このような中で、市街化調整区域の中で

課題といいますか問題ということになりま

すと、やはり建設に対する負担金の問題が

発生してこようかと思います。これは、市

街化調整区域につきましては都市計画税が

賦課されていない状況、この部分の問題が

出てこようかと思います。ですから、この

あたりの整理に当たって、汚水整備に当た

りましては、地元に対しましていかに上が

る負担をお願いできるか、まずこういう説

明もしてまいった上で地元調整に入ってい

かなければならないのかなというふうに考

えるところでございます。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部理事。 

○福永保健福祉部理事 では、地域福祉活動

における市立集会所の活用についてのご質

問にお答えします。 

 昨年度、第２期地域福祉計画を策定する

に当たり、各校区で実施いたしました地域

福祉懇談会でも、高齢者が気軽にお茶を飲

みながら集まれる場所が欲しい、そのため

に地域福祉活動拠点の整備を求めるご意見

がある一方で、地域の市立集会所などの既

存施設をもっと活用すべきであるというご

意見もいただきました。現在、地域福祉活

動につきましては、デイハウス味舌、あい

あいホール別府、ゆうゆうホール鳥飼西の

３か所の地域福祉活動拠点が有効に活用さ

れております。また、市立集会所の活用に

つきましては、校区福祉委員会主催のリハ

サロンや老人クラブの日常的な活動などに

利用されております。さらに、これまで保

健センター、ふれあいの里、地域福祉活動

拠点、高齢者福祉施設で実施してまいりま

したお達者介護予防教室を、来年度は市立

集会所２か所でも地域の皆様のご理解を得

て開催する予定となっております。今後も

地域福祉活動の推進という観点から、地域

住民の皆様、特に高齢者の方が出かけやす
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い市立集会所の活用について、地域の皆様

や福祉関係者の皆様のご意見もいただきな

がら、庁内で協議を行い検討を進めてまい

りたいと考えております。 

○藤浦雅彦議長 水道部長。 

○中岡水道部長 それでは、２回目の上水道

事業と下水道事業の統合に当たっての水道

部としての課題についてのご質問にお答え

いたします。 

 下水道事業が地方公営企業法の全部適用

になるものとして、水道部としての課題と

いうよりも双方で調整すべき課題が大きく

３点ほどあると考えております。 

 １点目といたしまして、地方公営企業法

第１７条の２で規定されております経費の

負担の原則に基づき、資産の使用料、光熱

水費、退職金も含めた人件費等の経費の負

担を明確にしておく必要があります。 

 ２点目といたしまして、スムーズに移行

するためには、事務の基本となる財務会計

システムについて、水道事業会計のシステ

ムが基本になると考えておりますが、その

内容や切りかえ時期についての調整が必要

になります。 

 ３点目といたしまして、職員の身分保障

の問題があります。地方公営企業職員につ

きましては、労働組合法等が適用されるた

め、職員の加入組合について組合との協議

も必要になると考えております。その他、

窓口の一本化を考える場合、下水道事業の

一般会計部門についてどうするのか、職員

の企業会計の知識の育成についてどうする

のか等、課題の整理が必要であると考えて

おります。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 

○市橋教育総務部理事 大阪府からの教職員

人事権の移譲のうち、受け入れられる項目

についてのご質問にお答えいたします。 

 教職員人事権の市町村への移譲により、

住民の関心の高い教育をより住民の近くで

行うことができ、保護者や地域住民、教職

員の声を具体的に反映できる教職員人事が

可能になると考えております。しかし、一

方で、小規模市町村のみならず中規模市に

おいても採用や人事交流が難しくなること

が予想され、教職員人事の停滞や教職員の

職務のマンネリ化が生じるおそれもござい

ます。そのため、大阪府教育委員会が示し

た人事権移譲促進のための条件には、ブロ

ック単位での協議機関の設置が示されてお

ります。また、教職員人事権に関する事務

は、相互に密接に関連することから、すべ

ての事務を一括で受け入れることも併せて

示されており、本市のみでその一部に限っ

て受け入れることは現状では困難と考えて

おります。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部長。 

○馬場教育総務部長 中学校給食について、

総合計画に反映されていなかったこと及び

今般の大阪府が提唱する中学校給食につい

てのご質問についてお答えさせていただき

ます。 

 本市の第４次総合計画は、平成２３年か

らの１０年間の本市のまちづくりの将来像、

方向性、目標を示すものでありますが、こ

の中で、中学校給食につきましては、基本

計画の施策の４、学校・園が安全・安心で

快適なまちにしますに含まれるものでござ

いまして、現状と課題の欄で、食の安全確

保などへの取り組みも課題としており、中

学校給食の課題も認識いたしておりました。

この中で、本市が考える中学校給食では、

従前、大阪府が提唱しておりましたスクー

ルランチの導入につきましては、導入した

市においてもその利用率が非常に低迷して
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おり、このような状況の中では本市に導入

することは適切でないと一定判断したもの

でございます。本市に中学校給食を導入す

るのであれば、今現在、おいしい給食と高

い評価を得ております小学校同様、自校方

式で調理したものを提供する完全給食方式

が望ましいものとは考えますけれども、し

かし、現実問題、新たに施設を整備しなけ

ればならないために、多額の財政負担が生

じるといった財政上の大きな問題とともに、

中学校における給食指導、食育指導の観点

からも今後の長期的な課題であるととらえ

ておりました。一方で、今日の中学生の体

力や学力などの問題を踏まえたときに、必

要な栄養、食という観点の必要性や重要性

は認識しております。しかし、ただいま述

べました諸事情などにより、今後の１０年

間を見通した今回の第４次総合計画に具体

的に位置付けることはいまだ困難であると

判断いたしたものでございます。 

 中学校給食の現状でございますが、現在、

本市の各中学校では８割から９割の生徒が

弁当を持参いたしております。今般の大阪

府の中学校給食の導入を検討するための大

阪府の資料でも、保護者はおおむね６０％

の方が中学校給食の導入を希望しておりま

すものの、同じ資料の中で、中学校給食を

希望する生徒はわずか数％から２０％程度

にとどまっており、この資料でも多くの生

徒が弁当方式を望んでいることも伺えるの

ではないかと思います。今日では、親がと

もに仕事をしている世帯が多数になってお

り、そういう意味で、朝、お弁当をつくる

ことは時間的に大変であるということは十

分承知いたしております。しかし、だから

こそ子どもたちは、そのお弁当をつくって

くれる親に感謝の気持ちを持ってお弁当の

よさを感じていることのあらわれではない

かとも考えております。このことは、本市

が提唱しております人間基礎教育の感謝の

気持ちを大切にする人づくりにも通ずるも

のと考えております。したがいまして、本

市が考える中学校給食は、このようなお弁

当を介して感謝の気持ちや親子の会話を大

切にできる、そういった方式や仕組みも大

切にしていかなければならないと考えてお

ります。 

 今般、新たに大阪府におきまして、市町

村が中学校給食を導入する場合に、施設整

備費に係る費用について助成する旨、新聞

報道がされました。その考え方のわかる資

料について、大阪府にも提供を求めており

ますが、２月７日に大阪府の戦略本部会議

で示されたものしか提示されず、施設整備

に係るイニシャルコストの補助については

記載されておりますが、給食の運営に係る

人件費や学校への栄養教諭の配置など、そ

のランニングコストあるいはスクールラン

チとの関連など、大阪府が目指す真の中学

校給食の全体像など、その制度の詳細がい

まだ明らかになっておりません。この資料

の中でも、今後大阪府が市町村から意見聴

取をした後に、大阪府の補助制度の概要を

策定していくというふうになっております

ので、その際には、先ほど述べました本市

の中学校給食についての考え方も伝えると

ともに、今後、各方面に情報収集するなど、

それらの推移を検討しながら本市における

対応について検討してまいりたいと考えて

おります。 

○藤浦雅彦議長 生涯学習部長。 

○宮部生涯学習部長 文化財の保護・継承と

新修摂津市史編さんのご質問にお答えいた

します。 

 最初に、文化財保護法における伝統的建

造物群保存地区制度でございますが、市町
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村が条例等で定めたこの保存地区の中から

価値の高いものについて、国が重要伝統的

建造物群保存地区を選定し、市町村の当該

保存事業へ財政的援助が行われております。

近年、このような伝統的建造物群の集落、

町並みの保存は、地区の個性を生かした持

続可能なまちづくりとして注目を集め、そ

の重要性が高まっていると聞いております。

この保存地区の選定には、その町並みの歴

史、建造物の特質、景観の現況、さらには

社会的実態について詳しく調査することが

必要とされておりますので、当該保存地区

を持つ市町村の集まりである全国伝統的建

造物群保存地区協議会へ問い合わせ、情報

収集するなど、本市内の集落に適用できる

のか等、調査・研究してまいりたいと考え

ております。 

 平成２３年度より市史編さん業務が教育

委員会から市長部局へ移管いたしますが、

このように歴史的調査という点で、文化財

保護と市史編さんには共通する部分があり、

議員ご指摘の別々の部署で担当することで

二重投資になるという懸念が一部生じます

が、互いに緊密な情報共有・交換を行うこ

とにより、二重投資とせず、１足す１を３

とする相乗効果を生むことができるよう努

めてまいりたいと考えております。 

 また、前回の市史編さん時に組織されま

した摂津市史編さん委員会では、教育委員

会の代表者及び市の職員も委員として参加

しており、同委員会において情報の共有は

できるものと考えております。また、他市

では市史編さん庁内連絡会議というものを

設置し、関連部署の職員が調査・研究の支

援、協力を行っている事例もございます。

いずれにいたしましても、市史編さん事業

は、平成２３年度に市史編さん委員会が組

織され、同委員会において編集方針が決定

され、本市の歴史資料として次代に引き継

ぐため、市の主要事業として実施されるも

のであり、市全体として取り組むべき事業

であると認識しているところでございます。 

 教育委員会といたしましては、２２年度

中に築いた市史編さん嘱託員等との関係を

むだにすることなく、責任を持って市長部

局に引き継ぎ、所管が変わりましても市の

主要事業として取り組んでまいる所存でご

ざいます。 

○藤浦雅彦議長 副市長。 

○小野副市長 私のほうから中期財政見通し

と４次行革の見直し期についてお答えした

いと思います。 

 中期財政見通しにつきましては、昨日、

総務部長から答えましたように、平成２２

年度の決算状況をまず見きわめる必要があ

ると。過去から数字がころころ変わると、

こんなに変わるものかというようなご指摘

もいろいろ受けてまいりました。まずは、

一つはそれが必要だというふうに思ってい

ます。 

 それからもう一つは、今、ご承知のよう

に、言われましたように国の状況が混沌と

しておるということ、これをまた見きわめ

なきゃならないということが一つ。それか

ら、今議会で市政運営の基本方針等々で出

しております、また議論をいただいており

ます、いわゆる事業計画が後ろについてお

ります。その事業計画をどこまで見込める

かということ、これももう一度精査をする

必要があるというふうに思っておりますの

で、今、申し上げた時期に中期財政見通し

を修正して、早い時期に議会にもお示しを

したいというふうに考えておりますので、

そういうことでございます。 

 それから、第４次行革でございますけど

も、もちろん自治体として行革は最重要項
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目でありますから、そういう中で第４次の

行革実施計画をつくったということでござ

います。それで、一つの大きな柱の６６０

人体制の問題につきましては、この２３年

４月には６６０人体制から下回ってくると

いうことも見えてまいりました。当然こう

なりますと、職員団体からは、今日まで協

力してくれておりますが、６割補充という

ものをどう考えるかということも当然議論

が出てくることは目の前に見えております。

それからもう一つは、この議会なり委員会

で言われております、いわゆる臨時的任用

職員、行政パートナー等々が増えてきてい

るではないかと。これも、きのう市長公室

長が申し上げた中身のもう一度整理が必要

でございます。 

 それからもう一つ、ご承知のように、定

年延長制度がもう見えるだろうと。中身は

まだわかりませんが、平成２５年度から６

１歳定年になるというふうに承知いたして

おります。そうしますと、平成２９年では

６５歳定年になってくると。このときにど

ういう形が見えてくるかと。ここもきちっ

といま一度整理をして、職員団体にもまず

このことの議論をきちっとしなきゃならな

いということを考えております。そういう

ことの議会に対して、また職員に対してど

ういう形で見直すかということを早急に点

検したいということをもって、この中身の

見直しに努めてまいりたいというふうに考

えております。 

○藤浦雅彦議長 市長公室長。 

○羽原市長公室長 それでは、まず行政サー

ビスの品質向上という考え方についてご答

弁を申し上げます。 

 行政につきましては、従来、シビルミニ

マムということの充足がまず求められてい

るということでございまして、どこの自治

体に住んでも同じサービスを受けれるとい

うことを目指してサービス提供、設計をし

てまいりました。どうしてもその中では品

質という概念がなかなか入ってこなかった

ということは確かにあろうかと思います。

ただ、社会の成熟化に伴いまして、市民ニ

ーズの多様化、個別化が進行いたしました。

それなりに対応していくという中で、ご質

問にもございましたニュー・パブリック・

マネジメントという考え方が導入をされ、

市民サービスの向上と併せて市民満足を充

足していくという点から、行政サービスの

品質向上ということが非常に意識されるよ

うになったというふうに考えております。

ただ、ニュー・パブリック・マネジメント

の中で、やはり何点か整理をしていかなき

ゃならんのじゃないかというふうに思って

おりますが、まず提供するサービスが実際

の本来的な業務であるべきなのかというこ

との議論、これはまず必要でありましょう

し、第２点目といたしましては、住民との

協働というようなことを考えていく中では、

自治体の役割、住民の役割、それぞれの責

任をどう考えるのかというようなことの議

論もやはりしっかりと整理をしていく必要

があるのかなというふうに思っております。 

 ３点目といたしましては、自治体の意思

決定のあり方、この辺につきましても、住

民との関係または議会との関係もございま

すので、その辺もやはりルールとしては整

理をしていかないといけないのではないか

というふうに考えておるところでございま

す。本市の新しい行革の中では、摂津市が

目指す協働の姿といたしまして、市民、事

業者、行政、それぞれに主体性を持つこと、

互いの特性を尊重すること、共通の目標を

持つこと、それから対等な立場で事業を進

めていくというふうに規定をいたしており
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ます。言葉で言うのはそのとおりでござい

ますけれども、それぞれどういうふうにこ

の点を認識してルール化できるのかという

ことは今後しっかりと議論をし、ルールと

して形成していきたいというふうに考えて

おります。 

 次に、協働化率という概念を導入しては

どうかというご質問でございました。東京

都の杉並区におきまして、市の直営から区

民との協働のほか、民間委託、指定管理者

制度の導入、または民営化というものを取

り入れた事業を数値であらわす区の事業の

協働化率という概念を用いまして、平成１

５年度で３１％であったものが、平成２２

年度には６０％にまで向上しているんだと

いう目標を掲げて行財政改革を取り組んで

おられるというふうに承知をいたしており

ます。確かに言葉だけで協働もしくは協働

が進んでいると言うよりは、数値としてお

示しをするほうがやはり理解しやすい、わ

かりやすいということがございますので、

本市ではどういうふうに考えられるのか、

この点につきまして、ぜひ研究してまいり

たいというふうに考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 副市長。 

○小野副市長 若干言い足りないところがご

ざいましたので、訂正も含めまして申し上

げたいと思います。 

 先ほど、いわゆる定年延長の問題でござ

いますが、具体的に私は２５年度から６１

と、今も２９年で６５と申し上げましたが、

今現在、まだ具体的になっておりませんで、

改めて申し上げます。平成２５年度以降の

定年退職者から定年の延長になることが想

定されておるということで、最終的には定

年が６５歳になるというのが今現在の正し

ゅうございますので、申しわけございませ

ん。よろしくお願い申し上げます。 

○藤浦雅彦議長 消防本部理事。 

○浜崎消防本部理事 消防の広域化へ向けて

の具体的な動きについてのご質問にお答え

いたします。 

 平成２０年３月に策定されました大阪府

消防広域化推進計画では、豊中市、池田市、

吹田市、高槻市、茨木市、箕面市、島本町、

豊能町、能勢町、そして摂津市の北摂７市

３町の組み合わせによる北部ブロックの枠

組みでの広域化が提案されております。こ

の計画を受けて、平成２０年８月、これら

構成市町で大阪府北部ブロック消防広域化

検討会を組織し、広域化後の効果、広域化

へ向けての課題等の整理を行い、平成２１

年１１月に報告書をまとめ上げたところで

ございます。現在、大阪府が示す北部ブロ

ックでの協議会設立の方向性は極めて薄く、

もう尐し狭い範囲で各自治体が個別に抱え

る諸課題の解決に向けて広域連携を進めよ

うという動きが出てきております。本市が

関わるこれらの動きにつきましては、複数

の近隣市町との連携につきまして、勉強会

の段階ではありますが、その効果を整理し

ているところでございます。具体的には、

茨木市、摂津市の２市間、高槻市、茨木市、

島本町、摂津市の３市１町間、豊中市、吹

田市、池田市、摂津市の４市間、吹田市、

茨木市、摂津市の３市間等がございます。

これら自治体間で検討いたしました結果を

もちまして、消防広域化も見据え、摂津市

民の皆様にとりまして安全・安心がさらに

向上できるよう体制を強化し、消防施策を

推進してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 三好議員。 

○三好義治議員 それでは、３回目の質問を

させていただきます。 
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 私は民主党を代表して、これまでの市長

の行政手腕について高く評価しているとい

うことをまず申し上げたいというふうに思

います。今回のこの代表質問に当たっては、

第４次総合計画の中でのこれからの課題に

ついて質問を集約させていただいたつもり

でございます。 

 その中で、とりわけ商工業の発展につき

ましては、これからの摂津市の歳入を考え

ていったときに、やはり企業の法人市民税

並びに償却税を含む固定資産税をもって、

どのように歳入の確保をしていくかという

ところが大きな課題であるというふうに思

っております。その中で、商工業について、

これまでの行政の取り組みは商業の取り組

みが多く見受けられました。私は、一方で

はやっぱり工業戦略、地場産業の育成とい

うことも含めて、これから市長としてどの

ように考えているのか、お聞かせいただき

たいと思いますし、さらに摂津市におけま

すのは、鳥飼なす、新幹線基地、そして銘

木団地でありまして、銘木団地は昭和３８

年に地場産業として全国に摂津市を売って

いただきました。その銘木団地が今は中古

車センターに変わりつつある状況でござい

まして、ここにやはりてこ入れをしながら

地域の活性化、これを何とかやっていただ

きたいということの中で、この点について

もお聞かせをいただきたいというふうに思

っております。 

 次には、集会所の関連でございますが、

地区福祉、これからの高齢化時代を考えた

ときに、今の集会所の活用だけでの指標で

見たときには見方が変わってくると思いま

す。私は今、集会所が活用できない現状と

いうのは、手狭でバリアフリーがなくて備

品がそろっていないから、行っても何の楽

しみもないのが今の集会所でございます。

地区福祉を考えて協働の精神を考えるんや

ったら、福祉と管理をやっている総務防災

と連携をとりながら、いかに集会所を活用

しながら、これからの高齢化時代の中での

福祉活動拠点としてやっていただくか、こ

れは要望にしておきますので検討してくだ

さい。 

 もう一方での人事戦略と中期財政見通し

についてでございますが、私はこれからの

中期財政見通しは、これまでも言っており

ましたが、やはり歳入を確保した中での歳

出を考える、この基本原則に立って歳入に

見合った歳出を検討していくべきだという

ことを申し添えたいと思いますし、協働化

率も含めて検討していただいて質問を終わ

ります。（発言終了のブザー音鳴る） 

○藤浦雅彦議長 市長。 

○森山市長 三好議員の３回目の質問にお答

えいたします。 

 るる厳しいご指摘の中にも、私の行政手

腕を評価していただき、ありがとうござい

ます。商工業の決意を示せということでご

ざいますが、いつも言っておりますように、

このまちは面積が１５平方キロ以下、人口

は８万５，０００人弱、全国的にも非常に

規模の小ちゃなまちでございます。山も谷

もない、市域の６０％以上は準工地帯、平

坦な、どちらかといえば粗削りなハードな

地形であります。これだけを聞くと一体ど

んなまちやねんというふうに思うわけでご

ざいますが、このまちは、ご存じにように、

昼間は人口が１０万人になんなんといたし

ます。あっちこっちからたくさんの方がこ

のまちにお仕事に来られているわけでござ

いまして、働きやすい、そして仕事がしや

すい、ある意味では私は活気のあるまちだ

と思っております。今、いろいろおっしゃ

いました。このまちには、小ちゃなまちで
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すけれども、４，０００になんなんとする

大小の事業所があるわけでございまして、

この現実をしっかりと認識するというか見

つめなくてはならない、これは常々言って

おることでございます。摂津市にあるこの

４，０００の事業所、大阪府下でも東大阪

市とまではまいりませんけれども、立派な

産業都市の一つであると自負をいたしてお

ります。それだけに、ここにある一つ一つ

の事業所が元気でないと摂津市の活気につ

ながってまいらないと思います。今、いろ

いろとご指摘をいただきましたけれども、

このまちで働きやすい、そして仕事がしや

すい、そして住みやすい、このバランスを

とって、これからも商業だけじゃなくて工

業、これもしっかり目を向けていいまちづ

くりにつないでいきたいと思います。 

 それから、銘木団地の話でございますが、

ご指摘のとおりだと思います。私は、今年

の予算編成に際しましても、銘木団地が寂

れてしまっていると、摂津市の自慢する一

つの地場産業として今までいろいろの話題

になったけれども、このごろ話にも出てこ

ないようになってしまったと、これじゃい

けないと、みんな忘れてしまっているんじ

ゃないだろうかということで、団地の皆さ

ん、有志で昨年も銘木市場といいますか、

いろいろ展示会等々、地域の皆さんとおっ

しゃっている話を聞きました。摂津市では

農業祭といいまして、これが非常に華やか

に多くの市民の皆さんが参加して行われて

いる。おい、一遍農業祭を手本にして、ま

た違った意味の銘木祭というものを考えら

れへんやろかというような提案をしたよう

な次第でございまして、一遍に農業祭のよ

うな形になるのは非常に難しゅうございま

すけれども、しっかりとそういった視点を

持って、ここにあるそういったものを生か

していきたいと思います。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 三好議員の質問が終わりま

した。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時５８分 休憩） 

                 

（午後 １時    再開） 

○藤浦雅彦議長 休憩前に引き続き再開しま

す。 

 引き続き代表質問を行います。 

 次に、弘議員。 

  （弘豊議員 登壇） 

○弘豊議員 日本共産党市会議員団を代表し

て質問を行います。 

 まず、本日朝、千里丘東５丁目で起きま

した火災では、大きな被害も出ておると聞

いております。ご家族の方、また被災され

た方に心からお見舞いを申し上げたいとい

うふうに思います。 

 それでは最初に、市民にとって最も身近

な自治体としてのあり方について伺います。 

 第１は、政権交代から１年半のこれまで

の国の動きと地方自治体への影響をどう見

るかについてです。何のための政権交代だ

ったのか。民主党への期待は幻滅から怒り

へと変わっています。その中でも、どうし

たら未来に希望ある社会をつくることがで

きるのか、多くの国民が真剣な模索を始め

ているのが今日の現状ではないでしょうか。

政権交代の大きな要因にもなった自公政権

時代の構造改革と規制緩和による地方切り

捨ての政治、地域社会の崩壊、暮らし向き

は苦しい、仕事がない、国保が高くて払え

ないなど、切実さを増す住民の声にきちん

と向き合うようになったでしょうか。残念

ながら答えはノーです。２０１１年度政府

予算案の審議が国会で進められていますが、
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国民の暮らし応援には背を向ける一方で、

法人税の５％減税、証券優遇税制の２年延

長など、大企業、大資産家を優遇し、軍事

費は前年とほぼ同額、しかも思いやり予算

を５年間総額維持です。また、地方政治に

対しては、住民の暮らしと福祉のための自

治体独自の仕事を切り捨て、保育所、障害

者施設をはじめ、社会保障や教育などの各

分野で国が定めた最低基準さえ取り払い、

住民福祉の機関としての自治体の機能と役

割を一層弱めるものになっています。また、

官から民へのかけ声で、保育所や学校給食

の民営化など、公的責任、公共サービスの

投げ捨て、民間任せの動き、さらには大企

業がもうけを増やせば地域もよくなると大

企業を呼び込むための誘致補助金や基盤整

備に巨額の税金を投入し、道州制の導入な

ど、財界、大企業の都合のいいように自治

体の大規模化をする方向に進めているとい

うわけであります。これらは自公政権時代

に進めてきた地方切り捨ての政治を丸ごと

引き継いで、さらに加速させるものではな

いでしょうか。市長はこうした状況につい

てどんな認識をお持ちでしょうか。 

 第２に、大阪都構想や地域主権改革など

に対する市長としての基本姿勢について伺

います。今、最初に申し上げた、地方で進

行している自治体の役割を投げ捨てる方向

の最も悪い典型が大阪都構想だと考えてい

ます。今日、大阪の危機は全国的に見ても

深刻で、しかも長期にわたっています。大

阪国税局管内で働く民間労働者の４人に１

人が年収２００万円以下、生活保護率は４．

３％で全国最高、国民健康保険料滞納者は

３７万人に及んでいます。中小企業者の倒

産・廃業も相次ぎ、府内事業所数はこの５

年間で１１．４％減尐し、約２８万人もの

雇用の場が失われ、完全失業率は７．１％

で全国最悪です。橋下知事は、こうした実

態を無視し、住民サービスは市町村に押し

つけ、集中した財源を新たな装いで大型開

発につぎ込もうとしているわけであります。

日本共産党は今こそ府民の暮らしと地域経

済の主役である中小企業を直接応援する方

向に政策を転換することこそやるべきだと

考えますが、今日の状況を市長はどう受け

とめておられるか、お尋ねします。 

 次に、市長は市政を担当されて６年半を

迎えるわけですが、これまでの市政運営と

今後の方向性について質問します。この間、

近隣各市から本市の評価として、借金の多

いまち、公共料金の高いまちであったのが、

尐しずつ改善され、市債、市の借金は、１

０年前の２０００年度市民一人当たり１２

７万円が、今年度末見込みでは８５万円に

減尐してきています。また、小規模の自治

体として、高齢者民間家賃助成や愛の一声

訪問事業、大阪府下一番の就学援助金制度、

小規模修繕工事等希望者登録制度などなど、

独自の事業も数多く展開してきているのも

事実であります。これから第４次総合計画

の１０年間のまちづくりが始まります。１

２月議会において指摘しましたが、小規模

の自治体としての顔がふれあうまちづくり

を進めていくためには、行政への信頼がな

ければできないことは明白であります。そ

のために、国の不安定な情勢があるとして

も、住民福祉の機関としての自治体の役割

をみずから実践する立場に立つことが重要

であると考えます。 

 そこでお尋ねしますが、一つは市民の協

働ということでありますが、将来のまちづ

くりを進めていくために大きな障害となっ

ている第４次行財政実施計画について市民

的論議を行うべきではないか。二つ目に、

職員体制の問題で、６６０人というのが第
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４次行革の目標ですが、この４月の時点で

大体その数字に近いものになるとの状況や

今日の人件費に対する認識と今後の職員体

制について伺います。三つ目に、財政問題

で、国の地方財政計画において臨時財政対

策債や地方交付税などの大きな方針転換が

示されたわけですが、昨年の中期財政見通

しと大きなずれが発生している中で、今後

の財政見通しについて。四つ目には、阪急

京都線の連続立体交差事業のような多額の

費用を伴うものについては、市民全体の賛

否をきちんと集約することを行うべきだと

思いますが、以上の点についてお聞きしま

す。 

 次に、雇用と地元商工業の振興について

質問します。 

 この間の厳しい経済状況は十分ご承知か

と思いますが、とりわけ問題なのは、異常

なまでの賃下げ社会とも言える事態ではな

いでしょうか。民間企業で働く労働者の給

与は、ピーク時の９７年から比べると年収

で平均６１万円も減尐しています。加えて

総務省が発表した全国の労働力調査で全産

業の就業者数がリーマンショック後の２年

半で６，４０５万人から６，２２８万人へ

２．７％も減尐、とりわけ製造業で１，１

６１万人から１，０３２万人へと１１．

１％も減っているのも深刻です。本市の状

況でも、市長が市政方針で述べられました

とおり、現在約３，７００の事業所があり

ますが、市内事業所実態調査の結果で見て

も本当に厳しい実態が伝わってきます。政

府は、昨年、当事者団体の長年の働きかけ

もあって、ようやく中小企業憲章を閣議決

定しましたけれども、事業所の９９％を占

め、雇用の７割を担う中小企業をしっかり

支えていくことが本市としても大変大事な

課題であると考えます。 

 そこでまず、この間取り組まれた緊急雇

用対策や地域就労支援の成果と今後につい

てですが、大阪府の完全失業率が７．１％、

また、新卒者の就職内定状況は近畿で７１．

０％と過去最低の水準にあります。本市で

も緊急雇用対策事業などが取り組まれてき

ましたが、取り組みの成果や今後の展望に

ついてお答えください。 

 第２に、中小企業資金融資制度について

ですが、大企業の利益は回復する一方で、

景気の先行きは一向に見通せません。やむ

なく倒産・廃業に追い込まれる中小零細企

業が後を絶たない中、資金融資の緊急保証

制度が命綱の役割を果たしてきました。そ

れがこの３月末期限で終了されようとして

います。どのように認識をお持ちでしょう

か。これまで行ってきた利子補給金、返済

期間の延長、預託金の増額など、引き続き

独自の支援策が必要ではないか、市長の見

解をお聞きします。 

 第３に、商業活性化条例制定における具

体的取り組みについてです。地域の消費が

ここまで冷え込んでいる背景は、市民一人

ひとりの所得が減り、購買力が落ち込んで

いることにあると考えています。商業活性

化に向けた行政としての支援はもちろん必

要で、昨年の活性化条例も評価します。具

体的な取り組みについて、どう進めていく

のか、今後のことをお聞かせください。 

 第４に、中小企業の仕事確保と公共工事

の発注のあり方についてです。市内業者へ

の仕事確保という点で、小規模修繕工事等

希望者登録制度がつくられ、尐額の発注で

あっても受けた業者には喜ばれるものにな

っています。市が発注する工事等について、

さらに工夫ができないか、緊急の仕事おこ

しという点でお考えがないか、お答えくだ

さい。 
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 第５に、企業立地等促進条例の制定につ

いてです。今回出されましたこの条例案を

見ますと、企業の振興及び経済の活性化を

図り、健全な市の発展に資することを目的

にということでありますが、これまで他市

で行われてきている企業誘致競争にあって

は、財界系のシンクタンクからも企業誘致

による成長モデルは停滞する地域経済の現

状を打開するための抜本的な解決策にはな

り得ないと指摘されています。地域経済を

よくするためには、大企業さえ呼び込めば、

そのおこぼれで地域が栄えるという古いや

り方ではなく、地域に現にある力を育て、

伸ばし、それによって雇用と消費を増やし、

さらに力をつける振興策が何より大事だと

考えますが、今回の条例が大企業向けのば

らまきにならないか、本市においてはどの

ように考えているか、お聞かせください。 

 続いて、まちづくり、環境について、５

点質問します。 

 まず、生活道路と歩道の改善についてで

す。交通事故死亡件数が減尐しつつありま

すが、大阪府では０８年度１９８人が０９

年度２０５人に増えています。摂津市でも

死亡事故が発生しており、幹線道路の整備

と併せて生活道路の安全対策が重要な課題

です。今年度、道路補修事業で１億円の予

算が組まれましたが、歩道の拡幅は用地買

収費を伴うこともあり、また、路面の修

繕・修復が必要な箇所は多数に上り、多額

の費用を必要としています。限られた予算

の中で尐しでも安全で便利な道路整備を進

めていくために、道路整備基本計画のよう

なものが必要ではないかと考えますが、い

かがでしょうか。 

 第２に、市内バス路線網の改善について

伺います。市政運営の基本方針で、市内公

共交通のあり方について引き続き検討を進

めてまいりますと表明されました。これで

は新年度も実現しないことにつながるので

はありませんか。この１年間、何を検討さ

れてきたのか、具体的に示していただきた

いと思います。新年度、具体的な予算が組

まれていないということは、市民との約束

を先送りすることになります。実施に向け

て改めて市長の姿勢をお聞きしたいと思い

ます。 

 第３に、吹田操車場跡地開発とクリーン

センター問題についてです。市長は、吹田

操車場跡地まちづくり基本計画に基づき緑

豊かなまちづくりを図りますと発言されま

したが、クリーンセンター問題はこれまで

の域を出ていません。関係機関との実現可

能な方策について協議を重ね、方向性を示

すと表明されましたが、関係機関との協議

が整う時期について展望があるのでしょう

か、お聞かせください。整わないときはど

のような方策を考えているのかもお聞きし

たいと思います。時間があるようにはとて

も思えません。プログラムについてもお聞

きします。 

 第４に、安威川ダム計画の再検証につい

てです。大阪府は槇尾川ダムの中止を決め

ました。しかし、安威川ダムは新年度も５

６億円の予算をつけ、本体工事に入る準備

をしています。摂津市もダムの積極的な推

進姿勢を示していますが、いま一度立ちど

まり、大阪府の治水対策として示した亓つ

の物差しだけではなく、都市型総合的水害

防御計画の検討を行うべきではないでしょ

うか。雤は都合よくダムの上流だけに降り

ません。異常気象による災害はダムだけで

防げないことを物語っています。とりわけ

正雀川、山田川、境川、勝尾寺川などはダ

ムの下流側にあり、彩都など緑を削る大型

開発で瞬間的に水かさが上がる危険な状況



 

 

３－３２ 

になっています。さらに、ダムサイトとダ

ム湖周辺には２４本の断層が確認されてお

り、活断層との関連が危惧されています。

いま一度立ちどまり検討を求めます。 

 第５に、一般廃棄物処理基本計画とごみ

収集の民間委託についてです。新しいごみ

収集の基本計画が３月２日に示されました。

２０１０年度基本計画策定委託費が計上さ

れ、実施されてきましたが、策定過程が全

く見えてきません。昨年、第４回定例会で

指摘され、その姿が議会にもやっと届きま

したが、前計画は、その冊子そのものが現

場職員の目に触れるところにもありません

でした。随分粗末に扱われてきたものと言

わざるを得ません。今回策定された計画も、

現在、パブリックコメントがかけられたと

ころです。市長が新総合計画で「協働」と

いうキーワードを使われましたが、ごみ減

量はまさに市民との協働が鍵になっていま

す。その基本になる計画が市民との協働で

策定されたと言い切れるでしょうか。疑念

を抱くものです。さらに、ごみ収集の民間

委託拡大はさまざまな課題と矛盾を抱えて

います。これ以上の民間委託拡大は進めな

いことを求めますが、市長の姿勢を問いた

いと思います。 

 次に、子育て支援と教育の充実について

６点質問します。 

 最初に次世代育成支援行動計画の取り組

みについてです。摂津市ホームページ掲載

の保育所入所申し込み状況一覧によると、

保育所の待機児童は昨年６月１日には３０

名だったのが、月を追うごとに増加し、今

年２月１日には１２０名に達しています。

次世代育成支援後期行動計画の目標定員数

１，７２５人では、現状の待機児でさえ解

消できませんが、待機児童解消に向けた取

り組みと課題についてお聞かせください。

また、べふこども園の開園まであと１年に

迫りました。公立の施設として幼稚園と保

育所を統合するわけですが、来年４月開園

に向けた幼保関連の取り組みや施設の増改

築などの到達点と課題についてお聞きしま

す。同時に、今年策定される「就学前教育

実践の手引き」の位置付けについてもお答

えください。 

 第２に、子どもの医療費助成の拡大につ

いてです。おととし、入院医療費において、

所得制限なしで中学校卒業まで拡大され、

摂津市の子ども医療費助成制度は府内トッ

プクラスとなりました。しかし、対象年齢

の拡大は広がっていき、堺市では入・通院

ともに中学生にまで対象を広げています。

子育て支援策の柱とも言える医療費助成の

対象年齢の拡大について、お考えをお示し

ください。 

 第３に、豊かな教育環境を整備すること

についてです。摂津の子どもたちに健やか

な成長と豊かな学力を保障する環境づくり

は行政の役割です。新年度、中学校に続き

小学校普通教室へのエアコンを設置するこ

とは評価できるものです。一方、教育施設

の耐震化については、Ｉｓ値０．３未満の

改修は完了しましたが、０．７未満の建物

は残されています。一刻も早い耐震化が必

要ですが、進捗状況と今後の計画について

お聞きします。また、行き届いた教育のた

めに学校現場への人的補償は欠かせません。

国が小学校１年生において３５人学級を実

施する方針を示したこともあり、大阪の現

状である小学校１、２年の３５人学級をさ

らに拡大していけるのではないかと考えま

すが、いかがでしょうか。同時に、昨今問

題になっている定数内講師や非常勤講師不

足による影響についてお聞かせください。 

 第４に、中学校給食に対する考え方と給
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食民間委託についてです。大阪府が新年度

に中学校給食を実施する市町村への補助を

行う方針を示しました。大阪府は中学校給

食の実施率７．７％と全国的に大きく立ち

おくれていることを考えれば、その補助の

内容は大変不十分だと思いますが、それで

もこれまでの大阪府の姿勢から大きく一歩

踏み出したものと言えます。それだけ府民

の要望が大きいと言えます。摂津市として

安全・安心の中学校給食に向け、取り組み

を検討するべきです。考えをお聞かせくだ

さい。 

 また、既に２校で実施されている調理業

務の民間委託については、安全・安心の学

校給食に対する公的責任を後退させるもの

です。経費削減の効果も不明確、同時に偽

装請負の疑いもあるなど問題が多く、見直

しを求めるものです。見解を問います。 

 第５に、就学援助金制度の改善について

です。府内でもトップクラスの認定基準は、

新年度も現行どおり生活保護基準の１．３

倍と維持されました。学校現場ではさまざ

まな経済的な負担があります。貧困の拡大

が教育格差の拡大とならないような措置が

求められています。義務教育は無償という

原則に尐しでも近付けるために就学援助金

制度の充実が必要です。第４次行革で見直

しの対象となっていますが、対象者を減ら

さず内容の充実こそ必要です。見解を問い

ます。 

 第６に、日の丸、君が代の押しつけをや

めることについてです。今年も卒業式・入

学式のシーズンを迎えます。国旗国歌法制

定時、日の丸、君が代、これを国民に強制

することはしないという閣僚答弁は、日の

丸、君が代が持つ歴史的な問題と国民や近

隣諸国の思いに配慮したからではなかった

でしょうか。国旗・国歌に対するマナーを

教えることと日の丸、君が代を教育・指導

という逃れられない環境のもと、敬意を形

としてあらわさせることとは別問題ではな

いでしょうか。見解を伺います。 

 最後に、市民の命と暮らしを守る具体的

な問題で６点質問します。 

 第１に、北摂地域の救命救急医療を守る

ことについてです。市民の方々から救急車

が来ても搬送先が決まらずなかなか出発し

ないという不安の声が寄せられます。とり

わけ重篤な患者に代表する三次救急につい

ても、三島救命救急センターでは空きベッ

ドがないという理由で５人に１人は受け入

れを断らざるを得ない事態も報告されてい

ます。早急に体制の充実が望まれますが、

どのようにお考えでしょうか。また、大阪

府は５年前に民営化した千里救命救急セン

ターへの独自支援を打ち切るなど、府の果

たすべき救急医療に対する責任が疑われま

す。市民の命と健康を守る問題として、市

としてどう取り組まれるのか、認識をお聞

かせください。 

 第２は、国民健康保険についてです。今

日、全国的に見ても高過ぎる保険料負担と

併せて増える滞納世帯、構造的な矛盾が浮

き彫りになっています。これまでも求めて

きましたが、国庫負担を大きく引き上げる

ことなしに制度を維持していくことはでき

ません。そうしたもとで、本市では２００

６年度、大きく料金改定がされて以降の保

険料値上げを抑えていることは評価をした

いと思っています。しかし、年金暮らしや

自営業者、非正規労働者などで構成される

国保加入世帯にとっては、収入は増えない、

むしろ年金などは当面減っていく方向、重

い負担が生活を圧迫しています。例えば４

０代夫婦子ども２人の４人家族で、総所得

２５０万円の世帯では、１０年前に年間の
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保険料３１万９２０円だったものが、現在

４０万円を超える計算です。保険料軽減の

ための努力が一層必要だと考えますが、お

考えを伺います。 

 また、後期高齢者医療制度について、政

府方針が二転三転し、廃止は２０１３年末

まで先延ばしされました。その上、新しい

高齢者医療制度が検討されていますが、７

５歳の年齢で別会計は継続され、保険料負

担、窓口負担の引き上げの問題も出てきま

す。さらには都道府県単位で国保に合流さ

せ、国保の広域化と、決して国民が望む解

決策とは言えません。高齢者医療に対する

見通しについて見解をお聞きします。 

 第３は、高齢者・障害者福祉の充実につ

いてです。高齢者福祉にかかわっては、２

０１２年度からの第５期のかがやきプラン

策定に取り組んでいく年ですが、医療や介

護、年金など、制度の仕組みそのものが大

きな課題ですが、総合計画でも協働といっ

て地域やボランティアにお願いする計画で

す。地域の支え合いはもちろん大切なこと

ですが、社会基盤の整備や必要な体制がと

れているでしょうか。ボランティア頼みで

解決していくでしょうか。見解をお聞きし

ます。 

 障害者福祉にかかわっては、来年度予算

案では障害児のショートステイ、預かり事

業などが増やされました。しかし、重度の

障害のある人が増える中で、日常的に医療、

介護が必要な方などを受け入れる事業所の

整備も必要です。また、国は自立支援法廃

止としながらも利用者負担を求める新法作

成で、当事者団体などの意見が反映しない

ことなどが問題になっています。摂津市と

して障害者福祉をどう改善するのか、お聞

かせください。 

 第４に、感染症予防ワクチン接種につい

てお聞きします。これまで、このワクチン

接種の公費助成を求める要望は、全国で取

り組まれ、各自治体や国に届けられ、今日、

助成制度実現にと国を動かしてきました。

それが、きのうのやりとりのとおり、一た

んストップがかかる形となっています。３

月に入ってからのたび重なる死亡事例につ

いては、子どもの命と健康を守る上で効果

があるとされてきたものだけに、親の気持

ちを考えると本当に震悚にたえません。直

接ワクチンとの因果関係があるか不明だと

の発表ですが、市民の命と健康を守る上で

は、このたびの件も含めて予防ワクチンの

安全な提供体制を世界基準に引き上げるこ

とは今後とも必要な課題だと思っています。

早期に安全性が確認されることを願うもの

ですが、今回、この助成制度については、

全額補助で検討されていたと思います。そ

れが大阪府内ほとんどの自治体で無料接種

であるのに対し、本市では一部負担となっ

ています。全額ではなく一部助成に至った

その考えをお聞かせください。 

 第５に、生活保護行政と窓口対応にかか

わってです。厳しい社会情勢のもとで生活

保護を必要とされる世帯は年々増加してい

ます。おととしの年越し派遣村などを契機

にして、健康な稼働年齢層の方々の支援と

いうことに目が向けられるようになりまし

たが、本市では、この間、就労支援相談員

の人的配置もされてきて、具体的にはどの

ように現状をとらえているでしょうか。マ

スコミでは貧困ビジネスや不正受給問題な

ど、他市の状況でたびたび取り上げられて

いますが、法にのっとった適正運用は当然

追求されるべきです。 

 一方で、大阪市が保護開始前の就労指導

で方針に従わないと申請却下につながるよ

うな窓口対応があると報じられました。こ
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れは法にのっとった運用とは言えないと思

います。生活保護の適正な運用について見

解を伺います。 

 第６に、税や保険料の滞納処分について

です。先日、大阪社会保障推進協議会とい

う団体が国保１１０番という取り組みを行

いました。多数の相談が寄せられ、その実

態から大阪市が滞納処分を機械的に進めて

いること、学資保険まで差し押さえること

に対しては、子どもの進学の夢を奪うこと

を行政がやるべきではないと是正を迫った

と聞いています。国も国税通則法の改悪計

画を含め、徴収処分圧力を強めています。

税や保険などで差し押さえなどの処分が本

市ではどのように行われているか、お聞か

せください。最低生活費には税や保険料、

公租公課をかけてはいけないというのが原

則です。実態を無視した滞納処分は行わな

いよう求めますが、いかがでしょうか。 

 以上で１回目の質問とします。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いい

たします。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 日本共産党を代表されてまして

の質問にお答えをいたします。 

 最初に、政権交代云々と自治体のあり方

についてだと思いますけれども、今、中東

でいろいろ起こっておること、あれは革命

というんでしょうかね。革命はｏｏｏｏと

いいますか、これはすぐに結果が出てくる

んですけど、一方、改革というやつは革命

と違いまして結果が出るのに尐し時間がか

かるといいますか、その間痛みが伴う、こ

れはよく言われていることだと思います。

この政権交代というやつは、要するに改革

だと思うんですけれども、改革の中でも大

改革だと思います。そういう意味では、す

ぐに結果が出てほしいんですけど、なかな

か出るものではないと思います。ある程度

時間はかかると私は思っていますので、そ

こには尐々の辛抱、これも覚悟しなくては

ならないと思っています。特にお金、予算

を伴うやつ、これは非常に今、厳しい財政

事情ですから、公約どおりにそんな簡単に

はいかないでしょう。だから、ある程度辛

抱もしなくてはならないなと。えらい政権

に甘いなと言われるかもわかりませんけど、

これは、こういうことも大事だと思うんで

すが、一方で予算を伴わないといいますか、

独自でできる改革もたくさんあります。例

えば政治と金の話もその一つだと思います

けれども、こっちのほうは時間をかけてじ

っくりというわけにはいかないわけであり

まして、現実はそっちも同じように手つか

ずといいますか、なかなか結果を出せてい

ない、そういうところに国民のいら立ちが

あると思います。右往左往している間に民

主党から国民が離れていっている、そんな

気がしないわけでもありませんが、右往左

往もいいんですけれども、あんまりこれが

長引きますと、今ご指摘のように、我々末

端のまちづくりにいろんな影響が出てくる

から心配でございます。当面、地方自治法

の改正や子ども手当法案などの状況をしっ

かり見きわめながら、怠りなく対応できる

よう努めてまいりたいと考えております。 

 なお、先般、普通交付税の不交付団体に

対する臨時財政対策債の発行枠をなくし、

特別交付税の財源の一部を普通交付税に移

す等、本市にとって厳しい決定がなされた

ところでございます。しかし、市政方針で

も述べましたように、逆にこれらのことを

将来に向けての自立的な財政基盤を確立す

るためのチャンスと前向きにとらえ、市政

のかじを取ってまいりたいと思います。 

 それから、大阪都構想、それから地域主
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権等々についての思いを述べよということ

でございますが、きのうもお話をしたと思

いますけれども、私も長いこと大阪府議会

に参画しておりまして、いろんな勉強をし

てきましたけれども、今の大阪は、１足す

１、要するに大阪府、そして巨大都市大阪

市が、１足す１が２になるならまだしも、

１．５、１．８、そんな状況ではないかと

思います。せめても２、いや、１足す１が

３、５にしなくてはならないと私は思って

います。それが、今言われている大阪都も

その一つの選択肢ではないかと思っていま

す。このことによって、この摂津市がどう

こうなることはありません。摂津市は特に

隣接都市協議会にありますから、大阪市に

ぴったり隣接をいたしております。特にそ

の中でも１０万人未満の弱小都市でありま

すから、このワン大阪のメリットをうまく

とらえる、そういうことも視野に入れたら

私はいいと思います。 

 例えば、きのうも話が出ていましたけれ

ども、大阪市営バスの導入、どうにかなら

んやろかという話とか、地下鉄の導入、目

の前に立派な焼却場があるのに知らん顔と。

ほかにもまだ消防の広域化等々いろんな話

がありますが、これはやってみなわからん

話でございますけれども、摂津市にとって

は、うまくこれを利用しない手はないと私

は思っております。ただ、言いましたよう

に、今のようにむやみやたらにあおるとい

いますか、政局の具にしてしまうような話

ではございませんで、やっぱり法律改正も

伴うわけでありますから、しっかりとみん

なで尐し時間をかけて議論して、そして形

になっていけばいいのではないかと思いま

す。 

 地方主権・分権の話ですけれども、国・

府・市それぞれ役割がありますから、その

役割をしっかり果たす、これは当たり前の

ことでございます。今まで我々も何度も府

とか国に対して権限移譲の話はしてきたと

思います。そのときにはみんな引きかまえ

てしまって放さないといいますか、肝心の

ときには移譲しないで、自分たちがしんど

なってきたから、これをやってくれ、あれ

をやってくれじゃ話にならないと思います。

しんどいときは我々もしんどいわけであり

ますから、お金も人も伴わない、権限だけ

やってくれ、これは地方分権でも何でもあ

りませんで、地方負担、地方転嫁にすぎな

いと思います。そういう意味では、しっか

り見きわめないけませんけれども、いずれ

にいたしましても、我々自治体がやらなく

てはならないことは、役割はしっかりやら

なあかんわけでありますから、非常に財政

等々厳しい事情でありましても、知恵を絞

って工夫を凝らしてしっかりとその任務を

全うしていきたいなと思っています。 

 市長就任からこれまでの市政運営と今後

の方向性について、そして、ほか４点につ

いてのお尋ねでございますけれども、本年

第４次の総合計画に基づく新しいまちづく

りのスタートの年でございますが、ちょう

ど私は市長に就任いたしまして６年半が経

過いたしましたが、私なりに全力で市政の

かじを取り、スピード感を持って旪を逃が

さずといいますか、ただ前進あるのみ、ま

っしぐらで進んでまいりました。市長就任

のときには、財政指数といいますか指標が

過去最悪の状況であったと思いますけれど

も、本市を第２の夕張にしてはならないと、

そんなことを言ったと思うんですけれども、

議会の皆さんの協力も得る中、第３次の行

財政改革、これにしっかりと取り組み、そ

の結果、一定の改善は私は見られたと思っ

ております。 
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 物事はうまいこといかんものでございま

して、何とか立ち直れたかなと、これから

今までの辛抱に対して応えよう、例えば、

何遍も出ております後回しになっていた公

共事業といいますか、悪くなった道の補修

等々にこれからしっかり目を向けようと思

っていた矢先、またぞろ大不況のあらし、

そして政権交代による制度の見直し等々、

また摂津市の台所を直撃しつつあるわけで

ございまして、こんなはずではなかったの

にというような言葉が当てはまるような心

境でございます。ただ、泣き言を言ってお

られないわけでございます。摂津市は、こ

ういう表現をしたらよくないかもわかりま

せんが、非常に底が浅いと言ったら怒られ

ますけれども、このまちの規模、そして内

容からいうと、ちょっとでも油断するなら

ば、またぞろ第２の夕張になりかねないと

思うんです。そういう意味では、まだ尐し

蓄えのある間にしっかりとわきを締めて足

腰を鍛えておかないと、またぞろおかしく

なって、今度は取り返しのつかないことに

なってしまうと思います。そういう意味で、

第４次の行政改革、これをスタートさすこ

とになったわけでございます。当然、行政

改革は勝手にしんどいからやっていいもの

ではありません。ご指摘のように、議会の

皆さん、そして市民の皆さんともいろいろ

協議、相談を行いながら、この改革につい

てもまじめに取り組んでいきたいと思いま

すので、ご協力のほどをよろしくお願いし

たいと思います。 

 今後の財政の見通しは、今言うたような

ものが大ざっぱな見通しなんです。 

 それから、職員の給料、定数の話だった

と思いますけれども、これもいつも言う話

ですけれども、摂津市民の一人当たりの所

得は４００万円を切っていると思います。

ちょっと確かな数字が。皆さんお一人おひ

とりが額に汗し、一生懸命働いて税金を納

めていただく、その税金を使わせていただ

く、そして給料としていただくのが公務員、

我々だと思います。そういう意味からいい

ますと、市民の皆さんのチェック、これは

厳しかってもしようがないと思います。そ

して、市民の目線に立つならば、しっかり

としたコスト意識を持たなくてはならない

と思っています。そういう意味で、一方で

ただ厳しいからといって、職員の士気とい

いますか、これもしっかり保持せないかん

わけでございますが、士気といったらモチ

ベーションということなんですが、こっち

のほうもしっかり見とかないかんのであり

ます。そういうことになりますと、やっぱ

り職員の給料もそんなにどんどん切るわけ

にはいきません。ただ、給料はそのまま、

またずっと増やしていく、職員の人数もど

んどん増えていく、これでは到底市民の理

解は得られないと思います。モチベーショ

ンを保つためにも、ある一定の職員の待遇、

これはしっかり考えなあかん。そうなると、

一方でやっぱり職員定数を減らしていって、

そして、その分みんなしっかり頑張ってく

れよということで質を高め、こういうこと

をしていかないかん、これが私の選んでき

たやり方でございます。そんなことで、退

職者不補充等々を貫き通してまいりまして、

６６０人体制になりつつありますが、今後

もこの考え方は続けていかざるを得ないの

ではないかと、これもご理解をいただきた

いと思います。 

 それから、連続立体交差の話でしたか。

連続立体交差は、これも何度も言っていま

すけど、摂津市のまちを二つに分断してい

るのがＪＲ東海道、そして阪急正雀、この

二つであったと思いますが、ＪＲのほうは
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千里丘のガードが抜けまして、ある一定の

解消を得ましたが、今度は阪急電車の連立、

これがやっぱり難しくも大切な課題になっ

てくると思います。そんなことで、ただ、

これは時間もかかるしお金もものすごくか

かります。これは摂津市の事業じゃなくて

大阪府の事業でございますが、どちらにい

たしましても、地域の住民の皆さん、議会

の皆さん等と意見の交換等の場を設けて、

やっぱりみんなで一緒になってこの事業に

しっかりと将来に向けて取り組んでまいら

なくてはならないと思っています。 

 それから、雇用と地元商工業の振興につ

いてでございますけれども、雇用対策につ

きましては、２年前の経済不況による派遣

労働者の解雇問題に端を発し、本市では職

員の前倒し採用による取り組みが全国のニ

ュースになりました。さらに、緊急雇用対

策といたしまして、短期の雇用事業を行う

など、積極的に失業者の雇用創出に努めて

きたところでございます。また、平成１５

年度から取り組んでおります地域就労支援

事業に２３年度より就労相談員の配置を行

い、就労支援の強化を図ってまいります。 

 次に、中小企業資金融資制度につきまし

ては、平成２１年度に実施しました市独自

の緊急融資対策は、１年延長し、中小企業

を対象に６００万円を上限に利息と保証料

の負担がない事業資金融資を実施いたして

おります。また、利率の低い融資を受ける

ことができる不況業種の認定では、毎月約

５０件の認定を行い、中小零細企業の運転

資金の確保を支援しております。なお、国

や府が中小企業への融資制度を改定し、２

３年度より新たに実施されますので、今後、

その利用動向を見定めてまいりたいと考え

ております。 

 次に、商業活性化条例制定における取り

組みにつきましては、事業者、商店会、商

工会が協働して活性化を図るという基本理

念に基づき、平成２２年４月に施行し、第

１弾として市内のすべての商店会によるこ

ども１１０番の取り組み、第２弾としてセ

ッピィ商品券の発行を行い、消費の底上げ

による商業の活性化に努めております。 

 また、この３月２６日には、摂津市駅前

で開業１周年として市と阪急電鉄が主催し、

市内商店会を巻き込み、摂津市駅まつりを

開催する取り組みを進めております。今後

も商業者が一丸となって取り組みができる

ように後方支援を行っていきたいと思いま

す。 

 最後に、企業立地等促進条例の制定は、

市内事業者の転出による空洞化を回避し、

まちのにぎわいを維持し、税収確保、市民

の雇用確保の観点から、引きとめ対策を柱

にした条例でございます。支援方法といた

しましては、奨励金の交付方式として、対

象固定資産税の２分の１の額を５年間交付

するものであります。また、近隣の同様の

条例を見ますと、対象がそれなりの規模を

持った企業に縛られてしまう傾向もありま

すが、本市が提案しております条例は、中

小零細企業にも利用が可能な基準を設定し、

中小零細企業のまちの条例として施行し、

利用していただきたいと考えております。 

 それから、中小企業の仕事の確保と公共

工事の発注にもお尋ねがあったと思います

が、本市では市内事業者育成、産業振興を

目的に、可能な限り市内事業者を優先して

発注するよう努めております。市内事業者

が対応可能な公共工事につきましては、１

００％市内の事業者に発注しております。

また、中小零細事業者対策として、小規模

修繕工事希望者登録制度を創設し、受注拡

大に取り組んでおるところでございます。 
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 まちづくり、環境についてでございます

が、生活道路と歩道の改善についてのご質

問にお答えをいたします。道路の補修計画

でございますが、摂津市内の道路では、舗

装の損傷は数多く見受けられ、交通の安全

性の確保とともに、事故防止の観点から交

通量の多い道路に重点を置き、毎年現地確

認の上、緊急を要する箇所から補修を行っ

ているところでございます。生活道路につ

きましても、道路パトロールで危険箇所の

早期発見・早期補修に努め、安全・安心の

確保に努力しているところでございます。

また、鶴野地区や正雀本町地区では、舗装

の経年変化による損傷の著しい道路を計画

的に補修工事を実施しており、自転車や歩

行者の通行の安全の確保に努めているとこ

ろでございます。今後の道路補修のあり方

といたしましては、幹線道路と同様に、生

活道路や歩道につきましても計画的な補修

や改善に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 市内バス路線の改善についてでございま

すが、きのうから何度もこの件につきまし

てはお答えをいたしておりますが、市民の

足確保、これは難しくも大切な課題である

ことは承知をいたしております。何度も言

っておりますけれども、国の規制緩和で路

線バス会社が独自の判断で撤退・縮小、こ

れが可能になったことが大きな原因であり

ますけれども、路線バスの撤退とか縮小、

これは避けないかんわけでございますが、

ということで、独自で走らせるバスは、こ

の路線バスを補完するというもので、それ

以上のものにはなかなかなりにくい点があ

ることはご承知いただきたいと思います。

ただ、長い間、議会の皆さんも、恐らく２

０年来、この問題については一生懸命議論

されてきたことを承知いたしております。

そんな中で、何とかならんやろかというこ

とで風穴をあけたことはご理解をいただき

たいと存じます。その後どうなっているの

というような話でありますけれども、これ

はやったらええというものでもないんです

ね。これをいかにうまくやらないと、路線

バスが撤退というような話になってしまう

と、元も子もなくなるわけであります。そ

んなことで、懇談会を開いて、まだ２回し

か懇談会を開いていないわけですが、この

間、関係者間でいろいろと難しい話、ああ

でもないこうでもないという詰めをしてお

ることも事実でございます。いまだに結果

が出せない、どないなってんねんという話

だと思いますけれども、さほどに非常に難

しく、私もいろいろと頭を痛めているとい

うような状況でございます。そんなことで、

もう中身は申しませんけれども、きのうか

ら何度もお話をしておりますけれども、い

ろんな関係者間で昨今の道路事情、社会の

状況を勘案して、ここがいかにあるべきか

という話について懇談会を持ち、そして、

るる検討を重ねておるところでございます

ので、できるだけ早く議会の皆さんにもそ

の方針をお示しできるようにしていきたい

と思います。 

 吹田操車場跡地開発とクリーンセンター

の問題についてのご質問でございますが、

吹田操車場跡地まちづくりにつきましては、

平成２１年の４月にＵＲ都市機構が区画整

理事業の事業認可を取得し、岸辺駅付近よ

り順次工事を進めているところでございま

す。本市域におきましても、昨年より上り

貨物線の撤去が始まり、いよいよ来年度よ

り本格的な工事着手となってまいります。

また、保留地を予定しております岸辺駅前

の土地利用につきましては、国立循環器病

研究センターが移転するなどの話を聞いて
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いるところでございますが、平成２２年度

の国の補正予算で研究所の建て替えにかか

わる出資金が認められるなど状況も変化し

ておりますことから、今後、国立循環器病

研究センターの動向を見きわめてまいりた

いと考えております。 

 次に、クリーンセンターの問題でござい

ますが、吹田市正雀下水処理場の機能停止

後におけるし尿等の処理方法につきまして

は、吹田市など近隣自治体での処理案や大

阪府流域下水処理場への直接投入案を優先

案として交渉を重ねているところでござい

ます。両案とも地元合意の問題などから非

常に容易な話ではございませんが、正雀下

水処理場が周辺住民に多大な影響を及ぼし

てきたことを踏まえ、引き続き本問題の解

決に向けて協力を求めていきたいと思いま

す。併せて、２４年度末を見据え、市民生

活に支障を来すことのないよう必要な措置

を講じてまいります。 

 安威川ダム計画の再検証についてのお尋

ねでございますが、安威川ダムの建設は、

昭和４２年の北摂豪雤災害を契機にダム構

想が立案されたものでございまして、治水

対策上、市民生活の安全・安心を考えた場

合、非常に有効な計画であると思います。

この安威川ダムの建設に当たりましては、

平成１１年と平成１６年におきまして、議

会決議のもと、整備促進を大阪府に要望し

ていただいております。 

 流域市でダム案を支持したが、お互い議

論すべきではとのお話でございますが、今

年の２月１８日に流域５市の首長などが出

席し、相互の立場を理解しつつ検討内容の

認識を深め、検討を行う流域市からなる検

討の場が持たれました。私も出席し、議論

を行ってきたところでございます。 

 活断層についてのお問いでございますが、

ダム周辺の地質、ダム本体の安全性や機能

面等につきましては、大阪府において、こ

れまでに十分な調査・検討が行われ、安全

性などを確認されております。検証に関す

る大阪府のデータが合っているのかという

お問いでございますけれども、安威川ダム

の治水計画等につきましては、これまで大

阪府河川整備委員会、大阪府建設事業評価

委員会での審議を経て、報告書を作成され

ております。今後、大阪府河川整備委員会

において、学識経験者のご意見もいただく

ことになっております。低地部に位置しま

す本市では、ダム本体の早期着工・完成を

流域関係市と連携を図りながら大阪府に働

きかけてまいります。 

 一般廃棄物の処理基本計画と総合計画と

の整合性及び民間委託することによる課題

についての質問でございますが、一般廃棄

物処理基本計画は、市民、事業者、行政が

一体となって循環型のまちづくりを進める

ための基本となる計画であります。本計画

は、第４次摂津市総合計画に基づき、長期

的な視点に立ち、今後１０年間のごみ処理

に関する基本の取り組みを示すものでござ

います。基本方針としましては、循環型社

会に向けた構築として、４Ｒ、リフューズ、

リデュース、リユース、リサイクルの取り

組みと、「もったいない」の意識づくりや

ごみ収集や処理の適正化となっております。

ごみの発生・排出削減の目標を達成するた

めには、市民、事業者、行政がごみの削減

に対する意識を持ち、それぞれの役割と責

任を果たし、互いの協力と連携のもとで持

続的な努力を続けていくことが必要であり

ます。本計画では、市民、事業者、行政が

協働するとともに、それぞれの役割を果た

すような具体的な施策を推進するものとな

っています。 
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 また、今回の民間委託でございますが、

第４次行財政改革により、平成２３年度よ

り今後も委託の拡大となります。また、４

月から実施となりますが、今回の委託を行

ったことでの市民サービスへの低下及びご

み減量施策の後退にならないよう、委託業

者への指導・検証を行ってまいります。 

 次世代育成支援行動計画についてのご質

問にお答えをいたします。計画におきまし

ては、重点施策の一つとして、ニーズに応

じた保育所の受け入れ体制の整備を図るこ

ととしております。年間を通して待機児童

がいない状況から、年度後半には待機児童

が生じる状況となっており、各地域の状況

に合わせて定員の拡大と弾力運用の拡大を

進めるなど、保育サービスの充実を図って

まいります。また、こども園につきまして

は、子どもの人格形成の基本となる就学前

教育の重要性にかんがみ、幼稚園、保育所

の教育課程、保育課程の一元化に取り組む

とともに、（仮称）べふこども園の開設に

向けて、幼稚園と保育所の子どもと保護者、

地域の親子にとって、こども園になってよ

かったと評価されるよう取り組みを進めて

まいります。 

 乳幼児等医療費助成についてのご質問に

お答えします。子どもの医療費助成につき

ましては、子どもの健康づくりと子育て支

援策として重要なものと認識しております。

大阪府下では他市に先駆けて、平成２１年

度より負担の大きい入院について、中学生

まで拡大してきたところであります。本市

に続いて幾つかの市で同様な取り組みがな

されてきております。通院につきましては、

引き上げは現状では困難ですが、今後とも

よく精査し、国と府への要望を行ってまい

ります。 

 救急医療体制の現状認識についてのご質

問ですが、救急医療体制の確保につきまし

ては、三島保健医療協議会で検討・構築す

ることとなっており、私も委員の一人とし

て、これまでいろいろなご意見を伺ってお

ります。委員ご指摘の千里救命救急センタ

ーの件につきましても承知しておりますが、

これまで比較的安定していると思われてい

ました三島地域の救急医療についても、医

療関係者をはじめ多くの関係者からさまざ

まな問題提起がなされています。特に医師

不足の影響が著しい小児科や救急医療につ

きましては、広域的な観点から集約化や重

点化を考えていかなければならない状況に

あると認識をいたしております。三次救急

につきましては、第一義的には大阪府が責

任を持って体制を整備すべきものと考えて

おります。三次救命救急体制の充実に対す

る支援の拡充につきまして、関係市町と連

携し、要望していきたいと思います。 

 国民健康保険についてのご質問にお答え

をいたします。国民健康保険の保険給付費

は、高齢化の進展や医療の高度化により、

この１０年間で大幅に増加しており、それ

に伴い保険料もまた増加しております。そ

れに加えて、平成２０年秋のリーマンショ

ックに端を発する経済不況により市民所得

が減尐し、国保世帯の負担感が高くなって

いることも事実でございます。しかし、本

市におきましては、市民の生活と健康を守

るため、医療費の増加による歳出増の中、

さまざまな努力を行い、国民健康保険の料

率を平成１９年度から５年間値上げせず運

営いたしております。今後とも市民生活と

健康を守るため、国民健康保険の運営にお

いて経営努力を続けてまいりたいと考えて

います。 

 次に、後期高齢者医療制度についてでご

ざいますが、政府決定により、一たん平成
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２４年度末で廃止と決まっていたものが、

現在、１年間程度延期されることになって

おります。後期高齢者医療制度の廃止後、

被保険者は市町村国保と被用者保険にそれ

ぞれ戻ることになっております。国保に戻

った被保険者につきましては、保険料が高

くなることを防ぐため、都道府県単位で統

一することになっておりますが、都道府県

の反対などもあり、現在、改革案は成案と

なっておりません。このようなことから、

本市としましては、今後の制度改正の動向

を注視し、必要に応じて大阪府の市長会を

通じて要望してまいりたいと考えておりま

す。 

 高齢者・障害者福祉の充実についてのご

質問ですが、市政方針でも申し上げました

ように、平成２３年度は、本市が目指す将

来都市像であります「つながりのまち摂

津」の実現に向け、重点施策の市民活動支

援を念頭に置きまして、これまでどおり支

援を要する方たちに十分に目配りをしなが

ら、高齢者・障害者施策の充実に努めてま

いります。具体的に高齢者福祉につきまし

ては、尐子・高齢化の進展の中で、ひとり

暮らし高齢者や認知症高齢者が大幅に増え

てきているという状況や、本年度の実態把

握事業の取り組みを踏まえ、ひとり暮らし

高齢者の見守り活動や認知症高齢者、その

家族を支援するための新たな施策を実施し

てまいります。また、地域住民の自主的な

活動を支援し、地域の高齢者などが気軽に

集い、触れ合う場の確保にも努めてまいり

ます。 

 続いて、障害者福祉につきましては、今

年度から障害児の保護者の負担軽減のため

に市立入所施設での新たな取り組みを実施

してまいりますとともに、障害者の工賃倍

増計画を支援するために、障害者施設での

通所者の就労支援事業の拡充を行ってまい

ります。また、障害者の手帳交付事務の充

実に努めてまいります。 

 ３ワクチンの費用助成についての質問で

ございますが、病気を予防するためのワク

チンにつきましては、法律に基づき、公的

費用負担によって接種する定期接種ワクチ

ンと、法律に基づいていない任意接種ワク

チンがございます。今回は予防接種法の対

象になっていない任意接種ワクチンの中で、

子宮頸がん予防ワクチン、小児用肺炎球菌

ワクチン、ヒブワクチンについての費用助

成を提案させていただいておりますが、こ

れは、国の感染症予防接種部会の定期接種

化への提言を受けたものでございます。昨

日の答弁でも触れましたが、このうち小児

用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチンにつき

ましては、急遽、接種の差し控えという状

況もございまして、３ワクチンを定期接種

に位置付けることを想定した対応の検討も

慎重になされるものと考えております。今

後、このような国の動向を踏まえ、一部自

己負担を含めた費用助成を実施していきた

いと考えております。 

 生活保護行政における就労支援のご質問

でございますが、近年の厳しい経済情勢が

続く中、全国的に稼働年齢層の方の生活保

護受給が増加しており、本市におきまして

も同じ状況にあります。こうした中、生活

保護費の増大を抑制するため、さまざまな

取り組みを行っている事例が報じられてい

ますが、本市では受給者の就労支援に当た

りまして、就労支援相談員とケースワーカ

ー、査察指導員が連携し、対象者の現在の

状況、過去の職歴などを十分に把握し、人

権に配慮した中で、従前同様、きめ細かな

対応に努めてまいります。また、新年度の

予算措置におきましても、生活保護制度の
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適正実施に支障を来さないよう十分配慮し

ておりますが、引き続き生活保護制度が社

会生活における最終のセーフティネットで

あることを念頭に置き、制度の実施に努め

てまいります。 

 税や保険料の滞納処分についてのお尋ね

ですが、税金や保険料の納付につきまして

は、多くの市民の方が納期内に納められる

よう努力していただいております。また、

昨今の社会情勢や個別事情により納付が困

難な方もおられますが、分割誓約等によっ

て納付いただいております。これらの方々

の信託に応えるためにも納付対策はないが

しろにすることはできません。滞納されて

いる方に対しましては、諸手続きを行った

上で、市債権の確保や負担の公平性維持の

観点から滞納処分を実施していきたいと思

います。 

 以上、私からの答弁にさせていただきま

す。 

○藤浦雅彦議長 教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわります５

点のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、次世代育成支援行動計画の取り組

みについてのご質問のうち、こども園設置

の考え方と「就学前教育実践の手引き」の

策定についてでございます。 

 平成２４年４月に予定されております

（仮称）べふこども園開設につきましては、

別府保育所側の移転に係る問題と幼稚園側

の定員の状況や施設の有効利用等々、ハー

ドな問題とともに、両施設とも摂津の子ど

もたちを預かる就学前の教育・保育機関で

あることを前提に、小学校への円滑な接続

等も踏まえたとき、４歳と５歳のすべての

園児について、幼稚園、保育所の区別なく、

合同で一貫した教育・保育を実施していく

必要があるという教育的視点が背景にある

ことも大きな要因でございます。 

 この教育的視点を可能にする一つの手法

としてこども園化であり、さらにソフト面

では、幼稚園、保育所の区別なく小学校就

学前のすべての子どもたちに対する統一的

な教育・保育目標やその考え方等をあらわ

す就学前教育実践の指針となる「就学前教

育実践の手引き」の策定であると考えてお

ります。したがいまして、「就学前教育実

践の手引き」の対象は、公立の幼稚園、保

育所にとどまらず、私立の幼稚園、保育所、

さらには就学前の子どもたちが集う施設や

各ご家庭においても参考としていただける

ようなものを考えております。具体的には、

今年度に実施いたしました就学前教育の充

実のためのアンケートにおいて調査した小

学校入学までに身につけておきたい生活習

慣、しつけといったことの結果分析を踏ま

え、さまざまな生活習慣の身につけ方への

対応やその考え方、さらにはしつけ等の実

践方法などを明らかにしていくことができ

ればと考えております。子育てに悩んでい

たり家庭での就学前教育について考えてい

る保護者等の方々を含め、広く活用してい

ただけるものにしていきたいと考えており

ます。 

 次に、豊かな教育環境を整備することに

ついてでございます。 

 まず、耐震化についてでございますが、

平成２２年度にＩｓ値０．３未満の建物で

ありました鳥飼小学校体育館と給食場棟、

第一中学校体育館、第四中学校体育館、せ

っつ幼稚園の管理棟と保育室の一部につい

て耐震化工事を行いました。これにより、

Ｉｓ値０．３未満の建物はすべて完了とな

り、現在、耐震化率は幼稚園で１００％、

小・中学校では６４．６％となっておりま
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す。平成２３年度は、千里丘小学校の体育

館において耐震補強工事に着手する予定で

あり、平成２３年度以降に耐震化工事が必

要なＩｓ値０．３以上０．７未満の学校数

は、千里丘小学校体育館を含めて、小学校

６校１１棟、中学校４校１２棟となってお

ります。 

 大変厳しい財政状況の中ではありますが、

学校施設は耐震化をはじめ老朽化、バリア

フリー化などさまざまな課題を抱えており、

計画的にその解消に努めなければならない

と考えております。特に災害時の避難場所

となる学校の体育館、また危険度の高い建

物を保有する学校施設について、できるだ

け早期に耐震化を終える必要があると考え

ており、今後の国の動向も見きわめ、また

交付金制度をより有効に活用しながら、一

日も早い耐震化工事の完了を目指してまい

りたいと考えております。 

 次に、学校現場における人的保障の強化

についてでございますが、現在、小学校１、

２年生においては、大阪府により３５人学

級編成が実施され、国におきましても平成

２３年度より順次学級定数の引き下げを行

っていく考えを示しているところでござい

ます。学級定数の引き下げにつきましては、

これまでも都市教育長協議会等を通じて要

望してまいりましたが、きめ細かな指導の

実現のため、今後も定数引き下げ学年の拡

大の早期実現へ向け、要望を続けてまいり

ます。また、小学１年生等学級補助員や学

校読書活動推進サポーターなど、市単独の

予算で非常勤職員の配置を行ってまいりま

したが、今後も児童・生徒や学校の実態に

応じて必要な人的措置について努力いたし

てまいります。 

 次に、中学校給食に対する考え方と学校

給食の民間委託についてでございます。 

 本市が考えます中学校給食につきまして

は、学校給食ではない、しかも非常に利用

率の低いスクールランチ方式を導入するこ

とは適切ではなく、導入するのであれば自

前の調理場において調理したものを提供す

る完全給食がふさわしいものの、財政的な

問題とともに、学校における給食指導、食

育指導等の観点から、あるいは、思春期を

迎える中学生にとって弁当は家庭とをつな

ぐ大きな役割を果たしているという教育的

観点も捨てがたく、長期的な課題であると

いたしております。現在、大阪府において

新たに提示があった中学校給食導入に向け

ての考え方につきましては、施設整備に係

るイニシャルコストを補助するとしている

ものの、スクールランチ方式との関連など、

府が目指す学校給食の全体像は明らかにな

っておりません。したがいまして、このあ

たりの推移も確認しながら今後対応してま

いりたいと考えております。 

 また、学校給食の民間委託につきまして

は、市の第４次行財政改革実施計画に基づ

き、その環境が整った段階でさらに進めて

まいりたいと考えております。 

 次に、就学援助制度の改善についてでご

ざいます。就学援助制度につきましては、

第４次行財政改革実施計画において見直し

の対象となっており、現在、その内容につ

いて検討をいたしております。学校教育法

においては、経済的理由により就学困難と

認められる学童・児童・生徒の保護者に対

しては、市町村は必要な援助を与えなけれ

ばならないとされておりますが、本市では

これまで子育て支援的な政策のもと、認定

基準額を他市よりも高く設定することで、

その対象をより広く考えてまいりました。

その結果、４０％近い児童・生徒がその対

象となっております。しかしながら、昨今
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の経済状況や民間給与所得者の低所得化が

著しく進んだこと、さらには現在の援助費

の内容と実際に義務教育に係る諸経費等を

総合的に勘案したとき、やはり一定の見直

しが必要であろうとの結論に至っておりま

す。その内容につきましては、今後さらに

検討を進めてまいりますが、例えば認定基

準額を下げることにより、より低所得の世

帯の方々を対象とし、援助費の範囲を広げ

るといったことも一つの案ではないかと考

えております。 

 最後に５点目、国旗・国歌の指導のあり

方についてのお問いでございますが、学習

指導要領では、国旗及び国歌の指導につい

て、児童・生徒に我が国の国旗と国歌の意

義を理解させ、これを尊重する態度を育て

るとともに、諸外国の国旗と国歌も同様に

尊重する態度を育てるよう配慮することと

示されております。したがいまして、教科

や領域を含め、各学校におけるすべての教

育活動の中で児童・生徒に必要な事柄を通

常の方法で指導することは決して押しつけ

ではないと考えております。入学式や卒業

式においての国旗掲揚及び国歌斉唱につき

ましても、その意義を踏まえ、学習指導要

領に基づき、すべての児童・生徒に国旗及

び国歌に対する正しい認識を持たせ、それ

を尊重する態度を育てられるよう、国旗を

掲揚し、国歌を斉唱するよう指導いたすも

のでございます。 

 以上です。（「議事進行」と山本靖一議員

呼ぶ） 

○藤浦雅彦議長 山本議員。 

○山本靖一議員 質問者が政権交代について

市長の見解を問うたときに、政権交代は改

革、そして中東のことに触れられて、「革

命はｏｏｏｏこと」というふうな表現をさ

れました。恐らくリビアのような状況を指

されてというふうに認識するわけですけれ

ども、革命イコールｏｏｏｏことというふ

うに結びつけてしまうと、いささか乱暴か

なというような気がします。市長の見識の

中で言葉を足されてはいかがとは思います

が。 

○藤浦雅彦議長 暫時休憩します。 

（午後２時１６分 休憩） 

                 

（午後２時１７分 再開） 

○藤浦雅彦議長 再開します。 

 ただいまの山本議員の議事進行につきま

しては、後ほど速記録を改めた上で措置し

ますので、ご了承願いたいと思います。 

 それでは、弘議員。 

○弘豊議員 それでは、２回目の質問につい

ては幾つかに絞ってお聞きしたいというふ

うに思います。 

 まず、これまでの市政運営と今後の方向

性についてお尋ねしましたが、その中で、

今後進めていく総合計画、それから第４次

行財政改革についてのところでは、いろい

ろ矛盾があるんじゃないかというようなこ

とをお聞きさせていただきました。その中

身でいいましたら、やはりこれまで進めて

きた行革について、また、これから取り組

まれるものについて、本当に市民の中に情

報が公開され、また市民参加で取り組んで

いくという点においても信頼がされるよう

なものになってきたかというふうなことが

あるかと思うんです。この項目の中で、例

えば職員体制が、どんどんと職員は減って

いくわけでありますけれども、そうしたと

きに協働を一緒に進めていく、そういう立

場に立つ職員が本当にあれもこれもやって

いくことができるのか、もっともっと職員

の皆さんに地域に入って、地域の実態をつ

かんで、それで市民と一緒にこれからのま
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ちづくりを進めていこうというようなこと

も総合計画の中では描かれているんだと思

いますけれども、それが実現をしていける

ような体制になっているのかどうかという

ことでいいましたら、さまざま意見も聞い

ているところです。また、市役所の窓口と

なるような、一番市民に身近なところの職

員が非正規に置きかわる、こういう状況も

出てくる中ではなかなか問題だというふう

に思っております。この点についての今後

本当に総合計画を進めていく上での協働の

あり方、そして、やっていく保証について

が、行革についても本当に市民的な議論が

十分行われていないというふうに私は第４

次行財政実施計画についても考えますけれ

ども、その点について再度お答えいただけ

たらというふうに思います。 

 また、財政運営の見通しについても、な

かなか国の財政措置が変わったこともあっ

て見通しがつきにくい、そういうことであ

りますけれども、やっぱりこの限られた財

政、何を重点に使っていくのか、そのこと

もやっぱり市民の納得のいくような財政運

営というのが必要だとこれまでも主張して

きました。南千里丘や吹田操車場跡のこう

いう開発については今も進んでいるわけで

ありますけれども、例えば阪急連続立体交

差事業、また、後からになりますけれども

安威川ダムの事業、こうしたものは大阪府

の事業だと言ってしまえばそうかもしれま

せん。ただ、市民の中に本当にこれが納得

のいく形で進められていくのか、その点に

ついて、連続立体については近隣の方に対

しては説明会も行うし声も聞いていくとい

うことですけども、全市民的に本当にこれ

を進めていく、そういう議論が合意の上で

進んでいかなければやはりだめなんじゃな

いかというふうに思っております。見解を

お伺いします。 

 次に、雇用と地元商工業の振興について

伺います。これは、中小企業の資金融資制

度の変更について、これまで、今言われま

した大阪府の今後の制度の変更について、

どういうものになっていこうとしているの

か、中身について伺いたいと思います。 

 次に、商工業の商業活性化条例について

でありますが、これも午前中の議論で三好

議員からも指摘があったかというふうに思

いますが、商工予算の点ではなかなか増え

ていないなというふうなことがやはり気に

なります。商業活性化条例の中で、取り組

みの一環として商品券の取り組みなどがあ

りますけれども、これが本当に商業の活性

につながっているのかどうか、その辺の検

証もまだまだやられていないというふうに

も感じています。商店街の方たちはさまざ

まな努力もされて、先日、正雀の商店街な

んかに行きましたら、商店街のお休みの日

に、その店先をフリーマーケットで開放す

ると。これは商店街のお店は休みのところ

が多いけれども、それでも空いているお店

にもしっかりとお客さんが呼び込めるよう

な、そんなイベントに取り組んでいこうと、

そういうようなことも考えられて、市民の

方、商店街の方が協力してやっていってい

ます。さまざまな支援も今後一層必要かな

というふうに思うわけでありますけれども、

その辺の点も含めて、商業活性化条例の今

後の取り組み方を伺いたいと思います。 

 それから、工事発注のあり方についてで

あります。今、できる限り市内の業者に仕

事が回るように市の仕事を発注していると

いうようなことでありました。今度、小学

校の普通教室のエアコンの設置、これが今

年また取り組まれるわけでありますけれど

も、これは中学校のエアコン発注のときに
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もいろいろと私のほうからも伺ったかとい

うふうに思います。市内の小規模の業者と

かにも、これによって仕事が回るような、

そんな仕掛けができないのかどうか、分割

発注ができないか、そのようなこともお伺

いしました。今回、３億円を超える大きな

予算となっているわけでありますけれども、

そうした中での考え方について伺いたいと

思います。 

 続いて、企業立地条例の内容について伺

います。これにつきましては、先日、ダイ

キンのテクノロジー・イノベーションセン

ター、これが新しくつくられるような動き

があるというふうにも聞いています。そう

した動きも含めて、今回の企業立地条例と

の兼ね合いで、尐しこの条例の中身につい

て関連してお聞かせいただけたらなという

ふうに思っております。 

 次に、まちづくり、環境について伺いた

いと思います。 

 生活道路と歩道の改善についてです。傷

んだ道路の改修や新しく整備する歩道とい

うようなことでは、ぜひもっともっと取り

組んでいただきたいというふうに思うわけ

でありますけれども、とりわけ気になるこ

とは、新しくつくられた、そういう道で、

歩道と車道との段差で転倒される方が多い

というようなことで、例えば坪五踏切のす

ぐ際の南千里丘の歩道、また、千里丘ガー

ドをこちら側から言いましたら抜けて、千

里丘１丁目、スーパーマルヤスのほうに抜

けていく細い道に上がる歩道、こうしたと

ころがやはり自転車での転倒が多くて、そ

うした声を上げていく中で、段差の切り下

げというか、そういうことでさらに手がと

られるというようなことがありました。こ

うしたことから言いましたら、やっぱり新

しくつくった整備した歩道、これをまたす

ぐ削らなければならないような、そういう

ことになりましたら、本当にこれは人的に

も、また費用の点でもむだが多いというふ

うに思うわけです。限られた財源の中で本

当に安全な整備をしていく上で、ぜひこれ

は注意もして取り組んでいただきたいとい

うふうに要望にしておきたいと思います。 

 それから、市内のバス路線整備にかかわ

ってお聞きします。２回の懇談会が行われ

てというようなことでありますけれども、

本当になかなか不十分だというふうに思っ

ています。実際、この懇談会の中で一から

議論がやられているのか、これまでの積み

上げというのがなされていないのか、そう

したことを疑問に思っています。なかなか

市長からも難しい課題だというようなこと

をお聞きしますけれども、納得できない部

分が多いわけです。今、問題になっている

のは、一体どこが問題で先に進まないのか、

その点を明らかにしていただきたいと思い

ますけれども、お答え願えますでしょうか。 

 次に、安威川ダムの再検証についてであ

ります。これは、ダム建設ありきというよ

うな形で現在は進んでいるんじゃないかと

いうふうに思うわけなんですけれども、行

政と住民との間の協働会議というようなこ

とを流域の住民の方から申し入れがされて

いるというふうに思います。その点につい

て、市として、大阪府としての取り組みに

なりますけれども、総合計画の理念からい

いましたら、こういうところにもしっかり

と参加といいますか、受けていくようなこ

とが大事かと思いますし、きちんと説明を

していくことが大事だというふうに思って

います。何より今、大きな流れで見たとき

に、本当にこのダム計画で災害が守られる

のか、この点については、今、再検証して

いる段階だというふうに聞いておりますけ
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れども、その点、しっかりと今後とも見て

いきたいなというふうに思っております。 

 次に、一般廃棄物処理基本計画、ごみ収

集の民間委託についてでありますけれども、

この点について、この間、直営でごみを回

収してきて、摂津市の中では本当にリサイ

クル率、ごみの減量が進んできたというこ

れまでの経過、それが協働の取り組みとい

う意味では本当に大事だし、実際やられて

きた部分だというふうに思うわけですけれ

ども、今回、民間委託が拡大する中で、民

間の業者に対しては行政として指導や、ま

たいろいろとチェックもしていくというよ

うなわけだと思うんですけれども、協働と

しての取り組みという点ではどうなのかと

いうふうなことも疑問に思っております。

また、民間委託での今後ごみ減量が後退す

るようなことが本当にないのか、その点に

ついての担保についてお答えいただきたい

なというふうに思っております。 

 子育て支援と教育の充実についてであり

ます。 

 保育所の待機児童の問題、１回目の質問

で触れさせていただきました。そうした中

で、お答えの中には定員の弾力化を一層強

める部分もお答えの中にあったかというふ

うに思います。現在、今年度でいいました

ら、定員の弾力化によって定員外の保育所

の受け入れ、これは６月時点で１５８名、

今年の２月の時点では１９６名と、こうい

う状況であります。そして１２０名がその

時点で待機というような形になっています。

定員は新年度になりましたら６０名増えて、

全体では１，７５０名の定員。弾力化で２

０％といいましたらプラス３５０名という

ことになるわけですけれども、数的にいっ

たら現在の保育所を希望されている方の数

には足りるかもしれません。しかし、現場

の状況からいいましたら、これまでの弾力

化の中でも受け入れられない状況にあるの

は、やはり職員の状況であったり、また年

齢の状況、また希望する地域の状況、多々

あるというふうに思います。定員の弾力化

に依存しているだけでは、この待機児の解

消というふうにはならないと思っておりま

す。また、今後、政府、厚労省などでは子

ども・子育て新システムというようなこと

も考えられて、その中で待機児をなくして

いくというふうなことでありますけれども、

保育の市場化を一層促進するような流れ、

こういうようなものがねらわれているとい

うふうにも聞きます。保育サービスがもう

けの対象になってしまう、それで本当に子

どもの福祉が守られるのかというようなこ

とは危惧しているところであります。担当

部長としての見解を伺いたいというふうに

思っております。 

 次に、中学校給食についてでありますけ

れども、この点につきましたら、大阪府の

今後の目指す全体像が明らかになっていな

いというようなことも教育長の口からおっ

しゃられましたけれども、そしたら、市の

目指す給食像というようなことがどうなっ

ているのか、先ほどの答弁では私もはっき

りわからないというふうに思っております。

やるなら自校調理の完全給食だというふう

にもおっしゃいました。そうでありました

ら、そのためにどういう条件を整えていく

のか、その方向性をぜひ出していただきた

いというふうに思っております。これまで

も多くの市民の方から中学校給食の要望を

出されております。きのう、南野議員から

も訴えられました。また、愛情弁当という

ふうなことも言いましたけれども、私が中

学校に通っていたころといいましたら、も

う２０年も前ですけれども、それでも弁当、
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その中身はやっぱり子ども一人ひとり違う

わけです。また、子どもさんは弁当を持っ

て部室に行って食べるとか、いろいろとそ

ういう状況もありましたし、教員がしっか

り子どもさんの弁当の状況なんかについて

も把握できているというふうには思えませ

ん。家庭や教育現場の状況からすると、そ

うしたこれまでの考え方はどうかというふ

うに思います。ぜひ中学校給食の実施に向

けた前向きな検討をお願いしたいというふ

うに思います。 

 次に、北摂の救命救急医療を守ることに

ついてであります。大阪府に対しては市長

のほうから必要な働きかけもしていくとい

う答弁をいただきました。併せて、この三

島医療圏における現状、また必要な体制基

盤整備をどう進めていくのか、ぜひ今後の

課題について担当のほうからお伺いしたい

というふうに思います。 

 次に、感染症予防ワクチンの接種につい

てであります。これは一部負担の制度であ

りますけれども、２，５００円から４，０

００円、こういう負担がどうかというよう

なことをぜひお聞きしたいなというふうに

思いました。インフルエンザの予防接種の

際などでは、非課税世帯への費用負担の減

免などをされましたけれども、殊、子ども

の感染症にかかわって、親の経済状況によ

って子どもの命や健康に格差を生じさせる

ようなことがあってはならない、そのよう

に思っております。ぜひこの点について、

２回目の質問としたいと思います。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁を求めます。

まず、生活環境部長。 

○水田生活環境部長 中小企業資金融資制度

の変更について、ご答弁申し上げます。 

 本市が大阪府と連携しております小規模

事業資金融資の利息は、中小零細企業の支

援の観点から１．６％に据え置かれて、本

市はさらに総額１億円の預託を８行１３支

店に行うことによって、０．４％低い利率

１．２％の融資制度の継続ができる運びと

なっております。また、利息の２分の１額

の給付、さらに保険料全額の給付を引き続

き実施し、中小企業の運転資金や設備資金

の支援を継続して図ってまいりたいと考え

ております。 

 次に、商業活性化条例に基づく今後の取

り組みということでございますけれども、

確かに財政予算の厳しい状況でありますけ

れども、選択と集中の中でセッピィ商品券

の発行を行い、市内での買い物の機会を増

やし、市内消費の拡大に努めております。

小規模小売店には換金率などの配慮を継続

してまいりたいと考えております。 

 商店街の活性化につきましては、やはり

大型スーパーのワンストップ・ショッピン

グにはなかなか対抗できないものではあり

ますけれども、昔のような商店街のにぎわ

いといいますか、そういったものを取り戻

すためには、やはり消費行動のみならず、

商店街とかの概念といいますか、見るとか

体験できるとか、そういったものの商店街

のあり方も考えなければならないかなと思

っております。今後、商店会との連携を密

にして、にぎわいについての議論も深めて

いきたいと考えております。 

 それから、企業立地等促進条例の実施内

容でございますけれども、平成２３年４月

から受付を開始いたします。今年度は対象

事業者の指定手続きとなりまして、奨励金

につきましては、交付対象となる固定資産

税の納付後に申請により奨励金を交付いた

します。奨励金は、当該対象の固定資産税

相当額の２分の１として交付期間を５年と

いたしております。 
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 また、企業活動によるＣＯ２の排出を抑

制する太陽光発電装置、働きやすい職場構

築のための事業所内の保育施設、障害者の

雇用を促進するための特例子会社への新た

な償却資産につきましては、該当固定資産

相当額の１分の１額として、よりよい環境

の推進に努めてまいります。 

 また、先ほどお話がございましたダイキ

ン工業でございますけれども、研究施設の

本市内の淀川工場へ集約し、一本化すると

聞いております。新たな研究施設の建設、

勤務者の増加、税収の増加、近隣地域への

発展、雇用の拡大などが起こり、地元地域

が活性化する大きな要因になるものと期待

いたしております。 

 それから、一般廃棄物の基本計画に係り

ますご質問の中で、民間委託を行った後、

後退しないか等のご質問についてお答えい

たします。 

 現在のごみ問題でございますけれども、

ごみによる環境への影響の懸念、ごみ処理

費の増加などが深刻化いたしております。

本市ではさまざまな取り組みによりまして、

ごみの減量、リサイクルを進めているとこ

ろでございますが、その取り組みに関する

課題や問題が顕在化しつつあります。こう

した状況を踏まえまして、本市ではごみゼ

ロで住みよいまち摂津の実現を目指してま

いりたいと考えております。 

 その実現のために、これまで３Ｒから、

今回、断わる、リフューズを加えまして４

Ｒの実践を考えております。まず、ごみに

ならないように行動し、それでもごみにな

るものについては、「捨てればごみ、分け

れば資源」などをモットーに、できる限り

リサイクルを進める必要があると考えてお

ります。 

 それから、民間委託を行ったことで今ま

での取り組みが後退しないかということで

ございますけれども、本市では収集時にル

ール違反のごみがあれば、その場で対象者

宅へ直接訪問を行い、面談できなければシ

ールによる取り残しや資源取り残し袋での

啓発を行ってきております。結果、平成２

１年度のごみ総量は１０年前の平成１２年

と比較いたしまして約３５％の減量と、大

きな成果を上げているところでございます。

２３年４月からは、燃やせるごみ、燃やせ

ないごみの委託地域の拡大をされることに

より、きめ細かな啓発活動が縮小しないよ

うに、委託業者との連携を強めるなど、ご

み減量施策の後退につながらないよう指

導・検証してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 市長公室長。 

○羽原市長公室長 それでは、まず協働を進

めるに当たっての職員体制というご質問で

ございます。来年度、総計初年度というこ

とで、協働の取り組みというものを議論し

ていくに当たりまして、まず、やはりルー

ルづくりをしなきゃいかんだろうというふ

うに思っております。先行事例も十分に研

究しながら、市民の方に参加していただい

た会議、もしくは庁内会議と重ねまして、

共通認識としてのルールをつくっていくと

いうことがまず第一の取り組みと思ってお

ります。具体的に各部各課における具体の

取り組みとなりますと、やはりそれを踏ま

えた形になりますので、もう尐し先の課題

というふうになろうかとは思っております。

ありとあらゆる職場で一斉にということは

なかなか難しいこともありますし、なかな

か短期的にすべてが進んでいくというふう

にはならないかもしれません。尐し時間を

かけて、しかし、しっかりと取り組んでま

いりたいというふうに思っております。 
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 次に、行革の進め方ということでござい

ます。行財政改革は、行政の安定的な経営

及び行政水準の向上、これを考えまして計

画をいたしたものでございます。策定に当

たりましては、庁内の議論も踏まえ、パブ

リックコメント等も行い、市民的なご意見

もちょうだいしてきたところでございます。

多くの項目がいわゆる内部改革という項目

でございますので、それをやはりきちんと

進めていく方向で考えております。ただ、

直接的に市民の方の暮らし等に影響を与え

る、こういう項目を実施するに当たりまし

ては、やはり関係者のご意見も伺う場面が

必要でしょうし、議会との意見交換をさせ

ていただきながら進めていきたいなという

ふうに考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 それでは、阪急京都線

連続立体交差事業についてのご質問でござ

いますが、市民全体に意見を聞くべきでは

ないかというご質問だったと思います。そ

のことにつきましては、連続立体交差事業

というのは市に対してかなりのメリットが、

安全なまちづくりをつくるためにかなりの

影響があると考えておりまして、連続立体

交差事業につきましては、周辺の方々が一

番大きな何らかの影響を受けられると思わ

れますので、周辺自治会あるいはその住民

の方々にさまざまな意見を聞いてまいろう

と、それをもって今後の事業調査をまとめ

てまいりたいと考えております。そしてま

た、多額な費用もかかることも考えられま

す。それにつきましても、今後の調査をま

とめまして、事業費の調査がまとまった段

階で、この市議会にも報告させていただき

まして意見を集約してまいりたいと。そう

いった点で、この市議会に説明させていた

だきながら、その意見を反映し、今後の事

業に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 総務部長。 

○有山総務部長 それでは、公共工事の発注

のあり方ということについてご答弁させて

いただきます。 

 平成２２年度の入札による土木建築工事

の発注実績でございますが、土木工事で３

１件、契約累計で３億９，３０５万円でご

ざいますが、すべて市内業者に発注してお

ります。また、建築工事では、市営住宅等

建設工事で、市外業者とのＪＶ発注になっ

ておりますが、これも含めまして１８件、

契約累計で２０億３，２８６万円をすべて

市内業者の発注としております。中小企業

事業者に対しまして、平成１９年度から小

規模修繕工事希望者登録制度を創設いたし

ておりまして、３０万円未満の工事につい

て発注いたしました。また、対象工事を平

成２１年度から６０万円未満まで拡大して

きたところでございます。平成２２年度の

小規模修繕工事の実績ですが、３８５件、

契約累計で５，１５９万円を発注いたして

おります。発注件数、契約金額ともに、制

度創設以来、毎年増加をしており、今後と

も発注件数拡大に努めてまいりたいという

ふうに考えております。先に議会のほうで

全部の賛成をいただけませんでしたが、地

上デジタルテレビあるいはパーソナルコン

ピュータなどの物品につきましては、市内

業者が発注し得るように分割発注をしたと

ころでございます。 

 今回、発注を予定しております小学校の

空調機器設置工事の概要でございますが、

小学校２１０基の空調機を設置するもので、

受変電設備から空調機への動力設備工事と
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なり、夏休み、夏季休業中にそれらの工事

を期間内に竣工しなければなりません。ま

た、予定価格は３億円を超える工事でござ

いまして、このため、普通の家電を扱って

おられる市内業者というような形での発注

は無理かと思います。工事は２８種ござい

ますが、このうち管工事と言われる分野に

属するもので、なお金額が３億円を超える

工事でございますので、当然その中でもＡ

ランクに属する業者に発注をすることにな

ります。管工事業者による発注は、制限付

一般競争入札を予定いたしているところで

ございます。ご質問の市内の中小企業への

発注は、金額、それから工事の業種ともに

分割しても発注はなかなか困難であるとい

うふうに考えております。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 それでは、２回目の

ご質問にご答弁申し上げます。 

 質問番号４番の（２）市内バス路線の改

善についてということで、私どもは懇談会

を開いておりますけれども、２回では不十

分ではないのかと、今後、何が問題で、そ

れが遅々として進んでいないのかというよ

うな内容かと思います。確かに懇談会は２

回しか開催いたしておりません。尐ないと

言われれば尐ない内容になろうかとは思い

ます。その中でお伺いした意見を、今のと

ころバス事業者のほうへ申し入れていると

ころでございまして、その内容について、

早く回答をいただきたいんですが、その問

題がなかなか難しいがためか、事業者のほ

うから回答がいただけていないと、まだ今

のところ１点だけ、そのバスの起点を市役

所でなしに軌道敷の駅を起点にしてはどう

かというような提案はいただいているとい

う状況でございます。 

 私どもとしましても、できるだけ早く伺

っている意見に対して事業者からの回答を

いただいた内容を懇談会のほうへ提示させ

ていただいて、またそれに対するご意見も

いただくかもわかりませんが、とりあえず

事業者からの回答を皆さんに聞いていただ

きたいと、このように考えているところで

ございまして、今後、そういうふうな状況

の中で、できるだけ早く結論を出したいと

考えているところでございますので、ご理

解のほどよろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、質問番号の４の（４）安威

川ダム計画の再検証についてということで、

市として、府の取り組みになるかもわから

ないけれども、どのように考えているのか

ということと、ダム計画で本当に守られる

のかと、こういうようなご質問かと認識し

ました。安威川ダムにつきましては、今、

我々も下流市におきましては水の脅威、直

近では平成１１年の６月に浸水いたしまし

たこと、このことにつきましても非常に記

憶に新しい内容の浸水事故でございます。

そのような中で、今、進めておられますダ

ム計画案、私どももそれを推して、早期着

手・早期完成ということを願っているとこ

ろでございます。ただ、大阪府としまして

も、ダム案以外にもいろいろ治水の検討、

こういうことをなさっておられる状況にご

ざいます。まずはダム案とは別に河道改修、

それと遊水池と河道改修、また放水路、別

ルートでバイパスをつくって別のところに

抜こうということですね。その放水路と河

道改修と、あと流域対応ということで、た

め池を活用して、そこに貯留しますとか、

あるいは学校のグラウンド、この部分を貯

留池に変えていこうというようなスタイル

の流出の抑制施設をつくって雤の流出を抑

制しようというような検証もなされており

ます。ただ、その中で、検証された中でも、



 

 

３－５３ 

昭和４２年に端を発しますこの計画が長期

に進められてきたということの中では、そ

れらを比較しますと、事業費も含めまして

今のダム案が一番安価で最適だという判断

をなされているという状況でございますの

で、私どももそういう形の中では、やはり

今の安威川ダム、これの早期着手・早期完

成を願っているという状況でございます。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部長。 

○佐藤保健福祉部長 保育所の待機児童に対

する対応についてのご質問にお答えをいた

します。 

 本市の保育所入所率は府下でも非常に高

く、平成２２年４月１日現在では、近隣市

が平均２０％台の子どもたちが保育所を利

用しているわけでございますが、本市では

３４．８％の子どもたちが保育所に入所い

たしております。しかしながら、この２２

年度につきましては、年度当初、待機児童

はゼロでございましたが、年度途中に徐々

に待機が生じてまいりまして、本年２月現

在７３名が待機をいたしておるという状況

になっております。ちなみに、この２３年

度につきましては、現在、４月からの入所

に向け選考を進めておりますので、大方の

待機児童は入所というような形の対応が可

能なような状況になってきておりますが、

この待機児童問題につきましては、次世代

育成支援行動計画の策定におきまして、今

後の需要予測としては、潜在ニーズも含め

ますと４０％の受け入れ体制が必要である

というふうな試算も出ておりますが、５年

後の児童の減尐と併せて考えますと、現状

での対応が数値の上では可能となっており

ます。年度途中での待機児童への対応とい

たしまして、状況に合わせて対応できるよ

うに、定員の拡大と弾力化の拡大で対応し

ていきたいと考えております。 

 また、今後予想される南千里丘開発から

生じる保育需要に対しましては、本年度の

状況を踏まえた上で、近隣園の定員の拡大

等で対応をしてまいりたいと考えておりま

す。 

 また、現在、政府で検討を進めておりま

す新保育システムへの対応につきましては、

具体的に法制化の動きを注視いたしながら

本市の対応を検討してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部長。 

○馬場教育総務部長 中学校給食について、

市の目指す方向性についてのお問いだった

と思いますので、そのことについてお答え

させていただきます。 

 中学校給食は、先ほども申し上げました

が、大阪府だけ実施率が低いということは

我々も十分認識しておりまして、そういっ

た中で子どもの食教育、学力の問題、体力

の問題で、これをどういうふうにすべきか

というのは我々も議論してまいりました。

ただ、もし仮にこれを実施するとすれば、

摂津市におきましては、今、小学校で非常

においしい給食ということで一定評価をい

ただいています各自校で調理する方式がご

ざいます。これにつきましては、私は過日、

味生小学校へ６年生のお別れ給食というこ

とでバイキング給食に呼ばれて行きました。

その中であいさつの機会がありましたので、

子どもたちに給食はおいしいですかと聞き

ましたら全員が手を挙げてくれました。 

 その中で、このおいしい給食を私どもは

今後もやっていきたいという中で、じゃ、

財源的にこれをやろうと思えば、大阪府の

試算でも１校２億５，０００万円の設備費

がかかります。それを５校ですから１２億

５，０００万円、この財源をどうするかが
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今まで非常にネックでございまして、私ど

もはそれに踏み切れなかったと。今般、大

阪府がそれについて５年間で２分の１の助

成をしようという形で過日新聞報道がされ

ました。その資料を手に入れているんです

けれども、この中では、大阪府では１校当

たり２億１，０００万円の建設費がかかっ

て、それの２分の１については助成すると

いう資料になっておりました。ですから、

それでいきますと、もし自校方式ですると

すれば、大阪府からいただける補助金は５

億２，５００万円、大阪府の２億５，００

０万円としても１２億５，０００万円。で

は、この差の７億円ないし８億円の財源を

一体どうするんだということが非常にネッ

クだと思います。また、大阪府の資料では、

ランニングコストについては一定助成につ

いて何も書かれておりません。ですから、

私どもがこのランニングコストを負担しよ

うとすれば、大阪府の資料でいきますと、

いろいろ書かれていますが、大体私どもの

試算でも２億円近いランニングコストが出

てくる可能性がございます。そうすると、

イニシャルコスト以外にこのランニングコ

ストをどこに求めるんだというようなこと

が非常に大きなネックになってまいります。

また、それ以外に調理師の配置の問題であ

るとか栄養教諭の配置の問題であるとか、

そういったことも何も示されておりません。

ですから、そういうことも負担になるとす

れば、もっともっとランニングコストが出

てくると。こういうことで、非常に今、大

阪府の資料だけでは、すぐさま私どもがこ

れをどうするかというのはなかなか踏み切

れない。先ほど申しましたように、やはり

親のニーズ、それと生徒のニーズ、また学

校の先生方の指導上のニーズ、こういった

ことも今後把握していかねばなりませんの

で、そういったことを含めて、今後いろん

な情報収集をしながら考え方を検討してま

いりたいと、そういうふうに考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

○藤浦雅彦議長 消防長。 

○北居消防長 それでは、救急搬送体制の現

状について、ご答弁申し上げます。 

 まず、平成２２年中のデータであります

が、救急搬送人員３，６８１人のうち、市

内医療機関への搬送が１，２４３人で３３．

８％、残り２，４３８人、６６．２％が市

外の医療機関への搬送となっております。

また、医療機関選定に伴います救急車の現

場滞在時間は、最長で１７０分、１件の救

急出動で救急隊が医療機関へ搬送を依頼す

る問い合わせ回数につきましては、最高で

２９回となっております。これはまさに市

内医療機関の受け入れ体制の低下にも原因

がございますが、特殊な救急事案に対する

大阪府下の救急医療体制にも原因が伺える

ところでございます。 

 このような現状の中、消防の対処としま

しては、できる限りリアルタイムな医療機

関情報を把握するため、市内医療機関の情

報はもとより、大阪府内医療機関の情報シ

ステムや特殊疾患対応医療機関の情報を活

用しまして、的確な医療機関へできる限り

短時間のうちに搬送できるような体制の確

保に努めているところでございます。 

 以上でございます。 

○藤浦雅彦議長 保健福祉部理事。 

○福永保健福祉部理事 では、三島医療圏に

おける救急医療の基盤整備についてでござ

いますが、ただいま消防長からの答弁にも

ございましたように、市内救急搬送の低下

と搬送困難事例の発生など、救急医療体制

の確保が喫緊の課題であるという認識につ

きましては、三島医療圏の３市１町で共有
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しているところでございます。三島地域の

住民に将来にわたって必要な救急医療を安

定して供給できる望ましい救急医療体制に

つきまして、これまで消防を含めた各市の

担当者で検討会を立ち上げ、二次救急医療

機関へのアンケート調査等を通じて、現状

の課題を整理しているところでございます。

まだ一定の方向性を見出している段階では

ございませんが、救急医療を担う医師不足

などの基本的な要因に加えて、軽症患者が

必要以上に二次医療機関に集中しているこ

とが今日的な課題として共有しております。

これらの分析のまとめを三島保健医療協議

会の中で一定の方向性を見出していただく

べく、さらに検討を重ねてまいることとな

っております。今後とも関係市や医師会と

も密接に連携しながら課題の解決に向けて

取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、ワクチン接種における一部自己負

担金の免除の有無についてお答えいたしま

す。現在のところ、自己負担金の免除につ

きましては、生活保護世帯と中国残留邦人

等支援受給者世帯につきましては、健康推

進課に自己負担金の免除申請をしていただ

き、費用負担免除証明を発行したいと考え

ております。議員ご指摘のように、新型イ

ンフルエンザの予防接種につきましては、

一定の低所得世帯につきまして、自己負担

金の免除対象としておりましたが、このた

びの３ワクチンは法定接種でないことなど

も勘案しているところでございます。今後

につきましては、国に対し速やかな対応を

求めていきたいと考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 答弁が終わりました。弘議

員。 

○弘豊議員 それでは、最後に一言だけ申し

上げたいと思います。政治の状況を見たと

きには、本当に先行きが見通せない、市民

にとっても不安な時期だというふうに思い

ます。国や府の状況はさまざまあると思い

ますけれども、市民にとって一番身近な自

治体としての摂津市の仕事として、市民に

納得のいく、そういう行政運営と、そして

今、協働と言われている中での取り組みを

どう進めていくのかというようなこと、立

場の違い等々でいろいろと一致しない部分

もあるかと思いますけれども、ひざを突き

合わせて市民とともに語り合う、そういう

場を私たちも一緒に取り組んでいきたいと

いうふうにも思いますので、ぜひ。（発言

終了のブザー音鳴る） 

○藤浦雅彦議長 弘議員の質問が終わりまし

た。 

 暫時休憩します。 

（午後３時 ３分 休憩） 

                 

（午後３時３０分 再開） 

○藤浦雅彦議長 休憩前に続き再開します。 

 次に、木村議員。 

  （木村勝彦議員 登壇） 

○木村勝彦議員 それでは、最後になりまし

たけれども、代表質問をしたいと思います。 

 まず最初に、大阪府の橋下知事による大

阪都構想に続いて、名古屋の河村市長が巻

き起こした旋風は、市議選、市議会解散を

求める住民投票、そしてまた愛知県知事選

のトリプル投票を決行し、河村市長側の圧

勝に終わらせました。ところで、河村市長

が提起をした首長と議会のあり方は、二元

代表制や政党、地方自治のあり方などを問

う本質的な問題提起であります。しかしな

がら、議会が持つ議決権という役割を果た

すことが気に入らないからといって、首長

主導の議会解散、リコール運動を起こした

りすることは議会を否定することであり、
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議会制民主主義のそのものを否定するもの

であります。知事や市長が自分でやりたい

ことを実現するために議会を掌握すること

が必要との考えから、地域政党を結成して

政策実現のために選挙で過半数を獲得して

議会の主導権まで握ろうとするのは、二元

代表制を否定するものであり、暴挙と言わ

ざるを得ません。 

 滋賀県の嘉田由紀子知事は、「議会に手

を突っ込むようなやり方はしない。議会と

対話をしながら県政を進めたい」と、河村

市長とは距離を置いております。大阪市の

平松市長も、「市長は、議会と市政のトッ

プが互いにチェックをする二元代表制をよ

り有効に機能させるべきだ」と批判してお

ります。 

 ところで、摂津市では、平成２３年度市

政運営の基本方針で、森山市長は、「南千

里丘地区の開発をはじめ、長年の夢が一つ

一つ目に見える形となって具体化するとと

もに、大変難しい課題についてもよりよい

方向へと道筋をつけることができたことは、

議会をはじめ市民の皆様、そしてまちづく

りにかかわっていただいた皆様のご理解、

ご協力があってこそなし得た」と感謝の念

を述べられております。市長のこのような

政治姿勢を大きく評価いたします。 

 本年度は、第４次総合計画を推進する上

での重要なテーマである「協働」について

の意識の共有を図ることが示されておりま

す。市民ネットワークといたしましては、

第４次の総合計画に示された七つのまちづ

くりの目標について、二元代表制にのっと

って、是々非々の立場で行政と協働する決

意を込めて代表質問をいたします。 

 まず最初に、十三高槻線の正雀工区の地

下部分の上部利用についてであります。 

 この十三高槻線の計画は、昭和４２年、

大阪府の土地計画審議会で、３環状１０大

放射線の一つとして計画決定をされて今日

に至っております。そしてまた、この計画

決定と同時に地元でも反対運動が起こって、

今日まで反対運動が続いてまいりました。

私自身もこの十三高槻線につきましては深

くかかわってきて、２４年、来年の春に完

成をするということについては感無量のも

のがあります。 

 しかし、その過程においてはいろんな困

難が山積をしておりました。反対運動をす

る中で、私も議会でこの問題を何度か取り

上げました。しかし、当時の社会党に所属

しておりましたけれども、この問題の採決

の中で、一つの会派で態度が三つに分かれ

てしまう。反対、賛成、退場。周りからは

日本社会党が三本社会党になったというよ

うな批判も受けることもありましたし、ま

た一方では、この十三高槻線、大阪府の計

画でありますけれども、当時の橋本府会議

員が最後の選挙を戦われるときに、私は家

に呼ばれて、「木村君、いつまでおまえは

反対しとるんや。鳥飼地域では十三高槻線

はみんな賛成やで」ということで、「そう

いうことであれば、私は君にいろいろ支持

してきたことについて一切手を引くで」と

いうようなことを橋本さんの家に呼ばれて

言われました。私は、そのとき潔く、「そ

れであれば、私はいつでも議員を引きます

よ。しかし、この十三高槻線の問題は、一

鳥飼地域の問題ではなしに、やはり摂津市

全体の大きな計画であるから、私はこのこ

とについては反対を貫きます」ということ

をあえて申し上げました。しばらく考えら

れた末に橋本さんが言われたことは、「木

村君の反対をする自由は認めよう。しかし、

その考え方を党全体に押しつけたらいかん

で」ということもあって、その当時の会派
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の中でも意見が分かれた大きな原因であり

ました。そしてまた、この反対運動もこの

計画決定当時からずっと続いてまいりまし

たけれども、最終的に味舌工区の正雀一津

屋線までが完成する段階で、当時、自治会

ぐるみで反対同盟を結成しておりましたし、

そういう点では、そのメンバーの中から

「いつまでも反対をして強制執行を待つだ

けでは能がない。やはりここで条件闘争に

切りかえて、一部地下構造にして、その上

を利用して地域のために役立てたらどう

か」というような意見があって、けんけん

がくがく議論をしました。一部のメンバー

からは、「やはり公害道路は要らない。道

路は絶対要らんのだ」というような意見も

ありました。私たちは、そのことも超越を

して、全会一致ではなかったですけれども、

一部同盟から離れてもらって、この問題に

ついて処理をいたしました。そういう点で

は大変厳しい局面にも私は直面してきまし

た。 

 ようやく２４年に完成しますけれども、

その過程の中で、議会で取り上げたときの

当時の森山市長の答弁があるんですけれど

も、それは、平成１８年第１回定例会でそ

の問題を取り上げたときに、森山市長から

「今後、新しい高齢者かがやきプランや地

域福祉計画に基づく事業の進捗状況を見な

がら、大阪府、摂津市、地元が協議する中

で活用方法について検討するという答弁が

ありました。そういう中で、平成１８年、

地元と大阪府と摂津市との３者で協定を結

んで、その柱は、やはり公害を出さない道

路、そしてまた地上部分については地域の

ために有効利用するというようなことも含

めた工事の着工協定が締結をされて、今日、

来年の完成を見るわけでありますけれども、

その当時で結んだ協定が、今後どのように

実現されていくのかということは、大変地

元としても関心を持っております。私もそ

の中で中心的に働いてきた人間として、こ

の問題の決着をきっちりと見届ける必要が

あろうかと思っておりますし、事と次第に

よっては、今の時点で反対運動はまだ存続

しておりますし、また、問題については反

対というようなことになってくる可能性も

あります。そういう点では、できるだけや

はり地元の皆さんの納得のいく公害のない

そういう道路をつくって、地下部分の上に

地域のための施設をつくっていく、そうい

うことになれば一番私は理想的な決着だと

思っています。そういう点では、この問題

について、今後、摂津市としてどういうふ

うに大阪府に対して交渉していかれるのか、

そのことについてお聞かせを願いたいと思

います。 

 ２番目に、大阪府の権限移譲の問題です

けれども、これは、きのうからいろんな議

員からも質問がされておりますし、私は１

点お聞きしておきたいことは、きのうから

の答弁にありますように、例えば職員の採

用については、これから三島ブロックでや

っていくということになっていきますけれ

ども、今まで大阪府で人事採用しておると

きには、やはり東京に次ぐ大阪ということ

で、大都市というブランドで全国からいろ

んな人が応募をされてこられました。しか

し、やはり三島ブロックに限ってしまうと、

その範囲が大変狭くなってくるのではない

かという心配をします。その辺のことにつ

いて、教育委員会としてどのように認識さ

れておるのか、また、人事交流等につきま

しても、やはり今までは大阪府下的にやら

れてきたことが、今度は三島ブロックの中

でやっていくということになっていくと思

うんですけれども、その辺のことについて、
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教育委員会として答弁をお願いしたいと思

います。 

 公共下水の問題は、きのうからいろんな

議員が質問をされて答弁を聞いております

し、この問題は、主義主張ということでは

なしに、お互いに共有できる問題ですから、

私は１点だけ質問しておきたいと思います。

公共下水道の市街化調整区域における都市

計画決定の変更及び事業認可に向けた取り

組みについて、今までの議論を踏まえて、

その経過についてお答えいただきたいと思

います。 

 次に、まちづくりの重要なテーマである

「協働」についてであります。 

 市政運営の基本方針で、森山市長は「２

０１１年度第４次総合計画に基づく新たな

まちづくりのスタートの年になる」と述べ

られ、まちづくりのテーマに「協働」を取

り入れられました。協働という言葉は、古

くて新しい言葉であります。早い例として、

１９７０年代から神戸市などがまちづくり

を行政と市民とが協力して取り組んできた

ことがあげられますが、阪神淡路大震災に

改めてそのようなことが注目されることに

なりました。また、近年では２００近い自

治体がまちづくりに関する基本条例等を制

定しており、その内容として「協働」をテ

ーマにしている団体が多いことは承知して

おります。これまで、環境、福祉、防犯・

防災、教育などといったまちづくりの分野

においても地域住民が主体となっている活

動は多く、分権社会を支える地域社会を展

望するときに、地域でできることは地域で

行うという風土を構築することが求められ

ています。一方、行政においては、協働に

よる事業を行う上で、原則、方法等の基本

方針、また、指針を定めることにより全庁

的な協働事業の促進に努めていくべきであ

ると考えますが、行政と市民とのかかわり

方について、市長就任当時の市政運営の基

本方針でも協働について触れておられます。

今回も基本方針に協働を取り上げられてお

りますけれども、森山市長が考えておられ

る協働のあり方とはどのようなことなのか、

伺います。 

 次に、第４次総合計画において、市民と

協働してまちづくりを進める上での主体は

市民なのか、行政なのかという点でありま

す。私は、市民と行政の双方が協働の主体

であると考えていますが、この点も市長の

お考えをお答えください。 

 また、自助・共助・公助という言葉があ

ります。自助とは、自分で解決できる課題

はみずから解決をする、共助とは、自分で

解決できない課題は地域社会が解決をする、

公助とは、地域社会で解決できない課題は

行政が解決をするということであります。

地域社会の課題を解決するために、自助は

もちろん必要ではありますけれども、共助

が非常に重要であり、地域づくりにおいて

も主役となるのは地域住民を中心とした自

治会、ＮＰＯ、ボランティア組織でありま

す。 

 これからは、市民がともに働く意味の

「共働」で課題を解決する共助が主流とな

ることが期待をされます。第４次総合計画

にある協働のあり方の検証・精査を進めて

いくと、ややもすれば行政側の財政状況を

前提に判断することになり、活動内容を限

定的にとらえることになりがちであるとい

うことで、「協働」ではなく、ともに働く

「共働」を重視する自治体も出始めていま

す。そのような中、今なぜ「協働」を市政

運営の基本に据えられたのか、市長の意図

を伺いたいと思います。 

 人口問題についてであります。 
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 第３次総合計画では１０万都市を目指し

ましたが、第４次総合計画は８万人と見込

んでいます。市政運営上どのような影響が

あるのか、また、人口減尐を食いとめる施

策、努力について考えをお示しください。

先ほど、三好議員の答弁で、市長は「夢の

ないところに人は住まない」、ならば、ど

う対処されるのかということについてもお

聞きをしておきたいと思います。 

 ６番目に、道路整備について。 

 これは、きのうからいろんな議論がされ

ておりますけれども、府道中央環状線や大

阪高槻線が一津屋交差点を中心に渋滞が発

生しています。私は、交通渋滞の解消には

道路のインフラ整備を行うべきであると思

います。今後の交通体系を考えるとき、一

津屋交差点の改良や大阪高槻線の拡幅など

も急ぐ必要があります。安威川以南の交通

問題が一津屋交差点に収れんされていると

言っても過言ではないと思います。市とし

ての認識をお答えください。 

 人づくりについてであります。 

 現代社会において、個人主義が蔓延し、

公共性が失われています。その対策として、

家庭教育はもちろん、学校教育の中で社会

性、協調性を植えつけることが必要であり

ます。そのために林間学校など共同生活の

中で体験させることにより、相手に対する

思いやりなど、人間として社会のルールを

守ることの大切さを自覚すると考えます。

その対策の一つとして、林間学校、キャン

プなどが有効であると考えますが、教育委

員会としての見解をお答えください。 

 次に、路線バスの問題。これは、きのう

からもいろいろ議論されておりますけれど

も、私は、バス利用者の減尐により、路線

バスの減便や廃止・休止などが進む中、交

通不便地である鳥飼方面に無料で公共施設

巡回バスを運行させる英断を下されました

ことには敬意を表したいと思います。有料

バスと無料バスが運行している形態の異な

りなど、整合性を持たせるために、見直

し・再編の必要があると考えますが、今後

の公共交通のあり方についてお答えくださ

い。 

 活力ある産業のまちづくりについてであ

ります。 

 産学交流・異業種交流を進めるための産

業会館の取り組みを進める必要があると考

えます。摂津市としての方向性、考え方に

ついてお答えください。 

 大企業が移転するケースが多くなってい

ます。摂津市でも近畿コカコーラが福岡に

本社を移転しました。大手７社等、企業が

移転しないための方策を講じる必要がある

と考えますが、企業とまちの共存を図るた

めの市としての考え方をお示しください。 

 環境を大切にするまちづくりについてで

あります。 

 摂津市は、全国に先駆けて健康増進法の

施行に伴って平成１５年５月１日から公共

施設全面禁煙を実施したことは、全国的に

大きく評価を受けました。その後、大阪府

をはじめ府内自治体も敷地内、建物内全面

禁煙に取り組んでいます。堺市においては、

４月から職員の勤務時間中の喫煙を禁止す

ることを発表しました。箕面市は、４月１

日から路上喫煙禁止条例を施行し、また、

１月３１日付で箕面公園全域などを路上喫

煙禁止地区に指定しております。さらに、

民間企業では勤務時間中の喫煙時間は３分

までと時間制限を設けている企業もありま

す。摂津市においても、さらに一歩進めて、

市民の健康増進の観点から受動喫煙防止の

取り組みを積極的に進めるために、市内す

べての公共施設での敷地内全面禁煙を実施
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する考えはないか、答弁を求めます。 

 また、道路や公園、あるいは人が多く集

まる公共的な場所については、環境美化の

観点から、エリアを限定するなどの方法に

よってポイ捨て禁止区域を設定してはどう

かと考えますが、お考えをお聞かせくださ

い。 

 また、たばこのポイ捨て禁止区域の設定

についてであります。松沢神奈川県知事が

全国で初めて成立させた公共施設などでの

喫煙を原則禁止する受動禁煙防止条例など、

改革派知事が進めた政策を、今度は都知事

選の主要政策に据える見通しであることが

３月１日のマスコミで報道されました。ま

た、地元の薫英学園の人間科学大学、山田

教授が、学生と一緒になって隣の庄屋公園

から正雀駅の間のポイ捨ての実態調査を行

い、研究をされています。また、山田教授

は、摂津市としてもこの問題に取り組んで

もらいたいと希望されております。ポイ捨

て禁止区間を設定したり全面禁煙にすると、

人、金がかかるという見方がありますが、

医療費の抑制、市民の健康増進の見地から

すれば克服できる問題であると考えます。

前向きに検討するとのことですが、いつご

ろをめどに検討されるのか、お答え願いた

いと思います。 

○藤浦雅彦議長 答弁を求めます。市長。 

  （森山市長 登壇） 

○森山市長 市民ネットワークを代表されま

しての質問にお答えをいたします。 

 まず、十三高槻線の正雀工区の地下部分

の上部利用についての質問でございますが、

十三高槻線正雀工区の事業につきましては、

一日も早い完成が待ち望まれているところ

でございます。正雀工区の工事着手に際し

ましては、ご指摘のように、施工者である

大阪府と地元自治会において協定書が締結

されましたが、本市もその立会人として協

定書に参画いたしております。ご質問の地

下部分の上部利用につきましては、現在、

大阪府は協定書の趣旨に基づき工事を進め

られ、地下部分については簡易な建物が設

けられる構造で整備をされております。今

後、上部利用につきましては、大阪府に対

しまして、地域のコミュニケーションの保

全など、正雀工区の整備に必要な措置がな

されますよう強く申し入れをしていきたい

と思います。 

 公共下水道の都市計画決定の変更及び事

業認可についてのご質問でございますが、

今回の市街化調整区域、鳥飼八町地域の都

市計画決定の変更は、来年度から実施いた

します第４次の摂津市総合計画の「みんな

が安全で快適に暮らせるまち、都市基盤を

整備し、安全で安心して暮らせるまちにし

ます」の精神に合致するものであります。

きのう、きょうの質問でも申し上げていま

すように、番田水門の本格稼働が平成２７

年度と期限が決まっておりますので、平成

２３年度にまず事業実施の最初となります

都市計画決定の変更を行い、鳥飼八町地域

を公共下水道の計画区域に追加し、続いて

事業認可を取得するための準備を進める予

定であります。 

 まちづくりの重要テーマであります「協

働」についてのご質問にお答えをいたしま

す。 

 「協働」という言葉は、第４次総合計画

において重要テーマに位置付けております

が、これまでもさまざまな分野において、

多くの地域住民が地域をよりよくするため

に活動し、本市のまちづくりに尽力してこ

られました。しかし、活動の機会づくりや

促進については行政主導の傾向にあったと

思います。第４次の総合計画では、本市が
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目指す協働の姿を、目指す将来像の実現に

向けて、市民、事業者、行政など、摂津市

にかかわるみんなが主体性を持って、互い

の特性を尊重しながら、共通の目標を達成

するために対等な立場で連携・協力すると

しております。 

 ご質問のまちづくりの主体につきまして

は、「摂津市にかかわるみんな」と定義し

ております。みんなが共通の目標に向かっ

て主体性を持って行動する、いわゆるオー

ル摂津でということでございますが、特に

職員は先頭に立って主体的に行動しなけれ

ばならないと思います。なお、ともに汗し

て取り組み行動する「共働」を重視する自

治体もございますが、本質的な考えはほぼ

同じでございます。本市が目指す「協働」

の姿の実現に向け、今後、そのルールづく

りに取り組んでまいります。 

 人口問題についてのご質問にお答えをい

たします。 

 第３次の総合計画では、平成２年の国勢

調査の人口８万７，４５３人をベースに推

計し、モノレール新駅の影響などを考慮し

て、平成２２年の人口を１０万人と目標設

定いたしました。しかし、増加し続けてい

た我が国の人口は、平成１７年に初めて減

尐に転じ、尐子・高齢化社会に突入してお

ります。本市もその影響は避けられず、大

規模開発を予定しているものの、第４次総

合計画においては、現状を踏まえ、将来人

口を８万人と見込んでおります。しかし、

人口は都市活力のバロメーターであり、本

市の特色を生かして協働により魅力あるま

ちづくりを進めていくことで人口減尐を食

いとめ、市内で活動する人や市外から訪れ

る人の増加を図ってまいりたいと思います。 

 一津屋交差点の渋滞解消に向けて、問題

解決の取り組み等についてのご質問でござ

いますが、府道中央環状線と府道大阪高槻

線が交差する一津屋交差点を起点に、南

北・東西方向に交通渋滞が発生しているの

は十分認識しているところでございます。

一津屋交差点は、中央環状線と大阪高槻線

から進入する車両に加えて、新幹線基地方

面から市道新在家５５号線を経由して進入

する交通が原因で、交差点内は混雑をきわ

めている状況にあります。この状況を解消

するため、府道大阪高槻線の一津屋交差点

付近の拡幅や改良を早期に実施するよう、

大阪府に改めて強く働きかけてまいりたい

と考えております。 

 バス路線の再編を含めた市内公共交通の

あり方についてのご質問でございますが、

市内公共交通につきましては、地域公共交

通の現状や交通状況の変化を把握し、的確

に対応することが必要でございます。市内

全域の公共交通網を充実し、公共交通機関

の利便性と機能の向上を図ることの機運が

高まっている状況を承知いたしております。

昨日来ご答弁しておりますけれども、本市

におきましても、民間の路線バス、また市

内循環バス、公共施設巡回バスを運行いた

しておりますが、バス交通網の空白地域、

また運行形態が異なる等、市民や議会から

ご意見をいただいております。千里丘のガ

ードの拡幅や阪急摂津市駅の開業等々、道

路状況の変化等により、人や車の導線の状

況を見きわめ、市内で運行いたしておりま

す既存のバス路線体系を再編する必要があ

ることから、市域全体のバス路線のあり方

や現状における問題点などの整理や市内公

共交通の課題を検討するため、検討を行っ

ておる最中でございます。ただいまご指摘

のように、風穴をあけたバス、そのあり方

についても、るる要望が出ておりますので、

併せて引き続き検討を進めていきたいと思
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います。 

 （仮称）産業会館の活用・拡大、大企業

の移転防止対策等々についてのご質問にお

答えをいたします。 

 まず、阪急摂津市駅近くに建設されたマ

ンションのモデルハウスの分譲後の活用と

して、（仮称）産業会館として商工会が入

居し、市内の商工業事業者への経営支援や

誘致活動の拠点としてはどうかと、これま

でもご提案をいただいております。今回、

さらなる活用策として産学交流・異業種交

流などが行える活動拠点施設としての再活

用のご提案をいただいておりますが、商工

業の底上げを図っていくものとして前向き

に検討したいと思います。 

 また、大手企業の移転につきましては、

地域経済に大きな打撃を及ぼすものであり、

未然に対策を講ずるべきものと考えており

ます。今議会においてご審議をお願いして

おります企業立地等促進条例は、現在、市

内で活動する企業が今後も継続・発展的に

事業を実施していただくことに重点を置い

たものとなっており、ご指摘の市内企業が

移転しない方策としての効果に期待をして

おります。活力ある企業活動が雇用の促進

や産業の発展、税収の増加等、本市発展の

大きな力となることは言うまでもなく、今

後とも企業活動の発展に向けて商工施策を

検討してまいりたいと考えております。 

 公共施設での敷地内全面禁煙についての

ご質問でありますが、学校体育館、集会所

等、多数の人が利用する施設を管理する者

に受動喫煙防止の措置をとる努力義務が課

せられておりまして、受動喫煙防止対策の

必要性は認識をいたしております。現在、

当市におきましても、公共施設の建物内で

の全面禁煙及び保育所、幼稚園、小・中学

校の敷地内全面禁煙を実施いたしておりま

す。加えて、すべての公共施設の敷地内を

全面禁煙とすることにつきましては、健康

増進の観点からの市民へのメッセージ性も

含めまして大変有効な方法ではありますが、

ただ、市の公共施設にはさまざまな方が利

用され、また、その目的も一様ではありま

せん。当面、施設の対応や利用者の声も勘

案しながら、可能な施設については敷地内

の全面禁煙も検討してまいりたいと考えて

おります。 

 環境を大切にするまちづくりについての

質問でありますが、たばこ等のポイ捨て禁

止区域の設定につきましては、過去にも同

様の質問や議論があったと思いますが、ポ

イ捨て禁止区域を設定することは、市民に

義務を課すこと、あるいは制約することに

もなりますことから、まずはどこの地域で

たばこ等のポイ捨てを禁止するのか、啓発

をどのような形でするのか、罰則規定を盛

り込むのかなどを十分に検討し、条例化し

て市民に周知・実施する必要がございます。

また、この問題は本市の重点施策でありま

す２３年度のテーマ、「環境」、「健康」に

もかかわることでございますので、平成２

３年度中に結論が得られるよう、関係課を

集めて検討してまいりたいと思います。 

 以上、私からの答弁にかえさせていただ

きます。 

○藤浦雅彦議長 教育長。 

  （和島教育長 登壇） 

○和島教育長 教育委員会にかかわります２

点のご質問にご答弁を申し上げます。 

 まず、大阪府からの教職員人事権の市町

村への移譲に伴う課題についてでございま

すが、大阪府教育委員会では、平成２２年、

大阪府知事に対して文部科学副大臣が事務

処理特例制度の活用による権限移譲が可能

との考えを示したことを受け、義務教育に
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おける権限と責任を明確にする観点から、

権限移譲を促進する考えを提示しておりま

す。具体的には、旧教育事務所を単位とす

るブロックでの検討を基本としております

が、ご質問いただきましたブロック単位で

の教職員採用については、地域に根差す意

識を持った教職員の採用が可能となるメリ

ットが考えられます。しかし、一方で課題

も多数ございます。特に採用関係におきま

しては、近年の大量採用の状況のもと、受

験者の数と質が確保できるのかという問題

であります。政令指定都市であります堺市

では、平成２２年度採用者より単独での教

職員選考を行っておりますが、地方に向け

ては、堺市のＰＲとともに地元での志望者

の発掘など多大な努力を行っていると伺っ

ております。大阪府三島地区として教職員

の確保のためにどのように取り組んでいく

のか、今後研究が必要な大きな課題であり

ます。また、人事異動にかかわりましても、

三島地区という範囲の中となりますと、人

事異動の硬直化を招いたり、過員・欠員対

策を講じることも困難となってまいります。

この問題についても、三島地区各教育委員

会と連携しながら、そのあり方について研

究に努めてまいります。 

 次に、学校教育の中で社会性、協調性を

学ぶ機会としての林間学校、キャンプなど

の集団体験学習への教育委員会の見解につ

いてでございますが、小・中学校学習指導

要領の特別活動において、学校行事のうち

旅行、集団宿泊的行事の内容は、「平素と

異なる生活環境にあって、見聞を広め、自

然や文化などに親しむとともに、集団生活

の在り方や公衆道徳などについて望ましい

体験を積むことができるような活動を行う

こと」と明記されております。ご指摘のと

おり、修学旅行、林間学校などは、自然体

験や社会体験などの体験活動を通じて、望

ましい人間関係づくりや連帯感、公共の精

神を養い、自主的・実践的な態度を育てる

ものとして大変有効であると考えておりま

す。今後、実施目的等をさらに明確にし、

事前の学習や事後のまとめの充実に努め、

体験したことがより一層深まるよう、活動

の工夫について努めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 木村議員。 

○木村勝彦議員 １点目の十三高槻線の上部

利用の問題ですけれども、これから摂津市

として、また地域として、大阪府に対して

協定書にのっとってそういう施設をつくっ

ていくということについて交渉していくわ

けでありますけれども、正雀のまちづくり

を考えたときに、十三高槻線が完成をしま

すと、駅前にバスを引っ張ってくるという

ときに、今、デイハウス味舌があるあの三

角地は、やっぱりバスの転回場所として必

要になってくると思います。そうなれば、

当然そのデイハウス味舌についての移転と

いう話も私は出てくる可能性があると思い

ますので、今後、大阪府と交渉していかれ

る中では、そのデイハウスをこっちの十三

高槻線の上に発展的に持っていくというこ

とも一つの方法ではないかと思いますし、

その点については、近々副市長のほうも大

阪府のほうに交渉に行かれるということら

しいので、その辺のことについては、その

ことも踏まえて大阪府と交渉してもらうと

いうことをお願いしておきたいと思います。 

 それから、３番目、市街化調整区域の問

題については、私は、今回そういう雤水幹

線のために都市計画決定の変更をするとい

うことになってきますけれども、将来的に

はやはり鳥飼地域の八町地域の市街化調整
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区域をどうするかということも市の大きな

テーマになってくると思いますし、これは

当然、地権者の意向ということが大変大き

なウエートを占めてまいりますけれども、

将来のことを考えたときには、あの調整区

域をやっぱり市街化区域に事業変更してい

くということが必要だと思うんですけれど

も、その辺のことについて市としてどう思

われるのか、お答えいただきたいと思いま

す。 

 人口減尐、この問題につきましては、私

が議員になった当時、昭和４７年ごろから

ですけれども、摂津市は大阪府のベッドタ

ウンとして非常に多くの市民が摂津市へ来

られました。といいますのも、やはりその

当時、摂津市はゼロ歳児医療費の無料化、

老人医療費の無料化、そしてまた父子家庭、

母子家庭の医療費の無料化など、先進的に

福祉政策をやっておりましたし、１小学校、

１幼稚園、１保育所ということで教育施設

も充実をさせてまいりました。そういうこ

とで、摂津市へ行けば安心をして子育てが

できる、老後が安心して暮らせるというこ

とも期待を持って多くの市民が入ってこら

れて、人口が８万人を超えていくというこ

とになっていったと思うんですけれども、

そういう人口を増やす施策も、これから摂

津市は、ただ漫然と人口減尐をあれするの

ではなしに、やはりそれを引きとめて、あ

るいはまた増やしていく、そういう努力を

すべきだと思うんですけれども、その辺の

ことについてお答えを願いたいと思います。 

 農業祭、この問題は、この前の農業祭の

ときに新温泉町の岡本町長が来られまして、

話をする機会がありました。この農業祭だ

けではなしに、やはりほかの面での交流も

してもらえないか、新温泉町にはキャンプ

場も二つあるし、山も海もあるということ

で、非常にそういう点では施設が整ってお

るということであります。そういう点では、

今日まで摂津市は能勢町やら、あるいはま

た大屋町でキャンプ場の建設を計画しまし

たけれども頓挫しておりますし、そういう

意味では、その必要性は行政としても感じ

られておるところでありますから、やはり

この機会に、もう既に施設が整っている新

温泉町の施設を利用させてもらって、設備

の面の交流をしていくということを私は考

えていくべきだと思うんですけれども、そ

の辺のことについてお答えください。 

 それから、バスの問題、これはきのうか

ら言い尽くされておりますし、私は交通基

本法ということを考えますと、その交通基

本法の精神は、移動を人間の基本的権利と

してとらえ、すべての人々が自立して移動

できる環境を整備することを目指す立場に

立つことが必要であるということが柱にな

っていると思います。そういう立場にのっ

とって、今、路線バス、市内循環バス、公

共施設巡回バス、いろいろ問題点を含んで

おります。そういう意味では、一つでも解

決をする中で、そのことについて前向きに

検討していっていただきたいということを、

これは要望しておきたいと思います。 

 それから、きのうからいろいろ議論され

ておりますダイキンの問題ですけれども、

２月２３日の新聞報道によりますと、ダイ

キン工業が国内３か所に分散している研究

開発拠点を本市の淀川製作所に集約するこ

とが発表されました。約３００億円を投じ

て１，６００人の研究員と技術者を新拠点

に集めるということでありますけれども、

やっぱりこういうふうにして企業が摂津市

へ来てもらうというためには、それのイン

フラ整備がぜひ必要になってくると思いま

す。先ほど道路問題でも言いましたように、
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その一津屋交差点の近くにダイキン工業が

あります。そこに１，６００人の人が集ま

ってくる。人が動き、車が動き、そういう

点ではさらに交通渋滞が予想されます。そ

ういう点でも、きのうから議論されており

ます大阪高槻線、あるいはまた新在家鳥飼

上線、これを中央環状線まで接続するとい

うことが鳥飼上新在家線の計画であります。

今、一方通行になっているところも、これ

はその道路の一環ですから、そこを中央環

状線までつないでしまうというようなこと

もやっぱり私は考えていかなければならな

いと思います。そういう点で、そういうイ

ンフラ整備を急ぐべきだと思うんですけれ

ども、その辺のことについての答弁をお願

いしたいと思います。 

 ところで、最後になりますけれども、今、

国の借金が１，０００兆円に限りなく近付

く中で、国民一人当たりの借金が７００万

円を超えています。摂津市もピーク時、

上・下水道を含めた市全体の借金である市

債残高が１，０５５億５，１００万円であ

ったものが、平成２１年度末７６０億４，

５００万円と減尐したとはいえ、中期財政

見通しで平成２６年には基金が底をつくこ

とも併せて長期的な健全財政の確立が求め

られています。行政も議会も協働して次の

世代にツケを残さないために努力すること

が今求められています。その第一歩として、

過去の既得権益を見直して、みずからの身

を削る覚悟を持って努力すべきであります。

その点では、名古屋の河村市長が、税金で

食っとるほうが楽をして、払っとるほうが

苦労する、そういう政治を変えるんだとい

うシンプルなメッセージを出して、みずか

らの給与を下げて身を削る姿勢を示したこ

とが評価をされました。大きな政治的な変

革をするときには、指導者の側がそれに見

合うリスクを引き受けることは歴史が教え

る大原則であります。そこで、私たち摂津

市議会は、今日まで先進的に議会改革に取

り組んでまいりました。その二、三の例と

して、期末手当のカット、あるいはまた政

務調査費を５万円から３万円に、議員定数

の削減、そしてまた各常任委員会、特別委

員会、議会運営委員会などの視察の自粛、

このようなことをいろいろと取り組んで今

日まで進んでまいりました。私たちは、今

回そういうことをさらに進めて、政務調査

費をさらに３万円から見直すということも

考えていかなければならないと思っていま

す。そのことを私たちはこれからも提案し

ていきたいと思います。「隗より始めよ」

ということわざがあります。信頼される政

治を目指して奮闘することを誓って代表質

問を終わります。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いし

ます。都市整備部長。 

○小山都市整備部長 十三高槻線正雀工区の

地下部分の上部利用やバスの寄りつきにつ

きまして、ご答弁申し上げます。現在、平

成２４年春の地下部分の完成に合わせ、大

阪府と協議を進めているところであります。

また、きょうまで上部利用についてさまざ

まなご意見やご要望を伺っております。今

後、平成１８年５月に締結いたしました工

事着手にかかわる協定書の趣旨に沿って、

地域コミュニケーションの保全に寄与され

る利用について、自治会をはじめ地元関係

者の方々からのご意見を大阪府に伝えなが

ら、実現に向け協力してまいりたいと考え

ております。 

 また、十三高槻線の正雀工区の完成によ

り、側道を利用し、正雀駅前地区へバスな

どの車の寄りつきの検討につきましては、

現在、安全な道づくりを進めるため、府営
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摂津正雀住宅から阪急正雀駅まで道路拡幅

にかかわる用地買収に取り組んでおります。

バスなど車の導入に際しましては、回転場

の確保が重要であり、府営住宅建て替えの

折に正雀まちづくりに寄与する用地として

空き地を確保しておりますので、関係者と

協議を持ちながら、その用地の有効活用し

た回転場を今後考えていかなければならな

いものと思っております。 

 次に、市街化調整区域から市街化区域へ

の編入についてご答弁申し上げます。 

 市街化区域への編入を行うには、摂津市

の総合計画や都市計画マスタープランへの

位置付けが条件となってまいります。また、

編入につきましては、大阪府が決定する都

市計画であり、大阪府が策定する北部大阪

都市計画区域の整備・開発及び保全の方針、

いわゆる都市計画区域マスタープランに適

合している必要があります。都市計画区域

マスタープランでは、新たに市街化区域に

編入できる区域は、幹線道路沿道での新た

な産業誘致や鉄道駅周辺での住宅地整備な

ど、特に必要なものに限定されております。

また、編入の条件としましては、土地区画

整理事業や地区計画など、そして、緑被率

２０％以上を確保することとなっておりま

すが、これらの条件の整理については、関

係機関や関係地権者などの調整が必要とな

ってまいります。今後、本市の総合計画な

どへの位置付けを行っていく場合には、市

街化調整区域の取り扱いにつきましては、

将来のまちづくりの観点から市全体の問題

として取り組んでいかなければならないと

考えております。 

 次に、一津屋交差点の渋滞解消にかかわ

り、新幹線側道であります都市計画道路新

在家鳥飼上線の事業化の検討についてご答

弁申し上げます。 

 都市計画道路新在家鳥飼上線の計画は、

大阪中央環状線から鳥飼上地区まで車道２

車線両側に歩道を整備し、供用する計画で

あります。現在、新在家地域では、大阪中

央環状線から新在家方面への進入のみの一

方通行処理によりまして、狭小な現道で対

策を講じているところであります。ご質問

の都市計画道路新在家鳥飼上線の事業化で、

２車線を確保することにより交互通行が可

能になり、一方通行を解除して車を大阪中

央環状線へ進入させることは、一津屋交差

点での負荷を軽減させる渋滞解消の一つの

策として効果は考えられます。しかし、大

阪中央環状線の本線と側道との取り合いに

よる影響や信号処理による安全確保などに

ついては、今後、調査を進めながら、警察

や道路管理者である大阪府との協議を実施

しなければ具体的な課題が抽出されないも

のと考えております。また、関係機関との

調整が整いましても、事業費にかかわる支

出につきましては、本市の財政状況を見き

わめての判断が必要と考えておりますが、

一津屋交差点の慢性的な渋滞解消は本市の

発展にもかかわりますことから、今後、道

路管理者である大阪府と協議を進めていく

ことが必要と考えております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 教育総務部理事。 

○市橋教育総務部理事 宿泊体験学習を本市

と交流の深い新温泉町と行うことについて

のご質問にお答えいたします。 

 現在、体験的な旅行、集団宿泊的行事と

して、小学校では林間学校、中学校では１

泊研修等を実施しております。行き先に関

しましては、児童・生徒の心身の発達段階、

安全、環境、交通事情、経費や天候、さら

に事故発生時の対応など、さまざまな点に

配慮して各学校が検討し、決定しておりま
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す。ご紹介いただきました新温泉町は、海

と山と温泉を包含する豊かな自然環境を有

していると伺っております。今後、現地の

状況等を実地検分した上で、各学校での体

験的な旅行、集団宿泊的行事を計画する際

に、摂津市と交流の深い新温泉町を候補地

として紹介することなどを検討してまいり

たいと考えております。 

○藤浦雅彦議長 副市長。 

○小野副市長 人口減尐の施策なり努力につ

いてのお問いでございますけども、基本的

には人口減尐の歯どめの即効薬はないとい

うふうに言わざるを得ないと思います。こ

れはまさしく今後の、きのう答弁いたしま

したように、市のイメージアップ、ブラン

ド力、定住という全庁的な総合施策として

今後進めていかなければならないというの

が基本的な観点でございます。その中で、

今、木村議員がおっしゃいました、福祉の

まち、教育のまちと言われた摂津市、私も

その当時から入っておるんですけども、あ

の当時、昭和４０年代はまだ１億人にいっ

ておらなかったというときから、摂津市も

人口急増都市ということで、どうしても学

校建設が間に合わない数字でありました。

今、約１億２，８００万人までいっており

ます。したがって、そういうときの状況と、

これから税収が減ってくるこの状況と、こ

れからの施策をどう考えるかにつきまして、

今後、一つの庁内議論を進めていかなきゃ

ならないなという考え方について若干申し

上げます。 

 いずれにいたしましても、ゼロ歳から１

４歳の年尐人口と、いわゆる生産年齢人口

と言われる１５歳から６４歳までの双方が

減尐すると、一方、老年人口は確実に増加

すると、これがいわゆる尐子・高齢社会の

深刻な問題ということが明々白々でござい

ます。したがいまして、今は本市も若いま

ちと言われておりますけれども、平成３２

年には老年人口は２５％になるという予測

を持っております。それと加えまして、本

年２月、平成２２年の国勢調査の人口速報

が出ました。府下自治体で、平成１７年国

調人口比で増加が１７市ございます。減が

１６市ございます。町村で増加が３町、減

で６町１村でありますから、増減は府下４

３市町村の中で半分半分でございますから

二極化をしたという状況でございます。問

題は、本市が１７年度比で１，３００人の

減となりました。いわゆる北摂６市はすべ

て人口が１７年比で伸びております。その

トップは隣の茨木市で、約６，８００名で

ございました。この事実は真剣に受けとめ

るべき数字だろうと思います。きょうも、

昨日でしたか、市長も答弁されておりまし

たが、国は３０万人以上を基本的な考え方

で持っているということを見ますと、大阪

市、堺市の政令市を除きまして、東大阪市、

枚方市、豊中市、高槻市、吹田市、これが

３０万人以上の市でございます。その次が

茨木市の２７万５，０００人でございます。

茨木市は彩都が若干とまっておりますが、

３０万人は確実に見れるというふうに申し

ております。そうしますと、摂津市はその

３０万人という一つの中から外れてくると。

ここのことをまたどう見るかをこれからの

議論にいたしたいと思っております。 

 ただし、本市も南千里丘のまちづくりに

よりまして、この春から入居がいよいよ始

まりますし、これで一定の人口増が見込め

ます。また、吹操跡地のまちづくりなり、

今後の野々団地、鯵生野団地の跡地となり

ますと、その活用策によりましては人口増

が見込めると。これは本市にとって明るい

材料というふうに考えております。 
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 それで、本市は人口の社会減が続いてお

りますから、やはり行政のキーワードは

「定住」ということを基本にすべきという

ふうに考えます。もう一つの視点は、市長

からも言われていますように、市内企業と

の連携でございます。やはり要望、意見も

含めた情報交換、共有化に力を入れる必要

があると思います。なぜなら、本市は昼間

人口と夜間人口の比率は大阪市に次いでト

ップクラスでありますから、この特性を生

かすということの視点に立つべきでありま

す。今後、市内企業の人材能力を行政に活

用させてもらう、また地域活性化への協力

をお願いしていくと、そういった市として

の生産活動の側面からの支援・協力も真剣

により一層考えなければならない。それに

は何よりも商工会とのより密接な連携強化

なくしては、これは立ちいかないと思って

いますので、このことも視点に入れたいと

思っています。 

 いずれにいたしましても、２０５５年に

は９，０００万人の日本人口ということが

言われておりますが、問題は、この２月２

２日でしたか、国交省の出ました全国の土

地を１平方キロにメッシュした場合、その

区分でやってまいりますと、その５０％が

人口減があり、無居住の区域を含めますと、

その区域は何と全体の３分の２に及ぶと、

こういう調査が出ました。その中で近畿圏

でも無居住の地域は１５％に上るというふ

うに言われております。このことは、４３

市町村に尐なからず影響すると、このこと

もやはり真剣に頭に入れるべきという視点

に入れたいと思っております。このことは、

税収の落ち込みはもちろんでございますけ

れども、地域経済活動の停滞を招くという

ことでありますし、このごろ造語で「買い

物難民」というのが出てまいりました。こ

のことが確実に進むと。これを行政として

どうとらまえるかということも大きな課題

ということにも一つ視点を置かなきゃなら

ないと思っております。 

 これらのことから、これらの社会現象な

り予測を真剣に受けとめまして、今後の施

策をどう展開していくか、今からでも遅く

ない、準備をしていくと。これの議論をし

ていくということで、今後のまた議論とし

てお願いをしたい。我々もこの３０万市に

囲まれている摂津市として、きのう申し上

げました中で、どうめり張りをつけて伍し

ていくかということを真剣にとらまえて考

えてまいりたいというふうに考えておると

ころでございます。 

○藤浦雅彦議長 木村議員、先ほど代表質問

を終わりますとおっしゃいましたけど、あ

と１分尐々ありますが、もうよろしいです

か。木村議員。 

○木村勝彦議員 道路計画についてですけれ

ども、先ほど申し上げた新在家鳥飼上線、

大阪高槻線、十三高槻線、すべて５０年以

上経過をしております。道路計画を決定す

るということは、やはりそれを実行すると

いうことにつながっていかなければならな

いと思いますね。そういう点では、５０年

間放置をしたとは言いませんけれども、一

向に進んでおらないこの路線、やはり私は

前へ進めていくべきだと思っています。大

阪府が大阪高槻線なんかでも凍結を今して

おりますけれども、そういうことではやっ

ぱり大阪府の姿勢も疑わざるを得ませんし、

今後、計画された道路計画についてはきっ

ちりと実行していくということをお願いし

ておきたいと思います。 

 以上で終わります。 

○藤浦雅彦議長 木村議員の質問が終わり、

以上で代表質問が終わりました。 



 

 

３－６９ 

 以上で本日の日程は終了しました。 

 お諮りします。 

 ３月９日から３月２９日まで休会するこ

とに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 本日はこれで散会します。 

（午後４時３１分 散会） 

 

 

地方自治法第１２３条第２項の規定により署

名する。 

 

 

摂津市議会議長     藤 浦 雅 彦 

 

 

摂津市議会議員     上 村 高 義 

 

 

摂津市議会議員     森 内 一 蔵 
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（午前１０時 開議） 

○藤浦雅彦議長 ただいまから本日の会議を

開きます。 

 本日の会議録署名議員は、山本議員及び

弘議員を指名します。 

 日程に入る前に、このたびの大規模な地

震でお亡くなりになられました方々に深く

哀悼の意を表し、１分間の黙禱を行います。

黙禱。 

（黙禱） 

○藤浦雅彦議長 ありがとうございました。 

 日程１、議案第１号など２４件を議題と

します。 

 委員長の報告を求めます。 

 総務常任委員長。 

  （三好義治総務常任委員長 登壇） 

○三好義治総務常任委員長 ただいまから、

総務常任委員会の審査報告を行います。 

 ３月７日の本会議において、本委員会に

付託されました議案第１号、平成２３年度

摂津市一般会計予算所管分、議案第４号、

平成２３年度摂津市財産区財産特別会計予

算、議案第９号、平成２２年度摂津市一般

会計補正予算（第５号）所管分、議案第２

１号、摂津市職員定数条例の一部を改正す

る条例制定の件及び議案第２３号、摂津市

職員の管理職手当に関する条例及び一般職

の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部

を改正する条例制定の件の以上５件につい

て、３月１１日及び１６日の両日にわたり、

委員全員出席のもとに委員会を開催し、審

査しました結果、議案第１号所管分につい

ては賛成多数、その他の案件については全

員賛成をもって可決すべきものと決定しま

したので、報告します。 

○藤浦雅彦議長 建設常任委員長。 

  （山本靖一建設常任委員長 登壇） 

○山本靖一建設常任委員長 ただいまから、

建設常任委員会の審査報告を行います。 

 ３月７日の本会議において、本委員会に

付託されました議案第１号、平成２３年度

摂津市一般会計予算所管分、議案第２号、

平成２３年度摂津市水道事業会計予算、議

案第５号、平成２３年度摂津市公共下水道

事業特別会計予算、議案第９号、平成２２

年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所

管分、議案第１０号、平成２２年度摂津市

水道事業会計補正予算（第３号）及び議案

第１３号、平成２２年度摂津市公共下水道

事業特別会計補正予算（第４号）の以上６

件について、３月１０日及び１５日の両日

にわたり、委員全員出席のもとに委員会を

開催し、審査しました結果、いずれも全員

賛成をもって可決すべきものと決定しまし

たので、報告します。 

○藤浦雅彦議長 文教常任委員長。 

  （柴田繁勝文教常任委員長 登壇） 

○柴田繁勝文教常任委員長 ただいまから、

文教常任委員会の審査報告を行います。 

 ３月７日の本会議において、本委員会に

付託されました議案第１号、平成２３年度

摂津市一般会計予算所管分、議案第９号、

平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第

５号）所管分、議案第１８号、摂津市民図

書館等協議会条例制定の件、議案第１９号、

摂津市教育センター条例制定の件、議案第

２２号、特別職の職員で非常勤のものの報

酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例制定の件及び議案第２５号、摂津

市青尐年運動広場条例の一部を改正する条

例制定の件の以上６件について、３月１１

日及び１６日の両日にわたり、委員全員出

席のもとに委員会を開催し、審査しました

結果、議案第１号所管分については賛成多

数、その他の案件については全員賛成をも

って可決すべきものと決定しましたので、
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報告をいたします。 

○藤浦雅彦議長 民生常任委員長。 

  （森内一蔵民生常任委員長 登壇） 

○森内一蔵民生常任委員長 それでは、ただ

いまから民生常任委員会の審査報告を行い

ます。 

 ３月７日の本会議において、本委員会に

付託されました議案第１号、平成２３年度

摂津市一般会計予算所管分、議案第３号、

平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計

予算、議案第６号、平成２３年度摂津市パ

ートタイマー等退職金共済特別会計予算、

議案第７号、平成２３年度摂津市介護保険

特別会計予算、議案第８号、平成２３年度

摂津市後期高齢者医療特別会計予算、議案

第９号、平成２２年度摂津市一般会計補正

予算（第５号）所管分、議案第１１号、平

成２２年度摂津市国民健康保険特別会計補

正予算（第５号）、議案第１２号、平成２

２年度摂津市老人保健医療特別会計補正予

算（第２号）、議案第１７号、摂津市環境

基金条例制定の件、議案第２０号、摂津市

企業立地等促進条例制定の件、議案第２４

号、摂津市特別会計条例の一部を改正する

条例制定の件、議案第２６号、摂津市立市

民ルーム条例の一部を改正する条例制定の

件介及び議案第２７号、摂津市国民健康保

険条例の一部を改正する条例制定の件、以

上１３件について、３月１０日及び３月１

５日の両日にわたり、委員全員出席のもと

に委員会を開催し、審査いたしました結果、

議案第１号所管分、議案第３号、議案第７

号及び議案第８号については賛成多数、そ

の他の案件については全員賛成をもって可

決すべきものと決定いたしましたので、報

告いたします。 

○藤浦雅彦議長 議会運営委員長。 

  （南野直司議会運営委員長 登壇） 

○南野直司議会運営委員長 ただいまから、

議会運営委員会の審査報告を行います。 

 ３月７日の本会議において、本委員会に

付託されました議案第１号、平成２３年度

摂津市一般会計予算所管分及び議案第９号、

平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第

５号）所管分の以上２件について、３月２

８日、委員全員出席のもとに委員会を開催

し、審査しました結果、いずれも全員賛成

をもって可決すべきものと決定しましたの

で、報告します。 

○藤浦雅彦議長 駅前等再開発特別委員長。 

（木村勝彦駅前等再開発特別委員長 登壇） 

○木村勝彦駅前等再開発特別委員長 ただい

まから、駅前等再開発特別委員会の審査報

告を行います。 

 ３月７日の本会議において、本委員会に

付託されました議案第１号、平成２３年度

摂津市一般会計予算所管分及び議案第９号、

平成２２年度摂津市一般会計補正予算所管

分の以上２件について、３月１７日、委員

全員出席のもとに委員会を開催し、審査し

ました結果、議案第１号所管分については

賛成多数、議案第９号所管分については全

員賛成をもって可決すべきものと決定しま

したので、報告をいたします。 

○藤浦雅彦議長 委員長の報告が終わり、質

疑に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 質疑なしと認め、質疑を終

わります。 

 討論に入ります。通告がありますので、

許可します。 

 弘議員。 

  （弘豊議員 登壇） 

○弘豊議員 日本共産党議員団を代表して、

議案第１号、議案第３号、議案第７号及び

議案第８号に対し、一括して反対討論を行
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います。 

 東日本大地震から２０日が過ぎ、１万人

を超える方々が亡くなられました。改めて

被災されたすべての方々に心からのお見舞

いを申し上げますとともに、亡くなられた

方々と、そのご家族に深い哀悼の気持ちを

申し上げます。そして、災害の最前線で極

めて困難な状況のもとで、本市を含め多く

の行政関係者、専門家と技術者、医師、看

護師、福祉施設職員、ボランティアの皆さ

んなどが不眠不休で被災者救援と原発危機

対応に当たっておられます。私は、それら

のすべての方々の献身的な努力に心からの

敬意を表明するものです。日本共産党も被

災者の皆さんと思いを一つにし、被災地の

救援・復興をやり抜くために、国民的なエ

ネルギーを発揮して、戦後最大の国難を打

開し、それを通じて新しい社会をつくるた

めに力を尽くしていきたいと考えています。 

 その上で大事なことの一つは、震災の被

災者救援と福島原発事故の危機回避という

大問題に、政治的立場を超えて日本国民の

総力をあげることです。避難所での２次災

害を防ぐなど、あらゆる被災者救援を行う

こと、そして、原発事故では国が責任を持

って正確な情報を国民に公開することです。 

 二つ目に、戦後未曽有の災害からの復興

のために新年度予算を組みかえる大規模補

正を行うという問題です。本市への影響額

として２億６，０００万円となる法人税減

税や証券優遇税制延長など２兆円に及ぶ大

企業、大資産家減税の中止、米軍への思い

やり予算やグアムの米軍基地建設費の中止、

不要不急の大型公共事業や原子力発電所の

建設推進経費の中止、年間３２０億円の政

党助成金の撤廃などで５兆円程度の予算を

確保するとともに、２４４兆円に上る大企

業の内部留保金を活用することを我が党は

为張しています。 

 三つ目には、原子力行政、エネルギー政

策の抜本的な転換が必要だということです。

４年前、日本共産党福島県委員会が、福島

原発はチリ級の津波が発生した際には、機

器冷却海水の取水ができなくなり、過酷な

事態に陥る危険があるので、東京電力に抜

本的な対策を迫る申し入れを行ったことが

各メディアを通じて紹介されていますが、

改めて原発依存から自然エネルギーへの戦

略的な転換が図られるべきです。 

 以上の点を最初に申し上げておきます。 

 それでは、まず市政運営に対する基本的

問題について２点申し上げます。 

 第１に、今回の東日本大震災を受けて、

住民の命と暮らしを守る福祉・防災のまち

づくりへ取り組みを進めるという問題です。

本市の地域防災計画では、地震による被害

想定に関して、上町断層帯地震Ａの想定で

最も被害が発生し、家屋の全壊が６，００

０棟、半壊５，２００棟、死者１１０人、

避難所生活者数１万１，０００人、停電２

万８，０００件などと予測しています。今

日、この５０年以内に９０％の確率で発生

すると言われている東南海・南海地震を含

め、周辺地域には有馬高槻断層帯、生駒断

層帯など多くの活断層が存在し、それぞれ

の発生確率は、いろいろの諸説があります

が、そうした地震災害や浸水被害想定など

を改めて根本から見直しすることが重要で

はないでしょうか。その上で、今、自治体

として、住民の命と暮らしを守ることと世

界でも有数の地震大国である日本の安全・

安心のまちづくりを、行政が为体性を持っ

て市民との協力のもとにまちの隅々まで災

害対策を再構築するよう求めます。 

 さらに、東日本大震災によって、これま

での常識とされてきた安全神話が根底から
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崩れました。安威川ダムについても、断

層・活断層との関連について、安全である

との結論づけがされましたが、断言できる

でしょうか。自然災害はいつも人間の予測

をはるかに超えてやってきます。いま一度

原点に帰り検証すべきです。 

 第２に、新しい総合計画についてです。

これからの１０年間について、担当課長は

勝負の１０年と言われました。私どもは、

逆に過去１０年間について、反省すべき１

０年間を教訓にすべきだということを申し

上げました。ちょうど１０年前は、介護保

険制度が開始されましたが、公民館と学校

施設の有料化が行われ、市民文化ホールな

ど使用料が３０％値上げ、下水道料金１

５％値上げなど、市民負担と公的責任の後

退に大きくかじを切った年度でもありまし

た。翌年には、当時助役の二人制と市民プ

ール廃止問題、旧梅丹用地を４億円で買い

戻して公園にするなど、総合計画から外れ、

公共料金の高いまち、公共サービス低下の

まち、借金の多いまちを歩んできました。 

 新総合計画の柱となる協働の一方の担い

手となる職員体制はどうでしょうか。地方

自治体での官製ワーキングプアが社会的に

も大きな問題になっていますが、本市の実

情は、非正規職員、非常勤職員、臨時職員

が４２２人で３７．２％にも上っています。

府下３１市の中で市税収入に対して人件費

の占める割合は最低になっています。これ

以上官製ワーキングプアを増やさないこと

を求めます。第４次行革実施計画は、新総

合計画でいう協働との矛盾を生むことにな

るでしょう。今回の東日本大震災の結果か

ら見ても、公共サービス部門の弱体化、マ

ンパワー不足が被災者の救出・救援に、ま

た復旧への大きな足かせになっています。

改めて自治体が市民の命、暮らしを守ると

りでとしての役割が発揮できるよう、一層

の努力を求めるものです。 

 次に、商工業の振興についてです。不況

続きの現在、中小零細業者に対してもっと

直接的支援が必要です。商店街との協働の

取り組みや事業所ネットの充実でも、職員

が現場に足を運んでの情報提供やデータ作

成などを進めていくということですが、現

状や要望をしっかりつかんでいただいて、

家屋の一部の耐震化工事でも利用できる住

宅リフォーム助成制度の実施や、預託金の

増額で市独自の融資制度の拡充などを行う

べきです。市長も述べている産業のまちに

ふさわしい予算と体制の強化を求めます。

また、新たに制定される企業立地等促進条

例では、経済効果が対象企業のみに渡るの

ではなく、従業員の雇用や下請け、孫請け

の仕事確保にも及ぶように、特に大きな企

業に対しては地域貢献への具体的な働きか

けも求めます。 

 次に、まちづくりと環境についてです。

安全で安心・便利なまちづくりでは、障害

のある人や高齢者の社会参加を確保してい

くためにも必要なバス路線網の整備につい

て、昨年、市長は懇談会を立ち上げ、その

提言をもとに実現を約束されました。しか

し、昨年度、２団体との懇談会が開催され

たのみで、今年度もこのままでは実現でき

ず、市民の期待を裏切ることになります。

早期実現に向け一層の努力を求めます。 

 ごみ収集と民間委託問題については、今

後、一層の省エネや環境重視のまちづくり

がうたわれる一方で、今回の委託地域の拡

大は問題です。直営の収集業務が果たして

きた役割や市民と協働の取り組みについて

評価することが大事です。新しいごみ処理

基本計画に描かれているリサイクルプラザ

構想や不燃ごみのさらに細かい分別などに
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おいても一層役割が増してきます。民間任

せにしない公的責任の堅持を強く求めます。

０７年の中越沖地震を教訓に、横浜市では

「災害時でも家庭ごみを放置させない体制

を」と、民間から直営に切りかえています。

摂津市においても見習うべきではないでし

ょうか。 

 次に、子育て支援と教育についてです。

保育所の待機児が増えている問題は、一つ

には、若い世代の経済的困窮と、もう一つ

は民間依存と定員の弾力化に頼り切ってい

ることに原因があると言えます。国の尐子

化対策が子ども手当の支給を行う一方で、

保育所などの公的役割を投げ捨て、待機児

解消を名目とした子ども・子育て新システ

ムで利益優先の保育ビジネスを認めるもの

にゆがめてしまうものになりつつあるもと

で、市の姿勢も問われています。公立保育

所の役割や支援センターの機能の充実と子

どもの虐待のない地域をつくるネットワー

クの強化を求めます。教育施設の整備で、

中学校に続き、すべての小学校普通教室に

エアコンを設置することは、教育環境の改

善として評価します。同時にエアコンの稼

働が間に合わない今年の夏の猛暑対策を求

めておきます。 

 耐震補強について、文科省が耐震化を求

めているＩｓ値０．７未満の校舎、体育館

は、１０校２１棟が残されています。２０

１１年度には千里丘小学校体育館の補強工

事、第二中学校体育館の耐震実施設計が行

われますが、さらに国に財政措置を求めな

がら耐震化を進めるよう求めます。また、

災害時の避難施設となる公民館や体育施設

において、耐震診断もされていない施設が

５施設もあり、早急の対策を求めます。 

 就学援助金制度は、民間給与所得者の低

所得化が進行する昨今の経済状況のもと、

その役割はますます重要です。援助費の内

容と実際の義務教育に係る諸経費との間に

乖離があることははっきりしており、援助

費の充実を求めるものです。その際、認定

基準の引き下げは行うべきではありません。

摂津小学校の給食調理場建設で、ドライ化

の調理場は市内小学校の半分になりました。

残る調理場の施設改修を計画的に実施する

ことを求めます。また、安全でおいしい給

食の公的責任を果たすため、民間委託は見

直すこと、大阪府がイニシャルコストへの

補助に踏み込んだ中学校給食について、完

全給食の検討を進めることを求めます。 

 ２０１１年４月から市民図書館、鳥飼図

書センターが直営を投げ捨て指定管理者に

よる運営が始まりますが、指定管理者への

チェック、モニタリングなど市の公的責任

を果たす機能強化が求められます。今年度

の卒業式も児童・生徒を为役とした心のこ

もったすばらしいものになったと思います。 

 日の丸・君が代に対する敬意の態度を強

要することは、学習指導要領を思想・良心

の自由を保障した憲法の上に置くもので、

厳に慎むべきです。 

 最後に、暮らしと命を守る諸施策につい

てです。先日、大阪府議会では、千里救命

救急センターの特別補助金３億５，０００

万円を廃止した予算が可決されました。市

民の命と健康を守る上で、今後、影響がど

のように及ぶかが心配されます。早急に三

島医療圏での体制の充実を図ることと併せ

て補助金復活に向けた働きかけも必要です。

この問題では、医療崩壊をもたらしてきた

国の施策に原因があることは言うまでもあ

りませんが、総合計画の議論でも医療に対

する市民の要望は切実です。がん検診や感

染症予防など、健康をテーマに新たに取り

組む事業については大いに評価しますが、
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地域医療の充実のために、より一層の国・

府に対する働きかけを求めます。 

 国民健康保険についても、保険料率据え

置きは評価するものですが、一般会計から

の繰り入れ９，７００万円増は、法定繰り

入れ分によるもので、保険加入者の生活実

態が厳しくなっていることを裏付けていま

す。保険料値上げにつながる保険料の統一

化・広域化にはくみしない市としての対応

を強く求めます。 

 また、介護保険については、２０１１年

度からの法改定の準備と第５期かがやきプ

ランを策定する年です。保険料、利用料は

高くなる一方で必要な基盤整備が進まない、

受けたい介護が受けられないという制度の

構造はそのままに、軽度の認定者に対する

サービスは市町村の判断で切り下げられる

ことなどが改定案で既に閣議決定されまし

た。これまでの１０年間が制度の矛盾につ

いては浮き彫りにしていますが、第５期計

画が介護を受ける高齢者や介護従事者が抱

えている思い、願いを酌み取ったものとし

てつくられるように求めます。 

 住民税の滞納については、この間、全国

に徴収処分をめぐる事件が相次いでいます。

例えば、年金を差し押さえられ、高齢者が

自殺に追い込まれたという先月のＮＨＫの

報道は各地に衝撃を与えています。また、

銀行口座を凍結され年金を引き出せなくな

った高齢者が餓死死体で発見される、千葉

県、営業用の自動車を差し押さえられ、商

売ができなくなった業者が一家心中、熊本

県など、痛ましい事件が続発しています。

摂津市でも、振り込まれたばかりの給料を

差し押さえられ、暮らしていけないという

市民の相談が続いています。法律で差し押

さえが禁止されている給与・年金の生計費

相当額や子ども手当などの給付も、銀行口

座に振り込まれたら、その瞬間から金融資

産とし、差し押さえの対象とする、このこ

とは法の精神に照らしても到底許されるも

のではありません。まして行政機関がやる

などというのは言語道断です。対応を改め

るように強く求め、以上、反対討論としま

す。 

○藤浦雅彦議長 野原議員。 

  （野原修議員 登壇） 

○野原修議員 初めに、未曽有の被害をもた

らしました東北地方太平洋沖震災で亡くな

られた皆様に深い哀悼の意を表しますとと

もに、被災された皆様に心からお見舞い申

し上げます。現地では、危険が伴う中、福

島第一原子力発電所において、これ以上の

被害を食いとめるため、命がけで活動され

ている方々や、ご家族やお知り合いを亡く

された方々、そして、つらく厳しい避難所

生活を強いられている方々が多くおられま

す。これらの皆様に思いをはせますと、本

当に胸が締めつけられる思いであります。

今後は、被災された皆様が尐しでも早くこ

の大苦難を乗り越えられるよう、また、被

災地の一日も早い復興のため、私たちがで

きることをそれぞれの立場でしっかり取り

組んでいかなければなりません。私たち自

由民为党議員団も「がんばろう日本！」を

合言葉に、市民の皆様、そして全国の皆様

とともに救援・復興に全力で取り組んでま

いる決意であります。 

 それでは、自由民为党議員団を代表いた

しまして、市長が提案されました議案第１

号から議案第１３号まで及び議案第１７号

から議案第２７号について、賛成の立場か

ら討論をいたします。 

 まず、最近の社会経済状況とその対策に

ついて、尐し触れたいと思います。 

 昨年来、円が非常に高い水準で推移する
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とともに、株価も低迷し続けております。

また、雇用面におきましても、回復の兆し

どころかますます先行き不透明であり、本

市を取り巻く社会経済環境は非常に厳しい

ものと認識しております。今後の経済状況

については、今回の東北地方太平洋沖地震

の影響が大変懸念されるところであります

が、この震災対策を含め、本来、経済・雇

用対策については、国において時機を逸す

ることなく、広域的かつ総合的に実施され

るべきものであります。そして、地方自治

体はそれぞれの地域特性を生かし、国の対

策をきめ細かに補完していくということが

本来あるべき姿ではないでしょうか。基礎

自治体単位で実施できることには限界があ

ると言わざるを得ません。我が国がさまざ

まな面で非常事態にある現在、政府、国に

おいては実効性のある対策を早急に実施さ

れることを強く望むものであります。 

 それでは、市政運営の基本方針演説で述

べられたこと、そして、幾つかの施策につ

いて申し上げたいと思います。 

 本年４月、いよいよ本市の新たなるまち

づくりのスタートを迎えるわけであります

が、現在の厳しい社会経済環境のさなか、

国においては、普通交付税の不交付団体に

対して平成２５年から臨時財政対策債の発

行を認めないとともに、特別交付税の財源

の３割以上を普通交付税の配分枠に移す旨、

決定されたとのことでありました。これに

対しまして、市長は、この事態を真に自立

した経営基盤を確立するための大きなチャ

ンスであると前向きにとらえ、困難にあっ

てもみんなで知恵を絞り、工夫を凝らし、

汗をかき、最善を尽くす覚悟と力強く申さ

れました。まずもって、この積極かつ勇気

ある姿勢を大いに評価するものであります。 

 次に、重点施策の市民活動支援について

でありますが、昨年７月にコミュニティプ

ラザのオープンとともに市民活動支援課が

創設されました。新総合計画でも示されて

いるとおり、これからの公共サービスは、

行政だけでなくＮＰＯや市民活動団体など

さまざまな为体が担い手となることにより、

一層きめ細かく、かつ多様なサービスが提

供できるような仕組みを構築していく必要

があると考えます。そのためには、行政内

部におきましても、市民活動支援課のみな

らず、すべての部署において、市内で活動

する多様な団体とのネットワークづくりと

的確な情報提供に努め、新しい公共の形成

に向けた継続的な取り組みが必要であり、

この点を特にお願いしたいと思います。 

 ＪＲ千里丘駅西口の整備につきましては、

大変難しい面があることは重々承知いたし

ておりますが、やはり摂津市の玄関口にふ

さわしい整備がなされることを大いに期待

するものであります。いろいろ難しい中に

あっても、本年、駅構外のエレベーターに

ついて、平成２４年度中の設置に向けた実

施設計を行うということであります。私も、

これまで機会あるごとに早期設置を要望し

てまいりましたが、ようやくここまで来た

かという思いとともに、実現に向けての関

係各位の取り組みと努力を高く評価するも

のであります。また、阪急正雀駅前につき

ましても、道路拡幅に向け、さまざまな方

策をとっておられることを評価するととも

に、今後ともしっかりと周辺地域の動向を

見据えた対応をお願いしたいと思います。 

 次に、消防救急救助施策についてであり

ますが、平成２３年度から消防団車両や屯

所などの施設整備、また維持補修に係る助

成を大幅に拡充されるとのことであります。

消防団は地域消防力のかなめであり、その

強化を図られることを高く評価するもので
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あります。今後、ますます地域消防力を含

めた地域防災力の強化が望まれるところで

あり、市が中心となって、産・学とのつな

がりをしっかりと構築していかれるよう、

改めて要望しておきたいと思います。 

 重点施策である環境についてであります

が、第４次総合計画においては、「みどり

うるおう環境を大切にするまち」を新たに

まちづくりの目標として位置付けられまし

た。そして、平成２３年度には、１、防犯

灯や道路照明灯をＬＥＤ灯へと段階的に切

りかえていくこと、２、（仮称）摂津市営

三島住宅の屋根に太陽光発電パネルを設置

すること、３、公共交通機関や自転車など

による市職員のエコ通勤を推進することな

ど、市が率先垂範して環境負荷の低減と省

エネルギー化に取り組んでいくとのことで

あり、この姿勢を評価するものであります。 

 また、摂津市には大正川をはじめ多くの

水辺空間が存在しております。これらの空

間の自然環境を保全し、さらにさまざまな

手法により、市民の憩いの場として有効活

用されるよう要望しておきたいと思います。 

 次に、平和と人権についてでありますが、

平和と人権は、人が人として生きていく上

で大変重要なことであります。本市では、

これまで平和都市を宣言するとともに、さ

まざまな機会をとらえ、また、イベントを

通して平和と人権の尊さについての施策を

継続かつ積極的に展開されてきたことを評

価するものであります。さらに、次代を担

う子どもたちにとっては、国際社会の一員

として、平和についての正しい知識を身に

つけることもさることながら、外国の多様

な文化を認め、日本人として我が国の歴史

や文化に誇りを持てるような取り組みが必

要不可欠であると考えております。これま

でも何度となく申してきましたが、我が国

の国旗・国歌に対する正しい理解が促進さ

れ、また、他国の文化や国旗・国歌につい

ても尊重するということが適切に行われる

ことを通して、子どもたちが国際社会で必

要とされるマナーを身につけ、日本人とし

ての誇りと自覚を持つことが大切であると

感じます。 

 福祉施策につきましては、職員体制が縮

小する中、身体障害者手帳の交付に関する

事務の権限移譲を受け、本市窓口でより迅

速な手帳交付を行い、サービスの向上を図

られることをまずもって評価するものであ

ります。また、子育て支援施策の一環とし

て、育児不安の解消を図るため、保育士に

よる相談などを実施するなど、妊娠中の方

が気軽に保育所を訪れることのできる環境

を整備されることを評価するものでありま

す。今後とも摂津市で子どもを産み育てる

と思えるような施策を推進されるよう要望

しておきます。 

 次に、重点施策の健康であります。５歳

刻みの節目年齢の方のがん検診費用の全額

助成について、既に実施している乳がん、

子宮頸がんをはじめ、新たに胃、大腸、肺

がん、前立腺がんにまで拡大し、がんに負

けることのない社会の実現を目指すとのこ

とでありますが、我が国の死因の第１位の

がんに対する強い姿勢と助成制度の大幅な

拡充を高く評価するものであります。また、

がん検診のほかに妊婦健診、感染症予防対

策、歯科健診をさらに拡充されるとのこと

であります。これら多様な健康施策の充実

を図ることにより、健康寿命を延ばし、

人々が心豊かで健やかに人生を送ることに

つながるとともに、将来の医療費の抑制に

も資するものと高く評価するものでありま

す。 

 次に、教育についてであります。私は、
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過去の討論の中で、教育とは子どもたちが

将来社会に出て人として暮らしていくため

の訓練であり、要は人として生きていく、

いわば人間力、生きる力をはぐくむという

ことが最大の目的であり、子どもたちの人

間力、生きる力をはぐくむことができるよ

う、学校、地域、家庭が連携した取り組み

を期待するとともに、我々自由民为党議員

団も同じ思いで取り組んでまいる所存であ

ると申し上げました。今もこの思いは一寸

たりとも変わるものではありません。時あ

たかも第４次総合計画が策定され、その中

で「確かな学力、豊かな心、健康・体力の

三つの要素から構成される生きる力を子ど

もたちにはぐくみます」と記されておりま

す。次代を担う子どもたちに対して、大人

がしっかり範を示し、時には優しく教え、

時には厳しくしつけ、道徳意識をしっかり

と身につくようはぐくんでいかなければな

りません。そのときに、我慢することも大

切なことだという気持ちを醸成していくこ

とも大変重要なことであると思います。 

 本年４月から教育委員会事務局に新たに

次世代育成部を創設し、保育や子育てをは

じめ、就学前から義務教育期間までの子ど

もに関する窓口を集約し、また、教育研究

所の組織を発展的に改編し、その機能の充

実を図り、教育センターとして開設される

とのことでありますが、このことは子ども

たちを大きくはぐくんでいくためのものと

評価するとともに、組織の充実を教育施策

の充実へとしっかりつなげていただくこと

を大いに期待するところであります。 

 次に、産業の振興と経済の活性化につい

てでありますが、冒頭で述べましたとおり、

このことは、第一義的には国において広域

かつ総合的に実施されるべきと考えますが、

本市では本議会に企業立地等促進条例を提

案されました。この条例では、中小事業所

が多い本市の事情を斟酌し、小規模な事業

所における設備投資も対象とするとともに、

環境配慮型の設備や雇用する労働者に配慮

した設備投資へのインセンティブとなるよ

うな工夫もされており、まさしく地域特性

に配慮し、それを生かしたきめ細かな制度

となっており、このことを高く評価するも

のであります。今後とも市内商工業者の実

態を的確に分析・把握した上、創意工夫に

より市としての取り組み、可能な方策を検

討されることを要望しておきたいと思いま

す。 

 最後に、人材育成、人づくりであります。

昨今の地方分権改革、地域为権改革の流れ

の中、基礎自治体が処理する業務は、今後

飛躍的に増大するものと予想されます。一

方、職員の数は減尐し、ますます尐数精鋭

による質の高い行政経営が求められており

ます。本市では、昨年１２月に摂津市人材

育成実施計画を策定され、その中で、計画

推進の柱と重点項目を示されました。今後、

この計画を着実に実行し、事務処理能力の

向上のみならず、さまざまな変化にも臨機

応変に対応でき、みずから考え行動し、市

民との協働をコーディネートできる職員が

一人でも多く育つことを期待するものであ

ります。 

 市長は、市政運営の基本方針演説の中で、

まちづくりは人づくりからとの原点に立つ

という姿勢を示されました。また、人づく

りは百年の計にも値する真に重要なことで

あるとも申されました。このことはまさし

くそのとおりであると大いに賛同するとこ

ろであります。これからの本市のまちづく

りを見据えますと、やはりその礎となるの

は人であります。そして、摂津市が提唱し

ている思いやり、奉仕、感謝、あいさつ、
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節約・環境の五つの心を大切にする人を育

てる人間基礎教育を実践していくことが人

づくりとなり、そして、人が活躍すること

により、よりよいまちづくりへとつながる

ものと大いに期待しております。私たち自

由民为党議員団といたしましても、摂津の

明るい将来のため、人づくり、そしてまち

づくりに全力で取り組むことをここに改め

て表明し、賛成討論といたします。 

○藤浦雅彦議長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 以上で討論を終わります。 

 議案第１号、議案第３号、議案第７号及

び議案第８号を一括採決します。 

 本４件について、可決することに賛成の

方の起立を求めます。 

  （起立する者あり） 

○藤浦雅彦議長 起立者多数です。よって本

４件は可決されました。 

 議案第２号、議案第４号、議案第５号、

議案第６号、議案第９号、議案第１０号、

議案第１１号、議案第１２号、議案第１３

号、議案第１７号、議案第１８号、議案第

１９号、議案第２０号、議案第２１号、議

案第２２号、議案第２３号、議案第２４号、

議案第２５号、議案第２６号及び議案第２

７号を一括採決します。 

 本２０件について、可決することに異議

ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、本２０件

は可決されました。 

 日程２、請願第１号を議題とします。 

 本件については、所管の常任委員長から

閉会中に審議したいとの申し出がありまし

た。 

 お諮りします。 

 本件については、閉会中に審議すること

に異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 日程３、議案第２８号を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 土木下水道部長。 

  （宮川土木下水道部長 登壇） 

○宮川土木下水道部長 議案第２８号、市道

路線認定の件につきまして、提案内容をご

説明申し上げます。 

 本件は、地区内道路としまして１０路線、

総延長７９５．１メートルを市道として、

道路法第８条第２項に基づき、路線の認定

を行うものでございます。 

 それでは、路線認定の概要につきまして、

ご説明申し上げます。 

 区間、敷地の延長、敷地の幅員、敷地の

面積につきましては、議案書に記載のとお

りでございます。 

 位置等につきましては、議案参考資料１

ページから７ページに記載いたしておりま

すので、併せてご覧いただきますようお願

い申し上げます。 

 地区内道路としまして、番号１、路線名、

千里丘８４号線、この路線は、北部大阪都

市計画事業吹田操車場跡地土地区画整理事

業におきまして、都市計画道路岸部千里丘

線の位置付けがなされておりまして、その

うちの起点、山田川本川右岸側手前より、

終点、吹田市との境界までの区間を路線認

定いたすもので、その区間につきましては、

電線共同溝を整備する計画でございます。

今回、認定いたします路線につきましては、

現在のところ道路形態が形成されていない

状況にあります。 

 次に、番号２、路線名、千里丘東８４号

線、番号３、路線名、千里丘東８５号線、
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番号４、路線名、千里丘東８６号線、番号

５、路線名、東正雀２７号線、番号６、路

線名、東正雀２８号線、番号７、路線名、

鳥飼中４４号線、以上６路線は、都市計画

法第４０条第２項の規定により、本市が帰

属を受けたものでございます。 

 番号８、路線名、三島３５号線、番号９、

路線名、別府７８号線、以上２路線は、摂

津市開発協議基準により本市が寄附を受け

たものでございます。 

 番号１０、路線名、北別府町１３号線、

この１路線は、本市が一般からの寄附を受

けたものでございます。 

 以上、議案第２８号、市道路線認定の件

につきまして、提案内容の説明とさせてい

ただきます。 

○藤浦雅彦議長 説明が終わり、質疑に入り

ます。山本議員。 

○山本靖一議員 整理をしていくために二、

三点お聞きをしたいと思います。 

 今、説明いただきました千里丘８４号線

ですが、まだ築造されていない、形がない

という道路なんですけれども、どういう道

路になっていくのか、費用はどれぐらいか

かるのか。その費用について、資金計画と

か、あるいはその資金計画についてチェッ

ク機能というんでしょうか、議会としてど

ういう役割を果たしていくのか、そういう

ことが必要であるという思いがありまして、

幾つか聞かせていただきたいと思います。 

 今年３月２２日に作成された摂津市の認

定道路の基準、このどれに当たる道路なの

かというのが１点です。 

 それから、２点目は、この道路は都市計

画法に基づいてということで説明されまし

たが、だれがつくられるのか。摂津市なの

か、都市再生機構がつくられるのか、どな

たが築造されるのかということをお聞きし

たいと思います。 

 それから、独立行政法人都市再生機構に

会計検査院が入られて、今回の事業につい

て指摘がされたというふうなお話を聞きま

した。どういう内容であったのか、把握さ

れておればお聞かせを願いたいと思います。 

 それから、もう一つは、南千里丘、これ

も電線共同溝が導入されました。この電線

共同溝を入れる場合には、道路管理者との

協議とかさまざまな手続きが必要なんだそ

うですけれども、この道路管理者というの

は、道路法８条の２項に基づいて議決を得

てから道路管理者になるということになっ

ているわけですけれども、道路が完成して

から議会の議決を得られた、道路管理者に

なられたというふうな経過、私はそういう

ふうに認識しているんですけれども、この

南千里丘の場合は、議決をなしに電線共同

溝を入れられてきたと。電線共同溝の法律、

これは平成７年ですから、第５条はもう整

備計画を立てるとかいろいろあるんですけ

れども、そういう計画は道路管理者との間

で詰めていかなければならないということ

になっているんですけれども、道路管理者

になっていないときに、既にそういう電線

共同溝の整備計画をつくられてきたという

ふうな経過になるのではないかというふう

な気がするので、この南千里丘の場合は、

法には触れないのかということについてお

聞かせいただきたいと思います。 

○藤浦雅彦議長 それでは、答弁をお願いで

きますか。土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 千里丘８４号線、ど

ういう道路になっているのかというご質問

ですが、まず１点目、この費用の件につき

ましては、ちょっと私のほうでは把握し切

れておりません。申しわけございません。 

 この８４号線につきましては、吹田操車
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場跡地のまちづくり、この部分につきまし

て、土地区画整理事業に基づいて実施され

ると。それに合わせて都市計画街路の岸部

千里丘線を整備されていくと、こういう状

況になってございます。この道路がどの基

準に該当するのかということでございます

が、今回、見直しさせていただきました本

市の基準の第２条の第２項にかかわってく

るかというふうに認識しております。 

 都市計画道路の築造に当たって、どなた

が整備、築造されるのかと、こういう内容

でございますが、築造に当たりましては、

先ほど申し上げましたように、土地区画整

理事業を実施されます都市再生機構ＵＲの

ほうで築造されると、こういう状況になっ

ております。南千里丘の電線共同溝、この

分につきまして、議員ご指摘のとおりかと

思います。本来ですと、やはり今回と同様

な流れを踏むべきであったと私は認識いた

しております。ただ、南千里丘の場合にお

きましては、まちづくりの事業为体、この

部分につきましては、本市が事業为体とい

う位置付けで実施したものでございます。

そのような流れの中で、道路管理者も合わ

せた形で整備を併せて行ったと、こういう

ふうな状況でございますので、ご理解のほ

どを賜りたいと思います。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 それでは、１番目の千

里丘８４号線の費用と事業費についての報

告ということでございますけれども、これ

につきましては、吹田操車場跡地まちづく

り全体計画につきまして、４月中旪ごろに

一度全体スケジュール、資金計画あるいは

事業の内容等につきまして、議会のほうに

ご説明させていただきたいと考えておりま

す。 

 そして、もう１点の、３点目になるんで

すか、ＵＲが会計検査を受けたと。その指

摘について何か報告があったのかというこ

とでありましたが、ＵＲ都市機構につきま

しては、毎年会計検査を受けておられます。

年大体３回あるということをお聞きしてお

ります。そして、一番直近にあった会計検

査というのは、昨年の１２月に会計検査が

行われたと。これにつきましては、ＵＲ都

市機構が独立行政法人としての国からの補

助をいただいて、いろんな事業をされてい

ますので、そういう事業に対する会計検査

ということで実施なされたということで、

その中において指摘があったのかという質

問なんですけれども、私どものほうにつき

ましては、指摘があったという報告は聞い

ておりません。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 山本議員。 

○山本靖一議員 都市整備部長のお話では、

中身はわからないということなんですけれ

ども、都市再生機構法の１８条、これはお

手元にあると思うんですが、この中に何が

書いてあるかということは、特定公共事業

をやるときに、摂津市に成りかわっていろ

んな工事ができますよという中身ですよね。

このやる中身について協議が整っていると。

つまり、都市整備のほうといろんな協議を

されてきたというふうに思うんですけれど

も、その協議の中身、つまり道路を建設す

るにしても、これは、電線共同溝で例えば

国のほうが２分の１を補助するとか、事業

为が負担する金額とか、いろいろあるわけ

ですよね。そうすると、その協議の内容に

ついて、認定するときにはいろんな資金計

画とか設計図とか、当然整っていなければ

ならない図書、そういうものが開示されて

初めてどんな道路になっていくのか、摂津

市の財政としてどういうふうな影響がある
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のか、いろんなことの判断の材料になると

思うんですね。したがって、その協議の内

容について示していただきたいと思うんで

す。こういうものですよという性格は都市

計画法の中で言われているんですけれども、

どんな体をしているのか、姿形が全く今の

状況では見えないということになりますか

ら、その中身について、どこまで協議をさ

れて議会のほうの中に示していけるのか、

そのものについて出していただきたいと思

うんです。これは議長のほうで、やっぱり

きょうの審議に対してどうしても必要なも

のだというふうに思いますので、お計らい

をいただきたいと思います。 

 そこで、この１８条の３ですね。都市再

生機構が道路を築造するということについ

て、特定公共事業の管理者というんですか、

摂津市との間で協議が整って、かわってや

ってもよろしいですよというふうなものが

整ったとしても、その中身について議会の

議決を経なければならないということにな

っているわけですよね。１８条の３です。

この中身について、どういうふうに理解を

されているのか。つまり、どんな協議を整

えられて、その協議の中身について議会の

議決を経られたのか。これは、つまり道路

についてはまた別の話だというふうに思う

んですけれどもね。そこのところをちょっ

と整理してお答えいただきたいと思います。 

 それから、南千里丘の場合は、事業为体

が摂津市ですから、それは問題ないという

ふうなお話なんですけれども、道路管理者

の許可を得なければならない、同意を得な

ければならないというふうに法律ではなっ

ているわけですよね。その道路管理者との

協議、つまり電線共同溝については５条に

書いてあるんですけれども、整備計画を立

てなければならないと。つまり、道路管理

者になるためには、道路法の８条の２項、

議会の議決を経なければ道路管理者になれ

ないわけですよ。はっきりしているわけで

すね。つまり、道路管理者にもなっていな

いのに摂津市がやる事業だから摂津市で好

き勝手にやってええと、議会の議決を経な

くてもよいということの理屈にはならない

と思うんですけれども、ここのところは１

回きちっと整理をしてお答えいただきたい

と思います。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 ＵＲ都市機構に対しま

して事業を依頼というんですか、委託をす

る際の議決の件でございますけれども、吹

田操車場跡地まちづくりの区画整理事業に

つきましては、基本協定書を締結いたしま

して事業の執行を依頼しておるところでご

ざいます。その内容につきましては、平成

１９年の１１月の駅前等再開発特別委員会

でご説明し、資料も配付して事業を進めて

まいったところでございます。そして、防

災公園と通称呼んでおりますが、千里丘公

園の整備につきましては、議会のほうに平

成２０年の３月に直接施行の同意を議決い

ただきまして、債務負担行為を予算化させ

ていただいてＵＲのほうに事業を依頼して

いる状況でございます。そういう中で事業

を進めてきておりまして、確かに全体事業

費につきましては、まだ議会のほうにご報

告は、ご説明等もさせていただいておりま

せんので、今後４月の中旪ぐらいに一応そ

の報告をさせていただくということで予定

いたしております。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 南千里丘の関係でご

ざいますけれども、この場合、先ほど申し

上げましたように、本市が事業为体という
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形で実施したと。ご指摘のとおり、議会の

議決を受けていない状況の中で、その施設

に対して道路管理者としての権限が成り立

つのかと、こういうお話かと思います。確

かにおっしゃるとおりかもわかりませんが、

事業为体が摂津市であったということで、

私どもとしましては、その道路の築造に当

たりまして、道路の管理者の立場の意見も

申させていただいて、今のまちづくりに対

する道路整備計画を立てたと、こういう状

況でございますので、ご理解のほどよろし

くお願い申し上げます。 

○藤浦雅彦議長 山本議員。 

○山本靖一議員 今、小山部長のほうからお

答えいただいたんですけれども、全体の計

画については議決を経たということなんで

すけれども、この１８条の１項、道路法の

道路、同法による当該道路の新設または改

築に関する工事、これを特定公共施設の管

理者、つまり摂津市がこの道路法の第１項、

同意をしようとするときは、あらかじめ当

該管理者である地方公共団体の議会の議決

を経なければならないというふうに書いて

ありますよね。読んでみてください。お手

元にありますか。つまり、その１８条に基

づいていろんな仕事をします。その中の第

１項道路法、これについて都市再生機構に

仕事をお願いしましょうというときは、摂

津市の議会の議決を経なければならない、

そういう文言だというふうに思うんですが、

ここのところの説明をお願いします。 

 それから、宮川部長のほうは、摂津市が

事業为体だからというふうな話を何回も繰

り返されるんですけれども、法的な根拠は

どこにあるんでしょうか。道路法の８条の

２項というのは、道路管理者になって、こ

れは摂津市であろうとだれであろうと道路

管理者というのは議会の議決がなければな

れないわけですよね。つまり、道路管理者

になって初めて電線共同溝の話とかいろん

なことができるという、法律自身が、ちょ

っと私は、平成７年、後追いでつくられて

いるからこういうつくりになっているのか

なというような思いがするんですけれども、

しかし、この法律に基づいて、ずっと読み

解いていきますと、やっぱり道路管理者に

なって初めて電線共同溝の整備計画、資金

計画とかいろんなことについても協議がで

きていくのかなというふうに思うんですけ

れども、本当はそうではなしに、ずっと準

備をしていって道路というのはできていく

というのは、今の流れからいえば至極当然

のことだと思うんですけれども、こういう

法律の中でいきますと、こんないろんな矛

盾が出てくるのかなというような思いがす

るんですけれども、何回も言いますけれど

も、事業为体が摂津市だから、道路管理者

に成りかわってそういうことができますと

いうのは、どこに法律があるのかなという

ような気がするんです。前の認定基準でも、

これはそういうふうにはなっていないわけ

ですね。今度はつくりかえてもやっぱりそ

ういう矛盾が起こってくるというふうな感

じがするんですが、いかがでしょうか。 

○藤浦雅彦議長 土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 確かに議員、先ほど

から申し上げていますように、法的な流れ

のところについては、手順としましてはご

指摘のとおりかと思います。ただ、この事

業を実施するに当たりまして、本市が直接

事業をする、その中で南千里丘のまちづく

りにつきましては都市整備部のほうで担当

しております。当然、道路管理者の立場と

しましては、私ども、今の土木下水道部の

道路課のほうが所管する内容になってござ

います。まちづくりに当たりまして、その
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道路の形態ですとか線型ですとか、一定の

プランニングがなされたと、道路の性格、

同じ大枠で認めます摂津市という事業者、

その中で協議を行って道路を築造したと、

こういう状況でございますので、法的に道

路法に照らし合わせて第８条の２項の議会

の議決をもって道路を認定しなかった、そ

の中で電線共同溝を実施した、この部分に

ついては、道路管理者としての立場がまだ

確立されていないというような話になりま

すけれども、現実の話としまして、一つの

事業为が管理者を幾つも持っている状況に

ございます。私どもとしましては、本来手

続き上としましては実施すべきであったか

もしれませんが、でき上がることに対して

道路を認定させていただいて供用開始を打

たせていただいたと、こういう状況でござ

いますので、ご理解のほどよろしくお願い

申し上げます。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 公団法の１８条関係で

ございますけれども、１１条の３というこ

とで、公団の業務の範囲ということで、さ

まざまな事業が定められております。１１

条の３の中で、市街地形成をしている区域

において、いろんな事業ができると。再開

発事業とか区画整理事業とか、そういうも

のができる規定がございまして、市として

は、区画整理事業、面的整備をＵＲの公団

に施工依頼しております。ですから、道路

を特化して、この路線をお願いしますとい

うような状況でございません。そういう区

画整理事業を依頼して道路の整備を行って

いただいていると。ただ、今回、電線共同

溝を施工するに当たりまして、その電線共

同溝の路線については道路認定が必要だと

いうことは、これは道路法の道路管理者が

施工するものとなっておりますので、その

点については確かに道路認定が必要でござ

います。それについて議会の議決を経て、

それで初めて無電柱化の路線、道路認定で

電線共同溝の路線が認定を受けて初めてそ

れを指定できるようになってまいりますの

で、そういった点で、この路線については

議会の議決が必要だと。区画整理事業の依

頼については議決が必要でないものと考え

ております。 

 以上です。（「議事進行」と山本靖一議員

呼ぶ） 

○藤浦雅彦議長 山本議員。 

○山本靖一議員 宮川部長のお話では、議会

の議決があろうとなかろうと、事業为体が

摂津市だから何をしてもいいと、そういう

ふうに聞こえるわけですが、そういうこと

にはならない、法的な根拠は何ですかとい

うふうに問うていますので、ここはちょっ

と議長のほうで整理していただきたいと思

います。 

 それから、小山部長のほうは、１１条の

３というふうにおっしゃったんですけど、

私は１８条の１に書いてある道路法、これ

を依頼するときにも議会の議決が要ります

よというふうな、この読み解く中身につい

て答弁を求めたのに、１１条の３というふ

うなお話があったんですけれども、これは

全く違う問題ですので、これも併せて整理

していただきたいと思います。（「議事進

行」と木村勝彦議員呼ぶ） 

○藤浦雅彦議長 暫時休憩します。 

（午前１１時１２分 休憩） 

                 

（午前１１時１３分 再開） 

○藤浦雅彦議長 再開します。 

 では、木村議員。 

○木村勝彦議員 千里丘８４号線について、

今、議論が私は平行しておるように思いま
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す。道路がない状態で道路認定をするとい

うことについては、私は地元の十三高槻線、

大阪府が都市計画決定をした時点から府道

として認定をして、今度の正雀工区につい

ても共同電線溝を入れて無電柱化にすると

いう工事が今進められております。そうい

う点では、大阪府でそういうことがやられ

ておる現況もありますし、その辺のことも

踏まえて、担当部のほうとして、やはりき

っちりと答弁を願うということで暫時休憩

してもらいたいと思います。 

○藤浦雅彦議長 暫時休憩します。 

（午前１１時１４分 休憩） 

                 

（午後 １時 ２分 再開） 

○藤浦雅彦議長 休憩前に引き続き再開しま

す。 

 補足答弁を求めます。土木下水道部長。 

○宮川土木下水道部長 市道千里丘８４号線

の路線認定に当たりまして、改めてご説明

申し上げます。 

 今回の吹田操車場跡地の土地区画整理事

業において、電線共同溝の整備を行うもの

でありますが、既に南千里丘で行いました

土地区画整理事業におきまして電線共同溝

の整備を行っております。本来、同じ内容

の事業におきまして、事業为体が違うとい

うことで手続きに違いが発生しております。

南千里丘の場合の電線共同溝の整備に当た

りましては、今回と同様に道路法第８条第

２項の規定に基づき、道路認定を行ってか

ら電線共同溝の整備を行うべき内容でござ

いました。しかしながら、事業为体が摂津

市であるとの認識から電線共同溝を整備し

たものであります。この事業为体が摂津市

であるとの認識が、すべてを包含した事業

为体と解釈したことが今回の扱いと大きく

食い違いが出てまいりました。もっと関連

法規等を熟知する必要がございました。も

っと内容を精査すべきであったと深く反省

いたしております。 

 今回の吹田操車場跡地の土地区画整理事

業に当たり、その事業为体が独立行政法人

都市再生機構だったことで、関係法令の再

確認をいたしましたところ、電線共同溝の

整備等に関する特別措置法の第２条に、電

線共同溝は道路管理者が整備すべきものと

されており、その電線共同溝の整備に当た

りましては、独立行政法人都市再生機構法

の第１８条におきまして、管理者に成りか

わっての工事が施工できるとされておりま

すことから、道路管理者として、道路とし

て議会の議決をしていただいた上で、道路

の附帯構造物である電線共同溝の整備を行

うべきものと判断いたしたものでございま

す。 

 私どもとしましても、この電線共同溝の

整備に当たりましては、初めての内容でも

ございまして、法関係を熟知し切れていな

かったとこがこのような事態を招いたと深

く反省するとともにおわび申し上げます。

まことに申しわけございません。今後は、

関連法規などを十分精査した上で事業に取

り組んでまいる所存でございます。 

 なお、整備に当たりましては、道路の形

状等の情報が明らかになった時点では、速

やかにその内容をご提示申し上げた上でご

説明申し上げたいと考えておりますので、

よろしくお願い申し上げます。 

○藤浦雅彦議長 都市整備部長。 

○小山都市整備部長 それでは、独立行政法

人都市再生機構が施工する特定公共施設に

ついて、議決が必要かとのご質問について

ご答弁申し上げます。 

 独立行政法人都市再生機構法第１８条に

おいて、特定公共施設工事を都市再生機構
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が管理者にかわって工事を実施する場合、

同法１８条３項で議会の議決を経て同意が

必要と規定されております。その特定公共

施設とは、同法第１１条第１項第７号で土

地区画整理事業などの業務と合わせて整備

される公共の用に供する施設とされ、土地

区画整理事業区域内の道路などは特定公共

施設に該当しないため、議会の議決を求め

られておりません。 

 吹田操車場跡地まちづくりにおいて、特

定公共施設工事に関しては、（仮称）千里

丘公園を平成２３年度より整備を進めてま

いりますが、この公園は土地区画整理事業

に合わせて整備を行うことから、平成２０

年度第１回定例会にて独立行政法人都市再

生機構が本市にかわって施工する同意につ

いて、議会の議決をいただいております。 

 次に、吹田操車場跡地まちづくり事業の

内容についてのご質問についてご答弁申し

上げます。まちづくりの事業推進に当たり

ましては、事業の計画が把握できた時点で

議会にご説明するべきだったと反省してお

ります。おわびを申し上げます。まことに

申しわけございませんでした。 

 今、お手数に配付させていただいており

ます資料につきまして、ご説明させていた

だきます。吹田操車場跡地土地区画整理事

業の事業計画で示されている資金計画書の

コピーと、今回、道路認定をお願いしてい

る道路の断面と、吹田操車場跡地まちづく

りのパンフレットでございます。 

 資金計画の内容につきまして、ご説明さ

せていただきます。土地区画整理事業の全

体事業費は約１１０億円で、収入では国

庫・府・市の補助金は合計で２０億円で、

摂津市からの補助金は約２億円でございま

す。 

 次に、保留地処分金は約９０億円、合計、

合わせまして約１１０億円でございます。 

 次に、支出でございますが、道路、公園

などの公共施設整備は約３２億円で、移転

補償費は約１０億円でございます。 

 次に、水道、下水道、ガスなどの整備費

は約１６億円で、宅地整地費は約６億円、

その他工事費では約９億円、調査設計費で

２２億円、事務費利子で約１４億円、合計

約１１０億円でございます。 

 次に、図面でございますが、今回、道路

認定をお願いしている千里丘８４号線の標

準断面でございます。幅員につきましては、

１４メートルと１７メートルの断面の部分

で、歩道幅員は３．５メートルでございま

す。 

 今後、吹田操車場跡地まちづくりの事業

の内容につきましては、４月中旪にご説明

をさせていただく予定であります。なお、

事業の変更が生じた時点や、その時々にお

いて速やかに議会のほうにご説明させてい

ただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 以上です。 

○藤浦雅彦議長 ほかに質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 以上で質疑を終わります。 

 お諮りします。 

 本件については、委員会付託を省略する

ことに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 討論に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 討論なしと認め、以上で討

論を終わります。 

 議案第２８号を採決します。 

 本件について、可決することに賛成の方



 

 

４－２０ 

の起立を求めます。 

  （起立する者あり） 

○藤浦雅彦議長 起立者全員です。よって本

件は可決されました。 

 日程４、議案第２９号を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 土木下水道部長。 

  （宮川土木下水道部長 登壇） 

○宮川土木下水道部長 議案第２９号、市道

路線廃止の件について、提案内容のご説明

を申し上げます。 

 本件は、地区内道路としまして１路線、

延長２４．２メートルを市道として道路法

第１０条第３項に基づき道路の廃止を行う

ものでございます。 

 それでは、路線廃止の概要につきまして、

ご説明申し上げます。 

 区間、敷地の延長、敷地の幅員、敷地の

面積につきましては、議案書に記載のとお

りでございます。 

 位置等につきましては、議案参考資料８

ページに記載しておりますので、併せてご

覧いただきますようお願い申し上げます。 

 地区内道路としまして、番号１、路線名、

千里丘東７５号線、この１路線は、起・終

点及び延長の変更が生じましたもので、路

線廃止を行うものでございます。 

 以上、議案第２９号についての提案内容

の説明とさせていただきます。 

○藤浦雅彦議長 説明が終わり、質疑に入り

ます。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 質疑なしと認め、質疑を終

わります。 

 お諮りします。 

 本件については、委員会付託を省略する

ことに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 討論に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 討論なしと認め、討論を終

わります。 

 議案第２９号を採決します。 

 本件について、可決することに賛成の方

の起立を求めます。 

  （起立する者あり） 

○藤浦雅彦議長 起立者全員です。よって本

件は可決されました。 

 日程５、議会議案第１号など８件を議題

とします。 

 お諮りします。 

 本８件については、提案理由の説明を省

略することに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 質疑に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 質疑なしと認め、質疑を終

わります。 

 お諮りします。 

 本８件については、委員会付託を省略す

ることに異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、そのよう

に決定しました。 

 討論に入ります。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 討論なしと認め、討論を終

わります。 

 議会議案第１号及び議会議案第７号を採

決します。 

 本２件について、可決することに賛成の

方の起立を求めます。 



 

 

４－２１ 

  （起立する者あり） 

○藤浦雅彦議長 起立者多数です。よって本

２件は可決されました。 

 議会議案第２号、議会議案第４号及び議

会議案第６号を採決します。 

 本３件について、可決することに異議あ

りませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤浦雅彦議長 異議なしと認め、本３件は

可決されました。 

 議会議案第３号及び議会議案第５号を採

決します。 

 本２件について、可決することに賛成の

方の起立を求めます。 

  （起立する者あり） 

○藤浦雅彦議長 起立者多数です。よって本

２件は可決されました。 

 議会議案第８号を採決します。 

 本件について、可決することに賛成の方

の起立を求めます。 

  （起立する者あり） 

○藤浦雅彦議長 起立者多数です。よって本

件は可決されました。 

 以上で本日の日程は終了し、これで平成

２３年第１回摂津市議会定例会を閉会しま

す。 

（午後１時１４分 閉会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第１２３条第２項の規定により署

名する。 

 

 

摂津市議会議長     藤 浦 雅 彦 

 

 

摂津市議会議員     山 本 靖 一 

 

 

摂津市議会議員     弘     豊 



☆ 添 付 資 料 



曜 会 議 名 内 容 開 議 時 刻

2 ／ 22 火 本会議（第１日）
平成２３年度市政運営の基本方針
提案理由説明・即決

10:00

（議会議案届出締切　17:15）

23 水

24 木

25 金 （代表質問届出締切　12:00）

26 土

27 日

28 月

3 ／ 1 火

2 水

3 木

4 金

5 土

6 日

7 月 本会議（第２日） 質疑・委員会付託・代表質問 10:00

8 火 本会議（第３日） 代表質問 10:00

9 水

10 木 建設常任委員会（第二委員会室） 10:00

民生常任委員会（大会議室） 10:00

11 金 総務常任委員会（大会議室） 10:00

文教常任委員会（第二委員会室） 10:00

12 土

13 日

14 月

15 火 （常任委員会予備日）

16 水 （常任委員会予備日）

17 木 駅前等再開発特別委員会（第二委員会室） 10:00

18 金

19 土

20 日

21 月

22 火 （一般質問届出締切　12:00）

23 水

24 木

25 金

26 土

27 日

28 月 議会運営委員会（第一委員会室） 10:00

29 火

30 水 本会議（第４日） 一般質問・委員長報告・議会議案 10:00

議会運営委員会（第一委員会室） 本会議終了後

平成２３年第１回定例会審議日程（案）

月 日
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〈総務常任委員会〉
議案 第 1 号 平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案 第 4 号 平成２３年度摂津市財産区財産特別会計予算
議案 第 9 号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分
議案 第 21 号 摂津市職員定数条例の一部を改正する条例制定の件
議案 第 23 号 摂津市職員の管理職手当に関する条例及び一般職の職員の特殊勤務手

当に関する条例の一部を改正する条例制定の件

〈建設常任委員会〉
議案 第 1 号 平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案 第 2 号 平成２３年度摂津市水道事業会計予算
議案 第 5 号 平成２３年度摂津市公共下水道事業特別会計予算
議案 第 9 号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分
議案 第 10 号 平成２２年度摂津市水道事業会計補正予算（第３号）
議案 第 13 号 平成２２年度摂津市公共下水道事業特別会計補正予算（第４号）

〈文教常任委員会〉
議案 第 1 号 平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案 第 9 号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分
議案 第 18 号 摂津市民図書館等協議会条例制定の件
議案 第 19 号 摂津市教育センター条例制定の件
議案 第 22 号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例制定の件

議案 第 25 号 摂津市青少年運動広場条例の一部を改正する条例制定の件

〈民生常任委員会〉
議案 第 1 号 平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案 第 3 号 平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計予算
議案 第 6 号 平成２３年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算
議案 第 7 号 平成２３年度摂津市介護保険特別会計予算
議案 第 8 号 平成２３年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算
議案 第 9 号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分
議案 第 11 号 平成２２年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）
議案 第 12 号 平成２２年度摂津市老人保健医療特別会計補正予算（第２号）
議案 第 17 号 摂津市環境基金条例制定の件
議案 第 20 号 摂津市企業立地等促進条例制定の件
議案 第 24 号 摂津市特別会計条例の一部を改正する条例制定の件
議案 第 26 号 摂津市立市民ルーム条例の一部を改正する条例制定の件
議案 第 27 号 摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

〈議会運営委員会〉
議案 第 1 号 平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案 第 9 号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分

〈駅前等再開発特別委員会〉
議案 第 1 号 平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案 第 9 号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分

議 案 付 託 表

平成２３年第１回定例会
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質問順位

　１番　自民党　野原修議員

　２番　公明党　南野直司議員

　３番　新生クラブ　森内一蔵議員

　４番　高志会　渡辺慎吾議員

　５番　民主党　三好義治議員

　６番　日本共産党　弘豊議員

　７番　市民ネットワーク　木村勝彦議員

野原修議員

１　市民が元気に活動するまちづくりについて

　（１）人間基礎教育の実践でつながりのある社会の実現について

　（２）摂津らしさ「摂津ブランド」について

　（３）質の高い行政経営をするための人材育成について

２　みんなが安全で快適に暮らせるまちづくりについて

　（１）ＪＲ千里丘駅西口駅前整備について

　（２）正雀駅前整備について

　（３）ＪＲ千里丘駅西口構外エレベーターの早期設置とバリアフリーについて

　（４）市内公共交通の利便性向上の取り組みについて

　（５）消防・救急救助体制の充実について

　　　ア、地域消防力の強化について

　　　イ、産・学連携について

３　みどりうるおう環境を大切にするまちづくりについて

　（１）淀川河川公園の活用について

　（２）大正川、安威川、ガランド水路など、水辺空間の有効活用について

４　暮らしにやさしく笑顔があふれるまちづくりについて

　（２）市民への平和教育、人権尊重への取り組みについて

５　誰もが学び、成長できるまちづくりについて

　（１）就学前教育における学校、家庭、地域の連携について

　（２）生きる力を育む学校教育の取り組みについて

　（３）生きがいを見つける生涯学習の取り組みについて

６　活力ある産業のまちづくりについて

平 成 ２ ３ 年 第 １ 回 定 例 会 代 表 質 問 要 旨

　（１）「ふれあいリビング」の取り組みと市民との「つながり」を強めていく
　　　取り組みについて

　（１）「企業立地等促進条例」を活用した、明るく元気な活力あるまちにする
　　　取り組みについて
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南野直司議員

１　「摂津のより良い将来への道筋となる、新たなまちづくりのスタートの年」について

　（２）財政状況と今後の見通しについて

２　「市民が元気に活動するまちづくり」について

　（１）協働事業の展開について

　（２）重点施策の「市民活動の支援」について　

３　「みんなが安全で快適に暮らせるまちづくり」について

　（２）阪急京都線連続立体交差について

　（３）本市の実情に即したバス路線網等の再編を含めた市内公共交通のあり方について

　（４）消防救急無線の共同運用、北摂各市町との協議について　

４　「みどりうるおう環境を大切にするまちづくり」について

　（１）重点施策の「環境」及び、循環型社会の構築について

５　「暮らしにやさしく笑顔があふれるまちづくり」について

　（１）高齢者施策について

　（２）子育て支援施策について

　（３）重点施策の「健康」について

６　「誰もが学び、成長できるまちづくり」について

　（１）摂津市教育改革について

　（２）学校施設の改善について

７　「活力ある産業のまちづくり」について

　（１）地域経済活性化と雇用創出及び、中小企業支援施策について

８　「計画を実現する行政経営」について

　（１）人事制度改革と摂津市人材育成実施計画の考え方について

　（２）電子自治体の推進における利便性の向上について

　（１）「市民活動」「環境」「健康」の３つを重点施策として位置づけ、長期的な視野で
　　　摂津のより良い将来への道筋となる施策を推進することについて

　（１）「吹田操車場跡地まちづくり」と「正雀処理場の機能停止とクリーンセンター問
　　　題」について
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森内一蔵議員

１　市民が元気に活動するまちづくりについて

　（１）第３次総合計画の総括と成果について

　（３）地域間格差是正に向けた取り組みについて

２　みんなが安全で快適に暮らせるまちづくりについて

　（１）道路交通の安全性確保について

　（２）上水道事業と消防広域化への取り組みについて

３　環境を大切にするまちづくりについて

　（１）廃棄物処理施策について

　（２）リサイクルプラザ計画について

４　誰もが学び、成長できるまちづくりについて

　（１）生きる力を育む教育について

　（２）中学校クラブ活動の活性化に向けた取り組みについて

５　計画を実現する行政経営について

　（１）地方分権と権限移譲について

　（２）人材育成と人事制度改革について

　（２）第４次総合計画における市民と行政が協働できる総合計画推進会議と庁内会議の
　　　設置について
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渡辺慎吾議員

１　市民が元気に活動するまちづくり

２　みんなが安全で快適に暮らせるまちづくり

　（３）犯罪防止の抑止力として市内各所に防犯カメラを設置する考えはないのか。

３　みどりうるおう環境を大切にするまちづくり

　（１）淀川河川敷の今後の活用について

　（２）公園や街角緑化と市民との協働について

４　暮らしにやさしく笑顔があふれるまちづくり

　（１）男女共同参画社会実現の共同と協働との違いはなにか。

　（２）高齢者施策の認知症の支援ボランティアの養成はどのようにされるのか。

　（３）がん予防について

　　　イ、子宮頸がん予防ワクチンの危険性の認識について

５　誰もが学び、成長できるまちづくり

　（１）市内小中学校卒業式、入学式での国旗掲揚、国歌斉唱について

　（２）小学校の補習授業について

　（３）全国学力テストについて

　（４）小学校のクーラー設置について

　（５）総合体育館について

　（６）市立第６集会所について

６　活力ある産業のまちづくり

　（１）就労相談員を配置するとあるが、具体的にどのような取り組みをするのか。

　（１）協働について意識の共有化を図るために、市民の参画を得て、ルールづくりと
　　　今後の展開を検討するとあるが、具体的にどのようなことを考えているのか。

　（１）本市の実情に即したバス路線網等の再編とあるが、特に安威川以南の交通問題を
　　　どのように再編するのか。
　（２）消防団の車両、施設、資機材の支援整備を大幅に拡大して、地域の消防力強化を
　　　図るとは、具体的にどのようにするのか。

　　　ア、現在行われている市民健診でがんの早期発見の観点から、胸部レントゲン撮影を
　　　　ＣＴに変更の考えはないのか。
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三好義治議員

１　市民が元気に活動するまちづくりについて

　（１）「みんな」が協働するまちについて

　　　ア、協働による市政の推進について

　（２）市民活動が活発なまちについて

　　　ア、地域コミュニティ活動の推進について

２　みんなが安全で快適に暮らせるまちづくりについて

　（１）良好に土地を利用して暮らせるまちについて

　　　ア、不燃化のまちづくりについて

　（２）道路が安全で移動しやすいまちについて

　　　ア、渋滞解消施策について

　（３）公共下水道により快適な生活ができるまちについて

　　　ア、地方公営企業法について

３　みどりうるおう環境を大切にするまちづくりについて

　（１）環境への負荷が少ないまちについて

　（２）協働による水路管理の推進と水辺空間の創出について

４　暮らしにやさしく笑顔があふれるまちづくりについて

　（１）地域福祉活動拠点について

５　誰もが学び、成長できるまちづくりについて

　（１）学校園が安全安心で快適なまちについて

　　　ア、大阪府からの権限移譲事務について

　　　イ、中学校給食について

　（２）郷土の文化を大切にするまちについて

　　　ア、文化財の適切な保存・継承について

　　　イ、新修摂津市史発行について

６　活力ある産業のまちづくりについて

　（１）商工業が発展するまちについて

７　計画を実現する行政経営について

　（１）行財政改革について

　　　ア、第４次行財政改革について

　（２）行政経営について

　（３）広域連携について
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弘豊議員

１　市民にとって最も身近な自治体としてのあり方について

　（２）大阪都構想や地域主権改革などに対する市長としての基本姿勢は。

２　市長就任からこれまでの市政運営と今後の方向性について

３　雇用と地元商工業の振興について

　（１）これまで取り組まれた緊急雇用対策や地域就労支援の成果と今後について

　（２）中小企業資金融資制度について

　（３）商業活性化条例制定における具体的取り組みについて

　（４）中小業者の仕事確保と公共工事の発注のあり方について

　（５）企業立地等促進条例の制定について

４　まちづくり、環境について

　（１）生活道路と歩道の改善について

　（２）市内バス路線の改善について

　（３）吹田操車場跡地開発とクリーンセンター問題について

　（４）安威川ダム計画の再検証について

　（５）一般廃棄物処理基本計画とごみ収集の民間委託について

５　子育て支援と教育の充実について

　（１）次世代育成支援行動計画の取り組みについて

　（２）子どもの医療費助成の拡大について

　（３）豊かな教育環境を整備することについて

　（４）中学校給食に対する考えと学校給食の民間委託について

　（５）就学援助制度の改善について

　（６）日の丸、君が代の押しつけはやめること。

６　市民の命とくらしを守る具体的な問題について

　（１）北摂地域における救命救急医療を守ることについて

　（２）国民健康保険・後期高齢者医療保険制度について

　（３）高齢者・障害者福祉の充実について

　（４）感染症予防事業のワクチン接種における費用の一部負担について

　（５）生活保護行政の窓口対応について

　（６）税や保険料の滞納処分について

　（１）政権交代から一年半、これまでの国の動きと地方自治体への影響をどう見ている
      か。
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木村勝彦議員

１　十三高槻線正雀工区の地下部分の上部利用について

２　大阪府による各市への権限移譲について

３　公共下水道事業について

４　まちづくりの重要テーマである「協働」について

　（１）市民と協働してまちづくりを進める上での主体は市民なのか、行政なのか。

　（２）協働のための指針やマニュアルはどのようになるのか。

５　人口問題について

６　道路整備について

７　人づくりについて

　（１）現代社会において個人主義が蔓延して公共性が失われている。

８　バス路線網の再編を含めた市内公共交通のあり方について

　　　　公共交通のあり方についての考えを問う。

　　　　その対策として家庭教育はもちろん、学校教育の中で社会性・協調性を植え付ける
　　　ことが必要である。
　　　　そのためには、林間学校等、共同生活の中で体現させることにより相手に対する思
　　　いやり等、人間として社会のルールを守る必要性を自覚すると考える。
　　　　その対策の一つとして林間学校・キャンプなどが有効であると考える。
　　　　教育委員会としての見解は。

　（１）路線バス・市内循環バス・公共施設巡回バスの整合性を持たせるため、見直す必要
　　　があると考える。

　　　　地元としては、高齢者が集う、リハビリ機能のある施設を望んでいるが、市として
　　　の考えは。

　（１）大阪府が教育関係の権限を地方自治体に移管する方針を示したが、移管後の問題点
　　　について問う。

　（１）市街化調整区域における都市計画決定の変更及び事業認可の取得に向けた取り組み
　　　の先にある将来のまちづくり計画について

　（３）協働とはどういうことかということを職員、市民に理解を求める手法はどのように
　　　考えているのか。

　　　　市政運営上、どのような影響があるのか。また、人口減少をくい止める施策・努力
　　　についての考えは。

　（１）摂津市の交通のネックになっている一津屋交差点の渋滞解消に向けて、問題解決の
　　　取り組みは。

　（４）協働から共働にシフトしている自治体もある。摂津市が今、協働を取り上げる意
　　　義は。

　（１）第３次総合計画では１０万都市を目指したが、第４次総合計画は８万人と見込んで
　　　いる。

　（１）府道十三高槻線正雀工区が平成２４年に完成するが、着工時に大阪府・摂津市・地
　　　元自治会との間で協定を結んでいる。地下部分の上部利用について、本年に方向性を
　　　示す必要がある。
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９　活力ある産業のまちづくりについて

　　　　摂津市としての方向性、考え方について

１０　環境を大切にするまちづくりについて

　　　　また、ポイ捨て禁止区域を設定する考えはないのか。

　（２）大企業が移転するケースが多くなっている。摂津市でも近畿コカコーラが福岡に
　　　本社を移転した。

　（１）摂津市は全国に先駆けて公共施設全面禁煙を実施したが、更に一歩進めて敷地内
　　　全面禁煙にする考えはないか。

　（１）産学交流・異業種交流を進めるための産業会館の取り組みを進める必要があると
　　　考える。

　　　　大手７社等、企業が移転しないための方策を講じる必要があると考えるが、企業と
　　　まちの共存を図るための市としての考えは。
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議決結果一覧

議  案  番  号 件　　　　　　　　　　　名 議決月日 結果

議　　案 第 1号 平成２３年度摂津市一般会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 2号 平成２３年度摂津市水道事業会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 3号 平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 4号 平成２３年度摂津市財産区財産特別会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 5号 平成２３年度摂津市公共下水道事業特別会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 6号
平成２３年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会
計予算

3月30日 可 決

議　　案 第 7号 平成２３年度摂津市介護保険特別会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 8号 平成２３年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算 3月30日 可 決

議　　案 第 9号 平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号） 3月30日 可 決

議　　案 第 10号 平成２２年度摂津市水道事業会計補正予算（第３号） 3月30日 可 決

議　　案 第 11号
平成２２年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第
５号）

3月30日 可 決

議　　案 第 12号
平成２２年度摂津市老人保健医療特別会計補正予算（第
２号）

3月30日 可 決

議　　案 第 13号
平成２２年度摂津市公共下水道事業特別会計補正予算
（第４号）

3月30日 可 決

議　　案 第 14号
固定資産評価審査委員会委員の選任について同意を求め
る件

2月22日 同 意

議　　案 第 17号 摂津市環境基金条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 18号 摂津市民図書館等協議会条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 19号 摂津市教育センター条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 20号 摂津市企業立地等促進条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 21号 摂津市職員定数条例の一部を改正する条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 22号
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す
る条例の一部を改正する条例制定の件

3月30日 可 決

議　　案 第 23号
摂津市職員の管理職手当に関する条例及び一般職の職員
の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例制定
の件

3月30日 可 決

議　　案 第 24号 摂津市特別会計条例の一部を改正する条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 25号
摂津市青少年運動広場条例の一部を改正する条例制定の
件

3月30日 可 決

議　　案 第 26号 摂津市立市民ルーム条例の一部を改正する条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 27号 摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 28号 市道路線認定の件 3月30日 可 決

議　　案 第 29号 市道路線廃止の件 3月30日 可 決

議会議案 第 1号
尖閣諸島領海侵犯事件の不起訴処分に抗議し、万全の領
域警備を求める意見書の件

3月30日 可 決

議会議案 第 2号 ＤＮＡに関する基本法の制定を求める意見書の件 3月30日 可 決

議会議案 第 3号 大阪府営住宅の増設を求める意見書の件 3月30日 可 決

議会議案 第 4号
千里救命救急センターへの支援事業継続を求める意見書
の件

3月30日 可 決

議会議案 第 5号 大阪府の私学助成政策に対する意見書の件 3月30日 可 決

議会議案 第 6号 大阪府に学校警備員補助の継続を求める意見書の件 3月30日 可 決

議会議案 第 7号
公共交通機関のバリアフリー化の更なる推進を求める意
見書の件

3月30日 可 決

議会議案 第 8号 若者の雇用対策の更なる充実を求める意見書の件 3月30日 可 決
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